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１、開催年月日時刻及び場所

  令和元年５月２０日

自   午後 ２時００分

至   午後 ４時２６分

於   委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委 員 長 山口 経正 君

副 委 員 長 北村 貴寿 君

委 員 小林 克敏 君

〃 山口 初實 君

〃 前田 哲也 君

〃 中島 浩介 君

〃 山本 啓介 君

〃 大久保潔重 君

〃 吉村  洋 君

〃 麻生  隆 君

〃

   〃

堤  典子 君

浦川 基継 君

３、欠席委員の氏名

な   し

４、委員外出席議員の氏名

な   し

５、県側出席者の氏名

警 務 部 長 菅谷 大岳 君

会 計 課 長 佐藤 一春 君

生活 安全部 長 田尻 弘久 君

地 域 部 長 宮崎 光法 君

刑 事 部 長 羽田 敏雄 君

交 通 部 長 土井  隆 君

警 備 部 長 豊永 孝文 君

会 計 管 理 者 野嶋 克哉 君

会 計 課 長 福田 修二 君

物品 管理室 長 岩村 政子 君

出 納 室 長 櫻井  毅 君

監査 事務局 長 下田 芳之 君

監 査 課 長 田尾 康浩 君

人事委員会事務局長 大﨑 義郎 君

職員課長（参事監） 三田  徹 君

労働委員会事務局長（併任） 大﨑 義郎 君

調整 審査課 長 齋藤太紀雄 君

議会 事務局 長 木下  忠 君

次長兼総務課長 柴田 昌造 君

議 事 課 長 川原 孝行 君

政務 調査課 長 太田 勝也 君

文化観光国際部長 中﨑 謙司 君

文化観光国際部政策監
(国際戦略担当)

浦  真樹 君

文化観光国際部次長 岩田 正嗣 君

文化 振興課 長 村田 利博 君

世界 遺産課 長 桒原  恵 君

観光 振興課 長 佐古 竜二 君

国際観光振興室長（参事監） 佐々野一義 君

物産ブランド推進課長 宮本 智美 君

国 際 課 長 永橋 勝巳 君

国際 課企画 監
（アジア・国際戦略担当）

小川 昭博 君

企画 振興部 長 柿本 敏晶 君

企画振興部政策監
(離島・半島・過疎対策担当)

前川 謙介 君

企画振興部政策監
(ＩＲ推進担当)

吉田 慎一 君
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企画振興部次長 坂野花菜子 君

企画振興部参事監
（県庁舎跡地活用担当）

村上 真祥 君

政策 企画課 長 陣野 和弘 君

政策企画課企画監
（次期総合計画担当）

福田 義道 君

ＩＲ 推進課 長 小宮 健志 君

地域づくり推進課長 浦  亮治 君

地域づくり推進課企画監
(離島振興対策担当)

明石 克磨 君

スポーツ振興課長 野口 純弘 君

スポーツ振興課企画監
（スポーツ合宿・大会誘致担当）

江口  信 君

市 町 村 課 長 井手美都子 君

土地 対策室 長 原田 一城 君

新幹線・総合交通対策課長 小川 雅純 君

新幹線・総合交通対策課企画監
(航路・バス事業等担当)

椿谷 博文 君

県庁舎跡地活用室長 苑田 弘継 君

危 機 管 理 監 荒木  秀 君

危機 管理課 長 近藤 和彦 君

消防 保安室 長 宮崎 良一 君

総 務 部 長 平田 修三 君

総務文書課長（参事監） 荒田 忠幸 君

県民センター長 鳥谷 寿彦 君

秘 書 課 長 伊達 良弘 君

広 報 課 長 田中紀久美 君

人 事 課 長 大安 哲也 君

新行政推進室長 大瀬良 潤 君

職員 厚生課 長 山下  明 君

財 政 課 長 早稲田智仁 君

財政 課企画 監 園田 貴子 君

管 財 課 長 松田 武文 君

管財 課企画 監 太田 昌徳 君

税 務 課 長 原  清二 君

情報 政策課 長 山崎 敏朗 君

総務事務センタ―長 松村 重喜 君

６、審査の経過次のとおり

― 午後 ２時００分 開会 ―

【山口(経)委員長】 ただいまから総務委員会を
開会いたします。

まず、委員席でございますが、お手元に配付

いたしております委員配席表のとおり決定いた

したいと存じますので、ご了承をお願いいたし

ます。

議事に入ります前に、選任後初めての委員会

でございますので、一言ご挨拶を申し上げます。

このたびの委員改選によりまして、総務委員会

の委員長を仰せつかりました山口経正でござい

ます。

北村副委員長をはじめ、各委員や理事者の皆

様方のご指導とご協力を賜りながら、公正かつ

円滑な委員会運営に努めてまいりたいと思いま

すので、よろしくお願いいたします。

本委員会は、警察本部をはじめ、出納局・各種

委員会、文化観光国際部、企画振興部、危機管

理監、総務部を所管しており、広範な行政課題

を審査の対象とし、現下の厳しい財政状況の中

にあって、より効率的かつ効果的な事業執行の

検証が求められているところでございます。

また、所管部局における重要課題としましては、

・国境離島地域の振興

・自然災害等に対しての地域防災力の向上促進

・九州新幹線西九州ルートのフル規格整備促進

・特定複合観光施設（ＩＲ）区域整備の推進

などこの他にも多岐に渡る課題がありますが、

いずれも県政の喫緊の課題であり、本委員会の

役割はますます重要性を増していると認識をい

たしております。
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山積する課題の解決に向けて、 副委員長をは

じめ、委員の皆様方におかれましても、積極的

に論議を深めていただきますとともに、円滑な

委員会の運営にご協力賜りますように重ねてお

願いを申し上げる次第でございます。

これから一年間、微力ながら、本県の総務委員

会所管行政の進展に取り組んでまいりますので、

委員及び理事者の皆様方のご指導とご鞭撻を賜

りますよう、よろしくお願いいたしまして、簡

単でありますが、私のご挨拶といたします。

（拍手）

それでは、私から副委員長並びに委員の皆様

方をご紹介いたします。

〔各委員紹介〕

以上でございます。

よろしくお願いいたします。

次に、理事者の紹介を受けたいと思います。

【平田総務部長】総務部長の平田 修三でござ

います。よろしくお願いいたします。

総務委員会所属の各部局を代表いたしまして、

一言ご挨拶を申し上げます。

令和2年度は、「長崎県総合計画」の最終年度で

あることから、その総仕上げを行うとともに、

新たな「総合戦略」がスタートする年でもある

ことから、人口減少対策の一層の充実・強化の

ため、これまで以上に県庁組織の総力を挙げて

取り組むことが重要になると考えております。

いくつもの部局が所属する本委員会では、大変

幅広い分野にわたり、県が抱える重要課題につ

きましてご審議をいただくことになっておりま

す。

山口経正委員長、北村副委員長をはじめ、各

委員の皆様のご指導、ご協力を賜りながら、県

民の皆様が将来に向けて夢を持てる長崎県づく

りのため、より一層全力を上げて取り組んでま

いりますので、よろしくお願い申し上げます。

それでは、総務委員会所属の各部局長をご紹

介いたします。

〔各幹部職員紹介〕

以上でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

【山口（経）委員長】ありがとうございました。

それでは、これより議事に入ります。

まず、会議録署名委員を、慣例によりまして、

私から指名させていただきます。

会議録職員名委員は、吉村委員、浦川委員の

ご両人にお願いいたします。

今回の議題は、文教厚生行政所管事務につい

て。第91号議案「令和元年度長崎県一般会計補
正予算（第7号）のうち関係部分、について。
令和2年2月定例会における本委員会の審査内
容等について、であります。

審査方法につきましては、お手元にお配りし

ております審査順序のとおり、本日から明日の

午前中にかけて、委員会を協議会に切り替え、

関係部局の所管事務の概要説明を受けることと

し、明日の午後から、分科会において付託議案

に限って審査を行ない、審査終了後に「令和2
年2月定例会の審査内容（案）」についての委
員間協議を行うこととしたいと存じますが、ご

異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】ご異議ないようですので、
そのように進めることにいたします。

また、概要説明についてのご質問等につきま

しては、今回は特に理解しにくかった点につい

ての質問にとどめ、具体的な質問につきまして

は、各課へ個別に質問していただくか、3月9日
からの委員会のなかで行うことにしたいと思い
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のでよろしくお願いいたします。

【山口(経)委員長】それでは、ただいまから、
委員会を協議会に切り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時 ４分 休憩 ―

― 午後 ４時２６分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開いたします。

本日の委員会はこれにてとどめ、明日は、午

前10時から委員会を開催し、引き続き、関係部
局の概要説明を受けることとし、午後からは、

国の経済対策に伴う補正予算について審査を行

ない、審査終了後、「令和2年2月定例会の審査
内容（案）」について、委員間協議を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ４時２７分 散会 ―



２月２６日（経済対策補正審査）
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年２月２６日

自  午前１０時００分

至  午後 ２時１８分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 山口 経正 君

副委員長(副会長) 北村 貴寿 君

委 員 小林 克敏 君

〃 山口 初實 君

〃 前田 哲也 君

〃 中島 浩介 君

〃 山本 啓介 君

〃 大久保潔重 君

〃 吉村  洋 君

〃 麻生  隆 君

〃 堤  典子 君

〃 浦川 基継 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

総 務 部 長 平田 修三 君

財 政 課 長 早稲田智仁 君

企画 振興部 長 柿本 敏晶 君

企画振興部政策監
（離島・半島・過疎対策担当）

前川 謙介 君

政策 企画課 長 陣野 和弘 君

地域づくり推進課長 浦  亮治 君

土地 対策室 長 原田 一城 君

文化観光国際部長 中﨑 謙司 君

文化観光国際部政策監 浦  真樹 君

文化観光国際部次長 岩田 正嗣 君

観光振興課長 佐古 竜二 君

国際観光振興室長
（ 参 事 監 ）

佐々野一義 君

物産ブランド推進課長 宮本 智美 君

国 際 課 長 永橋 勝巳 君

国際課企画監
（アジア・国際戦略担当）

小川 昭博 君

６、審査事件の件名

○予算決算委員会（総務分科会）

第91号議案
令和元年度長崎県一般会計補正予算（第7号）
（関係分）

７、審査の経過次のとおり

― 午前 １０時００分 開会 ―

【山口(経)委員長】委員会を再開いたします。
昨日に引き続き、関係部局の所管事務の概要

説明を受けることといたします。

委員会を協議会に切り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午前 １０時 ２分 休憩 ―

― 午前 １１時４５分 再開 ―

【山口(経)委員長】委員会を再開いたします。
午前中はこれにてとどめ、午後は、1時30分

から再開し、国の経済対策に伴う補正予算につ

いて審査を行ない、審査終了後、「令和2年2月
定例会の審査内容（案）」についての委員間協
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議を行います。

しばらく休憩いたします。

しばらく休憩いたします。

― 午前 １１時４６分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開いたします。

なお、理事者の出席につきましては、付議案

件に関係する範囲で、お手元に配付しておりま

す配席表のとおり決定したいと存じますので、

ご了承をお願いいたします。

【山口(経)分科会長】 分科会による審査を行い
ます。

予算議案を議題といたします。

企画振興部長より、予算議案説明をお願いい

たします。

【柿本企画振興部長】企画振興部関係の議案に

ついて、ご説明いたします。

「予算決算委員会総務分科会関係議案説明資

料（経済対策補正先議分）」をご覧ください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第91号議案「令和元年度長崎県一般会計補正予
算（第7号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「安

心と成長の未来を拓く総合経済対策」に沿って、

1月30日に成立した国の補正予算に適切に対処
するため、必要な予算を追加しようとするもの

であります。

補正予算は、歳入予算で3億3万3,000円の増、
歳出予算で2,205万円の増を計上いたしており
ます。

この歳入予算の内容は、地籍調査費負担金及

び他部局で歳出予算を計上しております地方創

生拠点整備交付金並びに特定有人国境離島地域

社会維持推進交付金を活用した事業に対応する

ものであります。

また、歳出予算につきましては、災害時の迅

速な復旧に資するため、土砂災害警戒区域等を

含む地域において、平戸市が実施する地籍調査

事業に対する国土調査事業等補助金を増額いた

しております。

次に、繰越明許費についてご説明いたします。

これは、平戸市が実施する地籍調査に要する

経費の補助金でありますが、国からの追加予算

の配分が2月となり、年度内に適正な事業期間
を確保できないことから、2,205万円について、
繰越明許費を設定するものであります。

以上をもちまして、企画振興部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【山口(経)分科会長】 次に、土地対策室長より
補足説明をお願いいたします。

【原田土地対策室長】それでは、補正予算のう

ち、地籍調査費についてご説明をさせていただ

きます。

お手元に「令和元年度2月補正予算（経済対
策補正先議分）事業説明書（土地対策室）」と

いう1枚ものの資料がお配りされているかと思
いますけれども、そちらをご覧ください。

この予算は、資料の3に記載をしております
が、現在、11の市が実施しております地籍調査
について、洪水等対応型地籍調査緊急対策とし

て、今回の総合経済対策に盛り込まれたことに

基づくものでございます。

国から示されました要件としましては、（3）
に記載しておりますが、令和2年度の地籍調査
事業として新たに要望している区域で、その中

に土砂災害警戒区域や津波災害警戒区域等のい

ずれかが含まれ、調査の緊急性が高い地区とい
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うことでありました。

11の市と協議した結果、平戸市が実施予定の
箇所に該当する区域が含まれていたこと、また、

市の方も前倒しの予算確保について積極的なお

考えであったため、国に割り当てを要望いたし

まして、補正予算として今回計上させていただ

いたものでございます。

補正予算額は2,205万円と少額ではあります
が、別途、令和2年度の当初予算といたしまし
て10億200万円程度を地籍調査事業補助金とし
て計上させていただいております。

ご承認をいただきましたら、令和2年度は、
当初予算とこの補正予算合わせて10億2,400万
円をもって、災害対策や社会資本の整備等に資

する地籍調査を進めてまいりたいと考えており

ます。

よろしくご審議のほどお願い申し上げます。

【山口(経)分科会長】 次に、文化観光国際部長
より、予算議案説明をお願いいたします。

【中﨑文化観光国際部長】それでは、お手元に

文化観光国際部の議案説明資料をよろしくお願

いいたします。

文化観光国際部関係の議案について、ご説明

いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第91号議案「令和元年度長崎県一般会計補正予
算（第7号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「安

心と成長の未来を拓く総合経済対策」に沿って、

1月30日に成立した国の補正予算に適切に対処
するため、必要な予算を追加しようとするもの

であります。

歳入予算は、諸収入7,232万円の増、歳出予算
は観光費3億7,103万1,000円の増を計上いたし
ております。

これは対馬を訪れる韓国人観光客の減少に伴

う国内客等の誘客対策として、宿泊・交通のパ

ッケージ商品にしまの体験プランを加えたしま

旅旅行商品の販売拡大や対馬市が行う受入態勢

整備等の取組に要する経費を増額いたしており

ます。

次に、繰越明許費についてご説明いたします。

国の交付金を活用する事業について、年度内

に適正な事業期間を確保できないことから、観

光費3億7,103万1,000円について、繰越明許費
を設定しようとするものであります。

以上をもちまして、文化観光国際部関係の説

明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【山口(経)分科会長】 次に、観光振興課長より
補足説明をお願いいたします。

【佐古観光振興課長】 それでは、「予算決算委

員会総務分科会補足説明資料 経済対策補正先

議分」この縦型の資料に基づきましてご説明を

申し上げます。

まず、表紙を1枚めくっていただきまして、1
ページ目に歳入歳出の総括表を記載をしており

ます。

上段の歳入ですけれども、観光振興課関係で

7,232万円、こちらにつきましては、県が実施し
ます事業の対馬市の負担金を計上しております。

それから、歳出予算につきましては、下段3
億7,103万1,000円という数字でございます。こ
ちらの中身につきましては、次の2ページでご
説明をいたします。

国境離島振興事業費ということで、対馬の対

策の事業になります。総額で3億7,103万1,000
円です。

韓国人観光客の激減という状況を受けまして、
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国境離島交付金を効果的に活用して、国内客の

誘客を図ろうとするものでございます。

主な事業内容としましては、（1）から（3）
まで掲げておりますけれども、（1）と（2）が
県事業、（3）が対馬市事業ということになり
ます。

まず、（1）のしま旅旅行商品等の販売促進
でございますけれども、こちらにつきましては、

平成29年度から取り組んでおります国境離島
の滞在型観光推進、この既存の制度の範囲内で

対馬市向けの送客の枠を拡大するというもので

ございます。しま旅旅行商品、こちらは団体向

けになりますけれども、1万5,000人泊を計画し
ておりまして、その下の企画乗船券というもの

がございますが、こちらは主に個人向けで1,000
枚の計画を立てております。

それから、（2）対馬市内での観光割引制度
の実施でございますけれども、こちらが、今回、

内閣府の補正の中で、対馬市だけに特別に講じ

ていただいた対策ということになります。

中身につきましては、国境離島の既存の制度

と、それに上乗せをしまして、一人1泊当たり
5,000円、最大1万5,000円という割引を実施し
ます。これが従来と異なりますのが、宿泊です

とか、レンタカーなどの交通、それから飲食店

といった形で、使い道が従来よりも広い割引と

いう形になります。これにつきましては、割引

の適用を3万人という目標を掲げております。
そのあたりを少し表でご説明をしております

けれども、それぞれしま旅旅行商品から縦に商

品の種別がございまして、今回の補正予算では、

旅行商品が1万5,000、企画乗船券が1,000とい
う形で、合計で約2万3,000人泊。これと別に、
来年度の当初予算の中で対馬向けの送客として

6,950人泊という計画を立てておりますので、合

計しますと、今回の補正予算と来年度の当初予

算を合わせまして3万人泊の送客目標を掲げて
いるところです。

それから、今申し上げました（1）と（2）と
いうのが誘客対策ということになりますけれど

も、対馬市が国内向けの観光地としてレベルを

アップしていくためには、やはり地元の受入態

勢の整備が重要になりますので、そういった取

組というのが最後の（3）に掲げております対
馬市の事業ということになります。

3つ掲げておりますけれども、対馬市観光ブ
ランディング事業、これは対馬の魅力の一つで

ございます自然を活用したいろんなモデルコー

スを作成して、モニターツアーを実施するとい

った事業でございます。

2点目のおもてなし向上事業ですけれども、
こちらは昨年の10月に対馬市の地元、県も含め
てですけれども、民間団体も含めておもてなし

協議会というのを立ち上げまして、受入態勢に

力を入れていくということにしておりますので、

その協議会の活動経費ということになります。

最後のガイド養成事業につきましては、ガイ

ド養成のためのハンドブックの作成、それから

ガイドの養成講座の開催といった事業内容にな

っております。

説明は以上でございます。

よろしくお願い申し上げます。

【山口(経)分科会長】 次に、総務部長より、予
算議案説明をお願いいたします。

【平田総務部長】総務部関係の議案についてご

説明をいたします。

総務部の「予算決算委員会総務分科会関係議

案説明資料（経済対策先議分）」をお開きくだ

さい。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、
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第91号議案「令和元年度長崎県一般会計補正予
算（第7号）」のうち関係部分であります。
今回の補正予算は、国において決定された「安

心と成長の未来を拓く総合経済対策」に沿って、

1月30日に成立した国の補正予算に適切に対処
するため、必要な予算を追加しようするもので

あります。

歳入予算は、繰入金9,558万8,000円の増、県
債107億4,220万円の増、合計108億3,778万
8,000円の増となっております。
以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【山口(経)分科会長】 以上で説明が終わりまし
たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。

質疑はありませんか。

【小林委員】企画振興部の地方創生拠点整備交

付金についてお尋ねしますが、今まで、我々は

地方創生、人口減少対策をはじめとして、地域

の活性化という形で、国のありがたい支援が平

成28年度ぐらいから本格的に始まったという
ことで今日まできているわけですね。

それで、私も一般質問等々で質問したかもし

れないが、いわゆる地方創生交付金というのを

長崎県というのはかなりいただいているわけで

すね。これは長崎県分と市町分の2つに分かれ
てきているわけです。たしか平成31年度くらい
までは、47都道府県の中において長崎県は上位
3位が5位の間に入っているということで、12億
円から13億円くらいのありがたい支援をいた
だいていたのではないかと。トータルすれば四

十数億円になるということで、そんな論理で展

開をし、質問をいたしました。

そういう状況の中で、かなり地方創生推進交

付金として長崎県は優遇していただいていると、

こういう捉え方の中で、今回、経済対策の補正

として、こういう地方創生拠点整備交付金とい

う、我々が今言っているような地方創生推進交

付金と拠点整備交付金というのが、私はこの拠

点整備というのをあんまり知らなかったわけで

す。そもそも、地方創生推進交付金と拠点整備

交付金という制度の違いはどこにあるのか、ま

ずそこを教えてください。

【陣野政策企画課長】今、小林委員からご質問

がありました地方創生に関する交付金につきま

しては、委員ご指摘のとおり2種類ございます。
一つが地方創生推進交付金という形で、委員

からお話がございましたように、こちらにつき

ましては「まち・ひと・しごと創生総合戦略」

の取組を一層進めるための取組に支援をすると

いう形で交付金制度が設けられております。こ

ちらにつきましては、平成31年度、令和元年度
の交付決定額は委員からお話がございましたよ

うに県分で申し上げますと約12億8,000万円、
全国順位でいいますと第3位、市町分で申し上
げますと12億5,800万円程度ということで、全
国順位5位といった形で、総合戦略に掲げる取
組を一層推進するという目的でソフト、ハード

ともに使えるような制度になっております。

一方、今、委員からお話がございましたよう

に、今回の補正予算で計上しております地方創

生拠点整備交付金、こちらにつきましては、主

にハード整備を対象とした交付金でございます。

目的といたしましては、「地域の観光振興や

住民所得の向上等の基盤となる先導的な施設整

備を支援することによって、所得や消費の拡大

を促し、地域の活性化、住民の地方への定住を

目的とした」という形で、拠点整備交付金につ
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きましては、主にハード整備を対象としている

という点が、地方創生推進交付金につきまして

はソフト、ハード両方対象になっておりますが、

拠点整備交付金につきましては、ハード整備を

目的としているという点で違いがございます。

また、推進交付金につきましては、主に当初

予算でそれぞれ国の予算で計上しておりますけ

れども、拠点整備交付金につきましては、経済

対策の折に予算計上されるという面もございま

して、そういったところでの違いはございます。

【小林委員】 よくわかりました。

ただ、今言うように、地方創生推進交付金に

ついては当初予算でいろいろと、どんな事業の

展開をやってどれだけの成果を出すぞというこ

とについては、当然いろいろ検討ができるわけ

ですよ。ところが、今のお話のとおり、この地

方創生拠点整備交付金はハード面が主であると。

しかも、通常あるわけではなくして、経済対策

の折にこの交付金が拠出されるというご答弁で

ありました。

では、今回、これだけの交付金をいただいて、

どんな事業を展開しようとしているのかと。ハ

ード事業であって、人口減少対策だとか、ある

いはまちを活性化させるとか、あるいは所得の

向上を求めていくとか、従来、地方創生と言え

ばそういうところが柱だろうと思うわけですよ。

そういうハード面で、その目的を達成するよう

な今回の事業というのが、どれくらいの規模で

どういう内容になっているのか、そこのところ

についてお尋ねをしたいと思います。

【陣野政策企画課長】今回の経済対策の補正予

算で予定しております事業につきましては、農

林部の方で歳出予算を計上しております。具体

的に申し上げますと、農林技術開発センターに

おきまして、花卉の栽培におきましてＡＩ等を

活用した高度な環境制御技術を開発することに

よりまして、生産性の向上並びに安定した生産

をつなげることによりまして、最終的には所得

の向上、そして人口の定着というものを目的と

した事業について充当しております。

事業費といたしましては、約1億4,700万円の
歳出予算を計上しておりまして、2分の1の交付
金という形で今回政策企画課の方で約7,300万
円ほどの歳入予算を計上しているという状況で

ございます。

【小林委員】 今、最後に言われた、いわゆる国

の交付金として2分の1と。大体事業全体につい
ては、当然真水の負担というのがあるわけでし

ょう。そういうところについて、その真水の負

担の2分の1、50％がいわゆる交付税で措置され
るということになると、長崎県の負担金は、そ

の全体の中の4分の1でいいと、こういうことを
言っているわけですか。

【陣野政策企画課長】先ほど申し上げました歳

出予算が1億4,700万円、2分の1が国の交付金と
して約7,300万円まいります。残りの2分の1の
地方負担につきましては、今回、経済対策とい

うこともございまして、ハード整備に伴います

地方債、補正予算債というのが充当されます。

こちらにつきまして、2分の1のところの全額に
補正予算債が充当されます。そのうちの2分の1
が交付税措置されるということですので、委員

ご指摘のとおり、全体で申し上げますと、約

25％の負担で今回の施設整備ができるという
状況になっております。

【小林委員】拠点整備交付金というのが、やっ

ぱりそれだけ非常に有利な展開ができるという

こと。しかも、経済対策の時しか、併せてこう

いうものが出てこないと。こういうようなこと

で、若干もう少しあったらいいなという感じが
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しますけれども、おいそれと経済対策ばっかり

があるわけではない。これが1億4,700万円の事
業費ベースになっているわけですね。

そうすると、今、農林技術開発センターで花

卉の栽培等々をＡＩでやっていくんだというお

話でありますね。これによってどういうメリッ

トがあるのか。地域の活性化とか、それとも所

得の向上とか、そういう地方創生に見合うよう

な事業内容になっているのかどうか。いわゆる

経済対策が出されて、その時にこういう拠点整

備の交付金ということで、その事業をじっくり

考えるような時間帯が本当にあるのかどうか。

本当にこの事業が最高に、いわゆるこの交付金

の制度、仕組みの一番いい事業になっているの

かどうか。この辺のところを最後に質問したい

わけでありますが、その点についてはどうです

か。

【陣野政策企画課長】今回の農林技術開発セン

ターの施設整備につきましては、そもそも農林

部におきましても、花卉の栽培において、どう

いった形で生産性の向上につなげていくのか、

さらに、安定生産性をどうした形で技術開発し

ていけばいいのかということを通常考えていて、

今後、例えば令和2年度の予算で計上しようと
する中で、今回補正予算という形が出ましたの

で、前倒ししてこの交付金を活用したというと

ころでございまして、常日頃からどういった形

で生産性の向上につなげていくのか、技術開発

をするのか、どういった施設整備が必要なのか

というところを議論する中で今回の交付金を活

用したというところでございます。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【山本(啓)委員】 ご説明いただきました観光振
興課の国境離島振興事業費、対馬観光誘客対策

事業費についてお尋ねをします。

まず、この前提となった韓国人観光客の減少

ですけれども、昨年の7月からあったと思いま
すけれども、現在の動向について、把握してい

る数字を説明していただきたいと思います。

【佐古観光振興課長】 昨年の8月から本格的に
減少というのが始まりまして、年末に向けて前

年比で9割減という状況で推移をしてきており
ます。

今年に入りまして、1月は前年比8割減と少し
持ち直し、数字上は幾分やわらいで、地元で直

接ご意見をお伺いしましたところ、地元の事業

者の皆様もここで持ち直していくんではないか

というお考えを持っていらっしゃる事業者もお

られました。

ただ、ここにきて、また新型コロナウイルス

の問題も出てきておりますので、そこはコロナ

ウイルスのこともしっかり推移を見極めながら、

もともとの対馬への入り込みの減というのがど

ういうふうに推移していくかというのは、少し

予測が難しいところではございますけれども、

しっかり注視してまいりたいと思います。

【山本(啓)委員】 前提となる数字を確認したい
と思いますけれども、今、9割減、8割減、2つ
の数字が出ました。9割減が8割減になったから
少し持ち直したという感覚はちょっとまだわか

らないんですけれども、実際の実数を少しお話

いただきたいのと、併せて、昨年末から行われ、

また、今回の補正でもつながっている国内客の

誘客の動向、これについてもご説明いただきた

いと思います。

【佐々野国際観光振興室長】 対馬に一昨年41
万628名、昨年が7月半ばから減少になりまして、
平成31年の計が26万2,748名ということになっ
ております。
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【佐古観光振興課長】国内客の動向についてで

ございますけれども、昨年の9月に補正予算を
いただきまして、対馬の対策に取り組んでまい

りました。もともと国境離島交付金を活用した、

いわゆる団体向けのツアー商品というのを9月
補正後で年間約6,500人泊の送客を計画してお
りましたけれども、現時点で年間の見込みとし

まして約8,000人泊の実績見込みとなっており
ます。

それプラス9月補正で県の単独の3,000円の
宿泊割引キャンペーンというのも実施をいたし

まして、これは1万人のご利用というのを計画
しておりましたけれども、これも2月末までが
事業の実施期間ですけれども、ほぼ1万人を達
成できる見込みということで、合わせまして年

間で1万8,000人という数字になっております。
【山本(啓)委員】41万人から26万人に減った韓
国人観光客に対して、国からのもの、また県の

独自のもの、市の取組、それらの年末の取組も

含めて、国内客を昨年よりも多く取組、年末は

6,500人のところを1年間で大体8,000人ぐらい
まで引き上げることができたと。さらには、2
月の推計で1万8,000人というところまで上げ
る。

要するに、今回の新しい補正予算の中身につ

いても、韓国人観光客の減少に対して、またコ

ロナの今の状況も含めて、国外からのものより

も、国内客に対して、この3つの事業を今取り
組んでいると理解してよろしいですか。

【佐古観光振興課長】観光振興課で取り組んで

おりますのは、国内客の誘客ということでござ

います。

【山本(啓)委員】 その上で、この3つの事業の
それぞれの補正額でありますが、国、市、そし

て県の取組があろうかと思いますけれども、そ

れぞれの予算の内訳がもしわかれば説明いただ

きたいと思います。

【佐古観光振興課長】補足説明資料で申し上げ

ますと、（1）の1億6,100万円、それから（2）
の1億6,000万円というのが県事業でございま
す。これに対して10分の5.5というのが交付金、
国の方から入ってまいります。それと、残り10
分の4.5を県と市で折半いたしますので、県の持
ち出しとしては10分の2.25、対馬市の10分の
2.25は、先ほど歳入予算のところでご説明した
数字ということになります。

それから、（3）の対馬市事業になりますけ
れども、こちらにつきましては全体の事業費に

対して10分の5.5というのが同様に国から入っ
てまいりますので、それを県の予算として一旦

受けて、プラス一般財源で県の単独での継ぎ足

しというのも10分の2.25いたしまして、対馬市
の実質負担を10分の4.5から10分の2.25に下げ
るという支援も行っております。

【山本(啓)委員】そして、新しい取組の中には、
おもてなし向上に関する受入態勢整備への取組

の支援をするとか、対馬観光ブランディング事

業とか、これはもういわば外国人、韓国からの

お客さんではなくて、国内客の方々にしっかり

とおもてなしができる受入態勢をつくると、そ

ういった向きをソフト、ハードともにしていく

ものだと理解をするんですけれども、この取組

によって、先ほど数字が出ていました3万人泊
分を生み出そうと。これは全体として、新年度

全体を見て、先ほど41万人から26万人に減った
と。韓国人観光客が復活する可能性も、もちろ

ん今後あるわけですけれども、この3万人泊は
少し41万人に対してボリュームが少ないと思
うんですけれども、そういった部分についての

認識はどうですか。
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【佐古観光振興課長】少し数字について先にご

説明させていただければと思いますけれども、

41万人という数字は日帰り客も含んだ韓国人
の対馬への入国者数でございます。

同じ時期、平成30年、対馬市の延べ宿泊者数
というのが48万人でございます。48万人のうち
35万人が韓国人の方で、残りの13万人が日本人
のお客さんだと。ビジネスの方もいらっしゃい

ますので、地元の感覚、我々でしっかりしたデ

ータはないんですけれども、地元の感覚でいき

ますと、2万人から3万人が日本人観光客だろう
という認識でいらっしゃいます。

そういう前提の中で、来年度は今回の補正予

算も含めまして、3万人という目標は一旦掲げ
ておりますけれども、もちろん韓国人の減少割

合からすれば、この3万人をさらに上積みして
いく必要はあると思っておりますので、今日、

ご説明しております事業以外にも、対馬市にお

いては宿泊施設の水回りですとか、あるいは改

修、県外のいろんな旅行会社の方からもソフト

面、ハード面、いろんな課題も指摘されており

ますので、我々の誘客対策、それから対馬市の

ハード面の対策、そういったものを総合的に進

めていきながら、3万人をさらに上積みしてい
くというところでしっかり取り組んでまいりた

いと考えております。

【山本(啓)委員】 最後にしますけれども、こう
いった事業一つひとつとって、数字、観光客の

入り込み状況とかが反映できれば、効果が出れ

ばと思うんですけれども、実際に昨年の8月か
ら韓国人観光客が激減した折に、失業、また雇

用をやめた人たちの数というのも、たしか事前

に60人余りですか、伺っています。今回のこの
事業で、そういった方々を再雇用したり、そう

いった方々がまたさらに、再び活躍できる場が

構築できるものと捉えてもよろしいんでしょう

か。最後にその答弁をいただいて終わりたいと

思います。

【佐古観光振興課長】もちろん、そういったこ

とを目指して取り組んでまいる所存でございま

すけれども、現地でもいろんな実情をお聞きし

ますと、離職された方も少し年齢が高かったり

ということで、必ずしも次の、例えば同じ宿泊

施設に就職することを希望されないとか、そう

いう状況もございます。そういう状況もありま

すけれども、逆に今度は若い方に入ってきてい

ただくとか、対馬の経済活性化はもちろんです

けれども、住民の皆さんがしまの中で暮らして

いけるように、そういった思いで今回の対馬の

特別対策というのは取り組んでまいりたいと考

えております。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【小林委員】今の観光振興課長の答弁をずっと

聞いておりまして、よくやっていただいている

と思いますよ。

昨年の9月に補正予算を組みましたね。あれ
はたしか1億円だったか。8月ぐらいから日本と
韓国の国際的な関係が悪化し始めて、激減をし

たわけだね。

そういう中で、県としてどうするかと。直ち

に皆さん方にご尽力をいただいて、9月補正で1
億円を決定して、その経過、いわゆる成果を見

ておったわけです。確かに41万人から26万人と
いうような実態があることは事実であるけれど

も、その1億円を使い、いろいろな対策を打っ
ていただいて、先ほどから言われる前年度まで

の実績1万8,000人というのは今日まで入って
いるのかな。誘客が1万8,000人ぐらいになった
ということについては。そういう状況の中でや
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っていただいているわけです。これを、また今

お話のとおり、3万人ぐらいの国内の日本人を
そういうことで対馬に送ろうということで、旅

行代理店等々にお力添えいただきながらやって

いると、こういうことですね。

その3万人に対して、いわゆるこの補正と経
済対策を使った取組の総予算、その3万人の根
拠、これは資料に書いてあるか、大体経済対策

と当初予算で幾らぐらいの予算をもって3万人
の誘客を実現させようということで旅行代理店

と詰めていただいているのか、お尋ねをします。

【佐古観光振興課長】今回の補正予算につきま

しては、約3億7,100万円という数字でございま
すけれども、令和2年度の当初予算におきまし
ても、対馬市分ということで約9,000万円の予算
を組む予定にしておりますので、合計しますと

4億6,100万円といった予算で3万人という目標
を達成していこうと。もちろん、3万人をさら
に上積みしたいというのが我々の思いでござい

ます。

【小林委員】 当初予算と経済対策を合わせて4
億6,000万円ということ。その4億6,000万円ぐ
らいで3万人の誘客を成功させようとしている
わけですね。しかも、実績の1万8,000人ぐらい
の状況から一気に3万人とぱっと上がるんだよ
な。予算がどのくらい多くなっているかという

ことであろうけれども、やっぱり3万人ぐらい
を対馬にお客様として迎えることができるとい

う、旅行代理店は頑張っていただいているけれ

ども、それだけの根拠というか、思い切って3
万人ということをぼんと打ち出せるその根拠と

いうものは、何か当てがあることでありますか。

希望的な観測だけじゃないだろうと思うんです

が、どうですか。

【佐古観光振興課長】 3万人という目標でござ

いますけれども、これまで、今年度9月補正後
に旅行会社と連携しながら進めてきた事業の効

果でございますとか、実績ですとか、そういっ

たことをもとに、3万人という目標を国の方と
もご相談しながら掲げておりますので、やみく

もな目標ということではなくて、我々として必

ず実現しなければならない目標ということで取

り組んでまいりたいと思っております。

【小林委員】これまで総務委員会で、長崎県の

経済基盤のいろんな角度から考えた時に、観光

振興対策というのはとても大事な長崎県の行政

の役割というのをこうやって議論をしてきたわ

けだけれども、今までの議論の中において、こ

れだけきちっと答えていただくということが、

失礼だけれども、あまり見通しがなかなかうま

くいかないということが多かったと思うんです

よ。例えば、上海便についても、あるいはソウ

ル便についても、今まで大体これくらいになっ

ていくんではないかと、本会議で質問したり、

あるいは答弁していただいたり、ここで答弁し

ていただいたりということで、かなりの見通し

の暗さがあったんだけれども、今回のこの対馬

対策については、それだけの予算で3万人、あ
るいはそれ以上のことができるんではないかと、

こういうような形で、実際的にその可能性が高

いと、こういうことで非常に真の経済対策、真

の予算に対しての、いわゆる消化に対するこの

結果、投資対効果がこれだけ出てくるかといえ

ば、大変ありがたいと思います。これは経済対

策として今審議しておりますので、ぜひ対馬に

ついてはそういう形の中で、必ず結果をしっか

りこの委員会で報告ができますように、心から

期待しておきたいと思います。

よくやっていただいていることに感謝をした

いと思います。ありがとうございました。
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【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【北村副会長】土地対策費、地籍調査費につい

て質問しますが、平戸市がやられるということ

でどんどん進んでいけばいいなと思っているん

ですけれども、この「平戸市内の2区域が要件
に該当」という記載がありますが、それ以外に

該当した地域というものがあったのかなかった

のかだけお知らせください。

【原田土地対策室長】 令和2年度の当初予算で、
先ほど10億165万2,000円補助金を計上したと
申し上げましたけれども、そのうちの7億350万
5,000円、これは11市が災害対策で特に予算化
したものでございまして、令和2年度はこの当
初予算と補正予算と両方で防災対策に資する地

籍調査を進めていきたいと考えております。

ですから、今回の平戸市の分は、この7億円
分の前倒しと考えていただいて結構だと思いま

す。

【北村副会長】わかりました。ほかにもあるけ

ど、前倒しでここからやるんだよというような

ことですね。特に、ここが緊急性が高かったと

か、前倒ししなくてはいけなかったとか、地元

から要望があったとか、そういうことがあった

りしたんでしょうか。

【原田土地対策室長】ほかにも地域はあったん

ですけれども、特に平戸市の方が前倒しの予算

を取りに行くという積極的な姿勢がございまし

たものですから、今回上げさせていただいたも

のでございます。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑がないようで
すので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第91号議案のうち関係部分は、原案のとおり
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、予算議案は、原案のとおり可決すべ

きものと決定されました。

分科会の審査結果について、整理したいと思

いますので、しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時１２分 休憩 ―

― 午後 ２時１２分 再開 ―

【山口(経)分科会長】 分科会を再開いたします。
これをもちまして、分科会の審査を終了いた

します。

【山口(経)委員長】 引き続き、3月9日からの委
員会の審査内容等を決定するための委員間討議

を行います。

理事者退席のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時１３分 休憩 ―

― 午後 ２時１４分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開いたします。

これより、3月9日からの委員会の審査内容等
を決定するための委員間討議を行います。

審査方法につきまして、お諮りいたします。

審査方法は、委員会を協議会に切り替えて行

うこととしたいと思いますが、ご異議ございま

せんか。
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〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ご異議ないようですので、

そのように進めることにいたします。

それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時１５分 休憩 ―

― 午後 ２時１７分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、総務委員会及び予算決算

委員会総務分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ２時１８分 閉会 ―



第 １ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年 ３月 ９日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ４時１４分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 山口 経正 君

副委員長(副会長) 北村 貴寿 君

委 員 小林 克敏 君

〃 山口 初實 君

〃 前田 哲也 君

〃 中島 浩介 君

〃 山本 啓介 君

〃 大久保潔重 君

〃 吉村  洋 君

〃 麻生  隆 君

〃 堤  典子 君

〃 浦川 基継 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

警 務 部 長 菅谷 大岳 君

首 席 監 察 官 福山 康博 君

首席参事官兼警務課長 山口 善之 君

広報相談課長兼総務課長 川本 浩二 君

会 計 課 長 佐藤 一春 君

装備 施設課 長 塩崎 裕三 君

監 察 課 長 杉本 正彦 君

教 養 課 長 久保 宗一 君

厚 生 課 長 矢竹 雅敏 君

生活 安全部 長 田尻 弘久 君

生活安全企画課長 平田 泰範 君

少 年 課 長 田川 佳幸 君

生活 環境課 長 江口麿貴一 君

サイバー犯罪対策課長 中村 敏弘 君

地 域 部 長 宮崎 光法 君

地 域 課 長 平戸 雄一 君

通信 指令課 長 黒岩 茂久 君

刑 事 部 長 羽田 敏雄 君

刑事 総務課 長 宮原 哲朗 君

捜査 第一課 長 中村 勝重 君

捜査 第二課 長 柴原 雅也 君

組織犯罪対策課長 平井 隆史 君

交 通 部 長 土井  隆 君

交通 企画課 長 松岡  隆 君

交通 指導課 長 植木  保 君

交通 規制課 長 三浦  寛 君

運転免許管理課長 黒﨑  誠 君

警 備 部 長 豊永 孝文 君

公 安 課 長 杉町  孝 君

警 備 課 長 多田 浩之 君

外 事 課 長 船場 幸夫 君

会 計 管 理 者 野嶋 克哉 君

会 計 課 長 福田 修二 君

物品 管理室 長 岩村 政子 君

出 納 室 長 櫻井  毅 君

監査 事務局 長 下田 芳之 君

監 査 課 長 田尾 康浩 君

人事委員会事務局長 大﨑 義郎 君
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職員課長(参事監) 三田  徹 君

労働委員会事務局長(併任) 大﨑 義郎 君

調整 審査課 長 齋藤太紀雄 君

議会 事務局 長 木下  忠 君

次 長 兼 総 務 課 長 柴田 昌造 君

議 事 課 長 川原 孝行 君

政務 調査課 長 太田 勝也 君

  

    文化観光国際部長   中﨑 謙二 君

６、審査事件の件名

○予算決算委員会（総務分科会）

第1号議案
令和2年度長崎県一般会計予算（関係分）

第9号議案
令和2年度長崎県庁用管理特別会計予算

第12号議案
令和2年度長崎県公債管理特別会計予算

第77号議案
令和元年度長崎県一般会計補正予算（第6号）
（関係分）

第84号議案
令和元年度長崎県庁用管理特別会計補正予

算（第1号）
第87号議案
令和元年度長崎県公債管理特別会計補正予

算（第1号）

７、付託事件の件名

○総務委員会

（1）議 案

第17号議案
長崎県危険物等に係る事務手数料条例の一

部を改正する条例

第18号議案
長崎県手数料条例の一部を改正する条例（関

係分）

第19号議案
長崎県の事務処理の特例に関する条例の一

部を改正する条例（関係分）

第20号議案
職員の服務の宣誓に関する条例及び議会の

議員その他非常勤の職員の公務災害補償等

に関する条例の一部を改正する条例

第21号議案
職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び市

町村立学校県費負担教職員の勤務時間、休暇

等に関する条例の一部を改正する条例

第22号議案
知事等の損害賠償責任の一部免責に関する

条例

第23号議案
内部組織の設置に関する条例の一部を改正

する条例

第24号議案
長崎県吏員恩給条例の一部を改正する条例

第25号議案
長崎県恩給並びに他の地方公共団体の退職

年金及び退職一時金の基礎となるべき在職

期間と長崎県吏員恩給条例による恩給の基

礎となるべき在職期間との通算に関する条

例の一部を改正する条例

第26号議案
長崎県県庁者建設整備基金条例を廃止する

条例

第27号議案
長崎県税条例の一部を改正する条例
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第28号議案
ふるさと長崎応援寄附金基金条例

第29号議案
長崎県住民基本台帳法施行条例の一部を改

正する条例

第30号議案
長崎県監査委員条例の一部を改正する条例

第31号議案
警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条

例の一部を改正する条例

第57号議案
財産の取得について

第58号議案
和解及び損害賠償の額の決定について

第59号議案
包括外部監査契約の締結について

第74号議案
長崎県観光振興基本計画の変更について

（2）請 願

  な  し

（3）陳 情

・海運・船員の政策諸課題に関する申し入れ

・お願い（陳情）

・要望書（県内企業（単体又は共同企業体）で

の発掘調査の実施について）

・産業動物診療及び公務員獣医師等の確保と処

遇改善に関する要望書

・陳情書（請願権条例の制定を求める件）

・長崎奉行所西役所等遺跡群の調査・保存・活

用・公開・整備に関する陳情書Ⅵ

・ユニバーサルデザインタクシー車両導入補助

金助成制度新設に関する陳情書

８、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開会 ―

【山口(経)委員長】 おはようございます。
ただいまから、総務委員会及び予算決算委員

会総務分科会を開会いたします。

それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

17号議案「長崎県危険物等に係る事務手数料条
例の一部を改正する条例」ほか18件であります。
そのほか、陳情の送付を受けております。

なお、予算議案につきましては、予算決算委

員会に付託されました予算議案の関係部分を、

総務分科会において審査することとなっており

ますので、本分科会として審査いたします案件

は、第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」
のうち関係部分ほか5件であります。
審査方法につきましてお諮りいたします。

審査は、従来どおり分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、各部局ごとに、お手元に

お配りしております審査順序のとおり行いたい

と存じますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ご異議ないようですので、

そのように進めることといたします。

これより、警察本部関係の審査を行います。

まず、理事者側から幹部職員の紹介を受ける

ことといたします。

【菅谷警務部長】 おはようございます。

警察本部警務部長の菅谷でございます。

それでは、先般、2月26日の所管事務概況説
明の総務委員会で紹介をいたしました幹部職員

を除く、本日出席の幹部職員についてご紹介い

たします。

（各幹部職員紹介）

以上でございます。どうぞよろしくお願いし

ます。

【山口(経)委員長】 それでは、これより審査に
入ります。
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【山口(経)分科会長】 まず、分科会による審査
を行います。

予算議案を議題といたします。

警務部長より、予算議案説明をお願いいたし

ます。

【菅谷警務部長】それでは、警察関係の議案に

ついてご説明申し上げます。

予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料

の警察本部の1ページをお開きをお願いいたし
ます。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第77号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第6号）」のうち関係部分
であります。

はじめに、第1号議案「令和2年度長崎県一般
会計予算」のうち関係部分について、ご説明い

たします。

予算額は、歳入予算11億3,414万8,000円、歳
出予算395億645万8,000円を計上いたしており
ます。

まず、歳出予算の主なものについてご説明い

たします。

1ページ最下部をご覧いただきたいと思いま
すが、そこに記載してあります一般庁費等の管

理的な経費として、光熱水費、電子計算機等の

使用賃借料等19億8,222万6,000円、その他の歳
出といたしましては、2ページ中段に記載して
あります警察施設費につきまして、一般施設整

備費として警察署庁舎改修経費等3億5,567万
1,000円などを計上いたしております。

3ページをご覧ください。
上段に記載しております一般警察活動費とし

て、警察活動における一般的な運営、地域警察

に要する経費等11億3,514万1,000円を計上い
たしております。

一般警察活動費につきましては、高齢者が安

全で安心して暮らせる社会づくりに向けて、深

刻な状況にある特殊詐欺などの犯罪の抑止対策

経費、高齢者が関係する交通事故の抑止対策経

費などを計上いたしております。

このほか債務負担行為は、3ページ下段から4
ページにかけて記載しておりますとおりでござ

います。

続きまして、4ページ中段から記載してあり
ます第77号議案「令和元年度長崎県一般会計補
正予算（第6号）」のうち関係部分についてご
説明いたします。

補正予算額は、歳入予算3,357万3,000円の減、
歳出予算3億8,309万3,000円の減を計上いたし
ております。

歳出予算の主な内容は、職員給与費既定予算

の過不足調整や、長崎警察署庁舎建設に伴う工

事費等の執行残等を計上いたしております。

最後に、令和元年度補正予算の専決処分につ

いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和元年度の予算につきましては、今後、年

間の執行額の確定に伴い整理を要するものがあ

り、これらの整理・調整を行うため、3月末を
もって、令和元年度予算の補正について専決処

分により措置させていただきたいと考えており

ますので、ご了承を賜りますようお願い申し上

げます。

以上をもちまして、警察本部関係の説明を終

わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【山口(経)分科会長】 以上で説明が終わりまし
たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。

質疑はありませんか。

【麻生委員】 おようございます。
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今回、生活安全警察費として8,675万円が計上
されております。今、特に薬物関係の犯罪が起

きています。この前も1月ですか、長崎市内の
大学の関係で発見されたと。それと、この前も

佐世保地域で事件が起きました。

こういう薬物に対する今回の取組として、予

算的にはどの程度見ていらっしゃるのか、お尋

ねしたいと思います。

【佐藤会計課長】薬物事犯の取締りに関しまし

ては、覚醒剤あるいは麻薬といったものがあり

ますけれども、こういった取締りに関しては基

本、国費にて支弁をしているところであります。

薬物関係についての広報啓発関係につきまし

ては、この生活安全警察費の中で計上をしてお

ります。

【麻生委員】国費で、その都度支給されるとい

う形でしょうか。

ある一定、捜査を含めてやるのに事前捜査と

かあると思います。特に麻薬関係については、

天草でこの前、摘発されましたけれども、大型

の海上、瀬取り関係の状況があっています。長

崎県内も多くの海岸線を有するところでありま

すので、県民の安全を守るという意味では、麻

薬犯罪も含めてしっかりと対策を含めてやるべ

きだと思いますし、なかなか表に出てこない捜

査も展開しなくてはいけないと思いますので、

そういう観点で、事が起きてから国費を要求す

るのではなくて、事前調査だとか、相手がある

んでしょうけど、それはこの警察費の中で包含

されながら立証するという形で考えていいんで

しょうか。

【佐藤会計課長】国の予算につきましては、警

察庁の方から、四半期ごとに所要額の配分を受

けております。

事前の内偵とか、そういうものにつきまして

は県費の方でも個々の生活安全警察費、あるい

は刑事警察費の中の活動経費を使って所要の捜

査を行っているところであります。

【麻生委員】わかりました。国費で四半期ごと

に支給されるということです。

こういう青少年関係の展開が多くなっていま

す。昨年、京都府で、高校生が中学生とか高校

生の若年層まで展開しているということで、対

岸の火事ではないと思っているんですよね。

そういう点については、少年課についての対

策ということで、予算的なものは、現状の活動

費の中で展開すると考えていいんでしょうか。

【佐藤会計課長】生活安全警察費の中には、そ

ういった経費について、いろんな捜査報償費で

あるとか、あるいは捜査に伴う旅費、そういっ

たもろもろの経費を約8,000万円という形で今
回、計上させていただいております。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【前田委員】予算の中で職員公舎整備費として

内部改修、解体経費ということで9,854万7,000
円計上されていますが、今現在、職員公舎の住

居の活用の状況は、大体どれぐらいの割合で入

居されているんですか。戸数を含めてお知らせ

ください。

【塩崎装備施設課長】職員公舎の現状について

ご説明いたします。

現在のところ、職員公舎につきましては、主

に家庭を持つ者が入ります通常の職員公舎と独

身寮とがございます。一般の職員公舎につきま

しては173棟で1,196戸ございます。独身寮につ
きましては5棟の166室ございます。これを足し
ますと178棟の1,362戸となっております。
現在のところの平均の入居率は、全体として

約83％となっております。
【前田委員】かなりの戸数があるということで

す。



令和２年２月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（３月９日）

- 22 -

一昨年だったと思うんですけど、私の住む城

栄町の公舎も売却されて、思った以上に高い金

額で入札されたと聞いていて、今は住宅に変わ

っています。

そういうことを考えた時に、83％あるから、
なかなか集約は難しいんですけれども、これか

ら計画的にそこら辺の存廃も含めたところで進

めていこうというものがあるのかどうか、それ

についてご答弁いただきたいと思います。

【塩崎装備施設課長】今お尋ねの件でございま

すが、県警といたしましては、通常、公舎とい

うものは、これまでは古くなったら建替えをや

っていたんですけれども、厳しい県の財政等も

ございまして、今のところは予防保全措置を図

って長く使えるものは長く使っていくという形

で、改修や整備を行っております。

それでも老朽化したり、その他必要がない状

況になった場合につきましては、廃止をするよ

うにしております。その関係で、先ほど委員が

おっしゃいました城栄町の公舎とか、その他各

地区におきまして廃止を検討しているところも

ございます。

その場合、必要があるものについては今後、

県警で転用を行ったり、もしくは、先ほどお話

があったように民間に売却して県の財源にする

ように考えております。

あとは、職員の稼働、勤務に資するように、

建設も含めて、今後とも計画的に対応していく

予定でございます。

【前田委員】未入居のところに関しては、これ

は全庁的なことですが、離島から県内定着をす

る若者たちの住居とか、養護施設を出た子たち

にも暫定的にお貸しするというふうに庁内的に

は方針が出ていますので、83％ということで、
余剰が出ている部分については活用を図ってい

ただくことを要望しておきます。

議案外で質問しようとも思ったんですけれど

も、予算に絡んでいますので、この場で続いて

質問させていただきますが、運転免許費につい

てです。

平成30年あたりから、地区交通安全協会の仕
事の委託の仕方が、労働局から指示が出ている

ということで、平成30年、平成31年と立ち入り
調査等を含め改善の指導もあっていたと思うん

です。

その上で、昨年、地区安全協会のあり方につ

いて県警と協議をしていると、免許業務の委託

のあり方について当該事業者と協議を進めてい

たと思うんですが、これはどういう形で決着を

つけて今回委託費を上げているのか、ご答弁を

いただきたいと思います。

【佐藤会計課長】 今回、令和2年度の運転免許
関係の事務委託予算につきまして、契約は一般

競争入札で行っております。

ただ、これまでと違ったのは、離島地区と本

土地区を分けて入札にかけるという方式に変え

ております。その業務内容等を見直して、予算

額的には例年に比べて増額して計上させていた

だいたところであります。

【前田委員】 会計課長から答弁がありまして、

実務の件はそれで了解しますけれども、地区安

全協会の存続が非常に厳しいという話の中での

地区安全協会の立ち位置というか、組織のあり

方、今までの仕事のやり方も含めて労働局から

改善の指示が出ていましたね。そういうことに

ついては県警としてどのように関わって、今後、

地区の安全協会の存続は私は必要だと思ってい

ますが、そのためにはどういうふうな支援を県

警としては考えているのかということについて、

改めてお尋ねしたいと思います。

【黒﨑運転免許管理課長】委員からご質問のあ

りました、労働局からご指導があったことにつ
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いての対応につきましては、業務の形態的に委

託関係が適正になされるように、例えば指揮命

令系統について確実に委託者側が責任をもって

行えるような組織体系図としたという形で、こ

れが、俗にいう偽装委託とならないような形に

確立できるよう指導を徹底したという形でござ

います。

その他、経営等につきましては、交通安全協

会の賛助金等が大きく減少している現状がある

ようでございまして、この辺の財政的な状況等

については私の方として把握する権限はござい

ませんが、そういった分で自助的な努力をされ

ていると聞き及んでいるところでございます。

【前田委員】昨年から、地区安全協会と県警の

中で、委託について、入札について、いろんな

調整というか話し合いをしていたと思うんです

が、最終的には、先ほど会計課長からもあった

ように、地区安全協会が入札に手を挙げるか挙

げないか、挙げないとするならば、そこは県警

の組織として対応するということだったと思う

んです。

結果どういう形になっているかというのは別

としながらも、今、運転免許管理課長から答弁

いただきましたけれども、そういった実務の部

分は別としても、地区の安全協会の存続という

か、これからもやっていく中で、自助努力でや

る部分は当然ではありますが、目下の現況を考

えた時に地区安全協会がこれから先、継続的に

運営していくことは非常に厳しいという声は聞

いているわけですよね。

そうした時に、それは自助努力ということじ

ゃなくて、県警の中で地区安全協会というもの

をどういうふうに見ているのかということを確

認したい。

それによっては、県警として、地区安全協会

に対する支援のあり方というものを検討してい

いと私は思っているんですが、そういう点はい

かがですか。

【松岡交通企画課長】地区の交通安全協会とい

うのは、ボランティア活動に従事してご協力い

ただいていることから、今後とも関係機関・団

体として交通安全活動にご協力いただきたいと

考えております。

しかしながら先ほどからお話があっておりま

す、会費等の減少があることも承知はしており

ますが、我々県警といたしましては、交通安全

活動を推進していただきたい団体の一つでもあ

りますことから、重点的な安全活動にシフトし

た活動へのご提案とか、もしくは自治体へのご

理解をいただく活動等のご相談や、協会費の収

入のあり方等につきましてご相談に対応して、

今後とも効果的な交通安全活動を推進していた

だける団体として活動していただきたいとも考

えております。

【前田委員】 この程度にとどめますけれども、

安全協会は各地区にあるので、今後もそういっ

た現況を確認しながら、どういう形がいいのか

わかりませんけれども、任意の団体とはいえ地

区安全協会が必要な団体だという認識があるの

であれば、県警の中でその支援についても一定、

ご検討いただきたいということを要望しておき

ます。

交通安全施設整備費として9億1,420万8,000
円上がっていますが、これは積算の根拠として

は大体どれぐらいの箇所数なのか。

毎年、地域からそれぞれ、信号機の新設や改

良、道路標識の要望は出ているんですけれども、

ある程度これで解消されているというか、積み

残しはないと理解をしていいですか。

その数についても、前年度と今年の対比をご

答弁いただきたいと思います。

【佐藤会計課長】今回の交通安全施設整備費約
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9億円の中身につきましては、円滑な交通を確
保するための交通管制センターの経費であると

か、あるいは交通信号機の新設と更新、それと

道路標識、標示の整備という形で計上しており

ます。

信号機の新設につきましては、今回5カ所を
計上させていただいております。

【前田委員】要望は何カ所上がっているんです

か。

【三浦交通規制課長】しばらく休憩をお願いし

ます。

【山口(経)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１０時２７分 休憩 ―

― 午前１０時２７分 再開 ―

【山口(経)分科会長】 再開します。

【三浦交通規制課長】信号機の設置要望箇所と

しては、これまでの統計で27カ所ほどいただい
ております。その中で、実際に必要として認め

ているところが現在5カ所、そのほか道路の周
辺の道路改良とか必要性を検討しているところ

がございます。現在、要望等にお応えすべく信

号機の設置の必要性等を判断して、順次要望に

応えていきたいというふうに考えております。

【前田委員】数字ですから、事前にお知らせし

ておけばよかったんでしょうけれども、要望と

対比して、まだまだ十分というか。

優先順位を考えた中で今回予算を組んでいる

と思いますが、地域から上がってくる要望は、

住民の安全を守るという意味で言えば、かなり

深刻というか、そういうことも含めて要望して

いるので、予算の制限はあるかもしれませんけ

れども、できるだけ要望の上がったところで必

要なものの予算がきちんとつくような形で、今

後も予算の計上をしていただきたいということ

を要望しておきます。

最後になりますが、4月から長崎署が新しい
庁舎になるわけですが、一つの特徴として、運

転免許証の即日交付ができるようになると認識

をいたしておりますけれども、実際にそれが始

まった場合に、即日交付がどれぐらい件数的に

予想されているのかということ。

4月1日からここが稼働すると、稲佐署と長崎
署は完全に使わなくなるわけですよね。稲佐署

については活用をまだ図っているということで

すが、それぞれの署の活用検討状況についてご

答弁をいただきたいと思います。（「休憩をお

願いします」と呼ぶ者あり）

【山口(経)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１０時２９分 休憩 ―

― 午前１０時３０分 再開 ―

【山口(経)分科会長】 再開いたします。
【黒﨑運転免許管理課長】まず、長崎センター

の開設に伴う即日交付率のパーセンテージにつ

いてお答えいたします。

現状としまして、平成30年のデータで長崎県
内の即日交付率は56.9％でございまして、長崎
センターが設立して即日交付化しますと、これ

が70％台に向上するかと考えられます。
この向上の理由につきましては、長崎市内の

警察署は現在、後日交付警察署でございまして、

これが全て即日交付化する時には75％台に上
がるという形で考えられているところでござい

ます。

その後の運用等につきましては、4月1日から
2日にかけて開場する予定がありますことから、
その後については長崎警察署管内の窓口につい

ては閉鎖という形で計画しております。

【山口(経)分科会長】 ちょっと確認いたします。
最初に70％に向上とおっしゃいました。その
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後に75％とおっしゃいましたけれども、どちら
でしょうか。

【黒﨑運転免許管理課長】 訂正いたします。

75％台でございます。
【塩崎装備施設課長】先ほど委員からご質問が

ございました長崎警察署及び稲佐警察署の跡地

活用について、ご説明したいと思います。

まず長崎警察署につきまして、桶屋町にござ

いました長崎警察署の庁舎につきましては、3
月7日に尾上町の方に移転を完了しております。
これにつきましては用途を廃止する予定として

おります。

この跡地につきまして、県の他部局に確認を

いたしましたが、特に使用等につきましての希

望等はございませんでした。

市町に確認をしましたところ、長崎市から要

望がありまして、取得をしたいという形でお話

がきております。

これにつきまして売買等を行う場合には、そ

れが公用であるのか公共用であるのか、そうい

ったものを確認して、その後に手続に入るとい

う形になっております。今、要望書をいただい

ておりますので、それも含めまして市の方と県

も含めまして確認を行っているところでござい

ます。これが終了して、用途に合致している場

合には、売買につきまして手続を行う予定とし

ております。

次に、稲佐警察署の方につきましても用途を

廃止する予定です。これについては4月1日に現
在の長崎警察署と統合を行いますが、移転等作

業が完了した以降に廃止をする予定です。

ここにつきましては、今ある建物を改修いた

しまして、留置場とか警察のマークとか、そう

いったものを取り外して、一般の民間の方でも

使用ができるような形で改修を令和2年度に行

う予定としております。

今のところ、県の方でも市町の方でも活用等

の要望がございませんので、恐らく公募、もし

くは一般競争入札という形になる方向でござい

ます。

【前田委員】全庁的な基準に照らして、まず庁

内で活用がないかということを確認し、その後

は当該の市町に対して確認をした中で、長崎署

については活用したいということで、それが公

のものなのかどうかの確認をこれからやってい

くということ。

稲佐署については、県警の予算で改修するん

ですね。ただ、庁内においては用途活用が出て

いないから、市から手が挙がらなかったら一般

の入札をかけるということなんでしょう。

特に稲佐署の場合は、財産の所有が今、県警

にあるんですかね。私はもう普通財産に移して

いいのかなと思っているんですが。

長崎署に関して言えば、多分、長崎市の庁舎

の建設に合わせたような形での活用になってく

ると思った時に、あの建物を使うということは

ないでしょうから、新年度予算に上がっていま

せんが、解体までは県警の予算でやるというこ

とであれば、本来だったら新年度で解体の予算

を組んで更地にして、その活用が決まるまでの

間、民間に貸し出す等しながら収入を得るとい

うやり方もあるのかなと思っていて。

実際、長崎市の場合は、一部遊休地を民間に

年幾らで貸して駐車場を運営されているような

ところもあるので、いずれ解体するのであれば、

予算を早く組んで解体して、長崎市にどういう

形で、いつ売却になるかわかりませんけれども、

その期間きちんと遊休地の活用で県警としても

財産収入を得るような形で検討することを要望

しておきたいと思います。
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【佐藤会計課長】先ほど説明不足でしたが、令

和2年度の一般施設整備費約3億5,000万円の中
に、長崎警察署の解体工事の予算、約1億5,000
万円は計上させていただいております。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【吉村委員】細々出ておりますが、大きなとこ

ろからまず教えていただきたいんですが。

当初予算の概要のところで、歳出予算が対前

年度比23億円の減となっております。概ねの内
容、その中身の大方のところはわかるんですが、

警察活動費が5億4,600万円増加している、ここ
ら辺の何が減って何が増えているというところ

が見えてこないので、次のページに主な計上事

業は載っておりますが、対前年として新たに増

えたもの、減ったものをお知らせいただきたい

んです。

【佐藤会計課長】 今回、警察費予算が約23億
円減額となっております。この大きな要因は、

3カ年事業で進めておりました長崎警察署の建
替え事業が今年度に終了いたしまして、最終年

度の工事費約27億円が減額となっております。
これが減額の大きな要因であります。

それから、警察活動費について約5億4,000万
円の増となっております。これにつきましては、

後ほど議案の方で出てきますが、来年度、警察

用無線機の更新があります。補足説明資料の2
ページ、下から3つ目のＩＰＲ形警察移動無線
通信システム運用事業費約2億7,000万円、これ
が新規で令和2年度に上がっております。これ
が大きく増えたところの要因でありますし、ま

た、補足説明資料の一番下にございます警察署

庁舎災害対策用非常用発電機改修事業費約1億
8,000万円も、国土強靭化の対策の関係で離島署
の発電機を大型化する予算として新規に計上さ

せていただいております。この2つが警察活動
費の中で大きく増加した要因となっております。

【吉村委員】 わかりました。補足説明資料2ペ
ージにある新規のものが増えて、長崎署が減額

ということですね。

装備費が1億6,000万円減額になっているわ
けですが、その減額の理由をお知らせいただけ

ればと思います。

【佐藤会計課長】装備費につきましては、予算

的に規模が大きいのが警察用船舶の点検整備経

費があります。5年に1回定期検査を行っており
まして、令和元年度は3隻の定期検査があった
ところ、来年度は2隻ということで、その分で
約1億円ほど減額となっているところでありま
す。

【吉村委員】 1億6,000万円ですが、船舶の維
持費ということで、5年に1回の定期点検が令和
元年度が3隻、令和2年度が2隻と減ったから約1
億円ほど減額ということです。

これは以前に、船舶は国の無償貸付けと聞い

た記憶があるんですが、そのとおりでよろしい

ですか。

【佐藤会計課長】 警察用船舶は現在8隻ござい
ますが、それは全てが警察庁において調達した

国有財産であります。それを現在、県の方で無

償使用という形で運用させていただいていると

ころであります。

【吉村委員】 無償使用はいいんですけれども、

貸付け、使用貸借といいますか、使用だけをさ

せるのか。

持ち主は警察庁ですね。だから、船舶の維持

管理は警察庁がしなければならないんじゃなか

ろうかと思うんですが、そこら辺の貸借の内容

についてお知らせをいただけませんか。

【佐藤会計課長】船舶の維持管理につきまして
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は、警察法施行令の負担区分というのがござい

まして、その中で維持管理経費につきましては

警察庁の国庫の方で一部を補助するという形で、

一部財源に警察庁の補助金を充当して県の方で

負担をしているという状況でございます。

【吉村委員】そこら辺はいろんな形態があるの

かなと思うんですが、国がそういうふうな条件

で貸し付けるということは、全国的にそのよう

な条件が一般的であるというふうに考えてよろ

しいんですか。いかがでしょうか。

【佐藤会計課長】警察予算につきましては、警

察法施行令の中で、国が支弁するもの、あるい

は国の方で補助して行うもの、または県単独で

行うものというふうに区分がなされております。

その中で船舶の維持管理経費については、国が

一部補助をして県の方で予算措置をするという

形で整理がされている、これは全国統一でござ

います。

【吉村委員】最後に確認ですけれども、警察庁

だけのそういう契約の考え方と理解していいん

ですか。あくまでも一般的と、行政全体でそう

いう形は一般的なのかどうかというところを最

後に確認させてください。

【佐藤会計課長】これは警察独自だと考えてい

ただいて結構だと思います。警察の場合は全国

統一的に警察活動をやるという必然性もありま

すので、全国的にやる分については警察庁が負

担し、県独特でやる分については県の方で一部、

それぞれ応分の負担をするという形で、負担区

分を明確に分けているところでございます。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 質疑がないようですので、
これをもって質疑を終了いたします。

次に討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第1号議案のうち関係部分及び第77号議案の
うち関係部分は、原案のとおり可決することに

ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は原案のとおり可決すべきも

のと決定されました。

【山口(経)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。

議案を議題といたします。

警務部長より総括説明をお願いいたします。

【菅谷警務部長】警察本部関係の議案について

ご説明申し上げます。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

条例議案1件、事件議案1件であります。
横長の総務委員会説明資料、警察本部の１ペ

ージをご覧ください。

第31号議案「警察署の名称、位置及び管轄区
域に関する条例の一部を改正する条例」であり

ます。

この条例は、長崎警察署と稲佐警察署の統合

に伴い、関係警察署の管轄区域等を改めようと

するものであり、施行期日は、令和2年4月1日
を予定しております。

同じく資料の3ページをご覧ください。
第57号議案「財産の取得について」でありま
す。

この議案は、警察活動に供するための無線機
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を取得することについて、議会の議決を得よう

とするものでございます。

同じく資料の4ページをご覧願います。
第58号議案「和解及び損害賠償の額の決定に

ついて」

これは、公用車による交通事故のうち、和解

が成立いたしました2件の合計107万5,597円を
支払うため、2月17日付で専決処分をさせてい
ただいたものであります。

この損害賠償事案のうち90万3,195円が保険
から支払われ、物損事故の保険保障額を超えた

部分の賠償金17万2,402円は県費から支払われ
ることになっております。

公用車による交通事故の発生は減少傾向にあ

りますが、事故の多くがちょっとした気の緩み

や危険予測不足等で発生していることから、安

全運転意識の高揚を図るとともに、本年1月に
は運転訓練等の研修会を実施して事故防止対策

の浸透を図りながら、全職員が一丸となって事

故防止に取り組んでいるところでございます。

今後も引き続き、交通事故をはじめとする損

害賠償事案を起こすことがないよう、職員の指

導、教養を徹底してまいりますので、ご理解を

お願いいたします。

このほか、犯罪の一般概況、ストーカー及び

配偶者等暴力事案の認知状況、特殊詐欺の被害

防止対策、暴力団対策、少年非行の概況、生活

経済事犯の取締り状況、サイバー犯罪の取締り

状況、交通事故の発生状況につきましては、縦

長の総務委員会関係議案説明資料に記載したと

おりとなっております。

以上をもちまして、警察本部関係の説明を終

わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【山口(経)委員長】 以上で説明が終わりました
ので、これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【麻生委員】 第31号議案の関係でありますが、
長崎市の警察、長崎署と稲佐署が合併するとい

うことで。

その前の大編成がありましたね。平成17年ぐ
らいだったと思います。その時に東長崎署も廃

止になりましたし、県民市民の安心・安全を守

るということで広域行政が徹底されている状況

で、一部、結構不安もあったんですよね。

今日お尋ねしたいのは、こういう形で新長崎

署ができると以前から長崎市民に対しては説明

があっていると思うんですけれども、東長崎署

がなくなる時に要望があって、そこに機動隊が、

東長崎交番ということで設置をされました。

併せて、市民から青パトの設置が結構多くな

って犯罪率が減ってきたという状況で、自主防

衛という形で動いた状況があると思います。

そういった中で、今回、広域になるんですけ

れども、お尋ねは、新長崎署の所管管内の対象

世帯数、併せて住民の数の状況を教えていただ

きたいということ。

東長崎署がなくなった時と同じように、稲佐

署の管内はこの近くだから大丈夫と思うんです

けれども、長崎市内の約半分以上が対象外とな

るんですね。そういった中で、勤務する職員の

数とか体制もぜひ教えてもらいたいと思ってい

るんです。その点をお尋ねしたいと思います。

【山口警務課長】長崎警察署管内の人口につき

ましては、16万3,180人になる予定です。一方、
浦上警察署管内の人口につきましては14万
6,142人になる予定ということで、長崎警察署管
内の人口は、現在の人口を100としますと
125.4％になるということです。浦上警察署館内
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の人口につきましては、現在の人口を100とし
た場合に109％になるということであります。
勤務員の数につきましては、長崎警察署が約

50人増加になりまして約310人、浦上警察署に
つきましては約10人増加で約195人になる予定
であります。

【麻生委員】 今ありましたように新長崎署が

16万3,180人ということです。今、約43万人で
すから、3分の1強ですね、5分の2ぐらいになる
と思いますけれども、結構エリアが広くてです

ね。今回の長崎署が、茂木の千々あたりまでに

なっていますね。管内が広くなっているんです。

結構、状況的には多くなります。

機動体制です。パトカーの配置だとか、50人
増えているわけですけれども、初動態勢として

犯罪が起きた時の展開力とか、そういったこと

で住民の安心・安全をどう守っていけるかとい

うことが観点だと思っているんです。

平成17年の改革があった時に、交番も相当の
見直しがありましたね。数が減りました。長崎

市内は何カ所もなくなって、そこに住民の皆さ

んの自主防衛と、警察のＯＢの方たちが自ら配

置されるといった状況がありましたね。

今回、この合併に伴って、交番の設置が一部

変わりますけれども、廃止する交番はないと考

えていいんですね。

【山口警務課長】今回の警察署の統合、廃止に

関しまして、交番、駐在所については統合、廃

止等はございません。

【麻生委員】 改めて今、安心・安全を守るとい

うことで、稲佐署と長崎署、2カ所が近くにあ
って、統合されることについては私たちも了と

して進めてもらったんですけれども、地域の安

心を守る形のネットワークができることによっ

て、住民の青パト関係の防犯体制も含めて、そ

ういったものの構築をお願いしたいと思ってい

ます。

併せて青パトも、私たちも展開されていると

ころでさせてもらっているんですけれども、結

構ご高齢の方が頑張っておられますので、そこ

は全部自主関係の財源でやっていますし、連携

しながらやってもらいたいと思っているんです。

特に、稲佐署あたりから変わるわけですけれ

ども、変わったとしても500メートルも変わっ
ていないから、状況的にはあれでしょうけれど

も、ぜひ、そういった安心・安全の連携をとり

ながら、住民の不安がないように展開をお願い

したいと思いますので、その件については要望

しておきたいと思います。よろしくお願いしま

す。

【山口(経)委員長】 ほかに質疑はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 しばらく休憩します。

― 午前１０時５８分 休憩 ―

― 午前１１時 ０分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開します。
ほかに質疑がないようですので、これをもっ

て質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了いたしました

ので、採決を行います。

第31号議案及び第57号議案は、原案のとおり
可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ご異議なしと認めます。
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よって、各議案は原案のとおり可決すべきも

のと決定されました。

換気のために、しばらく休憩します。

― 午前１１時 １分 休憩 ―

― 午前１１時 ９分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開します。
次に、提出のあった政策等決定過程の透明性

等の確保などに関する資料について、説明をお

願いいたします。

【菅谷警務部長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づきまして、本委員会に提出い

たしました警察本部関係の資料についてご説明

申し上げます。

ご説明すべき事項は2点ございまして、1点目
は1,000万円以上の契約状況でございますが、こ
れにつきましては、昨年11月から本年1月まで
の実績を資料1ページ以下に記載してあります
ので、ご覧いただければと。全体で24件という
ことになっております。

また、資料の26ページですが、陳情・要望に
対する回答でございます。

今回、陳情・要望で回答するものは、令和2
年離島・過疎地域の振興施策に対する要望書の

うち「自動車運転免許試験の受験機会の回数増

について」の1件でございまして、ご要望に対
する回答につきましては、お手元の資料に記載

のとおりでございます。

以上をもちまして、警察本部関係の説明を終

わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【山口(経)委員長】 以上で説明が終わりました
ので、まず、陳情審査を行います。

配付いたしております陳情書一覧表のとおり、

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。

審査対象の陳情番号は3番でございます。
陳情書について、何かご質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 質問がないようですので、

陳情につきましては承っておくことといたしま

す。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

うことといたします。

まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、質問はありませんか。

【前田委員】 1点だけ確認ですけれども、政策
等決定過程の資料に長崎県警察機動隊給食業務

委託の入札の結果が出ていますけれども、県内

事業者と県外事業者の2者になっていて、県外
事業者が取っています。

これは、県の本庁で言うような入札の条件と

いうか、ルールに合わせてやっているんでしょ

うけれども、なぜ全国で入札になっているんで

すか。

【佐藤会計課長】機動隊調理業務委託につきま

しては一般競争入札で、条件としては、知事部

局も行っているとおり、県内に本支店を有する

という条件をつけております。

株式会社ホーユーは、本社が広島市にござい

ますが、県内にも営業所があるということで入

札に参加しているところでございます。

【前田委員】そういう場合は、長崎支店とか長

崎営業所という形で入札に参加してきますよね。

でも、これは所在地が広島市になっているから、

県内には何もないんだなという見方しかしない

んですけれども、実態というか、実績が長崎に

あるんですか。
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ほかにものも全部そうですよね。県外業者で

あっても長崎に支店もしくは営業所を持ってい

ればいいというルールですけれども、これだけ

見たらホーユーは広島市としかなっていないの

で、そういう判断をしなかったんですけれども、

いかがですか。

【佐藤会計課長】例えば三菱電機長崎支店につ

きましては、本社から委任状を取って長崎支店

が入札に参加しています。ホーユーは、本社が

広島市にあって直接本社が入札に参加している。

要は営業所に委任行為を行わず、直接本社と契

約する場合もございまして、今回のホーユーに

つきましては本社と契約をしているところであ

ります。

なお、このホーユーにつきましては、これま

で機動隊調理業務委託の実績もございます。

（「休憩してください」と呼ぶ者あり）

【山口(経)委員長】 暫時休憩します。

― 午前１１時１４分 休憩 ―

― 午前１１時１５分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開します。
ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 質問がないようですので、

次に、議案外所管事務一般について、質問はあ

りませんか。

【小林委員】 お尋ねをいたしますが、昨年7月
に施行された参議院選挙において、車上運動員

といわれる方々に対して、法定の金額を上回る、

上限を超える報酬を支払ったとして、広島地検

は公選法違反、いわゆる買収の容疑で当該現職

議員の公設秘書、あるいは政策秘書らが逮捕さ

れたことが大きく報道されているところであり

ます。

公選法は、基本的には原則、無報酬で運動を

行うということになっていて、例外的に車上運

動員等への支払いは認め、これを日当1万5,000
円と定めていますが、今回広島の事案について

は、車上運動員14人に対して1万5,000円の倍の
3万円を渡したという容疑、疑いがもたれてい
るところでございます。しかも、この受取りの

領収書につきましては2回にわたって書かせて
いるという状況から見ましても、かなり違法性

の認識が高くあったのではないかと、こんなよ

うなことも推測をされているところであります。

ところで、我が長崎県において、全くこれと

類似する事案が発生していることはご案内のと

おりだと思います。

この内容につきましては、さきの第48回の衆
議院総選挙で、その陣営の会計を長い間担当し

ていた人が、車上運動員に法定金額の上限を超

える報酬を支払っているというようなことを、

記者会見をしながら内部で告発をして、しかも、

その証拠らしき領収書も添付して県警へ、2人
の選挙運動の総括主催者を告発をしていると、

こういうような案件であります。

告発された日時はいつごろだったかと新聞報

道によって調べてみますと、昨年、令和元年7
月25日ごろとなっているかと思うわけであり
ます。あれから約8カ月が経過をしているとこ
ろでありますけれども、この案件についてはそ

の後どのようになっているのかと。

つまり、広島県においてこのような事案が発

生し、大きく報道されていることも相まって、

かなり県民の皆様方の関心も高まっているので

はないかと、このように推測、仄聞をされると

ころであります。

そこで、告発状を県警に提出をしたと、これ

について正式に県警当局として受理をされたの
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かどうか、この辺についてお尋ねをしたいと思

います。

【柴原捜査第二課長】告発状に関しては、正式

に受理をしております。昨年7月、正式に受理
をしております。

【小林委員】県警捜査第二課長から、受理をし

たと明らかにされたところであります。

受理をされた以上、刑事訴訟法でそれぞれの

規定があるかと思うわけであります。受理をし

た以上は、どうしなければならないのかと。

新聞紙上でも、粛々と捜査をやらなければい

けないと、こんなようなことをコメントされて

いるかと思うわけでありますけれども、現状に

おいて、粛々と捜査を継続して行われているの

かどうか、この点についても差しさわりのない

範囲でお答えいただければありがたいと思いま

す。

【柴原捜査第二課長】刑事訴訟法の規定により

まして、告発、告訴を受理した場合は、検察官

に送致、もしくは捜査をしなければならないと

いうことであります。そういうことで、捜査の

中身についてはお答えできませんけれども、捜

査は粛々と進めております。

【小林委員】 捜査は粛々と進められていると、

刑事訴訟法上で、受理した以上は、地検に書類

送致といいますか、そういうようなことをやら

なければならないんだと、こういうようなご見

解の中で粛々と進められていると、このような

認識でよいのか、改めてお答えをいただきたい

と思います。

【柴原捜査第二課長】現在、捜査はずっと行っ

ております。それで、時効までには、関係書類

と証拠品をそろえて送付することになると思い

ます。

【山口(経)委員長】 暫時休憩します。

― 午前１１時２２分 休憩 ―

― 午前１１時２４分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開します。
【小林委員】ちょっとマイクの調子がよくない

ということで、この間に確認をしたいと思いま

すが、受理をされたと。受理をした以上は、刑

事訴訟法の規定に基づいて、ちゃんとした捜査

を終了させ、それを地検に送らなければならな

いんだと、これがいわゆる規定なんだというこ

とで粛々とやっているということであります。

しかも、時効という一つの規定もありますの

で、この辺のことも考慮しながら捜査を続けて

いただいていると、こういうようなご答弁では

なかったかと思うわけであります。

そこで、今お話に出ました時効の成立。時効

がいつまでかというところが非常に我々の、県

民の皆様方の関心の高いところではないかと、

そういうように仄聞をいたすわけであります。

そこで、我々の認識では、公選法違反の時効

期間は3年間ではなかったかと思うわけであり
ます。そうしますと、第48回の衆議院総選挙、
平成29年10月ごろに告示並びに執行されてい
るというところから計算をしてまいりますと、

今年がその3年目を迎える時期ではなかろうか
と思うわけであります。

そこでお尋ねしたいのでありますが、この時

効の成立というのは、いつからスタートして3
年間経過したと、時効の成立という日にちにな

るのかと。例えば、第48回衆議院選挙の告示の
時を言うのか、あるいは投票日のことを言うの

か、それともまた別の視点でスタートラインが

あるのか。この3年間というのは、どこの時点
をスタートとするのかについて、お答えをいた

だければありがたいと思います。



令和２年２月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（３月９日）

- 33 -

【柴原捜査第二課長】時効の起点に関しまして

は、その犯罪事実の認知、これが時効の起点に

なるかと思います。

【小林委員】 そうしますと、いわゆる犯罪が、

言葉を選んで言うことができないのでお許しを

いただきたいと思いますが、ざっくばらんにわ

かりやすいことで言うならば、上限を超える、

買収資金に当たる金品が相手に渡ったところか

らスタートをするのではなかろうかと、こうい

う受け止め方をいたしました。

新聞で報道されているところによりますと、

金品を渡したのが平成29年12月20日以降では
ないかと、このような記事が載っておりました

が、そこからスタートして約3年というような
受け止め方でいいのかどうか、この辺のところ

をさらに確認したいと思います。

【柴原捜査第二課長】この事案の中身について

は、ちょっと答弁しかねますけれども、先ほど

お答えしたとおり、犯罪の事実、その日にちが

起点になるということは間違いないことです。

【小林委員】そういうことであるならば、もう

最後にいたしますけれども、大体あと8カ月か9
カ月ぐらいと、こういうような形になるのでは

ないかと思います。

お話があったように、粛々と捜査を進めなけ

ればならないという県警当局の立場、そして、

その捜査された内容については地検に書類を送

致しなければならないと。

県警で捜査された内容を地検が受け止めて、

当然地検も同じように捜査をしなければならな

い、その期間が必要になってくるのではないか

と、このように考えるわけであります。その辺

のところを十分考慮いただいて、粛々と進めら

れているのではないかと、このように理解をい

たしております。

今後とも、いろいろの刑事事件というか、い

ろんな事案が山積する中において、一つだけを

やるということは捜査当局の皆様方は大変では

ないかと、このような考え方を持つものであり

ますけれども、時効とか時間に追われているよ

うな状況でもございますので、大変でございま

すけれども、ひとつご健闘をお願いをし、県民

の皆様方の期待に応えるというか、県警の権威

を損なわしめないようにするということが一番

大事なことではないかと、私はこのようにかね

てから認識をし、県警の皆様方のご苦労に感謝

をいたしているところでございますので、今後

ともひとつよろしく頑張っていただくようにお

願いをしたいと思います。

次に、あおり運転についてお尋ねをしたいと

思います。あおり運転については、実はこれも

新聞報道で大きく取り扱っていますけれども、

いわゆるあおり運転の道路交通法の改正案が閣

議決定されたということが報道されているとこ

ろでございます。

その改正案の内容を見ておりますと、あおり

運転の罰則が強化されていると、懲役3年以下、
もしくは罰金50万円以下と。改正案は、これま
でよりもある程度強化されて、内容が大きく変

化していると。その内容の一つが懲役3年以下、
そして50万円以下の罰金ということでござい
ます。

また、高速道路等において車を停止させると

か、そういう危険極まりないような事案につい

ては懲役5年以下、罰金100万円以下と、こうい
うようなことが改正案の主たる内容になってい

るようであります。

今、全国では1万5,000件ぐらいを摘発したと、
このような状況が報道されているところでござ

いますが、長崎県においては、昨年、どれぐら
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いの摘発というか検挙をされているのか。

これまで日本全体においては、あおり運転に

ついては増加の一途をたどっているというか増

加していると。1万5,000件というのは、前年比
で2,040件ぐらい増加していると、こんなような
ことが言われているところでございますが、本

県においてのあおり運転は、前年比でどういう

ふうな形になっているのか、お尋ねをしたいと

思います。

【植木交通指導課長】委員の質問にございまし

た1万5,000件の摘発というのは、あおり運転と
感じやすい、いわゆる車間距離不保持の違反の

件数です。

これにつきましては、長崎県は令和元年が83
件、前年比プラス75件でした。令和2年1月末現
在で1月が5件ということで、前年比ではマイナ
ス3件という状況です。
【小林委員】本県におけるあおり運転の状況等

がどうなっているかについてのご説明を求めて、

ご答弁をいただいたところでございます。今は

令和になって、平成とごちゃごちゃして、あな

たも間違っておられましたが、我々も間違いま

す。そういうようなことで申し上げるわけであ

りますけれども。

車間距離不保持の違反が、昨年は83件であっ
たと、その前がわずか8件であったと。8件であ
ったものが、去年において83件の摘発を行って
いるということ、それは75件の増加だというご
説明であったと思います。8件が83件に増加す
るということは、これはやっぱり何だかんだ言

っても、あおり運転というのがこんなに発生を

しているのかというような受け止め方ができる

かと思います。

しかし、また一方において県警が、あおり運

転が起きないようにと体制を強化された。あお

り運転は絶対に見逃さないというようなことで、

それだけの取組を行われた結果が83件、75件の
増加になったのではないかと、こういうような

考え方を持つわけであります。

こういう急増した要因は、あおり運転が大き

く発生しているんだという捉え方と、県警当局

がしっかり取締りを明確にやってくださってい

る結果がこういう数字になっているのか、この

辺の考え方、分析はどのように受け止めておら

れるか、お尋ねをいたします。

【植木交通指導課長】 委員の言われるとおり、

あおり運転が話題になりまして取締りを強化し

ております。ヘリを使った取締りとか、佐賀県

との取締りとか、そういう工夫をこらした取締

りも実施している状況です。

車間距離不保持が、すぐにあおり運転という

ことで通報されるわけではないですけど、あお

り運転として通報がありまして両当事者が判明

して確認できたものについては、令和元年度が

24件で、前年比でマイナス26件でした。減った
状況です。

ただ、令和2年1月は7件ということで、件数
が昨年は減ったんですが、今年は若干増えてい

るような状況です。ということで取締りを強化

しているような状況です。

【小林委員】私の個人的な認識でありますけれ

ども、今のお答えのように、8件であったもの
が83件になったと、75件が増加したことについ
ては、あおり運転について警察当局の取締りの

強化から、こういう摘発件数になっているので

はないかと、このような受け止め方をしている

ところであります。

あおり運転について、今まで何が問題であっ

たかというと、あおり運転とは何ぞやと、あま

り定義がなかったわけですよ。あおり運転の定

義がなかった。危険なものでありながら、それ
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くらい正直に言ってうとんじられてきたと、こ

ういうように言っても差支えがないのではない

かと、このような受け止め方をいたしていると

ころであります。

しかしながら、こういう生死に関わるような

危険運転、しかも高速道路で大変な事案が発生

していることを考えていけば、今回の道路法改

正によって厳罰化するとか、悲惨な事故を絶対

に許さんという警察当局の強い姿勢が、こうい

うような結果になっているんじゃないかと私は

思います。

今回、閣議決定され、今国会においてこれが

通過するならば、夏ごろには今回の道路交通法

の改正案が正式に法律となって施行されるとい

うことでありますので、私は、国民の皆様方の

意識、認識が相当変わり高まってくるのではな

いかと、こういうような考え方をもっているわ

けであります。

そういう意味で、あおり運転に対して当局の

皆様方がしっかりやっていただいている、県警

の強い姿勢は、まさに県民の安全・安心の生活

を、暮らしを守っていただく、とても大事な分

野でありますので、今後とも、県警の皆様方に

は大変でございますけれども、ぜひとも発生率

が下から2～3番目、検挙率が上から2～3番目と、
このような状況の中でしっかりやってもらって、

新しい長崎警察署長もできるし、また佐世保署

長もできるし、そういうようなことでしっかり

と皆さん方のご活躍をお祈り申し上げたいと思

います。どうぞよろしくお願いしたいと思いま

す。

【山口(経)委員長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時４０分 休憩 ―

― 午前１１時４１分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開します。

ほかに質問はありませんか。

【堤委員】よろしくお願いします。日頃より県

民生活の安心・安全を確保するためにご尽力い

ただいていることに対し、心から敬意を表する

ものです。

幾つか、基本的なところをお聞きしたいと思

うんです。

ストーカー事案のことで、件数は前年よりも

減少しているということですけれども、重大事

案が発生すれば、本当に人命に関わる凶悪事件

になります。7年ぐらい前になりますか、西海
市でストーカー被害者の母親と祖母が殺害され

るという事件がありました。その時に、あちこ

ちの警察署に相談に行ったけれども、なかなか

うまくつながらなくて重大な事件になってしま

いました。

各県警との連携とか、現状はどういうふうに

なっているのか、お尋ねしたいと思います。（「休

憩をお願いします」と呼ぶ者あり）

【山口(経)委員長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時４２分 休憩 ―

― 午前１１時４２分 再開 ―

【山口(経)委員長】 再開します。
【平田生活安全企画課長】 平成23年に西海市
でストーカー殺人事件が発生しております。

これ以降、複数の都道府県にまたがる事案に

関しましては、日ごろから各都道府県警察との

連携をとっているところであります。警察庁の

指示により、警察本部生活安全企画課の担当幹

部2名を連絡担当者に指定し、各都道府県警察
の連絡担当者と緊密な連絡、情報共有を図りな

がら迅速に対応をしております。

また、夜間、閉庁日にあっても警察本部内に、

他の都道府県警察との連絡調整をはじめ、この

種事案の対応を専属的に行う当直員を配置し、
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その対応に間隙が生じないような体制を構築し

ております。

【堤委員】 連絡担当の方を2名配置して、夜間
や閉庁の時も対応ができるようにされていると

いうことで、それは本当に心強いことだと思い

ます。

他県ということになりますと、被害者の関係

先とか、あるいは加害者の方の関係先のところ

と連絡をとるということでしょうか。県内もそ

ういうことをされているんでしょうか。

【平田生活安全企画課長】ストーカー事案につ

きましては、いつどこで発生するかということ

は予測がつきませんけれども、例えば県内のあ

る警察署でこういう事案が発生したと、関係者

が県内のどこどこに住んでいるということであ

れば、その警察署から、こういう事案があった、

相談を受けたと県警本部に即時に報告がまいり

ます。そして、それについては関係警察署に、

全署にすぐ連絡がいくと。そして、その関係警

察署と相談を受けた警察署が連携を図りながら

事案処理をするというふうな連絡体制が整って

おります。

これが県外で発生して、長崎県内に関係者が

居住している場合につきましては、県外の発生

した警察署からその県の警察本部に連絡がいき、

その警察本部から本県の警察本部に連絡があり

ます。そして警察本部から、実際にその関係者

が居住する警察署の方に、また連絡がいくとい

うふうな仕組みができております。

逆に長崎県でそういうふうな相談を受けて、

他県に関係者が居住しているということであれ

ば、長崎県の警察本部から担当する県の警察本

部に連絡をし、そこからまた関係者が居住して

いる警察署に連絡がいくと、そして双方が連絡

を取り合うというふうなことで、漏れがないよ

うに体制は構築されております。

【堤委員】そういった連携が以前からされてい

れば、西海市の事件のような悲惨なことはなか

ったのではないかと思います。本当にきめ細や

かに対応されているということで心強く思いま

す。

相手の住所などを問い合わせて、伏せていた

住所が加害者の方に知られて、また被害が及ぶ

というようなこともありますので、プライバシ

ーの保護ということについても十分やっていた

だきたいと思います。

次のＤＶ、配偶者等暴力事案に関しても同じ

ようなことが言えると思うんですけれども、そ

ういうプライバシーの保護ということをしっか

りお願いしたいと思います。

配偶者等暴力事案は増加傾向にあるようです

けれども、今の増加の中身とか特徴的なことが

ありましたら、お願いします。

【平田生活安全企画課長】ただいまご質問があ

りましたＤＶ関係につきましては、個人のプラ

イバシーというところで、関係者に絶対にそう

いう情報が漏れないようにということは細心の

注意を払って取り扱っているところでございま

すし、また、過去の他県で発生しましたＤＶ事

案関係者が、そういう情報を収集して、漏らし

たりとか、市の住民票関係の閲覧制限について

も制度化されております。

そういうふうな状況の中、本県のＤＶ事案が

どのような要因で増加しているのかにつきまし

ては、令和元年中におけるＤＶ事案の認知件数

は354件です。前年比プラス19件であります。
過去5年間の認知件数は、平成27年が349件、平
成28年が354件、平成29年が371件、平成30年
が335件ということで、毎年若干の増減が認め
られますが、大体年間350件前後で推移してお
り、高止まりの状態にあると見ております。

認知件数の増加の要因につきましては、さま
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ざまな相談機関との連携が図られていることや、

警察におきましてもいろいろな相談に積極的に

対応していくという方針で臨んでおりますので、

ＤＶ関係についても積極的に処理するというこ

とで、こういう高止まりの状態になっているの

ではないかというふうに考えております。

【堤委員】今までは、なかなかその被害を訴え

ることができなかったのが、相談機関との連携

であったり、警察の方で積極的に対応していた

だくことで件数が今は高止まりしているという

ような状況であるとお聞きしました。

最近の傾向といったようなことはないんでし

ょうか。

【平田生活安全企画課長】ＤＶ対応としまして

は、ＤＶは夫婦間、内縁関係、また事実婚など

といった間柄における密室での行為であるため

に、その把握が困難であることと、また、それ

ぐらい深い関係性から、どうしても積極的に被

害届を出すとか、警察の関与を望むとか、こう

いうふうなところをなかなか言いづらい。警察

に積極的に取り扱ってほしいという申出がない

ところが難しいところです。

警察としましても、そういう状況を把握した

上で、実際の内容によって関係機関・団体と緊

密な連携をとっていくというふうな対応をして

いるところでございます。

【堤委員】傾向はなかなか捉えにくいというこ

とですかね。わかりました。

次に、交通安全のことでお尋ねしたいんです

が、長崎県は運転席、助手席のシートベルトの

着用が全国で一番きちんとしていると言われて

いますけれども、今、後部座席のシートベルト

着用も義務化されていると思うんですが、そこ

の現状はいかがでしょうか。（「休憩をお願い

します」と呼ぶ者あり）

【山口(経)委員長】 暫時休憩します。

― 午前１１時５３分 休憩 ―

― 午前１１時５３分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開します。
【松岡交通企画課長】 令和元年11月に、長崎
県におけるシートベルト着用率の調査をＪＡＦ

と警察で実施した結果、一般道路では後部座席

は29.6％、前年比マイナス2.6％という結果でご
ざいます。高速道路では、後部座席は63.9％、
前年比プラス2.3％という結果でございます。
【堤委員】 これは、全国的な順位でいうと、ど

のくらいになるんでしょうか。

【松岡交通企画課長】 一般道では、全国で42
位と下の方でございます。また、高速道路にお

きましても39位という結果でございます。
【堤委員】前の座席に比べると後部座席は非常

に順位が低いということで、これはやはり改善

をしていかなければいけないと思いますが、こ

れに対しての啓発などについて、何かありまし

たらお願いします。

【松岡交通企画課長】 一般道もですけれども、

高速道路におきましては、後部座席でシートベ

ルトを着用していれば死亡事故につながらない

可能性も懸念されることから、現在のところ、

関係機関・団体と連携をしながら、高速隊や各

警察署において、後部座席のシートベルトを着

用するように重点的にキャンペーン、広報啓発

に取り組んでいるところでございますので、今

後とも引き続き広報啓発に努めていきたいと考

えております。

【堤委員】ぜひ着用率がアップするような取り

組みを、頑張っていただきたいと思います。

あと1点。信号機のない横断歩道で車が停止
するのが、外国人から見て、日本では横断歩道

に歩行者がいるのに止まってくれない、信号機

がないところで止まってくれないと聞いたこと

があるわけです。
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今、外国人の観光客なども増えていますし、

そうでなくても横断歩道に歩行者がいる時は停

止するということをもっと徹底していくべきで

はないかと思っているんですが、それについて

はどういう取組をされているのでしょうか。

【松岡交通企画課長】横断歩道の直前で車が止

まらないということに対する対策ですが、現在、

横断歩道の直近にも法定外表示であります、歩

行者に対して、危ないので歩行者の保護のため

の「止まって渡りましょう」という対策とか、

運転者に対しましては、各種講習とかを活用し

ながら、横断歩行者の保護を昨年も重点的に取

り組んできているところでございます。

また、それに伴いまして、運転者に関しまし

て横断歩行者妨害の取締りも引き続き強化して

いこうと考えております。

【堤委員】 交通死亡事故はどんどん減少して、

車の性能も大変よくなっていますけれども、ド

ライバーのマナーはまだまだ改善をしていく必

要があると思いますので、これからもぜひ、マ

ナー向上のための取組を進めていただきたいと

思います。

【山口(経)委員長】 午前中の審査はこれにてと
どめ、午後は1時30分から再開し、引き続き警
察本部関係の審査を行います。

しばらく休憩します。

― 午前１１時５７分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開します。
午前中に引き続き、警察本部関係の審査を行

います。

議案外所管事項一般について、ご質問はあり

ませんか。

【山口(初)委員】 皆様方におかれましては、県
民の皆さんの安心・安全のために日々ご苦労い

ただいておりますことに、感謝と敬意を申し上

げます。

2～3、質問させていただきますが、まず、今、
全世界に脅威を与えている新型コロナウイルス

の関係です。昨日付で、全世界で11万人の感染
者が出たと言っていますし、日本でも今日付で

502名の感染が確認されているようであります。
長崎県としては、幸いにも今は感染者が出てい

ない状況でありますけれども、新型コロナウイ

ルスの関係で小・中・高校が今は休校になって

いる状況にあります。突然の休校、学校が休み

になったことで、保護者の皆さん方も大きく戸

惑われて、その対応に苦慮をされている状況も

あるところであります。

まず、子どもをどう保護していくかというこ

とですが、親の立場から言うと、学校に行けな

いのであれば学童保育なり、あるいは託児サー

ビスなりを利用したいということでありますけ

れども、十分に対応ができない部分もあって家

に留守番をさせている状況もあるわけでありま

す。子どもを家に置いておくということにも、

かなりのリスクといいますか、危険を伴うわけ

でありますけれども。

新聞報道によりますと、子どもの留守番時の

注意点としては、戸締りを徹底する、来客があ

っても出ない、電話に出ない、親の連絡先や約

束事を書き置く、会員制交流サイト、要するに

ＳＮＳなどに個人情報を書き込まないようにす

る、あるいは食事は火を使わない、煮炊きをせ

ずに済むものを用意しておくというようなこと

であります。

十分に子どもが自覚をして、きっちり家にい

るうちはそれでいい部分があるんですが、どう

しても長く1人で家にいると外にも出たくなり
ます。外に出ることについては、いろいろな予

測をしない犯罪に関わったり、あるいは犯罪を
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犯すおそれもあるんじゃないかというふうに思

っております。

子どもの安全あるいは安心を確保するという

意味において、県警として、今時事案に対して

特別な取組がなされているのかどうか、このこ

とについてお尋ねをいたします。

【平田生活安全企画課長】委員ご指摘のとおり、

県内の小・中学校などの休校の機会を利用して、

子どもを狙った各種犯罪などの発生も懸念され

るところでございます。

警察といたしましては、県民向けに、学校休

校に伴う子どもの安全確保と題した「もってこ

いネットワーク通信」というものを発出し、先

ほど委員がおっしゃいましたように、子どもの

みの在宅時における戸締りの確認とか、来客に

おける身の安全の確保、やむを得ず外出する場

合の安全行動の徹底とか、インタ―ネット及び

ＳＮＳの適切な利用などについて呼びかけたと

ころでございます。

また、長崎県警察ホームページへの掲載、長

崎県警察フェイスブックページへの掲載、安心

メール「キャッチ君」への配信などの対策を実

施しております。

引き続き情勢を勘案した上、関係機関・団体

と連携し、子どもたちが犯罪の被害に遭わない

ように取り組んでまいりたいと考えております。

【山口(初)委員】 長崎県は、まだ感染者が出て
いない状況は幸いであります。

各県県警も、それぞれの立場から、ウイルス

感染予防のための一斉休校に伴う子どもの安全

対策というものがつくられて、それぞれにネッ

トを通じて配信をされているようです。我々と

しても、これを見られるようになっているので

あります。

長崎県としても、保護者の皆さん、地域の皆

さん、あるいは事例に合うケース等々について

ですね。これは千葉県警の出したものです。若

干発信をされているということはお伺いしまし

たが、いま少し具体的に教えていただけますか。

【平田生活安全企画課長】先ほど説明いたしま

した「もってこいネットワーク通信」というも

のを発出しております。これは令和2年3月6日
付で発行しております。

学校休校に伴う子どもの安全確保につきまし

て、「小・中学校などで臨時休校となっていま

すが、子どもが犯罪の被害に遭わないように、

次の注意点を意識した生活を送らせて子どもの

安全を確保しましょう」ということで、子ども

の安全確保上の注意点、先ほど申しました４点

と、「いかのおすし」知らない人について「行

かない」、知らない人の車に「乗らない」、危

ないと思ったら「大きな声を出す」、その場か

ら「すぐに逃げる」、大人に「知らせる」とい

う「いかのおすし」の標語。それに、インター

ネットやＳＮＳを利用させる際はフィルタリン

グ機能を付加したり、適切な利用を心がけると

いうふうなことでネットワーク通信を発出して

おります。

この第6号を3月6日に発出をして、県民に対
して、被害に遭わないようにというふうな呼び

かけを実施しております。

【山口(初)委員】 前例のない長い期間、春休み
が子どもに与えられますので、子どもたちもス

トレスがたまってきますし、外に出たがると思

うんです。ここ1週間ほどたちましたけど、県
警として、そういう部分での補導なり指導をし

たりという部分について事例が発生しています

か。

【田川少年課長】 政府が小学校、中学校、高校

の休業を決定した翌日に、県の教育委員会も同

様の方針を決めたわけでございますが、その決

定をすると同時に、県の教育庁の機関と少年課
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と連携、打ち合わせをいたしまして、子どもが

家にいることが多くなると、場合によっては子

どもが外に出て、もしかしたら非行を起こすか

もしれないということで、そういった場合の警

察と教育庁との連携について打ち合わせをした

ところでございます。

本日までの期間において、少年課におきまし

て、少年の非行事案については一元管理といい

ますか、事案があった時にはすぐに報告を求め

ているところでございますけれども、大きな非

行事案等の発生はあっておりません。

【山口(初)委員】 そういうことで、やはり子ど
もたちを安心して安全に地域で見守っていかな

ければならないと思っておりますので、その先

頭に立って、しっかりご指導をいただきたいと

思います。

それからもう1点です。今度は高齢者にかか
る関係で、特殊詐欺の被害状況についてお尋ね

をいたします。

特殊詐欺は、オレオレ詐欺とか、架空請求と

か、融資保証金とか、還付金詐欺等々、県警の

方で実績、事例を取りまとめられていますが、

令和元年12月までの特殊詐欺、それぞれ1件当
たり168万7,000円というふうになっています
ね。

その中で架空請求は1件当たり299万3,000円
のようです。架空請求の中でも、高齢者は1件
当たり1,730万3,000円という昨年の実績のよ
うです。著しく高額でありますけれども、この

ことについて、県警としてどう捉えられている

のか、まずお尋ねをいたしたいと思います。

【柴原捜査第二課長】委員がおっしゃるとおり、

本県の場合は、昨年は被害者のうち6割が高齢
者の被害となっております。全国と比べてそう

多いというわけではないんですけれども、昨年

は1人9,800万円という大きな被害額が発生し

ております。それは高齢者の方でしたので、そ

ういう関係で被害額が上がってきております。

ですから、全国的に比べて本県が高齢者の被害

が多いということではありません。

【山口(初)委員】 皆さんの周りにも、私たちの
周りにも、それぞれに高齢者の皆さんがたくさ

んいらっしゃるわけであります。架空請求など

いろんな手口があって、皆さん方も対処に苦慮

されているだろうとは思いますが、これから被

害を出さない、被害に遭わせないために、心得

なり、ノウハウをそれぞれに発信をされている

と思いますが、少し教えていただきたいと思い

ます。

【平田生活安全企画課長】県警におきましては、

現在、自動通話録音機を949台保有しており、
高齢者世帯を対象に、特殊詐欺被害防止及び同

機器の効果の実感を目的として、原則1年間、
無償で貸出しを行い、貸出期間終了後も実質的

な購入等を推奨しております。

また、自動通話録音機については、広報資料

等による機器の有効性の紹介、特殊詐欺被害防

止キャンペーン、防犯講話における機器のデモ

ンストレーションなど、あらゆる機会を通じて

機器の有効性の周知を図り、機器の設置促進に

努めているところであります。

最近の報道等によりますと、市町による機器

の貸出しとか、機器の購入者に対する補助金の

交付とか、防犯ボランティア団体等から各自治

体等への機器の寄贈がなされており、県警の設

置促進に係る活動により一定の効果があらわれ

ていると理解しております。

この特殊詐欺の関係につきましては、犯人側

からのコンタクトに対して電話に出ない、これ

が一番の有効な手立てだというふうに理解して

おりますし、その際に自動通話録音機は非常に

効果があるものとして、県警としては、この設
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置を呼び掛けているところでございます。

このほかにもあらゆる機会を通じまして、高

齢者の方が被害に遭わないように、各種会合、

関係団体との連携、それと警察から発出するさ

まざまな呼びかけの防犯関係の文書で、特殊詐

欺被害防止に向けて呼びかけを行っているとこ

ろでございます。

【山口(初)委員】 要は、犯人側から長崎県内の
高齢者への呼びかけを止めさせれば犯罪は起き

ないわけですから、これは極論なんですが、犯

人側に諦めさせる手法が、元を断つという意味

では極めて大事なことではないかなと思います。

どうしてもお年寄りになりますと、そこのと

ころの感性が甘くなってきますので、逆に犯人

側に「長崎県はとてもじゃないぞ」と思わせる

ように、皆さん方はいろんな意味での発信をし

て、その防止に努めていただきたいと思います。

それぞれ見てみますと1件当たりの額が違い
ますので、一度かかると、お年寄りの方は思い

込んでしまいますので、元の部分をきちっと断

てるような施策を考えて、今後しっかり対応し

ていただきたいと思います。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【大久保委員】私も、犯罪の取締り状況につい

て、1点お尋ねしたいと思います。
サイバー犯罪の取締り状況についてです。

年々増加傾向にあるような報告ですけれども、

ここらあたりの状況を簡単に教えていただけれ

ばと思います。

【中村サイバー犯罪対策課長】サイバー犯罪の

取締りに関しましては、昨年中の検挙数が109
件、前年度プラス14件と過去最高となっており
ます。そちらの資料にもございますが、昨年は

検挙人員に関しましては31人、前年比マイナス
20人という状況になっております。
【大久保委員】サイバー犯罪もいろいろ種類が

あると思うんですが、どういった内容のものが

多かったのか、どういう傾向にあるのかという

ことも含めてお示しいただきたいと思います。

検挙数は増えているけれども、検挙人員は減っ

ているあたりも一緒に含めてですね。

【中村サイバー犯罪対策課長】まず、検挙数が

増えて人員が減ったということですが、これは

年でも違うと思いますが、仮に1人が10件の犯
罪を起こしたとなれば、人員は1人、件数は10
という形になりますので、若干件数が増える場

合も出てくるかとは思います。

また、最近の状況というか傾向でございます

が、昨年は不正アクセス禁止法違反が63件と多
うございました。これにつきましては新聞報道

に出ておりますが、県庁職員が県庁のサーバー

に不正アクセスをしたという形でございます。

あとは、その他のネットワークを利用した犯罪

が若干減少したということで。

ただ、私たちサイバー犯罪対策課といたしま

しては、不正アクセス禁止法違反、コンピュー

タ・電磁的記録犯罪と書いていますけど、それ

ら高度といわれるサイバー犯罪の検挙を今後も

進めていきたいと考えております。

【大久保委員】県庁職員が不正にアクセスをし

たということでありまして、一番足元の身内か

ら犯罪が出ているということで非常にこれはゆ

ゆしき問題であります。もちろんそれは担当部

署の方で厳罰な処分をなされたものと思います

けれども、なぜ県庁でそういう問題が起きたの

か、不正アクセスをしやすい状況にあるのかと

いうことも含めて、一番身近なところですから、

そこらあたりはしっかり努めていただきたいと

思います。

それから、不正アクセス禁止法の違反以外に、

サイバー犯罪というのはどういったものが増え

ているのか、また、今後どういったものが懸念
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をされるのかといったことも含めて教えていた

だきたいと思います。

【中村サイバー犯罪対策課長】昨年の状況を見

まして、不正アクセス絡みといいますか、例え

ば企業を装って、偽のメールをショートメッセ

ージで送るフィッシングがございます。信じ込

ませてＩＤとかパスワードを入れて、次の不正

アクセスにつながっていくというところでござ

います。そういうものが多くなっていますし、

この手口は今後も続いていくのではないかと考

えられるところでございます。

私どもとしまして、そういう部分で昨年は中

国人の女性を1名、不正アクセス、詐欺という
ふうなことで検挙しております。そういう形で

検挙も推進していかねばならないと思っており

ます。

また、県民の被害防止に関しても、さまざま

な情報を継続して発信していきたいと考えてお

ります。

【大久保委員】サイバー犯罪によって被害を受

ける県民の皆さん、オレオレ詐欺の犯罪の件数、

被害総額が出ていますが、サイバーでも金銭的

な被害とそれ以外の被害もあろうかと思うんで

す。そこらあたりもしっかり状況を把握してい

ただいて。

そして、県内で県民の皆さんが被害に遭われ

たけれども、結局検挙まで至らなかったといっ

た部分があるのかどうか、そこらあたりを教え

ていただければと思います。

【中村サイバー犯罪対策課長】被害に遭っても

検挙に至らないというお話が今ございましたが、

法律的に不正アクセスに関しましては、ＩＤと

かパスワードを使われて品物を買われましても、

実際に不正アクセスを受けた被害者が企業側と

なっております。そこでいろいろと教示なども

した上で、適切な対応を県民の皆さんにもとっ

ていただくようにしております。

また、企業側の方も、新聞に出ておりました

が、補償なども考えてやっているところで、そ

ういう部分では金銭的被害の補償なども今はで

きているような状況ではないかと考えていると

ころでございます。

【大久保委員】もちろん県民一人ひとり、企業

の皆さんも、自分たちで自らを守るという意味

でそういうセーフティ対策は必要かと思います。

先ほどは予算の審議があって、私は質問しそ

びれましたけれども、長崎県もサイバー犯罪対

策推進事業費ということで1,550万円程度計上
されております。対策費用として、もちろんそ

の機器に対する費用と、サイバー犯罪にしっか

り対応できる人材の育成に対する事業費も必要

になってこようかと思います。そういう中で、

非常にこの予算は少ないかなという感じもする

んですけれども、ここらあたりの事業の内容を

教えていただければと思います。

【中村サイバー犯罪対策課長】あくまでサイバ

ー犯罪対策課として考えておりますところは、

やはり人的基盤の強化というところで、人材の

育成、研修の旅費とか、あとは解析用資器材の

充実ということで、今使っておりますパソコン

のリース料とかもございますけど、例えば令和

2年度の要求では、新たに高性能のパソコンを2
台、そういうところをやっていこうかと考えて

いるところでございます。

【大久保委員】長崎県の大きな方針として、ソ

サエティ5.0に対応するとかと挙げてあります
ね。ソサエティ5.0というのは、仮想の空間と現
実の空間が融合していく社会でしょうから、そ

うなるとまさに仮想、サイバーの空間は増えて

くるわけでして、そこに犯罪者が入り込んでき

て県民が巻き込まれていくということは容易に

推測できるので、そこらあたりもしっかり見据
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えて、将来、県民の皆さんがそういうサイバー

的な空間から被害を受けないように、しっかり

対応していただきたいと思います。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【中島(浩)委員】 目の前にある新しい長崎警察
署についてです。免許センターが併設されてい

るということで、私も見に行ったんですけれど

も、そこを利用される側の駐車場がないとお聞

きしました。

計画時点から、敷地の関係もあって確保でき

なかったのか、そもそも駐車場自体が計画され

ていなかったのか、お伺いします。

【塩崎装備施設課長】新庁舎となりました長崎

警察署の駐車場の関係でございます。

これにつきましては免許センターを併設する

という計画はございました。敷地面積3,950平方
メートルございますが、事件・事故等で来庁を

される警察署の来庁者の方を優先する形で、免

許センターの駐車場は当初から計画はしており

ませんでした。公共の交通機関をご利用くださ

いと、現在もお知らせしているところでござい

ます。

【中島(浩)委員】 実際問題として、今、都市計
画に沿って敷地を整備されているわけで、近く

に民間のパーキングスペースとかがあれば、そ

ちらを利用されると思うんですけれども、実際

に車で来られる方はどういう形ですか、今後利

用される場合は。

【塩崎装備施設課長】車で免許センターを目的

として来られる方につきましては、現在のとこ

ろ周辺に有料の駐車場等はございません。一番

近いのはアミュプラザでございますので、ＪＲ

に併設されています駐車場をご利用ください、

近くの有料駐車場等をご利用くださいと案内し

ております。

ただ、新しく隣接されますＮＢＣの東側に、

3百数十台が入る駐車場が建設されます。それ
ができますと、すぐ隣に駐車場ができる形にな

りますので、そこを併せてお知らせする予定と

しております。

【中島(浩)委員】 そこは、ＮＢＣにも了解をと
って、一緒に使えるような形になってくるとい

うことですか。有料なんですか。

【塩崎装備施設課長】今のところ、無料化につ

いては考えておりませんので、有償ということ

になります。

【中島(浩)委員】 車で来られる方もいらっしゃ
ると思うので、その辺は詰めてやっていただき

たいと思っております。

あともう1点です。総務委員会議案説明資料
の2ページの中段のちょっと下ですけれども、
警察、知事部局、県教育委員会と一緒に、「カ

ギかけんば」、「ひと声かけんば」、「見守り

せんば」をサブタイトルとする「犯罪なく3ば
運動」の県民への浸透、定着を図ると書いてあ

るんです。

実際問題、先ほど子どもの話もありましたけ

ど、特に農家の家庭などは鍵を掛けないところ

が多いものですから、非常に気になってはいる

んです。

こういった啓発活動に対して、以前、交通課

で手のひら運動を推進されている中で、なかな

か県民の皆さんに浸透していないのかなと個人

的には思うわけです。

「カギかけんば」は、特に防犯の意味もあり

ますし、今後、県民の皆さんに徹底しなければ

いけないかなと思っているんです。例えば学校

であったり職場であったり、老人クラブとか、

いろんな形での広報活動があると思うんですけ

れども、具体的にどういった取組をなさってい

るんでしょうか。

【平田生活安全企画課長】「犯罪なく3ば運動」
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につきましては、平成25年から長崎県警察と長
崎県、平成28年からはこれに長崎県教育委員会
も入っていただきまして、県民総ぐるみの運動

をしていくと。

実際に外出をする際に鍵を掛けないというこ

とで、鍵を掛けましょうという鍵掛け運動です。

それと自転車もそうでございます。乗り物にも

鍵を掛ける鍵掛け運動。県内の中学校、高校に

は自転車盗難防止モデル校を指定して施錠意識

の浸透を図るなど、地域住民、学校、事業者、

自治体等と連携した取組をしております。

次に「ひと声かけんば」運動につきましては、

地域における連帯感や絆の醸成、規範意識の向

上を目的に、子どもたちへ「おはよう」とか「お

帰り」とかの挨拶運動、民生委員等と連携した

高齢者宅への訪問活動を通じた声かけ、少年非

行、子ども対象の凶悪事件、高齢者被害の特殊

詐欺防止を図るなど、地域住民、自治体関係機

関・団体と連携した取組を進めているところで

ございます。

「見守りせんば」運動につきましては、警察、

県、防犯協会等による犯罪情報の提供、物品等

の支援を通じた青色回転灯装備車両による防犯

パトロールをはじめ、防犯ボランティア団体や

自治会等による子どもの見守り活動、防犯パト

ロールを促進させるとともに、防犯カメラの普

及など犯罪の起きにくい社会づくりを目的に、

行政、地域一体となって取り組んでいるところ

でございます。

【中島(浩)委員】 例えば回覧板で回ってきてい
るのかどうかわからないですけど、なかなか浸

透していないなというのがあるものですから、

平成28年からだったですかね、大分年数もたっ
ている中で、特に鍵掛けに関しては、私が知る

限りでは、なかなか改善されてないのかなとい

う思いがありますので、どういった形にしろ啓

発活動を研究していただいて、もうちょっと浸

透できればと思っておりますので、その辺は強

く要望しておきます。以上です。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【麻生委員】 何点かお尋ねしたいと思います。

一部、山口(初)委員とダブっている可能性もあ
るので、ご了承いただきたいと思います。

高齢者の詐欺に対する自動通話録音機の貸出

しの件ですけれども、949台を原則1年貸出しを
されているという話がありました。

2018年、県は911台購入して、県下に開放し
ておられるということで、一部マスコミの報道

の中では、配布をしたけど、市役所の倉庫で眠

っていると、なかなか使ってもらっていないと

いう事案がありました。

その後、各市町でそれぞれキャンペーンをは

っておりますけれども、実際の稼働率はどうい

う形になっているのか、掌握されているんでし

ょうか。（「休憩をお願いします」と呼ぶ者あ

り）

【山口(経)委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ２時 ３分 休憩 ―

― 午後 ２時 ４分 再開 ―

【山口(経)委員長】 再開します。
【平田生活安全企画課長】警察の方で予算措置

をしました分については、先ほど申しましたよ

うに949台ございます。現在、そのうち771台を
貸し出しております。残数はうちの方に今、178
台があります。

これについては県下23署に配分をいたしま
して、各警察署を通じまして、高齢者世帯とか

高齢者単独の家庭、そういうところに貸し出し

をしております。

県とか市が予算措置をして購入して貸出して

いる分の稼働率につきましては、警察の方では
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確認がとれておりません。

【麻生委員】 貸出しをして、まだ178台残って
いるということであれば、もっと活用すべきじ

ゃないかということでね。

あと1点は、高齢者世帯がこれだけ増えてき
ているわけですから、有効性があるのであれば、

これについてもっとＰＲをして、具体的に老人

会だとか自治会、今は高齢者ふれあいサロンと

か、そういったところにお出かけをして、きち

んと説明をするなり取り組んでいただくことも

大事かなと。地域のボランティアの方々は多い

んです。警察ＯＢもおられますね。連携してや

るとか、そういう今後の取組をですよ。

被害があって初めて、こういう実態があると

いうことじゃなくて、事前に対策をしながら、

もっと防犯をするという考えはないのかどうか、

その2点をお尋ねしたいと思います。
【平田生活安全企画課長】特殊詐欺被害防止に

自動通話録音機を貸出したところが被害に遭っ

ていないというのは結果として出ております。

委員がご指摘のように、各警察署は、いろんな

会合におきまして、特殊詐欺の防止に役立って

いるということについては、各種機会を通じま

して広報も行っております。

警察としては、これを貸出しておりますし、

一生懸命にやっていますけれども、中には、効

果があるけれども、これを付けたことによって、

友達からかかってきた時に録音されるから嫌だ

ということで外される方もいらっしゃるんです。

そういう方に対しては、効果はこういうふうに

あるんですよという説明をして、またお願いを

しているところでございまして。

警察としましては、効果があることを前提に、

防犯団体、いろんな機会を通じまして広報はし

ているところでございます。今後とも、広報啓

発を強化していきたいと考えております。

【麻生委員】皆さんの大事な財産を狙われてい

る状況があるものですから、大変だと思います

けれども、高齢者に対して指導方をよろしくお

願いしたいと思います。

次に、これはもしかしたら前回の委員会とダ

ブっているかもしれませんけど、新しい委員会

としてお尋ねしたいと思いますので、お願いし

ます。

高齢者の運転免許証の返納の実態です。昨年、

都内の足立区で高齢者の事件が起きて、相当な

高齢者の運転免許証返納の実態が出てきたんじ

ゃないかと思うんです。

県内において、高齢者の免許返納の状況は、

前年比でどのくらい上がってきたのか、教えて

いただければと思います。

【黒﨑運転免許管理課長】これまでの自主返納

の数についてお答えします。

令和元年12月現在で、年齢を問わず返納した
数は6,012件でございます。平成30年は4,239件
ですから、2,000弱の大きなプラスになっている
ところでございます。

一方、65歳以上の高齢者の免許返納件数は、
令和元年12月末現在で5,736件、ちなみに前年
の平成30年は4,041件ということで、これも
1,700件ほど増加という形になっております。
【麻生委員】大きな事件でしたから、家族の人

たちが、危ないから返納せんねという状況があ

ろうかと思います。

一番心配なのは交通弱者といいますかね。電

車とかバスが通っているところはいいんですけ

ど、なかなかバスが通っていない地域は、運転

免許証がなくなると買い物にも行けないと、病

院にも行けないというのが多いんですよね。そ

ういう人たちに対して、公共交通サービスをど

うするかということは別の次元ですけれども。

県内で免許を持っていらっしゃる方の最高齢
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の方は何歳の方がおられるか、掌握されていま

すか。85歳とか、90歳とかおられるでしょうけ
ど。

【黒﨑運転免許管理課長】申しわけございませ

ん、最高齢が何歳かというところについては把

握しておりません。

【麻生委員】交通弱者もおられますので、自主

返納の実態、もっともっと広げていっていただ

きたいと思いますので、よろしくお願いしたい

と思います。

次にお尋ねしたいのが、長崎市にローマ教皇

が来られて、長崎には38年振りということで、
大々的な警備実態をしいていただきました。無

事、災害もなく、事件もなく終わったわけであ

ります。

その時に、各都道府県から応援部隊が相当来

られましたね。その時は、ちょうど11月の一番
の観光シーズンで、長崎市内に機動隊の派遣さ

れた人たちの泊まる場所がないということで、

宿泊先が大村とか諫早だったんですよという話

を聞いたんです。

今回の警備に対して、総数何名の体制で取り

組まれたのか。そして、県警等応援部隊で県外

から何名の方が来られたのか、お尋ねしたいと

思います。（「休憩をお願いします」と呼ぶ者

あり）

【山口(経)委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ２時１２分 休憩 ―

― 午後 ２時１２分 再開 ―

【山口(経)委員長】 再開します。
【多田警備課長】ローマ教皇の警備に関しまし

ては、全体で約2,800の体制で行っております。
そのうち約1,300名の特派、県外部隊の応援をい
ただいて警備を行っております。

【麻生委員】 長崎県警が4,000名弱であります

から、1,500名ということで3分の1近くは今回
の任に当たられたのかなと、また、県外から

1,300名と。大変な方が来られて、事故がなくて、
大変ご苦労さまだったと思っております。

長崎は毎年、8月9日の原爆祈念式典で、セレ
モニーのそういった体制をやっていらっしゃる

ので、あまり不安はなかったのかと思いますけ

れども、今回の38年振りに来られた件について、
特に県警で一番注意された点、そして今回の案

件で次に引き継ごうと思われたことがなかった

のかどうか、その2点をお尋ねしたいと思いま
す。

【多田警備課長】 今回の警備につきましては、

事前の情報から、期間が短かったこともありま

して、警察庁等関係上層の機関、及び関係機関

と緊密な連携を図りながら、事前の対策等を行

っておりました。

特にドローンに関しましては、県の方とも連

携をしましてドローン関係の条例を成立してい

ただきまして、ドローン取締り等を行っており

ます。期間中のドローンに関する検挙等はござ

いませんでしたけれども、今後の警備につきま

しては、ドローン対策も一つの重要な案件だと

考えておりますので、今後の警備に役立てたい

と考えております。

【麻生委員】 世界的に情報発信をいただいて、

被爆地長崎の平和に対する思いを発信してもら

って、大きな影響があったと思っています。

特に、その日は午前中は雨がどしゃ降りで、

警備されている方たちも大変だったろうと思っ

ております。

県外から1,300人来られたということであり
ますが、この人たちの宿泊先だとか、実態がど

のような配備になったのかという点も教えても

らえませんか。聞くところによりますと、一部

長崎市に泊まられたんだけど、泊まるところが
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なくて、諫早とか大村とか分散して泊まったん

ですよと、県警に詳しい方からお聞きしました

ので、そういう実態がどうだったのか、参考ま

でに教えていただきたいと思います。

【多田警備課長】県外からの応援の部隊につき

ましては1,300人ということで、長崎市内には到
底、宿泊施設はございません。諫早、大村、雲

仙等、長崎市外近郊のところを当たりまして、

宿泊が可能な場所を調達しまして宿泊をしてい

ただいたということでございます。

【麻生委員】事故があっては絶対にならないと

いう中で、2,800名という多くの人たちでやって
いただいて、大きな成功になったと思っていま

すので、大変ご苦労さまでしたということで感

謝したいと思います。

今後また、長崎では8月9日、総理を迎えて式
典があると思いますけれども、こういったこと

にも活かしながら取り組んでいただければと思

っておりまして、よろしくお願いしまして、私

からの質問はこれで終わります。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【吉村委員】せんでおこうかなと思っておった

んですが、事件事故の推移という、よくできた

資料が出ておりますので、これから質問させて

いただこうかと思うんですが。

その前に、今、質問があった自動通話録音機

について資料を請求させていただきたいんです。

今、771台をどの自治体に何台貸しているかと
いうこと。それと、その自治体に聞いていただ

いて、それが全部貸し出してあるか。

何年か前に、これが必要だということで自動

通話録音機を準備した。それで今のような答弁

をされると、その必要性の根拠が薄らいできて

しまうわけです。ですから、もう少しそこら辺

をきちっとやっていただきたいということで、

資料を請求させていただきたいと思います。よ

ろしいですかね。

【山口(経)委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ２時１７分 休憩 ―

― 午後 ２時１８分 再開 ―

【山口(経)委員長】 再開します。
【吉村委員】県警が貸出した分について、その

貸出地域、個別にはできんとでしょう、そうい

う資料を出していただければ助かると思います。

それと、広報啓発をやっていると、さっき答

弁がありました。

私も何回となく敬老会に行くんですが、敬老

会で劇があったりしますね。あの劇は大変楽し

くて、年寄りの方も、敬老会に参加された方も

ご覧になっているのでいいんですけど、その中

の説明で、こういう電話がありますから、ただ

で借りられますから借りてくださいよというよ

うな説明は一回も聞いたことがないです。です

から、そういった意味での広報啓発は、もっと

やっていただきたい。

それと、これは県警独自でやっておられる事

業ですが、行政が同じようなことをやっている

と、二重にやっているのは無駄があるんじゃな

かろうかなと、そういう意味で行政と連携をし

てやれんのかなと思うんですが、そこら辺をお

尋ねしたいと思います。

【平田生活安全企画課長】委員がおっしゃいま

した広報啓発につきまして、寸劇という話が出

ました。これは、各警察署の警察官とか職員で

小さな劇をやったりして、老人会に行って皆さ

んに、特殊詐欺はこういう手口がありますと、

こういうところに注意をして引っかからないよ

うにしてくださいというふうなことをやってお

ります。これにつきましては、警察官が勤務中

にというわけにはいきませんので、勤務時間外

に練習をしたり、そういう中でやっております。
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それと、二重行政じゃないかと、無駄じゃな

いかということでございますが、警察の方で

949台を貸出しております。この効果があると
いうのは今までの委員会でもご報告をさせてい

ただいているんです。実際にそれを各警察署で

配って効果が出ていると、そして防犯協会にも

そういうふうな話をして、各世帯に行きわたる

ようにということで、市役所も予算化をして貸

出しているところもございます。そういうとこ

ろにつきましては各市町で配っていただいてお

ります。一部の市町では、県から要請を受けて、

各警察署からの機器の貸出し期間が終了する世

帯に、市町の方から回していただくということ

もやっております。

広報が足りないというご指摘もございました

が、量販店とか電気店に行って場所を借りて、

警察の方でデモンストレーションを、店に来ら

れる高齢者の方に対して、こういうふうにやれ

ば被害に遭わないんですよということもいたし

ております。なかかな行き届いていないという

ご指摘もございますが、引き続きやっていきた

いと考えております。

【吉村委員】 わかりました。ずっと聞いたら、

これが出てき、これが出てきというんじゃなく

て、最初からぱきっと出てくれば、なるほどと

思うんですよ。

その関係で、次年度は対前年度比で4億3,200
万円増えているんですよ、予算がね。当初のよ

うな答弁があると、さっき言うた必要性の根拠

が薄らいでいくところが出てくるわけですよ。

だから、聞きよるとだんだんわかってくるんで

すけど、聞かないと出てこないというのもいか

がなものかと思いますので、その点は指摘させ

ていただきます。

それから、事件事故の推移です。犯罪の一般

概況で、刑法犯総数の認知件数は減ってきてお

りますね。改良されて立派な資料になったので、

3年間比較ができるんです。途中から改良され
て、せっかくいい資料ができておりますので。

ただ、問題は検挙率です。トータルして1.2％
減少していることについては問題があるんじゃ

ないかと。認知件数が減ってくれば、検挙件数

とか検挙人員が減ってくるのは相対的にそうな

るのかなということはわかるんですけど、検挙

率が下がるのは問題かなと思うんですが、この

点についてどのような所見をもっておられるか、

お伺いしたいと思います。（「休憩をお願いし

ます」と呼ぶ者あり）

【山口(経)委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ２時２４分 休憩 ―

― 午後 ２時２５分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開します。
【宮原刑事総務課長】委員のご指摘は、認知件

数が下がっていけば、検挙対策に力を上げて検

挙が上がるべきじゃないかということで、おっ

しゃるとおりだと私たちも思っております。

残念ながら、2年連続で検挙率が下がってき
ている。全国と比べると、また言い訳みたいに

なるんですけれども、健闘はしているんですが、

実際に下がってきていることは事実でございま

す。

それで、刑事部総力を挙げて検挙対策、今年

は頑張って、胸を張って検挙率が上がりました

というご報告ができるように頑張っていきたい

と思っております。知能犯の件数とか、個別の

ところで下がったり上がったりというのがござ

いますけれども、トータルして上がりましたと

言えるように頑張っていきたいと思っておりま

す。

【吉村委員】総体的に見たらそうですけど、こ

れを犯罪別に見ると、いろいろ流れが、動きが
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あるんだろうと思います。その他の刑法犯とい

うのが増えておりますから、犯罪の多様化とい

うのもあるので対応は大変だろうと思います。

今の「検挙率を上げていくように頑張ります」

という答弁はいいんですが、予算を見ると1,300
万円減っているわけです。これの因果関係がど

うかというのは、ここで聞くことはよしにしま

すが、必要であれば予算もつけながら、そうい

うところに力を入れていただくようにお願いし

たいと思います。

もう1点、次のページの薬物情勢で、右側の
「覚醒剤押収量（グラム）」というところが非

常に見にくいので、これも苦労してつくられた

んだろうなと、キログラムにすると真ん中が書

きづらいんだろうと思うし。

平成29年は約30キロ、令和元年は約70キロ、
その間の平成30年は3グラムなんですね。これ
はどういうことかよくわからない。

この量とは関係ないんでしょうけど、令和元

年の検挙人員が増えている、そして減っていた

少年の検挙数が増えていることについて、どの

ような所見をお持ちか、お伺いをしたいと思い

ます。

【平井組織犯罪対策課長】委員のご指摘に説明

をしたいと思います。

元年12月に70キロとなっております。これは、
昨年12月に海外からの590キロの密輸事件を、
警察庁をはじめとした西日本の各県警察と合同

で検挙して、その590キロを分配した数です。
検挙に参加した県で計算したところ、概ね70キ
ロ程度になっている次第です。

同じく平成29年は30キロとありますが、これ
も茨城の沖合で474キロの覚醒剤を摘発してお
りまして、分配ということで数字が上がってい

る次第であります。

押収量のうち30年の3というのは、分析いた

しましたところ、この年は譲渡しの被疑者の検

挙はなしということです。譲渡し、つまり密売

者の検挙がなかったことで、この年は激しく落

ち込んでいる傾向にあります。

なお、年齢別のところですけれども、元年は

23人検挙しており、20代が3人、30代が5人、
40代が6人、50代が8人、60代が1人となってお
ります。前年の平成30年は20代が3人、30代が7
人、40代が4人、50代が3人、60代が2人と、そ
う大きな変化は見られないところであります。

なお、それ以前の多いところは、三菱造船所

等で大量の県外からの労働者が入ってきており

まして、その方々の中に乱用する方が多数いて、

その時は検挙が上がった状況であります。

なお、関連して大麻で申し上げますと、大麻

はやや購入価格が安いので、未成年の傾向が見

られます。元年12月で未成年が3人、20代が8
人、30代が10人、40代が1人、50代が1人、計
23人です。平成30年は未成年1人、20代が6人、
30代が12人、50代が1人、計20人という形にな
っている次第です。

大麻については、購入価格が安い、それとＳ

ＮＳ等で乱用の中毒傾向が少ないみたいな誤っ

た情報が氾濫していることから、やや大麻につ

いては年少者の数字が高くなっていると分析し

ております。

【吉村委員】 平成29年だったですか、中学生
が大麻を使用して検挙されたというニュースが

あって、低年齢化ということが大麻は往々にし

てあるような感じが、このごろの全国的な流れ

の中で見受けられるので、長崎県もそういうこ

とになりつつあるのではなかろうかと、この数

字から感じるものですから、そういう面につい

て低年齢化、中学生とか高校生で始まるという

ことがないようにですね。そういうところで始

まると後に続いていくとか、そういうことがニ
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ュースでもよく流れて、今ごろ、一般の何でも

ない普通の人がやったとかということが出るの

で、それにまた触発されてなるという連鎖があ

ったらいけないので、そういう意味では、今後

とも力を入れてやっていただきたいと思います。

以上で終わります。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ほかに質問がないようです
ので、警察本部関係の審査結果について整理し

たいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時３２分 休憩 ―

― 午後 ２時３２分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、警察本部関係の審査を終

了いたします。

なお、今年度、退職される方が、警察本部で

6名と伺っております。
羽田刑事部長、土井交通部長、佐藤会計課長、

久保教養課長、矢竹厚生課長、柴原捜査第二課

長、この6名の方に関しましては、これまで長
年にわたり県民の安全・安心をつかさどる警察

行政に従事いただきまして、なおかつ県の発展

に尽力していただきまして、まことにありがと

うございました。

私からも労をねぎらいたいと思います。あり

がとうございました。（拍手）

理事者入替えのために、しばらく休憩いたし

ます。

― 午後 ２時３３分 休憩 ―

― 午後 ２時４９分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開いたします。

これより、出納局及び各種委員会事務局関係

の審査を行います。

【山口(経)分科会長】 まず、分科会による審査
を行います。

予算議案を議題といたします。

会計管理者より、予算議案説明をお願いいた

します。

【野嶋会計管理者】出納局関係の議案について、

ご説明をいたします。

予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料

の出納局・各種委員会事務局の1ページをお開
きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第77号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第6号）」のうち関係部分
であります。

まず、第1号議案「令和2年度長崎県一般会計
予算」のうち関係部分についてご説明いたしま

す。

歳入予算総額は、19億7,088万円で、主なも
のは証紙売払収入であります。

歳出予算総額は4億3,508万1,000円で、主な
ものは出納局職員の給与費及び会計事務の管理

運営に要する経費であります。

2ページをお開きください。
債務負担行為につきましては、事務用消耗品

の集中調達にかかる経費及び出納局所管の各シ

ステムの保守業務にかかる経費であります。

次に、第77号議案「令和元年度長崎県一般会
計補正予算（第6号）」のうち関係部分につい
てご説明いたします。

歳入予算の主なものは、歳計現金の預金利子

収入の減によるものであります。

歳出予算の主なものは、物品管理事務の運営

及び会計事務の管理運営に要する経費の執行見

込額の減によるものであります。
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最後に、令和元年度補正予算の専決処分につ

いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和元年度の予算については、今後、年間執

行額の確定に伴い、調整・整理を行う必要が生

じるため、3月末をもって令和元年度予算の補
正を専決処分により措置させていただきたいと

存じますので、ご了承を賜りますようお願いい

たします。

以上をもちまして、出納局関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【山口(経)分科会長】 次に、監査事務局長より
予算議案説明をお願いいたします。

【下田監査事務局長】 同じ資料の4ページをお
開きください。

監査事務局関係の議案についてご説明いたし

ます。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第77号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第6号）」のうち関係部分
であります。

まず、第1号議案「令和2年度長崎県一般会計
予算」のうち関係部分についてご説明いたしま

す。

歳出予算総額は、1億7,554万2,000円で、そ
の主なものは、監査委員や事務局職員の人件費

並びに事務局運営に要する経費であります。

次に、第77号議案「令和元年度長崎県一般会
計補正予算（第6号）」のうち関係部分につい
てご説明いたします。

歳出予算補正の主なものは、事務局運営費の

執行見込額の減によるものであります。

最後に、令和元年度補正予算の専決処分につ

いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和元年度の予算については、今後、年間執

行額の確定に伴い、調整・整理を行う必要が生

じるため、3月末をもって令和元年度予算の補
正を専決処分により措置させていただきたいと

存じますので、ご了承を賜りますようお願いい

たします。

以上をもちまして、監査事務局関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【山口(経)分科会長】 次に、人事委員会事務局
長より予算議案説明をお願いいたします。

【大﨑人事委員会事務局長】人事委員会事務局

関係の議案についてご説明をいたします。

議案説明資料の6ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第77号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第6号）」のうち関係部分
であります。

まず、令和2年度当初予算についてでありま
すが、歳入予算総額は184万8,000円であります。
主なものは、警察官採用共同試験受託に伴う収

入であります。

歳出予算総額は1億3,561万4,000円でありま
す。主なものは職員給与費及び事務局運営に要

する経費であります。

次に、令和元年度の補正予算（第6号）につ
いてご説明いたします。

歳出予算につきましては、主なものは職員給

与費の過不足調整及び事務局運営に要する経費

の執行見込額の減によるものであります。

最後に、令和元年度補正予算の専決処分につ

いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和元年度の予算につきましては、今後、年

間執行額の確定に伴い、調整・整理を行う必要
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が生じるため、3月末をもって令和元年度予算
の補正を専決処分により措置させていただきた

いと存じますので、ご了承を賜りますようお願

いいたします。

以上をもちまして、人事委員会事務局関係の

説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【山口(経)分科会長】 次に、労働委員会事務局
長より予算議案説明をお願いいたします。

【大﨑労働委員会事務局長】労働委員会事務局

関係の議案についてご説明をいたします。

同じ資料の8ページでございます。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第77号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第6号）」のうち関係部分
であります。

まず、令和2年度当初予算についてでありま
すが、歳出予算総額は7,827万4,000円でありま
す。主なものは、委員会業務の活動に要する経

費、職員給与費及び事務局運営に要する経費で

あります。

次に、令和元年の補正予算（第6号）につい
てご説明いたします。

歳出予算につきまして、その主なものは、委

員会及び事務局の運営に要する経費の執行見込

額の減や、職員給与費の過不足調整に要する経

費であります。

最後に、令和元年度補正予算の専決処分につ

いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和元年度の予算につきましては、今後、年

間執行額の確定に伴い、調整・整理を行う必要

が生じるため、3月末をもって令和元年度予算
の補正を専決処分により措置させていただきた

いと存じますので、ご了承を賜りますようお願

いいたします。

以上をもちまして、労働委員会事務局関係の

説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【山口(経)分科会長】 次に、議会事務局長より
予算議案説明をお願いいたします。

【木下議会事務局長】議会事務局関係の議案に

ついてご説明いたします。

同じく分科会資料の10ページをお開きくだ
さい。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第77号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第6号）」のうち関係部分
であります。

第1号議案、令和2年度当初予算の歳出予算総
額は12億7,906万9,000円であります。その主な
ものにつきましては、議員報酬及び議会運営に

要する経費であります。

債務負担行為につきましては、県議会テレビ

広報番組の制作及び放映委託にかかる経費など

を計上いたしております。

次に、第77号議案「令和元年度長崎県一般会
計補正予算（第6号）」の主なものにつきまし
ては、議員の費用弁償に要する経費並びに議会

運営に要する経費の執行見込額の減によるもの

であります。その他の内容につきましては、そ

れぞれ記載のとおりであります。

最後に、令和元年度補正予算の専決処分につ

いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和元年度の予算については、今後、年間執

行額の確定に伴い、調整・整理を行う必要が生

じるため、3月末をもって令和元年度予算の補
正を専決処分により措置させていただきたいと

存じますので、ご了承を賜りますようお願いい
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たします。

以上をもちまして、議会事務局関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【山口(経)分科会長】 以上で説明が終わりまし
たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。

質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 質疑がないようですので、
これをもって質疑を終了いたします。

次に討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了いたしま

したので、採決を行います。

第1号議案のうち関係部分及び第77号議案の
うち関係部分は、原案のとおり可決することに

ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は原案のとおり可決すべきも

のと決定されました。

【山口(経)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。

議案を議題といたします。

まず、監査事務局長より総括説明をお願いい

たします。

【下田監査事務局長】監査事務局関係の議案に

ついてご説明いたします。

総務委員会関係議案説明資料、出納局・各種

委員会事務局の2ページをお開きください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第30号議案「長崎県監査委員条例の一部を改正
する条例」であります。

はじめに議案についてご説明いたします。

第30号議案「長崎県監査委員条例の一部を改
正する条例」。

この条例は、地方自治法の規定に基づき、監

査委員に関し必要な事項を定めたものでありま

すが、地方自治法等の一部を改正する法律が平

成29年6月9日に公布されたことに伴い、引用す
る地方自治法の条文の条ずれ等が生じたことに

より、所要の改正を行うものであります。

次に、議案外の所管事項についてご説明いた

します。

監査基準の策定及び公表について。

平成29年の地方自治法改正により、監査委員
が監査等の実施に際し、従うべき監査基準を監

査委員自らが策定し、本年4月までに公表する
ことが義務付けられております。

これを受け、監査の質を全国的に一定水準に

保つとともに、監査結果の比較可能性を担保す

る等の目的で、国において、各地方公共団体が

監査基準の策定に際して準拠すべき監査基準案

が示されましたので、本県においてもそれに沿

った形で監査基準を策定しており、今年度中に

公表することとしております。

今後は、今回策定した監査基準の趣旨を踏ま

えながら、引き続き監査内容の充実に努めてま

いります。

以上をもちまして、監査事務局関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【山口(経)委員長】 次に、会計管理者より所管
事項説明をお願いいたします。

【野嶋会計管理者】 資料は1ページをお開きく
ださい。
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出納局関係の所管事項についてご説明をいた

します。

組織改正について。

出納局につきましては、出納室で行っている

会計事務の審査と会計課で行っている財務会計

事務の指導及び会計監督検査等を一体的に実施

し、一層連携を深めていくため、出納室を会計

課に統合することとしております。

以上をもちまして、出納局関係の説明を終わ

ります。よろしくお願いします。

【山口(経)委員長】 次に、人事委員会事務局長
より所管事項説明をお願いいたします。

【大﨑人事委員会事務局長】人事委員会事務局

関係の所管事項についてご説明をいたします。

議案説明資料の4ページでございます。
令和元年度県職員採用試験についてでありま

すが、障害者を対象とした選考試験、警察官Ⅰ

類（男性、女性）〔第2回〕及び警察官Ⅲ類（男
性・女性）の採用試験を実施し、最終合格者を

発表いたしました。受験者数、合格者数及び競

争倍率につきましては、それぞれ記載のとおり

でございます。

以上をもちまして、人事委員会事務局関係の

説明を終わります。

【山口(経)委員長】 次に、労働委員会事務局長
より、所管事項説明をお願いいたします。

【大﨑労働委員会事務局長】労働委員会事務局

関係の所管事項についてご説明をいたします。

同じ資料の5ページでございます。
調整事件について。

これは、労働組合と使用者との間に生じた紛

争に関する事件についてでございますが、平成

31年4月1日以降、現在までに取り扱いました調
整事件は1件で、現在調整中でございます。
審査事件について。

これは、不当労働行為に関する事件でありま

すが、審査事件は3件であり、うち1件は命令書
交付により終結しており、現在審査中の事件は

2件であります。
個別的労使紛争について。

これは、労働者個人と使用者との間で生じた

紛争に関する事件であり、これに関するあっせ

ん事件は3件であり、2件は解決、1件は打ち切
りにより全て終結いたしております。

以上をもちまして、労働委員会事務局関係の

説明を終わります。

【山口(経)委員長】 次に、監査課長より補足説
明をお願いいたします。

【田尾監査課長】私の方から、長崎県監査委員

条例の一部を改正する条例につきまして、補足

してご説明をさせていただきます。

資料としまして、横長の総務委員会説明資料

をご用意いただきたいと存じます。これの1ペ
ージをお開きいただきたいと存じます。

1ページをお開きいただきまして、1の要旨と
2の改正の背景でございますが、これは先ほど
監査事務局長がご説明いたしましたので、「3
改正の内容」からご覧いただきたいと存じます。

改正する条文は2つございます。
1つ目が（1）の第2条関係でございます。こ

れは、議員のうちから選任する監査委員の数に

ついて2人とすると規定した条文でございます。
この条文の根拠の条文としまして、地方自治法

第196条第1項を規定しておりましたが、これが
地方自治法改正によりまして第1項と第6項に
分かれて規定されたことから、引用個所の追加、

第6項を追加しようとするものでございます。
次に（2）でございます。これは第5条関係で
ございます。この条文は、長による議員の賠償

責任に関する監査とか、住民監査請求に基づく

監査など、請求や要求に基づく監査につきまし

て、請求等があった日から10日以内に監査に着
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手しなければならないと規定した条文でござい

ます。

そのうち、職員の賠償責任に関する条文の根

拠条文であります地方自治法第243条の2が、普
通地方公共団体の長等の損害賠償責任の一部免

責に係る条項が新設されたことに伴いまして、

第243条の2－2に繰り下げられたことから、引
用条文の改正を行おうとするものでございます。

4の施行日は、令和2年4月1日でございます。
なお、ご参考までに、この次の2ページに、

関係する地方自治法の新旧対照表を添付いたし

ております。

第30号議案の補足説明は以上でございます。
よろしくご審議を賜りますようお願いいたしま

す。

【山口(経)委員長】 以上で説明が終わりました
ので、これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了します。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了いたしました

ので、採決を行います。

第30号議案は、原案のとおり可決することに
ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ご異議なしと認めます。
よって、議案は、原案のとおり可決すべきも

のと決定されました。

次に、提出のあった政策等決定過程の透明性

等の確保などに関する資料について、説明を求

めます。

【福田会計課長】「政策等決定過程の透明性等

の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に関

する決議」に基づき、本委員会に提出いたしま

した出納局・各種委員会事務局関係の資料につ

いて、ご説明申し上げます。

資料の1ページをお開きください。
1,000万円以上の契約について、昨年11月か

ら本年1月までの実績は、記載のとおり5件とな
っております。また、それぞれの入札結果の状

況につきましては、2ページから6ページに記載
のとおりでございます。

以上でございます。

【山口(経)委員長】 次に、監査課長より補足説
明をお願いいたします。

【田尾監査課長】 それでは、私の方から、長崎

県監査基準の策定及び公表につきまして、補足

してご説明をさせていただきます。

総務委員会課長補足説明資料をご用意いただ

きたいと存じます。これの1ページをお開きく
ださい。

「1、新たな監査基準策定の背景及び目的」
のところをご覧いただきたいと思いますが、こ

れの1つ目の丸でございます。
今回の地方自治法改正によりまして、都道府

県知事等に対して「内部統制制度」の導入が義

務づけられ、と同時に監査委員に対して監査基

準の策定が義務づけられたところでございます。

同じ1の3つ目の丸をご覧いただきたいんで
すが、そういった義務づけがなされまして、平

成31年3月に国から監査基準案というものが示
されました。それを踏まえまして、昨年から監

査委員の合議を重ねまして、本年1月に策定を
したところでございます。

次に、「2．本県の監査基準の内容」をご覧
いただきたいんですが、今申しましたように、
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基本的に国から通知された基準案に基づき策定

しておりまして、その内容は①から④の内容で

ございました。

その中で内部統制に関する部分をご説明をさ

せていただきたいと思いますが、①監査等の範

囲（内部統制評価報告書審査）というのがござ

います。これは、知事部局において作成される

内部統制評価報告書につきまして、知事による

評価が適切に実施されているか等について、監

査委員が審査をするものであります。実際の審

査は令和3年度からとなります。
次に、③監査実施における留意事項（リスク

の識別、内部統制に依拠した監査等）という部

分でございますが、監査実施に際しまして、リ

スクが高い事務事業に監査資源を厚く配分する、

逆にリスクが低い部分については監査範囲を狭

くするなどが考えられます。

そのため今後は、内部統制の運用状況を注視

し、内部統制が有効に機能しているかどうかを

十分に把握した上で、より効率的かつ効果的な

監査等に努めてまいります。

3の監査基準の施行日は令和2年4月1日でご
ざいます。

4の公表方法は、記載のとおり3月下旬に長崎
県公報及び県のホームページに登載し、公表す

る予定としておりますが、その公表前に本委員

会に報告をさせていただいたところでございま

す。

次の2ページに、関係する地方自治法の条文
をお付けしていまして、3ページからが監査基
準の本体でございます。何点か見ていただきた

いところがございます。

3ページに第4条、監査等の範囲及び目的がご
ざいます。これが4ページにわたりまして、4ペ
ージの中ほどから少し上の「八 内部統制評価

報告書審査」というところをご覧いただきたい

と思います。これは、先ほど申しました内部統

制評価報告書審査をここで規定しております。

それから、同じ4ページの第7条、守秘義務で
ございますが、守秘義務につきましては、もと

もと地方自治法に規定はございます。ただ、国

から示された基準案にはございません。ござい

ませんが、県民の皆様に公表する基準にも規定

した方がよいと考えまして、ここに規定がされ

たものでございます。

それから、5ページの第10条、情報管理、こ
れも国の基準案にはございませんが、監査委員

は個人情報に接する機会がございますので、情

報管理を徹底するということで、ここに規定を

しております。

それから、最後でございますが、5ページの
第12条、第13条、リスクの識別、内部統制に依
拠した監査は、先ほど申し上げた部分でござい

ます。

以上で監査基準についての補足説明を終わら

せていただきます。

【山口(経)委員長】 以上で説明が終わりました
ので、まず、陳情審査を行います。

配付いたしております陳情書一覧表のとおり

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。

審査対象の陳情番号は8と12でございます。
陳情書について、何かご質問はありませんか。

【前田委員】 陳情番号の8番、長崎文化財保護
調査研究会から出されています。内容は、もう

見てのとおりだと思いますので、このことに対

する出納局としての見解をお尋ねしたいと思い

ます。

【福田会計課長】 建設土木以外の全ての発注、

契約は、入札参加者の選定に当たり、県内企業

と、県外企業で県内に支店等を有し常勤の従業

員を雇用している企業は、同列で扱っていると
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ころです。

これは、平成24年3月における入札制度等県
の発注方式の改善に関する決議、及び平成25年
2月に開かれました県政改革特別委員会におけ
るご指摘、確認を踏まえ、現行の取り扱いを行

っている次第でございます。

【前田委員】ということであれば、陳情者から

出されている具体の共同企業体の条件、現行と

改正案、こういうふうに改正してほしいという

ことで出されていますが、この点については、

どういう対応というか見解をお持ちですか。

【福田会計課長】先ほどご説明したとおり、こ

の県議会の意見決議を重く受け止めておりまし

て、今のところ見直す考えはございません。

【前田委員】この陳情は文教厚生委員会でも審

査されると聞いておりますので、特段こちらの

方で深く議論するつもりはないんですが、陳情

されている方々に、ルールとしては今おっしゃ

ったようなこととわかりつつ、なぜこういうふ

うに出しているのかとお聞きしたところ、特に

この中にある業務内容に関する条件のところで、

現行法が2行あって、調査員は代表構成員、そ
の他構成員とともに1名以上は配置することと、
これは今答弁があったような内容だと思うんで

すが、改正案の中で、なお、現場代理人及び調

査員は直接的かつ恒常的な雇用関係にあること

とカッコ書きも付記しているんです。実態とし

て、発掘調査という特殊的な業務の入札の場合

は、そういう案件が出る時に県外の業者が、調

査員、要はそういう専門的な知識のある方が長

崎の方に来て、雇用されて、入札に参加してい

るという話を聞きます。

ただ、ここに、本県の会員企業でも十分、あ

る程度調査ができますよというふうに書いてあ

るように、県内の企業は、仕事のあるなしにか

かわらず、調査員は当然正規職員として年間を

通してずっと雇用しているんです。県内企業を

守っていくということを考えた時に、仕事があ

ろうがなかろうが調査員をしっかり抱えながら、

その中で仕事を差配している県内企業と、ルー

ル上は合っているかもしれないけれども、実態

としては共同企業体という形で、仕事があった

時にぽっと県外から調査員が入ってきて入札に

参加しているという実態を考えた時に、そこに

こういったことを追記することを検討してもら

いたいという要望になっているんですが、そう

いう実態についてはいかがですか。

【福田会計課長】要望に出されております調査

員ですが、文化財の保護調査に、作業員10～15
人当たり調査員が1人必要だと学芸文化課から
お聞きしております。

この要望書にあるとおり、その方が常に雇用

されている常勤であるかどうかというところは、

学芸文化課の方で仕様書において条件をす部分

になりますので、前田委員からのご指摘も踏ま

え、そこのところの改善の余地がないのかどう

かは、学芸文化課と協議してまいりたいと思い

ます。

【前田委員】 ぜひ協議していただきたい。

もしそこを庁内の統一的なルールのもとにや

るということであれば、現行の「業務実績に関

する条件」の後段の方で、その他の構成員は「条

件なし」となっています。ここのところで、県

内企業、または県外企業で県内に支店を有する

企業、または県外企業というところで案件ごと

に調整がつくと思いますので、業務実績に関す

る条件の「条件なし」というところも含めて、

学芸文化課とよく協議しながら結論を出してほ

しいということを要望して終わります。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ほかに質問がないようです
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ので、陳情につきましては承っておくこととい

たします。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

うことといたします。

まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 質問がないようですので、

次に、議案外所管事務一般について、質問はあ

りませんか。

【小林委員】 総務委員会課長補足説明資料の4
ページです。「四 決算審査」ということで、

法第233条第2項及び公企法第30条第2項の件で
すが、「決算その他関係書類は法令に適合し、

かつ正確であるかについて審査するとともに、

公企法が適用される経営に係る事業の決算審査

においては、常に企業の経済性を発揮し、本来

の目的である公共の福祉を増進するよう運営さ

れているかについても審査すること」と、監査

の目的の中で明確に記してある。これはどうい

う意味のことを言っているんですか。

【田尾監査課長】決算は普通会計、企業会計ご

ざいますが、特に公営企業法が適用される場合

は企業の経済性を発揮ということでございまし

て、効率的な企業運営が行われているかという

視点も併せて決算の審査を行っているというこ

とでございます。

【小林委員】だから、今ここで言われている決

算審査については、長崎県の県民の税金とか、

一般会計並びに国の会計等々から、長崎県を通

じてそれぞれの企業に補助を行うと。その補助

を行うについて申請があり、その申請に添付す

る決算書等々についても、今の決算審査という

ようなことで、本来の目的である公共の福祉を

増進するよう運営されているかについても審査

することと、こういうことでありますから、多

額の補助金の申請を出す場合において、申請に

添付する決算書についても、いわゆる決算書を

審査するような、そういう立場に監査課長はあ

るのではないかと推測しますが、どうですか。

【田尾監査課長】小林委員のご質問でございま

すが、県がいろんな団体に補助金を出している、

その補助金を受けている団体から提出される決

算書等についての審査というお尋ねでございま

したら、第一義的には、それはそれぞれの補助

金等担当の所管課において確認をしているとい

うふうに思っております。

小林委員のご質問でしたら、今見ていただき

ました資料の3ページの「三 財政援助団体等

監査」が当てはまるのではないかと考えており

ますけれども、（「第何条か」と呼ぶ者あり）

3ページでございます。第4条の「三 財政援助

団体等監査」、ちょっと読み上げます。

「補助金、交付金、負担金等の財政的援助を

与えている団体、出資している団体、借入金の

元金または利子の支払を保証している団体」

等々の監査。次のページに移りますが、「当該

財政的援助等に係る資金の出納状況及び団体の

事業活動が当該財政的援助等の目的に沿って行

われているか監査すること」ということでござ

いますので、補助を受けている団体に対しての

監査ということになりますと、その補助金が、

その補助の本課で定めています補助金の規則で

あるとか要綱等に沿った形で申請がなされてい

る、実績報告がなされているというところが、

まず我々の監査の方で見るべきところと考えて

おります。

そもそもその補助金の必要性云々というお話

までになりますと、これはそれぞれの所管課が

事業評価等々、財政課等々の協議、それから一

番大事なのは議会での審議を経た上で決定され

た事業、補助金ということになろうかと思いま
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すので、私どもでまず見ておりますのは、補助

要綱等に沿った補助金交付等がなされているか、

そういったところを確認しているということで

ございます。

【小林委員】 あなたの説明は、いつもね、これ

だけの監査としての役割、責任を明らかにしな

がら、いざというたらそうやって横に振ってし

まうんだよ。

当然のことながら、補助金等々の申請につい

て、いわゆる公のお金を多額に補助するという

ことの中で、まず入り口の段階においては、当

該の所管課がその辺のチェックは当然やるわけ

です。

しかし、四の決算審査ということについては、

補助金をいただくに当たっての決算書、それか

ら補助金をいただいた後、その補助金をもって

どういう目的に沿った経済活動等々を行い、県

民の皆さん方の多大なる福祉に貢献しているか

と、こういうようなことになっていくわけよ。

だから、添付された決算書について、現場で

それをチェックすることは当然だけれども、例

えばそこにおいていろいろと不祥事が生じた場

合に、あなた方は、いわゆる公金を支出したと

いう経過と同時に、その添付された決算書がそ

の目的に沿っているかどうかということについ

て、当然あなた方も監査する必要があるのでは

ないかということを今言っているわけだけれど

も、どうですか。

【田尾監査課長】お答えになるかどうかわかり

ません。ちょっと仮定の話、（発言する者あり）

申し訳ございません、仮定の話になっては恐縮

でございますが、例えば、補助金の申請書とか

実績報告書に添付されている決算書、補助金を

受けた団体の決算書を我々が見せていただいて、

その決算書が虚偽であると、もしそういった確

証等がありましたら、それはその補助金を受け

た団体なり補助を行った県の所管課なりに対し

て事情を聞くというようなことをすることはあ

り得ると思います。

ただ、今までにそういった例が実際にござい

ませんので、何とも答えるのが難しいんですけ

れども、明らかにその補助金の要綱に反してい

ると我々の監査の中で確証を持ったとしました

ら、まずはその所管課に対して詳しく事情を聞

くことから始めたいということになろうかと思

っております。

【小林委員】あなたの話を聞いてみると、全く

これは監査課長としては大丈夫かと。本来の監

査のあるべき姿を、きちんとした長崎県の監査

基準として令和2年4月1日から新たに施行する
と、このくらいの勢いの中であなたも今日、こ

れを説明しているわけだよ。

私はこの間、若干のあなたの説明を聞いた時

に、幾らかは聞いたけれども、今日も率直に言

ってあまり聞いていなかった。聞いていなかっ

たが、この決算審査というところ、ここだけが

実は気になって、ちょっと資料を横から借りて

これを読んでみた時に、監査のあり方というの

が、監査課長としてあなた方が県民の負託に応

えられるような監査指導というものをやってい

るのかどうかと、こんなようなことを非常に危

惧するわけだよ。

今言われたように、所管課とあなた方の役割

は当然違いがあるわけだよ。何か知らぬけれど

も、所管の入り口の監査のあるべき姿と、あな

た方が監査としての役割の、まさに負担のね、

そういう権限というものは当然のことながら違

うわけだよ。

そこに問題が発生したならば、添付する資料、

決算書が虚偽の決算書であるかどうかというよ

うなことについて問題があるならば、あなた方

監査の立場で、決算書が虚偽か、あるいは虚偽
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ではないのかと、そういうきちんとした整理を

あなた方がやるべきであって、虚偽だというこ

とがわかって初めて乗り出すとか、そういうよ

うなことでなくて。

例えば補助金等々を多額に振り込んだ、県民

の税金をそれだけ振り込んでいるわけだ。それ

が目的に達するそういう活動であったかと。

しかし、残念ながら破綻をしたり、うまくい

かなかったという場合において、一体どこに問

題があったのかと。決算の資料がすべからく整

理されて、それが正しい本当のものであったか

どうか、こういうようなことをあなた方は調べ

る権限と責任があるのではないですかというこ

とを尋ねているわけで。

この「四 決算審査」に書かれているとおり

のことをやられていますかと、やるべきではな

いかということを私は指摘しているんだけれど

も、どうですかと、こう言っているんです。

【田尾監査課長】委員ご指摘の決算審査、これ

は、知事部局とか公営企業の決算の数値が間違

いがないか確認をするということでございます。

第一義的には数値の確認でございます。

小林委員がおっしゃったのは、特定の補助金

の交付を受けている団体の決算書というような

お話でございましたので、それを我々が監査の

中で見ないのか、しっかり監査すべきではない

かというご指摘に対しましては、これは補助金

の交付申請の事務の一環の中で、必要な添付書

類として決算書を付けるということになってお

りますれば、それが付いているかどうかという

形で確認をいたします。

そして、虚偽という言葉を私は使いましたが、

それは虚偽といいますか、決算書がおかしいと

思うような事情がありましたら、書類を見ただ

けで私どもが虚偽の決算と断定をできることは

まず不可能に近いと思いますので、疑問がござ

いましたら、まずは所管課等にお尋ねをすると、

そこから始まりますということを申し上げた次

第でございます。繰り返しで恐縮でございます。

【小林委員】あなたの言っていることは当たり

前のことじゃないか。いろはのイの話なんだよ、

それは。小学生でもわかるような話を君はやっ

ているわけだよ。あまり我々をばかにするなよ。

何年、この仕事をやっているんだ。何という話

をしよるとか。

だから、具体的に言うけれども、五島産業汽

船が公金12億3,000万円ぐらいを使って破綻を
した。島民の足が奪われた。島民の足を奪わな

いように、そういう意味合いの中でリフレッシ

ュ、リプレース、いろんな支援をやってきて、

残念ながら破綻したではないかと。

そうなってきた時に、平成21年ぐらいから平
成28年、平成27年ぐらいまでにかけて、ずっと
いろいろ交付申請をやっておったし、エンジン

も5年間ぐらいで換装をしている。リフレッシ
ュ、リプレース、公金を使っての12億3,000万
円ぐらいを実はいただいていたわけだよ。にも

かかわらず残念ながら破綻をした。ある日突然

に島民の足は奪われて、そして新会社が設立す

るという経緯になった。

私が今言っていることは、破綻した旧五島産

業汽船は、申請を受けるために、また申請を受

けたものについては申請を受けた後に、どうい

う会社経営をやっているかということで継続し

て毎年毎年の決算書をきちんと添付して県の担

当課に出さなければならないということになっ

ている。

そういうものをチェックしたことがあるのか

どうかということを、今改めて聞きたい。

【田尾監査課長】 五島産業汽船の決算書を、

我々監査の方でチェックしたということはござ

いません。
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【小林委員】あなたはその時に監査課長をやっ

ておったかどうかわからないけれども、基本的

にここでうたっていることは、破綻をしたとか、

まさに県民の税金、国民の税金をどぶに捨てた

という状況の中で、当然窓口の所管課がそれな

りの役割、責任を負うべきであると同時に、そ

こに監査のあなた方の役割があるんじゃないん

ですかと。

そういう決算書を見ながら、本当に正しい運

営がなされておったのか、決算書を見ながら、

いろいろと指導監督をしなければならない立場

であるところの県の役割が、果たして十二分に

機能しておったかどうかと、こんなようなこと

は当然あなた方、監査のあるべき役割ではない

かと、こう言っている。

それが、破綻してそれだけの公金がどぶに捨

てられても、決算書を見たことがないというこ

とは一体どういうことかと。それは監査課とし

ての役割を十二分に果たしていないと言われて

も仕方がないかということを指摘しているけれ

ども、そこについてはどうですか。

【田尾監査課長】五島産業汽船の決算書につき

まして、私どもが今まで監査で見ていないとお

答えいたしました。

それをもし見る機会があったとしますれば、

県から補助金を受けている財政援助団体の監査

の対象といたしまして監査をしたとすれば、そ

れは可能性があったと思いますが、今までそう

いった監査はいたしておりません。

監査していなかった理由は、これは交通関係

の所管課の方で補助金関係の検査等は行ってい

るということがわかっておりましたので、あえ

て私どもの方で財政援助団体の監査という対象

にしていなかったという事実が今までございま

した。

そして、この五島産業汽船の問題につきまし

ては、昨年度からでございますが、私ども監査

事務局に対しまして、監査すべきではないかと

いうご指摘もいただいております。そういった

ご指摘をいただいたことを踏まえまして、県の

新幹線・総合交通対策課といろいろと意見交換

といいますか情報交換をしております。

この五島産業汽船の過去の補助金に関しまし

て疑問に思われている、疑問点がある、総務委

員会の委員の方々から疑問の声が寄せられてい

るということでございますので、そこら辺はし

っかりと所管課の方で説明してもらいたいとい

うふうに、私どもの方からも要請をしていると

ころでございます。

【小林委員】 監査課長、あなたは気は確かか。

今みたいな答弁をやっておって、気は確かか。

後で自分で議事録を見てごらん。去年やったあ

なたの発言と、今の発言がどういうふうになっ

ているか。

去年の総務委員会において、あなた方の担当

する委員会のその審議の中において、五島産業

汽船については、あなた方はまさに担当課から

いろいろと資料を集め、そして監査した結果を

我々の前に出されたんだよ。その記録はちゃん

とあるよ。

それを今みたいな、何か全然監査には関係が

ないように、我々が見る機会があったならばと

か、何かこう非常に距離感があるような、いわ

ゆる聞き取り等をやったぐらいの、そんな生っ

ちょろい話じゃなかったはずだし、そんな内容

にはなっていないわけだよ。しかるべき内容が

きちっと書かれている。そういう際に当然決算

書は見るべきことであって、「見る機会があっ

たならば見たでしょう」なんて、どういう発言

をあなたはしているんですかと。

監査課長、特別あなたを、何か個人的に好か

ないとか好きだとかというような個人感情でし
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ゃべっているわけではないんだよ。あなたみた

いな名行政官が、行政マンが、なんでこんなつ

じつまの合わないような話ばっかりやっている

んだと、実にそのことが理解できないというこ

とだよ。

あなた方は、ここの決算審査という第4項で、
破綻したとか、公の金がどぶに捨てられたとす

るならば、どういう内容であるかと実際に調べ

て、担当課の意見聴取等々はしっかりやられて、

その内容を我々のこの委員会に提出をされてい

るわけだから。

その時に我々もまだ勉強がうまくいっていな

くて、決算書等々についてはまだそこまで議論

をしなかったけれども、今改めて、こういう決

算審査というものが出たから、果たしてあの時

に決算書は見られたんだろうかと、こういうよ

うな疑問の中で質問をやっているわけなんです。

あなた方のうまい、さももっともらしい言葉

だけが並んで、実際やっていることがそうでは

ないという、この現実と理想のギャップはやめ

てもらいたい。我々が監査に期待するものは、

まさにあなた方が言っているような正しい判断

をしっかりやっていただかなければいけない。

しかも、誰にも偏らずにして公正で公明にやっ

ていく、こういうようなあなた方の使命感をも

っともっときちんと出していただかなくちゃい

かんということだよ。

私はこの問題は保留しておきたい。もう少し、

我々の議論の進みぐあいと、我々の勉強の深掘

りによって、また新たな問題が出てくると思う

ので、留保して、また意見の交換をしたいと思

います。以上です。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ほかに質問がないようです
ので、出納局及び各種委員会事務局関係の審査

結果について整理いたしたいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時４１分 休憩 ―

― 午後 ３時４１分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、出納局及び各種委員会事

務局関係の審査を終了いたします。（発言する

者あり）

しばらく休憩します。

― 午後 ３時４２分 休憩 ―

― 午後 ３時４３分 再開 ―

【山口(経)委員長】 再開します。
それでは、皆さんのご協力もありますので、

文化観光国際部の審査を15分後に始めたいと
思います。

今回、出納局及び各種委員会事務局関係では、

木下議会事務局長及び野嶋会計管理者、三田職

員課長、それから齋藤調査審査課長、以上の4
名が退職ということであります。

長年にわたり長崎県勢の浮揚、発展にご尽力

いただきまして、まことにありがとうございま

した。今回は慰労の機会がございませんでした

けれども、私からもねぎらいの言葉をかけたい

と思います。

どうもお疲れさまでした。（拍手）

しばらく休憩します。

― 午後 ３時４５分 休憩 ―

― 午後 ４時 ５分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開いたします。

これより、文化観光国際部関係の審査を行い

ます。

【山口(経)分科会長】 まず、分科会による審査
を行います。
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予算議案を議題といたします。

文化観光国際部長より、予算議案説明をお願

いいたします。

【中﨑文化観光国際部長】それでは、お手元に

予算決算委員会の文化観光国際部の議案説明資

料をお願いいたします。

文化観光国際部関係の議案について、ご説明

いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第77号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第6号）」のうち関係部分
であります。

議案の説明に先立ちまして、文化観光国際部

の来年度の取組の方向性についてご説明いたし

ます。

本県観光の動向につきましては、「長崎と天

草地方の潜伏キリシタン関連遺産」の登録効果

により観光客が大きく増加した地域がある一方

で、韓国人観光客の激減により対馬市が深刻な

影響を受けるなど厳しい状況もございます。ま

た、県全体の宿泊数や観光消費額は、目標とす

る数値の達成には至っていない状況であります。

このため、観光産業のさらなる発展のために

「いかに良質な雇用を拡大してもらうか」の視

点を持って、観光事業者の成長に欠かせない「生

産性の向上」や「人材育成」などの取組に引き

続き注力するとともに、それぞれの地域におい

て、行政はもとより、これら観光事業者を含む

多様な関係者が一体となって、本県ならではの

魅力を付加した官民一体の「観光まちづくり」

に取り組み、県政の最重要課題である人口減少

対策を進めてまいりたいと考えております。

また、文化・観光・国際・物産各部門の緊密

な連携により、2つの世界遺産をはじめとする
本県の多様で魅力ある地域資源の価値を発信し、

歴史文化を活かした交流促進やブランド力の強

化によって、国内外からの観光客や観光消費額

の増加、県産品の販路拡大など実需の創出を図

ってまいります。

具体的には、ホテルスタッフなど観光のプロ

がお勧めする飲食店を掲載した「グルメセレク

ション」等により、長崎ならではの多様な「食」

の魅力を発信するとともに、県内宿泊施設等と

連携して、県産食材の魅力を堪能いただけるフ

ェアを開催するほか、各地域主体で「食と観光」

の連携による観光まちづくりを推進する市町等

を支援するなど、観光客が旅先で期待する主要

コンテンツである「食」の取組を強化してまい

ります。

また、高齢者や障害者の方々にも安心して旅

行を楽しんでいただくため、ユニバーサルツー

リズムの受入体制を構築するほか、潜伏キリシ

タン関連遺産への来訪者に向けた現地ガイドの

育成・充実により世界遺産の価値をしっかりと

実感いただけるような環境整備など、観光客の

受入態勢を充実させ、満足度の向上とリピータ

ー化を一層促進してまいります。

アジア・国際戦略については、本県との歴史

的ゆかりが深く、地理的に近いという優位性の

ある中国、韓国や、経済成長著しい東南アジア

などに対し、それぞれの国における本県の強み

を活かしながら、本県のプレゼンス及び認知度

の向上を図るとともに、戦略的なプロモーショ

ン展開による観光客誘致や県産品の輸出拡大な

ど、経済的実利の創出・拡大に向けた取組を推

進してまいります。

それでは、まず、第1号議案「令和2年度長崎
県一般会計予算」のうち関係部分についてご説

明いたします。

歳入予算の総額は4億255万9,000円で、内訳
は記載のとおりでございます。
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文化観光国際部所管の歳出予算額は43億799
万3,000円で、これを平成31年度当初予算額39
億8,634万6,000円と比較いたしますと、3億
2,164万7,000円、8.1％の増となっております。
令和2年度長崎県一般会計の歳出予算の内訳

は記載のとおりであります。

歳出予算の主なものについては記載のとおり

でございます。

5ページの中ほどでございます。
令和3年度以降の債務負担行為を行うものに

ついては、記載のとおりでございます。

6ページでございます。
次に、第77号議案「令和元年度長崎県一般会

計補正予算（第6号）」のうち関係部分につい
てご説明いたします。

歳入予算は、合計785万7,000円の増でありま
す。

歳出予算は、合計2億1,189万8,000円の減で
あります。

歳出予算の主な内容については記載のとおり

でございます。

7ページ中ほどでございます。
次に、繰越明許費についてご説明いたします。

県が黒島天主堂の保存修理工事に対して助成

している世界遺産保存・活用等整備補助事業に

おいて、遺構保存のための設計見直しにかかる

専門委員会の承認に不測の日数を要したことに

より、事業の年度内完了が困難であることから、

繰越明許費を設定しようとするものであります。

この結果、令和元年度の文化観光国際部所管

の歳出予算総額は40億5,952万4,000円となり
ます。

最後に、令和元年度補正予算の専決処分につ

いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和元年度の予算につきましては、今議会に

補正をお願いしておりますが、今後、年間の執

行額の確定に伴い、調整・整理を行う必要が生

じてまいりますので、3月末をもって令和元年
度の補正について専決処分により措置させてい

ただきたいと考えておりますので、ご了承を賜

りますようお願いいたします。

以上をもちまして、文化観光国際部関係の説

明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【山口(経)分科会長】 次に、提出のあった政策
等決定過程の透明性等の確保などに関する資料

（政策的新規事業）について、説明を求めます。

【村田文化振興課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本分科会に提出して

おります資料につきましてご説明いたします。

資料は、表紙に「総務分科会提出資料、総務

部、企画振興部、文化観光国際部」と記載があ

るものでございます。

1ページをお開きください。
この資料につきましては、決議第5の3に基づ
きまして、政策的新規事業に関わる令和2年度
の予算要求の内容について査定結果を提出する

もので、文化観光国際部の事業につきましては

1ページの下から3行目、「インバウンド向け戦
略的プロモーション強化事業費」から、2ペー
ジ最後の「中華人民共和国駐長崎総領事館開設

35周年記念事業費」までの7事業についての計
上状況について記載しております。

各事業の要求額につきまして、それぞれ予算

編成過程の中で事業内容等を精査した上で、予

算案として計上した額を要求額の横に計上額と

して記載しております。

以上でございます。よろしくご審議を賜りま

すようお願い申し上げます。

【山口(経)分科会長】 審査の途中ですが、本日
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の審査はこれにてとどめ、明日は10時より分科
会を再開し、引き続き、文化観光国際部関係の

審査を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ４時１４分 散会 ―



第 ２ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年３月１０日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ３時５４分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 山口 経正 君

副委員長(副会長) 北村 貴寿 君

委 員 小林 克敏 君

〃 山口 初實 君

〃 前田 哲也 君

〃 中島 浩介 君

〃 山本 啓介 君

〃 大久保潔重 君

〃 吉村  洋 君

〃 麻生  隆 君

〃 堤  典子 君

〃 浦川 基継 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

文化観光国際部長 中﨑 謙司 君

文化観光国際部政策監

（国際戦略担当）
浦  真樹 君

文化観光国際部次長 岩田 正嗣 君

文化振興課長 村田 利博 君

世界遺産課長 桒原  恵 君

観光振興課長 佐古 竜二 君

国際観光振興室長
（ 参 事 監 ）

佐々野一義 君

物産ブランド推進課長 宮本 智美 君

国 際 課 長 永橋 勝巳 君

国際課企画監
（アジア・国際戦略担当）

小川 昭博 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【山口(経)分科会長】 おはようございます。
委員会を再開いたします。

なお、麻生委員から午前中欠席する旨の届が

出されておりますので、ご了承をお願いいたし

ます。

昨日に引き続き、文化観光国際部関係の審査

を行います。

説明が終わっておりますので、分科会による

審査を行います。

予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

しばらく休憩します。

― 午前１０時０１分 休憩 ―

― 午前１０時０１分 再開 ―

【山口(経)分科会長】 再開します。
【北村副会長】 よろしくお願いします。

予算議案で、補足説明資料のほうでよろしい

でしょうか。当初予算のほうです。ここにいろ

いろ当初の予算で、新たな事業、拡大する事業

やら記載をしていただいておりますけれども、

一般質問の中でもありましたが、台湾関係とか、

いわゆるインバウンドを増やそうということで、

ＷＥＢ、ＳＮＳを通じたプロモーションを拡充

されるというようなお話でありましたが、いろ

いろお話を伺っておりますと、ユーチューブと

かの活用もされていくというようなことで、タ
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レントの起用などというのもあるのかなと思っ

ておりますが、そのＷＥＢのプロモーションの

詳細をご説明いただけませんか。

【佐々野国際観光振興室長】ご質問のありまし

たインバウンド向け戦略的プロモーション強化

事業ですけれども、補足説明資料の 12 ページ
になります。予算としましては、調査分析型Ｗ

ＥＢプロモーションということで、これは動画

等をユーチューブとか、ＷＥＢ、ＳＮＳを通じ

て広告配信をすることで、長崎県の観光素材が、

ターゲットごとに何が訴求をして、どのタイミ

ングで出すことが効果的なのかといったところ

を調査する形でのＷＥＢプロモーションをやる

のが 1つでございます。
それと、もう一つ、現地メディア等とのタイ

アッププロモーションということで、これは現

地の旅行社、メディアとタイアップしまして、

現地でのプロモーション、それから先ほど申し

上げましたようなＷＥＢ、ＳＮＳを使ったプロ

モーションということで、この中には、副会長

がおっしゃいましたようなＫＯＬ、影響力のあ

る方を活用したようなプロモーションもこの中

で検討をいたしております。

もう一つは、外国語版観光ＷＥＢサイトのリ

ニューアルということで、これはいろんな情報

発信をした後に、県が持っております観光ＷＥ

Ｂサイトのほうに呼び込みといいますか、情報

をここで一元的に発信をして、長崎の観光地の

魅力を知っていただく、加えて、今まで、スマ

ートフォンで見れることは見れたんですけれど

も、スマートフォン専用のサイトというのがあ

りませんでしたので、そこが見やすくなるよう

なリニューアルも含めて今回改修をするという

ことで、特に、今、旅行形態が団体旅行から個

人旅行に移行してきているということで、旅前

だけではなくて、旅中でも情報を見たいといっ

た場合に、やはりスマートフォンでアクセスで

きるといった環境も必要だろうということで、

今回、老朽化ということもありましたので、あ

わせて改修をするということで考えておりま

す。

【北村副会長】 わかりました。

さまざまインバウンド向けにＷＥＢの整備と

いうか、強化をしていくんだというふうなお話

だったろうと思いますけれども、ご承知のとお

り、インターネット上には情報があふれまくっ

ておりまして、玉石混合というようなところも

あります。幾ら質のいい情報を提供しても、見

ていただかなければ全く意味がないわけであり

まして、先ほど答弁の中にありました影響力の

ある人、いわゆるインフルエンサーといいます

か、ここを見てください、というような非常に

知名度の高い方に、その情報に誘導してもらう

ようなプロモーションというのは必要かなと思

いますけれども、そういったところについては、

もう少々詳しいご説明をいただけるところはご

ざいますか。

【佐々野国際観光振興室長】ＫＯＬ、インフル

エンサーでして、これは昨年度も同じような形

で幾つか招聘事業という形でお呼びして、現地

でのプロモーションをさせていただいたんです

けれども、例えば、香港で活躍をされています

ＳＯＫＯさんという俳優の方をお呼びしまして、

雲仙温泉を巡っていただいて、その様子をＳＯ

ＫＯさんが持っておられるＳＮＳで発信してい

ただくとともに、長崎県が香港エクスプレスの

1周年に合わせて、香港で 1月に開催しました
旅行説明会にも出席をいただいて、実際に来て

いただいた長崎の情報を交えながらプレゼンテ

ーションをしていただいたということがありま
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す。

それと、もう一つは、大村出身の台湾とか中

国で活躍をされておりました、ねんど大介さん

を県内、離島も含めて動画を作っていただいて、

それを台湾の旅行説明会で活用させていただい

たということもありますので、そういった現地

で影響力のある方をお呼びして、プロモーショ

ンを強化しながら来年度、取り組んでいきたい

と考えております。

【北村副会長】わかりました。しっかりインフ

ルエンサーを活用して、繰り返しになりますが、

せっかくいいサイトをつくっても、見ていただ

かなければ意味がないので、そこに誘導できる

ようにしていただきたいと思います。

また、ねんど大介さんのお名前が出ましたけ

れども、大村でも観光大使などを務めていただ

きまして、日本のテレビにもご出演をされてい

るようでございますので、しっかりとＰＲに頑

張っていただけるようにお願いをいたします。

同じ資料の 10 ページに、ユニバーサルツー
リズム受入体制整備促進ということで、長崎県

ＵＴセンター、ユニバーサルツーリズムセンタ

ーの設置とございますけれども、このセンター

の概要について、詳しいところをお聞かせいた

だければと思います。

【佐古観光振興課長】ユニバーサルツーリズム

センターの概要でございますけれども、まず場

所としましては、長崎空港内、こちらは現状で

は総合案内所がございますけれども、あそこと

は別に、同じようなイメージでのブースと申し

ますか、そういったエリアをつくろうと思って

おります。

基本的に、空港の開館時間全てという対応は

できませんけれども、できるだけお客様が多い

時間帯をコアにして、原則、常時 2名そのセン

ターに配置をして、これを実質的に 3名で回し
ていく形にはなりますけれども、そういった 2
名の体制をとって、県内外からの旅行される前

のいろんなご相談、県内のさまざまな宿泊施設、

観光地含めたバリアフリー情報の提供とか、そ

れから県内のいろんなユニバーサルツーリズム

に積極的に取り組まれている団体がビジネスベ

ースで実施されている各種サービスもございま

すので、そういったものもしっかりご紹介しな

がら、長崎県の旅行の中の情報提供もしていく

と、そういうことに取り組むことで、高齢者の

方ですとか、障害者の方々に、安心して旅行が

できる長崎県というものをつくってまいりたい

と考えております。

【北村副会長】 わかりました。

常時 2名体制で、3名で回していくというこ
とで、この 2名というのは県の職員でしょうか、
それともどちらかに委託をされるというような

ことでしょうか。

【佐古観光振興課長】本事業につきましては、

補助事業という形で予算を計上しております。

ですから、しかるべきタイミングで県内の民間

のユニバーサルツーリズム団体の方に運営主体

を公募するという形で進めてまいろうと思って

おります。ですから、雇用する職員については、

県の職員ということではなくて、民間の方が雇

用される方、ただ 1点、その準備期間等もござ
いますので、これはまだ決定してはおりません

けれども、例えば、3名のうち 1名を県のいろ
んな福祉行政にも熟知したＯＢの方が、もし適

当な人材がいらっしゃれば、そういう方を雇用

して、立ち上げにしっかり関与していただくと

いうようなことも今、検討しているところでご

ざいます。

【北村副会長】公募されるということで、やは
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りその道のプロにしていただいたほうがいいの

かなと思いますが、常時 2名体制で、県職員が
入ったとしても 3名体制で回していくというよ
うなところで、この予算額で足りるのかなとい

うような気がいたしますが、これは人件費も含

めての公募をするというようなことでしょうか。

どれぐらいの金額で公募されるか、お願いしま

す。

【佐古観光振興課長】基本的に、人件費につき

ましては月額 18 万円、これは県の嘱託職員に
準じたような月額になりますけれども、それで

予算計上しておりまして、1 人は県職員という
よりも、県のＯＢになりますので、同様の月額

18 万円ということで募集をする予定にしてお
ります。

【北村副会長】 わかりました。

正直、2名3名で18万円でというのは、高い
のか、安いのかというところは評価が分かれる

ところだろうと思いますが、少し心もとないな

という感じはいたしますけれども、まずは頑張

ってやっていただきたいということと、あと、

これは手前みその話で恐縮ですが、私も介護事

業に携わっているところもあって、高齢になっ

て、親に旅行をプレゼントしたいというような、

最後に旅行に一緒に行きたいというようなニー

ズが結構相談があっていまして、こういったユ

ニバーサルツーリズムセンターを設置しても、

やっぱり使っていただかなければ意味がないわ

けでありまして、介護施設であるとか、そうい

ったところにも、こういったセンターができた

ので、というような周知をしていただきたいと

思いますが、そういった利用を促すような周知

の関係というのは、どうお考えでしょうか。

【佐古観光振興課長】もちろん設置をしても、

知っていただけなければ、その先につながりま

せんので、そこには力を入れてまいりたいと思

っております。この事業全体、先ほど、補助事

業とは申しましたけれども、補助して、県は後、

知りませんという形ではなくて、これは二人三

脚で進めていく必要があると思っております。

そうした中で、県の観光連盟が私ども観光振興

課とさまざまな観光関係の仕事を一緒に進めて

おりますので、主に県外のいろんな旅行会社で

すとかに強い人脈を持っておりますので、県外

向けのセールスの時ですとか、あるいは旅行会

社とは別の障害者団体、高齢者クラブなども含

めて、もちろん県内も含めて、需要の掘り起こ

しというところは県としてしっかりやってまい

りたいと考えております。

【北村副会長】 わかりました。

あと 1点だけ、同資料の 3ページであります。
文化振興課の文化芸術ながさきステップアップ

事業の下の「描いてみんね！長崎」事業費、こ

れは拡大をするということで240万円、マンガ、
小説などの創作支援を行うというようなことで

ありますが、どういった支援を行われるのか、

対象というのが絞り込まれているのかという詳

しいところをご答弁いただければと思います。

【村田文化振興課長】 「描いてみんね！長崎」

事業といいますのは、出版社でありますとか、

作家の皆さんを長崎に招聘いたしまして、長崎

の独特の歴史、文化、私どもが誇っております

美しい景観でありますとか、そういったものを

実際に見たり、調査をしていただきまして、作

品につなげていただきたいということで事業化

をしているところでございます。

来年度、どういった方々に来ていただくかと

いうのはまだ決まっておりませんけれども、平

成 28 年度からこの事業を実施しておりますけ
れども、これまでの間、19 件の招聘が実現し
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ておりまして、実際に 12 件が作品化されてい
る状況でございます。

【北村副会長】わかりました。私も情報の感度

が低いのかどうか、その「描いてみんね！長崎」

で 12 件の成果があったというようなことで理
解していいのでしょうか。これはかなり売れた

なというような作品があったかどうか、教えて

いただければと思います。

【村田文化振興課長】 これまでに、その 12件
のうち、ほとんどが漫画でございまして、どの

程度、世の中で広く知られているかというのは

ありますけれども、例えば、「会長島耕作」で、

五島市をご覧いただきまして、そちらが舞台と

なった漫画があったとか、大手出版社で掲載が

されております「戦争めし」というのがござい

まして、こちらは長崎市内、あと川棚町のほう

で取材をされまして、戦争時の食事の状況を舞

台とした漫画なんですけれども、そういった中

でご紹介をいただいているというふうなことで

ございます。

【北村副会長】わかりました。私、全く漫画を

読まないものですから、今度読んでみようかな

と思っております。漫画というのも日本の海外

に発信できる文化だと思っておりますので、力

を入れてやっていただければと思います。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【堤委員】 おはようございます。

「長崎は、美味しい。」食のブランド化推進

事業というものは新規事業として予算化されて

いますけれども、一方で、食の魅力発信機能調

査事業費というのが事業の見送りということに

なっていますが、「長崎は、美味しい。」のほ

うは、スーパーや百貨店、ホテルなどの長崎フ

ェアなどで食の魅力の発信を強化するというこ

とで、この見送られたほうは、食の拠点につい

ての調査研究ということだったようですけれど

も、この辺の見送られた経緯とか、それからこ

の2つ、関連といえば関連なんですけれども、
どういうことで事業の計画をされたのか、そこ

ら辺の関係性などをお聞きしたいと思います。

【宮本物産ブランド推進課長】「長崎は、美味

しい。」食のブランド化推進事業と食の魅力発

信機能調査事業費の違いでございますが、「長

崎は、美味しい。」食のブランド化推進事業は、

首都圏、関西向けの消費者に対しまして県産品

の魅力を総合的に発信するといった県外向けの

食材をＰＲするといったもので、平成23年度か
ら事業自体は行っており、今年、また新たな取

組を追加して事業を行おうとするものでござい

ます。

基本的に、長崎の農水産物加工品、そういっ

たものを水産部、農林部と産業労働部と連携い

たしまして、首都圏、関西圏での長崎フェアで

あったり、ホテルのフェア、商談会、そういっ

たものを推進する事業でございます。

一方、食の魅力発信機能調査事業費といいま

すものは、今現在、長崎地域では、さまざまな

大きなプロジェクトが動いていて、まちのたた

ずまいが変わりゆく時期を迎えているところで

ございます。そのような中で、長崎の食の魅力、

特に、魚とか、そういったものを発信するよう

な一堂に会した拠点的なところがないというよ

うな声も多く聞かれる中で、民間や経済団体の

中でも、食の受け手をめぐるさまざまな動きが

あると認識していたところでございますが、現

在のところ、まだ実現には至っていないところ

でございます。

この事業の内容といたしましては、県、市、

民間等が連携をして、1カ月程度の食のトライ
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アルイベント及び食の拠点に関する機能に関す

る可能性の調査事業費を想定しておりましたが、

トライアルを行うことで、潜在化しているいろ

んな取組を顕在化させたいという思いの中での

予算要求でございましたが、見送りの理由とい

たしましては、予算計上の時には、あくまでも

トライアル的な事業を想定したところですけれ

ども、市や民間等と事業の具体的な協議を詰め

ていく中で、長崎サミットをはじめ、民間主体

の動きが進んでおりまして、また食の魅力を発

信していく機能というものにつきましても、そ

れぞれに考えや思いが違うということがわかっ

てきたことから、県としては、予算計上を見送

り、引き続き、市や関係団体と、長崎にどのよ

うなものがふさわしいのか、どのような機能が

ふさわしいのかというのを協議し、熟度を高め

ていくことといたしました。

今後も、終了ではなくて、長崎市や長崎サミ

ット等と十分に継続的に協議を重ねて、県とし

ても、必要な支援を行っていきたいと考えてい

るところでございます。

【堤委員】 ありがとうございます。

「長崎は、美味しい。」のほうは、首都圏、

関西などで食材のＰＲをしていくということで、

それから見送られたほうは、民間の動きなどが

いろいろ進んでいて、そういうところとの協議

や調整というのが今後も必要だということで見

送られたのかなと受けとめたんですけれども、

長崎の食というのは、独特なものがあったり、

それから農産物であったり、水産物、大変おい

しい食材、魅力的なものがたくさんあるという

ことで、もっともっと発信していく必要はある

と思います。ヨーロッパなどでは、ガストロノ

ミツーリズム、私も余りなじまない言葉ですけ

れども、食をテーマとする観光が盛んであると

いうことで、単に食べるだけではなくて、地域

の食材とか、食にまつわる歴史であったり、食

文化に触れることを目的とするようなガストロ

ノミツーリズムというものがあるとお聞きをし

ています。これが農水産業や食関連の産業など、

地元に根づいたビジネスに効果が波及するとい

うことで、地域の持続可能ないわゆるＳＤＧｓ

にも合致するということで、そういうことが進

められているというのを聞いていますので、食

の魅力発信というのは、いろんなところ、機会

を通じて進めていただきたいと思いますし、他

県に比べて本当に長崎の食の魅力を体感するこ

とができるような場所というのはまだまだ足り

ていないのではないかと思いますので、今後も、

民間のさまざまな経済団体との協議とか連携も

進めていただきたいと思っています。

質問は以上です。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【山本(啓)委員】 おはようございます。
インバウンド向け戦略的プロモーション強化

事業費についてお尋ねをします。この内容は、

調査分析型ＷＥＢプロモーションと、現地メデ

ィア等とのタイアップ、さらには外国語版観光

ＷＥＢサイトのリニューアルと、3本の説明で
伺っておりますが、まずＷＥＢプロモーション、

誰が主体的に、どのような展開をされるのか、

概略をお尋ねします。

【佐々野国際観光振興室長】こちらの調査型の

ＷＥＢプロモーション、デジタルマーケティン

グにつきましては、観光連盟のほうに補助金と

いう形で支出をしまして、観光連盟のほうで、

そういったマーケティングを実施できるような

事業者に委託をする形で実施をしたいと考えて

おります。
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【山本(啓)委員】 先ほど副委員長の質問で、そ
こまでは伺ったんですけれども、どういったカ

テゴリー、どういったジャンルの事業者がそう

いった部分を受け持つのか、また本県は、そう

いった事業者とのこれまでのかかわりがあって、

どういった効果を上げているのか、ご説明を求

めます。

【佐々野国際観光振興室長】事業者としまして

は、事業そのものは、動画を広告配信する形で

旅行を考えておられる方の行動を分析調査して

いくというものなんですけれども、航空会社そ

れから宿泊施設、いろんなサイトがありますけ

れども、そういったところの情報と提携をして

いる事業者がありまして、その事業者に委託を

する形で、旅行を考えておられる方が実際の旅

行に至るところの行動を分析とするといった形

を今、想定しております。

ＷＥＢプロモーションにつきましては、国境

離島法の事業を活用して動画を作成しまして、

同じようにユーチューブで広告配信をしまして、

本県の認知度を高めるといった取組を2年ほど
前に実施しております。

【山本(啓)委員】 この分析のほうは、どこか他
県や他自治体で、そういった成果を上げられて

いる取組があって、それらを本県にもというよ

うな展開なのか、そういった事例があるのか、

あれば説明をお願いします。

【佐々野国際観光振興室長】この調査型のＷＥ

Ｂプロモーションにつきましては、既にいろん

な自治体がされておりまして、九州の県でいき

ますと、福岡とか熊本も実施されておりますし、

来年度は、九州観光推進機構でも、九州全体で

やられるとお聞きしております。それで、長崎

県としても、先行しております県の調査という

ことで、福井県が昨年実施されておりまして、

効果があったとお聞きしております。既にたく

さんほかの県も実施をされているという状況で

ございます。

【山本(啓)委員】 福井県の事例、もう少し詳し
くお伝えいただきたいというのと、そのことに

よって、本県の目標の部分を明確に示していた

だきたいと思います。

【佐々野国際観光振興室長】福井県につきまし

ては、永平寺というお寺があるかと思いますけ

れども、こういった発信をすることで、1つ禅
をテーマとした形で今後進めていくというよう

な成果といいますか、そういったふうにつなが

ったとお聞きしております。

長崎県としましては、今回の調査を行うこと

で、それぞれの国、地域によって訴求するテー

マというのはＪＮＴＯでも調査はされているん

ですけれども、長崎県の素材が、国ごとに、ど

ういったテーマが訴求をして、どういったタイ

ミングで流せばいいかといったところが精度が

高まってくるということがありますので、今後

のＷＥＢプロモーション、現地でのプロモーシ

ョンに、そういった結果を活かしていく形で、

さらに本県への誘客を図っていきたいと考えて

おります。

【山本(啓)委員】 外国語版観光ＷＥＢサイトの
リニューアルとあります。リニューアルですか

ら、もともとあったものを新しく変えたんだと

思いますが、その部分の改善点、もしくは、ど

ういった部分が有効であると判断して今回のリ

ニューアルに至ったのか、説明を求めます。

【佐々野国際観光振興室長】多言語のＷＥＢサ

イトにつきましては、導入してから一定年数が

たっているということと、言語が英語、中国語

でいきますと繁体字、簡体字、それから韓国語、

幾つかのサイトがあるんですけれども、これを
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順次追加していったこともありまして、サーバ

ーが少し分かれていたり、管理会社が分かれて

いたりということで、内容を変更するのに事業

者に頼まなければいけないということで、即時

性とか、情報の量が少なかったというところも

ありますので、一元的にできるようにリニュー

アルをするというのが1つと、もう一つは、先
ほどちょっと申し上げたんですけれども、もと

もとがスマートフォンで見るということを前提

とした構成になっておりませんでしたので、ス

マートフォンでも見れるんですけれども、なか

なか見づらいという形になっておりましたので、

そこは専用のスマートフォンサイトで見れるよ

うな形にすることで、旅行前だけではなくて、

旅行中でも情報を得られるという形に持ってい

きたいと考えております。それと、更新をする

ことで、九州観光推進機構だったり、市町のサ

イトとのデータの連携といったことも進めたい

と考えております。

【山本(啓)委員】 そういったリニューアルによ
って、そのほかのさまざまな団体とか、取組と

つながっていくということで理解をいたします。

ただ、これまでのアクセス数がどれぐらいで

あったのか、また今後、どういったところを狙

ってこういったものを訴求していくのか、説明

をお願いしたいと思います。

【山口(経)委員長】 しばらく休憩します。

― 午前１０時３１分 休憩 ―

― 午前１０時３１分 再開 ―

【山口(経)委員長】 再開します。
【佐々野国際観光振興室長】ＷＥＢサイトにつ

きましては、平成30年度の例でいきますと、ペ
ージビューで、英語が約25万件、韓国語で約13
万件、中国語の簡体字で約8万件、繁体字で約

50万件ということになっております。
【山本(啓)委員】 その数字というのは、どのよ
うに評価されているんですか。これは多いとい

うことですか。また、問い合わせのメッセージ

とかそういうものがあるのか、そういった部分

について、補足して説明いただけますか。

【佐々野国際観光振興室長】アクセス数、ペー

ジビュー数については、この間、伸びが余りな

いということもありますので、今回のリニュー

アルを行うことで、さらに伸ばしていきたいと

考えております。

【山本(啓)委員】 ぜひ、誰が見るのかというの
を考えて、そして誰を狙うのかというのを考え

てこういったものをされていると思いますので、

やはりその目安というのは当然アクセス数であ

ろうと思いますし、そういった部分を少し目標

としても意識をされて、その先にある、長崎県

に来ていただける、来ていただいた方が利便性

が上がるといったところにつなげていただきた

いと思います。

次に、あわせて国際課の多文化共生推進事業

費についてお尋ねします。これは令和元年度も

あるものなんですけれども、増額をされて今回

もございます。在留外国人が地域社会の一員と

して本県で安心して生活していけるよう多言語

によるワンストップ相談窓口を運営するととも

に、地域における多文化共生の取組を支援とい

うことでありますけれども、この窓口、現状ど

のような形になっているのか、ご説明を求めま

す。

【永橋国際課長】総合相談ワンストップセンタ

ー窓口につきましては、出島交流会館1階にご
ざいます国際交流協会に委託をさせていただい

ております。昨年7月にオープンしまして、2月
末現在まで175件のご相談をいただいておりま
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す。

ご相談の内容といたしましては、生活関係と

か、病院への通院関係、子どもさんの学校関係、

各種手当関係、そのほか在留資格などのいろい

ろご相談等があっております。

我々としましては、相談件数につきましては、

もっと増えるのではないかと想定しております

ので、関係団体、市町と連携しながら、これか

らも周知を図りながら、このセンターの活用に

取り組んでまいりたいと考えております。

【山本(啓)委員】 主に、この地域というのは長
崎市中心を指しておいて、出島交流会館にその

窓口を設置して展開していると。

この予算の中身について、少し説明いただけ

ますか。

【永橋国際課長】 1,081万4,000円の内訳でご
ざいますけれども、まずセンターに英語とベト

ナム語の話せる方を置いております。その人件

費、そのほかにも通勤旅費であるとか、旅費等

がありまして、そういったものも含めまして、

この運営の人件費が613万1,506円、それと事業
費といたしまして、専門相談のいろいろな、こ

れは相談員だけではなくて、行政相談でありま

すとか、多言語コールセンター等と連携を行っ

ており、この翻訳機の使用料等も含めまして、

こういったものが331万2,026円。そのほかに国
際交流協会の一般管理費ということで、トータ

ル1,000万円を超える予算を計上させていただ
いております。

【山本(啓)委員】 これは県として、こういった
方向性というものを示した上で、その団体が人

材も採用して展開をしていると。その人材につ

いても、今後増やしていく、言語を増やしてい

く、人員を増やしていくとか、そういった部分

の評価、1年終わっているわけですから、そう

いった部分について何かありますか。

【永橋国際課長】この相談窓口の設置につきま

しては、国が進めております多文化共生の取組

ということで、県としても取り組んでおります。

この運営費の2分の1につきましては国庫等も
充当されますので、そういったものを含めて、

県として推進しているところでございます。

英語とベトナム語を配置しているという話で

すけれども、それ以外の言語につきましても、

先ほど一部申し上げました多言語コールセンタ

ーと連携を図ることによりまして、18言語まで
は対応できるということです。現状では、長崎

に一番多いのは中国の方ですけれども、この方

は日本語を話せる方が多い。それで、ベトナム

の方が2番目に多いということで、ベトナム語
と英語で基本的に相談窓口は対応できていると

お聞きしております。その他の言語につきまし

ては、多言語コールセンターを有効に活用しな

がら、状況を見て、また今後の運営体制につい

ては検討を進めてまいりたいと考えております。

【山本(啓)委員】 最後に、もう一度、観光のほ
うに戻りたいんですけれども、ディスカバーＮ

ＡＧＡＳＡＫＩグローバルキャンペーン事業費

というのがあります。ターゲット市場ごとの特

性に応じた観光コンテンツを市町一体となって

インバウンドに向けカスタマイズして情報発信

するとともに、ワークショップ等を開催して地

域の自主的な取組を促進するということであり

ます。

先ほどから3つ質問をしているわけですけれ
ども、インバウンドの取組において、観光庁が、

日本を訪れた外国人が何が不便だったかという

ことをアンケートをとったところ、3位、2位が
多分Ｗｉ-Ｆｉ関係のことだと思うんです。ＬＡ
Ｎ設備と、もう一つ、2位が施設の方、スタッ
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フとのコミュニケーション、要は、言葉だと思

います。1位が、不便なことはなかったという
のが3割以上を占める。要するに、外国人にと
っては、日本というのは非常に歩きやすい環境

にあるということが、そのアンケート結果に出

ています。

長崎県を訪れた外国人のアンケートとかをと

られていて、その内容はどうなのか、またそう

いった取組をこれらの事業について、どのよう

に活かしているのか、説明を求めたいと思いま

す。

【佐々野国際観光振興室長】外国人の方が日本

に来られて困った点というのは、今、委員がお

っしゃったような内容で、1番としては、問題
なく周遊できるといったことだったんですけれ

ども、今年度、長崎県としまして、長崎空港で

2度、アンケートではなくて、直接、対面でヒ
アリングを行う形で調査を行っております。そ

の中でも、問題なく周遊ができたという意見が

最も多かったというところです。

その中で、お困りになったという内容でいき

ますと、長崎空港が国際線のところが少し小さ

いということもありまして、空港の施設に関す

ること、それとこれは長崎だけではないという

ことで、飲食店、買い物をする場所の閉店する

時間が早いということで、特に、東南アジアの

方、あと香港、台湾の方は夜も食事とか買い物

に出られるということで、そういった場所の時

間が、早く閉まってしまう。あともう一つは、

県内が広く観光施設もありますので、2次交通
が十分でないといった意見をいただいておりま

す。

それと、このヒアリングの結果につきまして

は、県内の市町それから観光団体、情報共有を

して、それぞれ改善につなげていきたいと考え

ております。

【山本(啓)委員】 ありがとうございました。情
報発信ばかりでなくて、アンケートを受けとめ

る側、そういった部分についても、ワークショ

ップ等を開催して地域の自主的な取組を促進と

ありますので、その中に落とし込むような展開

があるのかどうか、その部分を説明いただけま

すか。

【佐々野国際観光振興室長】今年度につきまし

ては、雲仙市と五島市でこういった取組を行っ

ております。その中で、受け入れ環境というこ

とで、既存の観光施設につきまして、外国人の

方も楽しめるという形で取組を進めるというこ

とで、例えば、雲仙市でいきますと、プレミア

ムナイトという普段は入れないところに夜間、

仁田峠のほうに入れるというところなんですけ

れども、外国人の方も楽しめるような、例えば、

英語のガイドブックを作るとか、そういった取

組とあわせて、雲仙一帯を楽しめるような形で

地域の方とワークショップを開いて取組を進め

ていますし、五島市においても、世界遺産を活

用した誘客ということで、ワークショップを開

きながら、受け入れ環境の整備につなげていく

ような取組を行っております。

【山口(経)委員長】 ほかに質疑はありませんか。
【永橋国際課長】 先ほど、山本(啓)委員のご答
弁の中で、相談件数、2月末で175件と申し上げ
ましたけれども、195件でございましたので、
おわびして訂正させていただきたいと思います。

申しわけございませんでした。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【山口(初)委員】 おはようございます。
お尋ねをさせてもらいますが、予算決算委員

会総務分科会の補足説明資料の 17 ページの関
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係です。国際交流・協力費として、県単独事業

として 989万 4,000円の予算が計上されている
のですが、中華人民共和国駐長崎総領事館の開

設 35 周年の記念事業の関係です。それぞれ 4
項目の事業内容が掲載をされているところであ

りますが、記念祝賀会を開催する、記念訪中団

を派遣する、長崎総領事館の見学会を開催する、

それから 35 周年記念の日中の絵画展をやると
いうことです。

そういうことで、この事業について、コロナ

の関係もあるんですけれども、今、計画されて

いる日程といいますか、予定について教えてい

ただけますでしょうか。

【永橋国際課長】ご質問の日程の件でございま

すけれども、まず総領事館が開設されましたの

が 1985年 5月 4日ということで、基本的には、
5月 4日を中心に考えております。ただ、祝賀
会の開催につきましては、できますればこの周

辺というふうに考えておりましたけれども、現

状、コロナウイルス関係がございますので、そ

こについては総領事館、関係者の皆様と協議し

ながら、今後詰めてまいりたいと思っておりま

す。

それと、訪中団の派遣でございますけれども、

これにつきましては今、秋頃を想定しておりま

して、関係先であります中国の機関等のスケジ

ュールを調整しながら、また長崎側からご参加

いただける方々の日程を調整しながら、秋をめ

どに調整をさせていただければと考えておりま

す。

総領事館の見学会につきましても、できれば

5 月周辺と考えておりますけれども、これはま
た今後、調整をさせていただきたいと思ってお

ります。

最後の 35 周年記念日中絵画展につきまして

は、今、文化振興課で計画をしていただいてお

りまして、中国の有名画家を招聘して、長崎の

画家との交流等をやっていただくということで、

この日程につきましては、文化振興課のほうか

らご説明いただければと思います。

【村田文化振興課長】 お尋ねの 4 点目の日中
絵画展につきましては、令和 2 年の秋、10 月
から 11 月頃の開催に向けて調整をしていると
ころでございます。

【山口(初)委員】 多少影響があるというふうな
ことで、概略、日程は今、お聞きをしました。

祝賀会の関係ですが、受け入れ側、長崎県とし

ては、どういう規模で計画されているのか、お

尋ねします。

【永橋国際課長】 35 周年につきましては、こ
れまでの 30周年、25周年等を参考に計画をさ
せていただいておりますけれども、中国外交部

の方、それと中国駐日本国大使館の方、中日友

好協会の関係者の皆様、歴代総領事、それと長

崎側の各界の皆様方にお集まりいただいて祝賀

会を開催したいと思っております。今、想定し

ておりますのは、前回までの例を見て、300 名
程度を考えております。

【山口(初)委員】 3番目の見学会の関係なんで
すが、これも特に、子どもたち、保護者とかを

ご案内する形になっているようですが、これも

影響を受けるんじゃないかと思いますが、これ

ももう少し教えていただけますか。どこの小学

校あるいは保護者の皆さんにご案内をするのか。

もうぼちぼち動かないと間に合わないのじゃな

いかと思いますけれども、教えてください。

【永橋国際課長】時期については、まだ検討中

でございますので、公募等についても、まだ検

討させていただいております。

前回 5年前は、高校生に集まっていただいて
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おります。ただ、その時の話とか、いろんな話

を聞いていく中で、まず周辺にいらっしゃる小

学校の方々、それと学校単位ではなくて、公募

をかけて広く集まっていただいたらどうかとい

うことで、ゴールデンウイーク期間であるとか、

夏休みあたりを今、考えているんですけれども、

そのやり方につきましては、総領事のほうとも

話をしながら検討させていただければと考えて

おります。

【山口(初)委員】 わかりました。
せっかくの 35 周年記念事業ですから、コロ

ナもしっかりおさまって、きちっとこういう日

中友好が推進されていくように期待をして、質

問を終わります。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【前田委員】 よろしくお願いします。

新年度の予算については半年ぐらいかけて、

また新年度から「長崎県まち・ひと・しごと創

生総合戦略」が始まりますから、そこの長期的

というか、6 年先を目指した目標値も定めなが
ら、整合性を整えながら予算化しているのかな

と思います。そのことには敬意を表しますが、

ＫＰＩの数字についていえば、もう少し挑戦的

な数字を入れてほしかったという気がいたして

おります。

それで、お聞きしたいのは、まず、漠然とし

た質問なのですが、新年度の予算を見る中で、

特に、先ほどから質問が上がっているインバウ

ンド向け戦略的プロモーション強化事業等、交

流人口の中でも、インバウンドにかなり力を入

れた観光客誘致対策事業費含めたところで施策

が羅列されておりますけれども、こういうコロ

ナウイルスの状況になった時に、なかなかそれ

が思い描いていたような施策とか事業が展開で

きるのかということについては、かなり先行き

が見えないのかなと思っています。

そうした中で、そうは言いながらも、予算を

執行する中で、長期化した時に、どうやってそ

こをカバーする、結論からいえば、もっと国内

に向けた施策を拡充すべきだと私は思っている

のですが、そういった現場が走りながらの判断

を受けての例えば予算の編成を入れ替えるとか、

現時点で、そういうことも含めて新年度に向け

てはお考えになられていますか。

【中﨑文化観光国際部長】新型コロナウイルス

は、我々も想定しなかったような状況で、非常

に今後の先行きを心配しているところでござい

ます。

今後の予算のお尋ねでございますけれども、

まずは、幸いにも今、長崎に感染者は出ており

ませんので、感染症予防対策を関係事業者に注

意喚起あるいは情報提供して、まずそこはしっ

かりやりたいと思っております。

そして、適切な時期、終息に備えて、なかな

か今、情報発信というのは難しいと思っており

ますので、観光コンテンツの磨き上げ、あるい

は受け入れ体制の整備であったり、そしてまた

エアライン関係、できれば関係航空会社との関

係構築、そういったものをしっかりやりたいと

思っております。

ただ、この終息の時期が見えておりませんの

で、現時点で予算の組み替えまでは想定してお

りませんけれども、今後の状況に応じて、実際

効果的な予算執行になるような形ということを

検討していかなければいけない状況になれば、

そこはまた議会の皆さんともご相談しながら考

えてまいりたいと思っております。

【前田委員】予算の審査なので、予算前提を崩

すことはいかがかと思いますが、こういう状況
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になって、長期化も懸念される中で、思ってい

ることは、議案外でもコロナの地元の観光業界

への影響をまた確認させてもらおうと思ってい

ますけれども、インバウンドでやるということ

よりも、国内の地元の観光業を中心とした業者

の方が求めているものは、もしかすると違った

ニーズが出てくるのかなと思っていて、外国人

観光客を受け入れるよりも、国内客をしっかり

取り込みたい。対馬の事例もそうでありますが、

そうなった時に、もっともっと今回の予算では

計上されていないというか、考えられていない

ような予算というものをもしかすると考える必

要性があるのかなと思っていますので、組んだ

からということで走っていただくのは結構です

けれども、その成果とか進捗状況を見ながら、

より地元のほう、より国内から長崎に観光客を

寄せることに、どんな施策とか事業があったほ

うがいいかということは、絶えず各所とも今年

は特に連携をとりながら臨んでほしいというこ

と、そして場合によっては、今、文化観光国際

部長が言ったように、どこかで予算を少し変更

するようなことも含めて、議会側とも協議しな

がら進めていってほしいということを要望して

おきます。

それと、先ほども質問が出ていましたけれど

も、新規事業ということで、「『長崎は、美味

しい。』食のブランド化推進事業」ということ

で先ほど説明があっています。資料による主な

事業内容を見ても、その1つ1つが特に目新しい
事業という意識を私はちょっと持てないんです。

今までも同じようなことをやっていると思って

いるのですが、そういうことを考えた時に、新

年度もそうですけれども、食を視点として観光

を推進する、もしくは産業を発展させるという

コンセプトは常々あって、施策が毎年いろいろ

リニューアルしながら出てくるんですけれども、

食を中心として産業を短期的、中期的にどう発

展させていくかというような指針というか、基

本的な計画が全く見えてこないんですけれども、

そのあたりは、進捗の管理も含めて、どういう

ふうにしてやっておられるのか、ご答弁いただ

きたいと思いますし、あわせて「『長崎は、美

味しい。』食のブランド化推進事業」という意

味でいえば、この1、2、3というところの予算
を立てたことによる成果の目標値というものを

ご答弁いただきたいと思います。

【宮本物産ブランド推進課長】「長崎は、美味

しい。」食のブランド化推進事業でございます

けれども、食のブランド化の事業につきまして

は、先ほど申し上げましたように、平成23年ぐ
らいから、戦略本部を立ち上げまして、各部連

携のもと、推進を行ってきているところでござ

います。

それで、昨年度からの変更点、今年度、新規

事業として主に重点的に行おうとしているとこ

ろが基本的に情報発信の部分で、今まで、ＳＮ

Ｓのキャンペーンといったものを重点的に行っ

ていたんですけれども、なかなか効果も見えに

くいということもございまして、今年度は少し

プロポーザルの視点を入れまして、ユーチュー

ブによって食のレシピ等の公開みたいなところ

で、著名人を活用したＰＲに変えておりますと

ともに、情報発信につきましては、今年度は編

集者の産地招聘も取組を進めているところでご

ざいます。

それと、今まで、長崎フェアとかで食材のプ

ロモーション、食材の売り込みといったものを

重点的に行ってきたところもございますが、そ

れを、なかなか食材では訴求しにくい部分もご

ざいますので、業界向けの長崎フェアというこ
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とで、高級なホテルに発信を強化いたしまして、

大阪で言うとウェスティンホテル、ＡＮＡクラ

ウンプラザホテル東京とか、そういった各主要

なところでの長崎フェアがだんだん功を奏して

きておりまして、各料理人の方々が横の連携の

もと、長崎の食材を広めていただくというよう

なものも継続的な取組の中で今回は見せている

ところでございます。

ＫＰＩでございますけれども、ブランド化の

事業の中で、数値的な目標がなかなか難しいと

ころではございますけれども、目標といたしま

しては、今、パートナー企業というものを提携

してつくっております。関西で言うと阪急オア

シス様、関東で言うと京北スーパーとパートナ

ーシップ契約を結んでおりまして、その中での

販売額というものを目標として推進していると

ころでございます。成果といたしましては、販

路拡大や流通対策につきましては、生産部局も

それぞれ事業を行っているということもござい

まして、本事業のみの効果ではございませんけ

れども、農産物においては、市場、特に大阪に

おきましては、いちごの占有の率が上昇したり、

みかんの単価が向上したり、水産物においては、

関西の大手量販店でのＰＢ化の取引によって、

それがだんだん売上が伸びていっているとか、

そういった状況を捉えて行っているところでご

ざいます。

先ほど、県内向けの食のご提案ということで

堤委員からもございましたけれども、今年、少

し視点を変えて、県内向けの食のフェアという

ことで、長崎のブランド食材を県外向けにずっ

と発信していたのですが、県内向けに、長崎の

和牛であったり、トラフグ、種とり野菜といっ

たものをまとめて発信していただけるようなホ

テル、レストランでのフェアを2月に行ってお

りまして、それの成果はまだきちんとは報告を

受けていないんですけれども、出ているところ

でございますが、来年度も、そういうふうに県

内向けのフェアとかも中心にやっていきたいと

思っておりますので、取組の内容は少しずつ変

わっているところでございます。

【前田委員】ありがとうございました。しっか

りそこは取り組んでほしいと思います。

それと、前段で質問した、毎年毎年、食を切

り口としたいろんな施策や事業が出てきていま

すけれども、食全体、食を起点として観光を推

進する、産業を振興するというような意味でも、

大きな計画とかが何もないですねという指摘を

しているんですけれども、もっと言えば、観光

が食を切り口にするならば、それが地域振興で

あったり、1次産業であったり、もしくは製造
業であったり、そこにもフィードバックする話

だと思うんですけれども、そういうつながりと

かイメージも何もない中で、観光の中だけで食

を切り口にして、そして今のような答弁も含め

てあっていますけれども、それが全体の中でど

こに位置しているかとか、このことで何を目指

していくかというのが私はよくわからないし、

食に関して、そういった総合的な戦略というも

のを私は見たことないんですけれども、そうい

う点をどんなふうに考えておられるかという質

問を前段でしたつもりです。

【佐古観光振興課長】食を切り口にしました観

光ですけれども、大きな戦略というご説明には

ならないかと思いますけれども、私どもとして

ぜひ実現したいと思っておりますのが、観光消

費額を上げるというのが観光サイドの最大のミ

ッションだと思っております。

まず、県内の宿泊施設のお話でいきますと、

いろんなところで地域の食材を使って魅力のあ
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るメニューを提供したりされています。ですか

ら、私どもとしては、そういうものをどんどん

広げていって、地域の1次産業にも効果を波及
させていきたいというような思いでおりまして、

従来、21世紀まちづくり推進総合補助金という
市町の取組を支援する制度がございますけれど

も、これにつきましても来年度からは少し補助

率の嵩上げをいたしまして、もちろん私どもも、

それぞれの地域に入っていって、いま一歩、地

域の食材をしっかり活用して、これはもちろん

ホテルで提供している食材だけではないと思い

ますけれども、周辺の飲食店ですとか、あるい

は今、観光客に強く求められている体験の部分、

そういったところでも食を活用して、できるだ

け地域にお金が回っていくような状態を実現し

たいと思っているところでございます。

【前田委員】私が言った質問に対する答えには

なっていないような気がするのですが、そうい

うことであれば、個々の事業については何の異

を唱えることはありませんが、過去何カ年間も

通じて食に対する切り口でやってきた事業の成

果とか、目指すべき方向が本当に着実に進んで

いるのかということについては甚だ疑問を持っ

ていますので、私のような意見もあったという

ことで、文化観光国際部長のほうでも、他部局

等含めて検討して、また考えてみてください。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【浦川委員】「長崎しまの国際芸術祭」につい

てお尋ねしたいんですけれども、これは地元の

大学との連携、Ｕターンの増加とか、若者の定

着ということで、関係人口の増加とか、いろい

ろな拡大を図ることで目標とされていますけれ

ども、まず1つ、観光としての経済効果と交流
人口の増加というのは、どのように把握されて

いるのでしょうか。

【村田文化振興課長】この事業は、委員からご

説明がありましたように、文化芸術による地域

づくりというものを推進するものでありまして、

さまざまなイベントを実施する中で、交流人口

の拡大を図ろうというものでございます。

その経済効果という観点では、まだ精査した

実績はございませんけれども、年々そこに参加

していただける人数というのが増加傾向にはご

ざいます。今年度につきましても、全体として

約1万4,000人を超える方々に参加していただ
いております。

「長崎しまの国際芸術祭」については、今年

度、6市町で8事業、音楽のイベントであります
とか、アートの専門家を招聘して展示会を開く、

そういうことを実施しているところでございま

す。

【浦川委員】 6市町でされているということで、
離島・半島のほうに人を寄せるということは、

すばらしい取組かなと評価できるんですけれど

も、「国際芸術祭」とついているものですから、

私が想像したのは、瀬戸内国際芸術祭、3カ月
間で100万人を呼ぶイベントですけれども、予
算的にも今回2,500万円ぐらい使っておられま
すけれども、これは毎年2,500万円になるんです
か。瀬戸内国際芸術祭では、3年ぐらいで周期
を繰り返してするようなイベントで、監修も、

観光庁、文化庁だったり、いろんなそういった

人を入れたりして、こちらのほうは東京大学と

も連携しているというふうには書いてあるんで

すけれども、1万4,000人が増加したということ
だったですけれども、3カ月で、片や100万人の
瀬戸内のいろんなしまに芸術のオブジェをつく

ったり、作品を展示することで、呼び込み方が

全く違うんですよね。でも、予算のかけ方とし
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ては、これは3年しても7,500万円ですけれども、
そういった形ですれば、まだまだ効果がうまく

図れていないのかなと思うんです。だから、こ

ちらの分の意味合い、先ほど、文化振興課では

余り把握されていないということですけれども、

これはあくまでも観光でするのであれば、もっ

とＰＲというか、もっとテーマというか、しま

全体というか、長崎県全体でやっていかなけれ

ばいけないんじゃないかと思うんですけれども、

その点については、この今後の方向性とかは、

どういうふうに考えていらっしゃいますか。

【村田文化振興課長】 この事業は大きく2つの
事業がございまして、「長崎しまの国際芸術祭」

と、もう一つが「若者アート創造プロジェクト」

ということで、将来を担う若い世代の方々に、

企画、運営面も含めた人材育成と、あとは各種

イベントを通じた交流人口の拡大を図るような

ものでございまして、先ほど私が申し上げまし

たのは、両事業で約1万4,000人というふうなこ
とでございます。

「若者アート創造プロジェクト」のほうは本

土地域で実施をしておりまして、こちらのほう

は現在のところ、4市で6事業を実施していると
ころでございます。

こういった取組は、まだまだ大きな事業とは

言えないところがございますけれども、少しず

つ県内全域に広がるような取組を関係の自治体

の皆さんとも相談しながら取り組んでいきたい

と考えております。

【浦川委員】 2,500万円使う、3年使えば7,500
万円ですから、瀬戸内国際芸術祭でも3年に1度、
1億円使うというのを聞いていますし、そうな
ってくれば小さな予算のかけ方じゃないと思う

んです。だから、先ほど、大きなイベントじゃ

ないということですけれども、大きくしていか

ないと、先ほどもインバウンドとかいろいろ言

いましたけれども、瀬戸内国際芸術祭では、外

国人観光客も入り込みもすごいですし、地域と

の交流というか、こえび隊といって、地域の人

たちもみんな協力してそれに集中する、逆に言

ったら、交流人口としたら、それを手伝う人た

ちも日本各地から集まってその3カ月間手伝う
というような交流人口も含めて、そういうふう

な形をしていますので、だからやり方というか、

芸術の部分で入れば同じことをしているんじゃ

ないかと思います。しかも、これで若い力をと

いうことでやっているなら、もっと効果的に観

光を産業とするなら、やり方をちょっと変える

必要もあるのかなと思いますし、今度2度目と
書いてありましたから、そういったところを考

えれば、もっと発展していくような形とか、作

品が増えていって、しまに交流を深めるとか、

そういったふうにしていただかないと、今のま

までは、予算に対してどうなのかなというふう

にも感じます。

それと、先ほど、具体的に数とか余り把握し

ていないようですけれども、やっぱり分析をし

ないと、先ほどもＷＥＢサイトの件もいろいろ

ありましたけれども、どういったアクセスが来

ているのかというのは、それは国内でも海外で

も注目、ニーズというか、そういったところを

調査しないと、今後、やるだけで活性化につな

がらない可能性もありますので、しっかりとし

ていただきたいと思いますし、あともう一つは、

見せ方とかには、県としてのプロデューサー的

なものもしていかないと、全体引っ張っていく

には統一感が欠けるのかなと思いますので、そ

こは頑張っていただきたいと思います。

もう一つお尋ねしたいんですけれども、「住

んでよし・訪れてよしの観光まちづくり」とい
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うことで、補足説明資料の8ページなんですけ
れども、まちづくり団体が、「観光まちづくり

構想」を募集ということで、これは市町じゃな

く、各まちづくり団体がいろんなことをしたい

という中で、それを支援するような形のものに

なっているのでしょうか。

【佐古観光振興課長】それぞれの地域のいろん

な事業者の方が集まって構成する民間のまちづ

くりの団体を支援するという事業です。もちろ

ん地元の市町も、いろんな相談には乗っていく

という形で進めております。

【浦川委員】そうなると、市町で構想するのを

選定するのか。これで見たら、県が、まちづく

り団体等の構想を審査するような形になってい

るんですけれども、そうなると市町で考えてい

ることと、団体が考えていることと、県が考え

ていることと、方向性が全部一緒なのかどうか

わからなかったものですから。これは例えば、

上位計画とかいうのは、どういうふうな形にな

っているんですか。

【佐古観光振興課長】 流れで申し上げますと、

まず地域のまちづくり団体が県に対して、こう

いう構想をつくりたいというエントリーをされ

ます。その時には、地元の市町も推薦をすると

いう形で関与をしていただきます。ですから、

上位構想という意味でいえば、地元それぞれの

市町が観光地づくり実施計画というのをつくっ

ておりますので、それとも照らしながら、それ

ぞれのエントリーが地元の市町としても応援で

きるものかどうかというのをまずワンチェック

していただきます。その上で、県に応募がござ

いまして、その応募のあったものについて、ま

ず初年度は、この事業の中で、複数の団体にな

りますけれども、それぞれの団体、構想をつく

っていくところにアドバイザーを派遣する、あ

るいは県の私どもの担当職員、また市町の担当

職員も一緒に入って、3者で練り上げていくと
いう流れになっております。

【浦川委員】 わかりました。最初、「まちづく

り団体」となっていたものですから、県の方向

性とどう合ってくるのかなと思ったものですか

らお尋ねしました。

こういった地域の団体の人たちが活動を活発

にしていくことはいいことだと思いますけれど

も、これからそういったまちづくり、イベント

をすると。こっち側に何百万円支援する。観光

イベントができ上がっても、10年ぐらいたたな
いと全国から呼ぶというのはやっぱり難しいと

思うんです。ランタンフェスティバルにおいて

も、やっぱり段階的にそういったところはあっ

たと思います。最初は新地中華街の華僑の人た

ちが取り組んだイベントでしょうけれども、そ

れがランタンフェスティバルのようになってい

って、10年たって、多い時で100万人呼ぶよう
なイベントになりましたけれども、そういった

イベントをこれで育てていかれるというふうに

考えてよろしいのですか。

【佐古観光振興課長】この事業につきましては、

イベントを考えてくださいということではなく

て、その地域に外からのお客さんに来ていただ

いて、できるだけ長く滞在、滞在型観光を進め

ていきたいという思いで、いわゆるまちづくり

というイメージで進めております。例えば、今

年度取り組んでいただいている佐世保市の江迎

町におきましては、できるだけ観光客の方にそ

の地域をそぞろ歩きという形で歩いていただい

て、そこで消費をしていただくとか、そういう

ことを目的にしながら、町並みの景観整備であ

るとか、あるいはこれはまだ今後の話になりま

すけれども、例えば、屋形船の事業をして、そ
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こから外のお客さんに来ていただけないかとか、

そういういろんなまちづくりの構想を練ってい

ただいているというのがこの事業の趣旨でござ

います。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 ほかに、質疑がないよう
ですので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第1号議案のうち関係部分、及び第77号議案
のうち関係部分は、原案のとおり、可決するこ

とにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は、原案のとおり、可決すべ

きものと決定されました。

【山口(経)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。

議案を議題といたします。

文化観光国際部長より総括説明をお願いいた

します。

【中﨑文化観光国際部長】それでは、総務委員

会関係の議案説明資料で、最初、追加2でござ
います。

議案説明に入ります前に、中国で発生した新

型コロナウイルスの感染拡大により、我が国の

みならず世界各国でも尊い命が失われ、日常生

活にも大きな影響が生じております。お亡くな

りになられた方々に深く哀悼の意を表しますと

ともに、治療を受けている皆様に心からお見舞

い申し上げます。

県としては、引き続き関係機関と連携しなが

ら、感染予防対策の徹底と情報把握に努めると

ともに、事態が収束に向かう際には、1人でも
多くの観光客に本県にお出でいただけるよう、

旅行会社との連携や情報発信など、効果的な誘

客対策を講じてまいります。

それでは、本文のほうにお戻りいただいて、

1ページでございます。
文化観光国際部関係の議案についてご説明い

たします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第74号議案「長崎県観光振興基本計画の変更に
ついて」であります。

第74号議案「長崎県観光振興基本計画の変更
について」は、長崎県観光振興条例第10条第5
項で準用する同条第3項の規定に基づき、長崎
県観光振興基本計画の数値目標について、長崎

県観光統計の統計手法の見直しに伴い、関係部

分を変更しようとするものであります。

次に、議案外の所管事項について、主なもの

についてご説明いたします。

（バチカン市国及びフランスへの訪問につい

て）

去る1月21日から22日にかけて、知事と県議
会議長がバチカン市国を訪問し、ローマ教皇や

法王庁要人の方々に、昨年11月のご来県及びこ
れまでの世界遺産登録支援に対する御礼を申し

上げました。教皇台下からは、「これからも共

に平和の道を歩み続けていきましょう」と、大

変心強いお言葉をいただきました。

また、バチカン市国訪問に先立ち、1月20日
には、「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連
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遺産」の世界遺産登録1周年を記念し、ユネス
コ本部があり、本遺産と縁の深いフランス・パ

リ市において、本県の歴史・文化、自然や食な

ど多彩な魅力を発信してまいりました。会場が

込み合うほど、多くの方に関心を持ってご来場

いただき、「次はぜひ長崎県を訪れたい」など

の声が聞かれました。

今後は、九州各県とも連携しながら、引き続

き本県の魅力を世界に向けて発信し、誘客へつ

なげてまいります。

（文化の振興について）

2月14日には、我が国唯一の国立総合芸術大
学として、我が国の芸術文化の継承・発展に寄

与されている東京藝術大学と連携協定を締結い

たしました。東京藝術大学は、これまでも「長

崎しまの芸術祭」などで、一流の芸術鑑賞機会

の提供や文化芸術分野の人材育成にご協力いた

だいておりますが、この協定を一つの契機とし

て連携を更に深めることにより、本県の特色あ

る歴史や文化芸術などを活かした地域の活性化

に取り組んでまいります。

このほか、マンガや小説の作家と出版社を取

材旅行に招聘し、作品の舞台として長崎県を描

いていただく「描いてみんね！長崎」事業では、

第162回直木賞の受賞作家である川越宗一さん
をはじめ、今年度も5名の作家を本県に招聘す
る予定で、3件の作品化が実現する見込みです。
（世界遺産の保存活用について）

これは追加1をお願いいたします。
去る2月18日、世界遺産登録1周年記念事業の

一環として、県民や民間の皆様の世界遺産に関

わる意識の醸成と機運の盛り上げをあらためて

図るため、「長崎と天草地方の潜伏キリシタン

関連遺産」長崎県世界遺産保存活用県民会議の

主催によるイベントを県庁エントランスにて開

催いたしました。地域や学校、大学、企業が取

り組んでいる集落活性化やふるさと教育等の事

例が元気に発表され、世界遺産関連の土産品販

売などブース出展によるＰＲも行われました。

今後も官民一体となって、世界遺産の保存活

用や次世代継承に向けた活動を活発化していけ

るよう、啓発してまいります。

本文の3ページ下の「観光振興について」で
ございます。

（観光振興について）

昨年7月以降の対馬市における韓国人観光客
の減少について、本年1月の同市における韓国
人入国者数は前年比81％の減となっており、依
然として厳しい状況が続いております。このた

め、特定有人国境離島地域社会維持推進交付金

事業を活用した「しま旅旅行商品」を拡充し、

旅行会社に対して対馬を旅先とする商品の販売

期間の延長や新たな商品造成を働きかけた結果、

昨年度実績1,807人泊を大幅に上回る年間
8,000人泊以上の送客実績となる見込みとなっ
ております。

今後も、対馬市や関係者と連携しながら、さ

らなる誘客拡大に取り組んでまいります。

国境離島地域全体に関して、市町や旅行会社

と連携して地元の体験プログラムなどを組み合

わせた旅行商品等の企画・販売に取り組み、昨

年12月末現在で昨年度の約2倍の4万人泊以上
の実績となっております。新年度においても、

国や地元と協議しながら、販売期間の拡充など

を通じてしまを訪れる観光客の拡大を図ってま

いります。

本県観光の振興を図っていくうえで重要な施

策となる魅力あるまちづくりを進めていくため、

地域住民自らによる主体的な取組をソフト・ハ

ードの両面から実現するため、「住んでよし・
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訪れてよしの観光まちづくり構想」の策定を支

援しており、対馬市佐護地区の“いのち環る郷

の学び舎”佐護観光まちづくり構想を選定いた

しました。今後は、既存の補助制度などを活用

し、この構想の実現に向けて積極的な支援を講

じてまいります。

ユニバーサルツーリズムの推進に関しては、

長崎空港内へのユニバーサルツーリズムセンタ

ーの開設を支援することにより、県内バリアフ

リー情報の提供、各種サービスの紹介、車椅子

等の貸出、入浴介助支援など、高齢者や障害者

等から選ばれる観光地となるよう、市町とも連

携しながら、持続可能な受入体制の構築に向け

取り組んでまいります。

観光人材の確保・育成については、県内の高

校2年生を主な対象とした「観光の『ミライ☆
ニナイ』塾」を8月から長崎、佐世保の両地区
で月1回のペースで開催したところであります。
新年度以降も、働くうえでの心構えや現場の厳

しさ、働くことで得られる喜びなど、良い面も

厳しい面もしっかりと学んでいただき、1人で
も多くの生徒の皆さんに観光産業を目指してい

ただきたいと考えております。

「長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺産」

につきましては、新年度においては、複数の構

成資産において、定点ガイドによる説明等を実

施し、観光客満足度への効果を計る「定点ガイ

ド実証事業」を行うこととしており、こうした

取組を通して世界遺産の価値の共感による満足

度の向上、リピーターの獲得につなげてまいり

たいと考えております。

インバウンドにつきましては、延べ宿泊者数

が九州各県と比較して低い伸び率にとどまって

いることから、プロモーションを強化し、情報

発信や認知度向上対策など戦略的に取り組んで

まいります。具体的には、訪日外国人旅行者の

行動をＷＥＢプロモーションを通して調査分析

し、現地メディアや旅行社とのタイアップ、動

画広告による発信等を戦略的に実施いたします。

（食と観光の連携について）

魅力ある観光地づくりを推進するため、宿泊

客の満足度を高める重要なコンテンツとなる食

の魅力発信に取り組んでおります。

新年度においては、引き続きブランド食材を

使ったメニューを提供する県内ホテルフェアの

開催に加え、歴史文化資源を活用した伝統料理

等の体験コンテンツによる食文化の魅力発信の

ほか、市町や地域住民による観光まちづくりに

ついても、地域の伝統的な食材の掘り起こしや、

文化と郷土料理の融合を図る取組などの「食と

観光」の連携を図る市町等に対し、21世紀まち
づくり推進総合補助金による支援を強化し、本

県ならではの魅力ある「観光まちづくり」を推

進してまいります。

（国際航空路線の取組について）

こちらの項目に関しましては、すみません、

時点修正すべき内容がありますので、一部修正

しながら説明させていただきます。

国際定期航空路線については、上海線が2月
12日から水曜日に1便増便され、既存の月曜日、
金曜日と合わせて週3便体制となりましたが、
昨年12月以降発生している新型コロナウイル
スの感染拡大の影響を受け、2月7日から、これ
は「3月」になっていますけれども、「4月」に
訂正いただきたいと思っています。4月27日ま
での間、増便を含む全便の欠航が決定されたと

ころであります。

香港線については、昨年1月の就航以来8月ま
での搭乗率は好調に推移しておりましたが、昨

年6月以降香港各地で起きたデモの影響を受け、
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昨年9月以降搭乗率が低迷し、その後回復傾向
にあるものの、昨年8月までの水準には至って
おりません。

また、2月20日から、これは「3月5日」にな
っていますけれども、3月10日にかけての一部
運航について、運航上の理由により欠航するこ

とが決定され、さらに新型コロナウイルス感染

症の影響で3月末まで全便欠航されることにな
りました。引き続き、新型コロナウイルスの状

況把握とあわせて、今後の運航再開に向けて航

空会社と情報共有に努めてまいります。

昨年6月から10月まで連続チャーターが運航
されておりました台湾線について、定期化や連

続チャーターの実現に向けて、航空会社や旅行

会社に対し継続して働きかけを行っているとこ

ろであり、運休中の韓国線については、日韓関

係の状況を踏まえながら、引き続き航空会社と

の協議を図ってまいります。

今後とも、国際航空路線の維持・拡大を図り

ながら、インバウンドの誘客や県内への経済効

果の増大に努めてまいります。

（県産品のブランド化と販路拡大について）

県産品の愛用については、去る1月31日に長
崎県特産品新作展の審査会を開催し、応募総数

74点の中から、4つの部門ごとに最優秀賞、優
秀賞を選定し、今年から各部門の最優秀賞の中

から最も優れた商品を県知事賞に選定したほか、

長崎らしい観光土産、手土産品として「ながさ

き手みやげ大賞」を選定いたしました。入賞商

品については、4月に長崎市で行われる春の県
産品まつりや「日本橋長崎館」等で展示するほ

か、各種メディアを使ったＰＲを実施すること

としております。今後も創意と工夫にあふれた

特産品の検証とＰＲを行うことで、県内事業者

の新商品開発意欲の向上に取り組んでまいりま

す。

このほか、新年度においては、海外での総合

フェアの開催に加え、国内輸出商社との商談会

の開催、海外バイヤーの招聘のほか海外展示商

談会への出展などにより、県産品の輸出促進の

取組を進めてまいります。今後とも、市町や生

産者団体等と協議しながら、県産品のブランド

化や販路拡大に取り組んでまいります。

（アジア・国際戦略の推進について）

中国については、本年9月に福建省厦門市で
開催される中国国際投資貿易商談会へブース出

展し、隠元禅師をはじめとした偉人の足跡や本

県と中国のゆかりについての紹介や、長崎県産

酒、五島手延べうどん、陶磁器などの県産品や

本県の観光の魅力を来場者や中国メディア等へ

発信することとしております。

韓国においても、釜山広域市では、韓国の国

立海洋文化財研究所により復元された朝鮮通信

使船の来航イベントにあわせ、日韓両国の文化

団体との協働による写真パネル点等を開催する

など、本県のプレゼンス向上、相互理解の深化

並びに友好交流の促進に取り組んでまいります。

東南アジアにおいては、ベトナムでは、本年、

長崎くんちで御朱印船が奉納される機会を捉え、

クァンナム省から訪問団をお迎えした上で様々

な交流事業を実施するなど、地域間交流の拡大

にも取り組むこととしております。また、タイ

では、日系企業と連携の上、長崎県フェアを開

催し、本県の観光や食のＰＲを行い、県産品の

輸出拡大や誘客促進に努めてまいります。

引き続き、それぞれの国・地域の特徴等に応

じた施策を、民間の方々や関係部局間で連携し

展開することで経済的実利の獲得を図り、本県

経済の活性化につなげてまいります。

（地方創生の推進について）
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地方創生の推進に向けて策定を進めておりま

す第2期総合戦略については、去る11月定例会
において素案をお示しし、ご議論いただいたと

ころであります。

県においては、素案に対する県議会でのご議

論や有識者による懇話会等からのご意見に加え、

12月からパブリックコメントを実施するなど、
広く県民のご意見をお伺いした上で、市町と緊

密な連携な図りながら、最終案をとりまとめ、

今定例会にお示ししております。

今後、今定例会のご意見を十分に踏まえた上

で、3月までに策定し、公表してまいります。
（令和2年度の組織改正について）
令和2年4月1日付けで組織改正を行うことと

しておりますので、その概要についてご説明い

たします。

文化観光国際部については、スポーツを通し

た交流人口の拡大を進め、観光分野との一体

的・総合的な推進を図るため、企画振興部の「ス

ポーツ振興課」を文化観光国際部に移管するこ

ととしております。

今後とも新たな組織体制のもと、より効率的、

効果的な県政運営の実現に努めてまいります。

以上をもちまして、文化観光国際部関係の説

明を終わります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【山口(経)委員長】 次に、観光振興課長より、

補足説明をお願いいたします。

【佐古観光振興課長】それでは、議案としてご

提出申し上げております「長崎県観光振興基本

計画の変更について」、縦長の総務委員会補足

説明資料に基づきましてご説明をいたします。

まず、表紙をめくっていただきまして、今回

の議案につきましては、観光振興基本計画の数

値目標の変更を行うというものですけれども、

これのきっかけとなりましたのが平成30年分
の長崎県観光統計、こちらは毎年、県のほうで

取りまとめを行っておりますけれども、この統

計手法の見直しを行いましたものですから、ま

ず先に、昨年11月の定例会におきまして、県の
総合計画で用いております観光関係の指標につ

いて変更し、議決をいただいたところです。今

回につきましては、これを受けまして、個別の

計画でございます観光振興基本計画の数値目標、

ほぼ同様の数値目標になりますけれども、これ

につきましてあわせて変更を行うものでござい

ます。

最初に、1ページ目で、県の観光統計の見直
しの概要を記載しております。

まず、見直しの目的ですけれども、県が取り

まとめを行う前に、県内の各市町から数字をい

ただいて、それを集計するわけなんですけれど

も、この市町単位での統計の部分で一部手法が

異なるところがございましたものですから、こ

れを県内で統一をしまして、より実態を反映さ

せるということを目的に見直しを行っておりま

す。

見直しの概要につきましては（2）に記載の
とおりでございますけれども、観光客数で申し

上げますと、従来は、例えば、観光地のＡ地点

で数えられた方とＢ地点で数えられた方という

のが重複でカウントするという可能性が否定で

きなかったんですけれども、そこをできるだけ

重複を排除するという意味で見直しを行ってお

ります。

それから、（ｂ）の宿泊客数につきましては、

こちらもそれぞれの市町内の宿泊施設、一部の

市町についてはサンプル調査という形で行って

おりましたけれども、基本的に、全宿泊施設に
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照会をし、場合によって、未回答施設について

は一定のルールで集計をするという形に見直し

ております。

それから、最後、（ｃ）の経年変化の部分、

こちらは数値目標とも関連してまいりますけれ

ども、今回、平成30年の観光統計を見直す際に、
同じ新しいルールで平成29年までを再計算い
たしまして、平成28年以前の数字につきまして
は、既に公表をしている各年の伸び率を使いま

して逆算をするという形で経年変化を補足して

いるところでございます。

具体的には、2ページ目から、それぞれの数
値目標の見直しの内容になります。

まず、2ページにつきましては、観光消費総
額、日帰り客、宿泊客合わせたところでの消費

総額ですけれども、この見直しの算出の仕方を

下の「変更後の目標値の設定根拠」というとこ

ろでご説明をいたします。

まず、①実績値の推計というところで、この

表の一番右下、平成30年、3,778億円という数
字がございますが、これが新しいルールに基づ

いた数字でございます。その左側の平成29年の
3,765億円、こちらも平成29年の数値を新しい
ルールで再算定をした数字になります。それ以

前の平成28年、それから表には出てまいりませ
んけれども、平成27年、ここは先ほど申し上げ
ましたように、それぞれ各年の伸び率を使って

逆算をして、平成26年の基準値である3,251億
円という数字を出します。そこで一旦出したと

ころで、その下の②目標値の推計というところ

ですけれども、ここで申し上げますと、変更後

の平成26年の基準値が3,251億円です。これを
各年度、平成32年まで引っ張ってまいりますけ
れども、これは変更前のそれぞれの伸び率をス

トレートに3,251億円という基準値に掛けまし

て、最終的に平成32年の4,312億円という目標
値を導き出すという形で計算をしております。

次に、3ページでございますけれども、こち
らは宿泊者の観光消費総額で、それぞれ①の実

績値の推計、②の目標値の推計、先ほどご説明

しましたものと同様の手法で計算をいたしまし

て、最終目標の平成32年、2,581億円という数
字を算出しております。

それから、4ページになりますけれども、こ
ちらは観光客延べ数。観光客延べ数といいます

のが、数字の構成は、日帰り客それから宿泊客

の延べ滞在数、延べ滞在数と申しますと、長崎

県内に何日滞在されたかという数字になります

ので、例えば、2泊3日であれば、3とカウント
するのが延べ滞在数ですけれども、それと日帰

り客を合わせた数字が観光客延べ数ということ

になります。こちらも同様の手法で基準値それ

から目標値を算出いたしまして、平成32年、最
終目標3,993万人というものを掲げております。
次の5ページでございますけれども、こちら

は延べ宿泊者数でございます。こちらは先ほど

の延べ滞在数と違いまして、何日泊まったかと

いう数字になりますので、2泊3日の場合は2と
カウントをする数字になります。これも同様に

見直しを行いまして、平成32年、1,004万人と
いう最終目標を掲げております。

それから、次の6ページでございます。こち
らは外国人の延べ宿泊者数でございます。これ

も同様の手法でございまして、最終目標を平成

32年、117万9,000人という数字を目標に掲げて
おります。

それから、7ページ以降は、議案外にはなり
ますけれども、「長崎県まち・ひと・しごと創

生総合戦略」でも観光関係の手法をＫＰＩとし

て設定しておりますので、簡単にですが、ご説
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明します。

8ページから10ページに掲げております数値
目標については、先ほどご説明したものと内容

は同じです。ただ、計画期間が観光振興基本計

画の場合は平成28年から平成32年の5年間です
けれども、総合戦略につきましては、最終の期

間が平成31年になりますので、その分、最終目
標の数字がずれているという状況になります。

飛ばしまして、10ページまでは、推計の仕方
は同様のものでございます。

それから、11ページが総合戦略にだけ出てく
るＫＰＩですけれども、しまへの観光客延べ数

ということで、国境離島地域への観光客の延べ

数を目標として設定しているものでございます。

これも実績値それから目標値につきましては、

先ほどと同様の見直しを行いまして、最終目標

としまして、平成31年の198万人という数字に
置き換えるものでございます。

以上でご説明を終わりますけれども、昨年後

半の韓国人観光客の激減、それから現在の新型

コロナウイルスの問題等ございまして、数値目

標の達成というのは非常に厳しい状況だと認識

はしておりますけれども、魅力ある観光まちづ

くりをはじめ、我々が持ち得る施策それぞれ1
つ1つ力を入れて、少しでも目標に近づける数
字の上積みというところに努力をしてまいりた

いと考えております。

以上でございます。

よろしくお願いいたします。

【山口(経)委員長】 以上で説明が終わりました。
午前中の審査はこれにてとどめ、しばらく休憩

します。

午後は、1時30分から再開いたします。

― 午前１１時４３分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開いたします。

午前中に引き続き、委員会審査を行います。

これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第74号議案については、原案のとおり可決す
ることにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ご異議なしと認めます。
よって、議案は原案のとおり可決すべきもの

と決定されました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について説明を

求めます。

【村田文化振興課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づきまして本委員会に提出

しております文化観光国際部関係の資料につい

てご説明いたします。

お手元の総務委員会提出資料をご覧ください。

資料は、いずれも令和元年11月から令和2年1
月までの実績について記載しております。

資料1ページをお開きください。
補助金の内示について、県が箇所付けを行っ
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て実施する個別事業に関し、市町及び間接、直

接の補助事業者に対し内示を行った補助金の実

績を記載しております。これは間接補助金であ

りまして、長崎県21世紀まちづくり推進総合補
助金の1件でございます。
次に、資料の2ページをお開きください。
1,000万円以上の契約案件でございます。

1,000万円以上の契約件数は1件でございまし
て、長崎歴史文化博物館の企画展示室内の壁面

展示ケースの改修工事に係るものでございます。

契約方法は、一般競争入札で実施しております。

資料3ページに入札結果を掲載しております。
次に、資料の4ページをお開きください。
こちらは物品管理室及び営繕課で実施してお

ります集中契約のうち、文化観光国際部関係で

1,000万円以上の契約案件を掲載しております。
なお、集中契約分につきましては、各契約担当

部局、今回で言いますと物品管理室と営繕課で

ございますので、出納局と土木部から報告する

こととなっておりますので、参考として添付し

ております。

次に、資料の5ページをお開きください。
陳情・要望に対する対応状況でございます。

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

令和元年11月から令和2年1月までに県議会議
長宛にも同様の要望が行われたものは、島原半

島振興対策協議会、長崎県離島振興協議会、対

馬市からの要望で、計4件でございます。それ
ぞれに対する県の対応をお示ししているところ

でございます。

島原半島振興対策協議会からの要望といたし

まして、資料5ページから8ページに記載してお
りまして、「九州オルレ」の認定に向けた協力・

支援及び認定後における周知及び維持管理に関

する協力等2件でございます。

長崎県離島振興協議会からの要望といたしま

して、資料9ページに記載しております。「有
人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地

域に係る地域社会の維持に関する特別措置法」

に基づく政策の推進の1件でございます。
対馬市からの要望といたしまして、資料10ペ
ージに記載しております観光客激減対策に向け

た継続的な支援についての1件でございます。
最後に、資料13ページをご覧ください。附属
機関等の会議結果でございます。

令和元年11月から令和2年1月までの実績と
いたしまして、第2回観光審議会が開催され、
その概要を記載しております。

以上でございます。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【山口(経)委員長】 次に、国際課企画監より、

補足説明をお願いいたします。

【小川国際課企画監】私から、長崎県「アジア・

国際戦略」令和2年度行動計画につきまして、
補足説明をさせていただきます。

お手元に配付させていただいております総務

委員会補足説明資料の「長崎県『アジア・国際

戦略』令和2年度行動計画について」をご覧く
ださい。

表紙を1枚めくっていただきまして、目次を
ご覧ください。

令和2年度行動計画につきましては、Ⅰ長崎
県「アジア・国際戦略」について、Ⅱ国・地域

別の取組の方向性、Ⅲ戦略プロジェクトの大き

く3つの項目で構成をしております。
2ページをご覧ください。
「アジア・国際戦略」は、本県の海外との歴

史的な交流の積み重ねや地理的優位性を活かし

ながら、アジアをはじめとした海外の活力を取
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り込み、本県の経済活性化につなげることを目

的とし、国・地域別の取組の方向性や各戦略プ

ロジェクトを毎年度、行動計画として取りまと

めをしております。令和2年度の行動計画にお
きましては、資料中段にお示しをしております

「施策展開の視点」で、新たに、「ＳＤＧｓの

推進」の項目を追加いたしました。

3ページをご覧ください。
「アジア・国際戦略」の組み立てでございま

すけれども、第一層として、ソフトパワーを強

化し、第二層で、専門的な知識・情報によるサ

ポート体制を強化、第三層で、経済的実利の創

出・拡大に取り組むこととしております。この

3層構造による施策展開という考え方に変更は
ございません。

4ページは余白となっておりますので、5ペー
ジをお開きください。

令和2年度における中国、香港・台湾、韓国、
東南アジア全体、ベトナム、欧州・米国の6つ
の国・地域につきまして、ソフトパワーの強化、

観光客誘致、県産品輸出促進などの項目におけ

る現状・課題、市町・民間における動きを踏ま

え、令和2年度の取組の方向性、さらには当該
国・地域における目指す姿をお示ししておりま

す。

6ページをご覧ください。
現在、中国では、新型コロナウイルスの感染

拡大による影響が見通せない状況ではあります

けれども、本戦略におきましては、その点には

具体的には言及せず、基本的な県の考え方をお

示ししております。

中国におきましては、本県と中国との歴史的

なつながりの顕在化や隠元禅師と黄檗文化、孫

文と梅屋庄吉といった本県ゆかりの偉人の功績

顕彰などにより、本県のプレゼンス向上と交流

拡大を図るとともに、観光客誘致では、観光地

としての認知度向上などが課題としてある中、

本年2月からは、長崎～上海便の週3便化が実現
し、中国発着のクルーズも人気が高くなってき

ております。また、県産品輸出促進におきまし

ても、県産品の認知度が低いといった課題はあ

るものの、水産物は他県に先んじて輸出を展開

しており、さらなる拡大が見込まれるところで

あります。

令和2年度は、習近平国家主席の国賓として
の来日などが予定されており、さまざまな機会

を捉え、1ページにお示ししております歴史・
文化を活かした交流・情報発信による本県のプ

レゼンス向上やＷＥＢ等を活用した戦略的なプ

ロモーションや定期航空路線の利用促進などに

よる誘客促進、新たな輸出企業や輸出品目の掘

り起こしと販路拡大による県産品の輸出促進を

図ることとしております。

これらの取組を着実に推進するとともに、中

国における本県の特別感の維持・拡大を図るこ

とで、誘客と県内消費の拡大、県産品の輸出拡

大を目指してまいります。

また、9ページに、令和2年度の中国に関する
主な事業をお示ししております。

次に、10ページをお開きください。
こちらでは、香港及び台湾における取組をお

示ししております。

観光客誘致について、香港・台湾から九州全

体での訪日観光客数は増加傾向にあるものの、

本県では横ばいまたは減少傾向である中、香港

におきましては、昨年1月から長崎～香港線が
就航し、台湾におきましても、昨年6月から10
月にかけて長崎～台湾線チャーター便を運航し、

高い搭乗率を維持いたしました。

県産品輸出促進につきましては、香港は、輸
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入規制のハードルは低く、関税もかからないた

め、本県においても重要な市場の1つではあり
ますが、他の自治体との競争も激しく、商品の

付加価値向上や競争力強化、知名度の向上が課

題となっております。

これらの状況を踏まえ、12ページに記載のと
おり、令和2年におきましては、地元県人会や
ゆかりのある方々との人的ネットワークの強化

と本県の認知度向上のためのプロモーションの

強化、定期航空路線を活かした誘客、新たな商

流創出、新たな輸出商品の掘り起こしによる県

産品の輸出拡大に取り組みます。

これらの取組を着実に推進するとともに、一

層の経済発展が見込まれる香港・マカオ・広東

省地域の経済活力を取り込むことで、国際定期

航空路線開設効果の最大化、経済的実利の創出

拡大を目指してまいります。

14ページをご覧ください。
韓国につきましては、中国同様新型コロナウ

イルスの感染拡大による影響が見通せない上、

日韓両国政府の関係は厳しい状況にありますが、

このような時だからこそ、民間交流・地域間交

流を推進することが大変重要だと考えておりま

す。

交流においては、両国の友好交流の象徴であ

る朝鮮通信使を切り口とした相互交流などの取

組を展開しており、観光客誘致については、日

韓関係の悪化の影響により観光客が大幅に減少

しており、定期航空路線の長崎～ソウル線も昨

年3月から運休となっております一方で、韓国
国民の約3割がキリスト教徒であることから、
巡礼ツアーに対する潜在需要は高いと思われま

す。

県産品の輸出促進については、動植物検疫な

どの輸入規制が多いものの、ＥＣサイトでの新

商品の取引開始や民間におきましても、韓国の

民間企業が県産品を活用し、長崎をテーマとし

た店舗展開を進められております。

これらの現状を踏まえ、令和2年度において
は、朝鮮通信使を切り口として、民間地域間交

流を推進するとともに、ローマ教皇フランシス

コ台下のご来崎により残されたレガシーを活か

した巡礼ツアーによる観光客誘致や民間におけ

る動きなどをしっかりと捕捉し、関係強化を図

り、県産品の輸出促進につなげてまいります。

これらの取組を着実に推進し、政府間の関係

に影響されない友好交流関係の確立、本県の強

みである世界遺産などを活かした交流創出など

により、本県のプレゼンス向上や交流拡大、経

済的実利の創出・拡大を目指してまいります。

18ページをお開きください。
東南アジアにつきましては、18ページから22
ページにお示しをしておりますけれども、人口

や市場規模、所得水準などがそれぞれの国で異

なることから、国ごとの特性に応じた取組を進

めることとしており、所得の高い国に対しまし

ては、観光客誘致や県産品輸出促進の取組を中

心に実施し、まだ所得の低い国に対しましては、

企業展開支援や外国人材の活用、将来を見据え

た人脈構築、認知度向上に努めてまいります。

東南アジアにおきましては、本県とゆかりの

深い国を中心に、地方政府や大学等と受入体制

の構築に向けた協議を進めるなど、外国人材の

受入促進も取り組むこととしております。

23ページをご覧ください。
東南アジアの中でも、本県とのゆかりが深く、

官民においてさまざまな相互交流が活発化して

いるベトナムにつきましてお示しをしておりま

す。

交流においては、県議会、県におきまして、
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ベトナム・クァンナム省と友好交流関係に関す

る同意書を締結するなど、交流が深まっており、

これらを活用し、経済的実利へつなげていくこ

とが重要となります。

観光客誘致における観光地としての長崎の認

知度向上や外国人労働者受入促進における安定

的な労働者の確保に向けた取組の推進が重要と

なります。

また、令和2年度には、長崎くんちで御朱印
船が奉納されることや、ベトナム・ホイアン市

における日本の情報発信拠点「日本文化館」の

整備計画などの動きを捉え、歴史・文化を活か

した交流、認知度向上による観光客の誘致、外

国人材の安定的な確保などに努めてまいります。

これらの取組を着実に推進し、さらなる本県

のプレゼンス向上と交流拡大、技能実習生や留

学生を含む誘客促進を目指してまいります。

26ページをお開きください。
欧州・米国につきましては、本年、日本で開

催される東京2020オリンピック・パラリンピッ
クや2つの世界遺産、ローマ教皇フランシスコ
台下のご来崎による本県の認知度向上を図り、

観光客誘致、県産品輸出拡大を目指すこととし

ております。

観光誘客における平和都市としてのイメージ

から観光地としてのイメージへの転換に向けた

魅力発信や米国への長崎鮮魚、長崎和牛などの

県産品の輸出促進に向け、新たな取扱い店舗の

開拓や輸出ルートの確保に取り組みます。

29ページをご覧ください。
「アジア・国際戦略」におきましては、国・

地域別の取組の方向性とあわせ、重要なテーマ

ごとの取組を10の戦略プロジェクトとしてお
示しをしております。令和2年度行動計画にお
ける戦略プロジェクトの項目につきまして変更

はございませんが、第三層の経済的実利の創

出・拡大の取組としまして、30から31ページに
「外国人観光客誘致強化」プロジェクト、32か
ら33ページに「クルーズ客船受入・消費拡大」
プロジェクト、34から35ページに「新規航空路
線・国際チャーター便誘致」プロジェクト、36
ページに「アジアとの物流拡大」プロジェクト、

さらには37から39ページに「県産品の輸出拡
大」プロジェクトを位置づけております。

また、第二層のサポート体制の強化としまし

て、40ページに「県内企業等の海外展開支援」
プロジェクト、また第一層のソフトパワーの強

化としまして、41ページに「スポーツを活用し
た交流・地域づくり」プロジェクト、42から43
ページに「『歴史・文化』発信・交流発展」プ

ロジェクト、44から46ページで「外国人材受入
促進・国際人材育成」プロジェクトをお示しし

ております。

最後に、第一層から第三層にかかわるものと

しまして、47ページに「アジアの環境問題への
貢献」プロジェクトを記載しております。

プロジェクトごとの詳細なご説明につきまし

ては省略させていただきたいと思います。

以上で説明を終わらせていただきます。

どうぞよろしくお願いいたします。

【山口(経)委員長】 次に、議案外所管事務一般
に対する質問を行うことといたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はありません

か。

【堤委員】 1点だけ、島原半島振興対策協議会
からの要望書の対応のところで、オルレの認定

というのがありますけれども、勉強不足で申し

わけないですが、このオルレについての観光客

増加とか、経済面での波及効果はどういったふ
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うになっているのか、お聞きしたいと思います。

【佐々野国際観光振興室長】島原半島のほうか

ら要望があっておりますオルレの島原コースに

つきましては、本年、認定を受けたということ

で、2月23日にオープニングイベントを開催す
る予定になっておりましたけれども、今般のコ

ロナウイルスの関係で、イベントそのものは中

止になっておりますけれども、認定を受けてい

るところです。

観光客といいますか、オルレを利用された数

としましては、既に先行しております平戸と南

島原にコースがありまして、これまで平戸が2
万6,500人程度、それから南島原が9,500人程度、
オルレコースを訪れているという状況でござい

ます。

【堤委員】他県でも、九州オルレということで

展開をされていると思いますけれども、他県の

状況というのはわかりますか。

【佐々野国際観光振興室長】本県につきまして

は、先ほど、島原コースが本年認定を受けたと

いうことで、3コースございますけれども、九
州全体では23コースございます。ちなみに、隣
の佐賀県が3コース、福岡県が6コース、大分県
が3コース、熊本県が3コースで、宮崎県2コー
ス、鹿児島県3コースということになっており
ます。

【堤委員】コースの数以外には、わかることは

ありませんか。

【佐々野国際観光振興室長】本県の利用者は把

握しているんですけれども、他県のコースの利

用者までは、申しわけありません、把握してお

りません。

【堤委員】 この認定に向けて、例えば、松浦も

ずっと継続審査中と書かれていますけれども、

認定には、どういったことが必要なのでしょう

か。

【佐々野国際観光振興室長】認定に当たりまし

ては、もともと韓国の済州島がオルレの発祥と

いうことになりますので、済州にオルレの認定

をする機関がありまして、最終的には、そちら

のほうで認定をするということになります。

【堤委員】その認定機関は韓国にあるというの

はわかりますけれども、どういったことで認定

を受けられるのかというのはわかりませんか。

何か条件とかがあるのでしょうか。

【佐々野国際観光振興室長】済州オルレという

のが基本的にはウオーキングといいますか、ハ

イキングに適したコースということを認定する

ことになっておりまして、例えば、海岸線、山

とか、そういった自然を感じられるようなコー

スということで、一次選定、二次選定を踏まえ

て、最終的に、先ほど申しました認定機関のほ

うで認定をするという形になっております。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 次に、議案外所管事務一般
について、ご質問はありませんか。

【小林委員】午前中からもいろいろご指摘もあ

っておりますけれども、新型コロナウイルスの

感染を防止するためのさまざまな対策が講じら

れております。新聞報道でもわかるように、一

時的であるにせよ中国あるいは韓国等々の入国

が制限をされていると、こんな状態になってま

いりまして、本県の観光にとりまして、中国あ

るいは韓国、こういうお客様は大変大事な、い

わゆる貢献度を考えてまいりますと、相当高い

と思うわけです。そういうところの流れから、

一体長崎県の経済あるいは観光業界にどれだけ

の影響が生じているかということは、とても県

民の関心の高いところであると思いますし、ま
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た我々も承知をしておかなければならないと思

っています。今、流れを見ておりますと、例え

ば、国際定期航空路線がいよいよ欠航に追いや

られているという状況、あるいは一番頼りにす

るところのクルーズ船が欠航というか、キャン

セルが相次いでいるというような状態でござい

ます。

そこでお尋ねをしますが、上海線あるいは香

港線、クルーズ船の今のキャンセルの状況、こ

れが大体どの程度になっているのかということ、

それから後でいいのですが、これはコロナウイ

ルスとは直接関係がないかもしれないが、去年

の 3月から、ソウル線がずっと休航しておりま
す。私は、この影響もかなりあるものではなか

ろうかと思っております。したがいまして、コ

ロナウイルスで、上海線と香港線、またクルー

ズ船の現状、どういうふうになっているのかと、

そこのところからまずご答弁をいただき、そこ

から影響額がどの程度と考えられるのかについ

ても、お尋ねをしたいと思います。

【佐々野国際観光振興室長】新型コロナウイル

スの影響に伴う定期航空路線、クルーズ船の影

響でございますけれども、まず上海線につきま

しては、コロナウイルスの感染拡大を防止する

という観点から、中国のほうで、国外への団体

ツアーを 1 月 27 日から全面的に禁止されたと
いうことがありまして、これを受けて、上海線

を運航しております中国東方航空のほうで、2
月 7日から 4月 27日までの 35便の欠航を決定
されております。それから、香港線につきまし

ては、3月 5日に政府のほうで、水際対策の抜
本的強化に向けた新たな措置ということで、香

港、マカオを含む中国、それから韓国について、

旅客便の到着空港を成田国際空港と関西国際空

港に限定するという措置がありましたので、こ

れを受けて、香港線についても 3月末までの欠
航が決定をいたしております。ただ、香港線に

つきましては、2 月 20 日から一部の便も欠航
しておりましたので、3 月末までと合わせまし
て、トータルで 14 便の欠航ということになっ
ております。

クルーズ船につきましては、本年、444 隻の
予約が入っておりましたけれども、3月 6日、
先週までに予約取り消しの連絡があったものが

合計で 71回ということになっております。
影響額につきましては、まず上海線でござい

ますけれども、搭乗率それからインバウンド比

率を過去のデータから割り出しをしまして、実

際に 1 便当たりに乗ってくる人数を 58 人ぐら
いということで算定しまして、35 便にこれを
乗じて、大体 2,030人ぐらいが入ってこられる
予定だったんだということで計算をしまして、

これに 1人当たりの観光消費額を乗じて、おお
よそ 1億 2,400万円ぐらいの影響があったので
はないかと考えております。香港線につきまし

ても同じように搭乗率、インバウンド比率、そ

れから実際に見込まれる人数を乗じて、大体

1,932 名、これに同じように観光消費額を乗じ
まして、約 1億 2,500万円ぐらいの影響があっ
たのではないかと考えております。

それから、クルーズ船ですけれども、船によ

って大きさが違いますので、一律に幾らという

ことにはなりませんけれども、過去のデータを

見ますと、1 隻当たり 6,000 万円ぐらいの消費
があるということで、これを 71 回の取り消し
の回数に乗じて、42億6,000万円ぐらいの影響
があるのではないかと考えております。

それから、もう一つ、ソウル線につきまして

は、昨年 3月末から運休をしておりますけれど
も、仮に、このソウル線が運航していたと仮定
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して、3 月一月欠航したと考えますと、先ほど
の上海線、香港線と同じように算定をいたしま

すと、約 1億円ぐらいの影響が出たのではない
かと考えております。

【小林委員】ご答弁を聞いて事の重大さがさら

に広がってくるという受けとめ方をいたしてい

るわけであります。今のご答弁等々については、

ある程度、限定された何月までというふうにな

っておりますけれども、これがさらに拡大をし

ていきますと、その影響額は上積みになってい

くことが考えられます。

今、ご答弁の中にありましたけれども、上海

線についても香港線についても、本来来るべき

観光客というような計算の中で、大体 1 億
2,400 万円とか、トータル合わせて 1 億 5,000
万円とかいうのは、1人 1泊 2日か 2泊 3日ぐ
らいの計算の中でそれだけのものが出るのか、

その点はどうですか。

【佐々野国際観光振興室長】国のほうで観光消

費額というのを出されております。例えば、上

海線でいきますと、1 人当たり 1 泊 2万 3,182
円というのがございます。過去のデータを見ま

すと、大体 2泊ぐらいされているということで、
2泊 3日ぐらいのデータで算出をさせていただ
いております。

【小林委員】そうすると、クルーズ船だけれど

も、これも聞いてびっくりするんだけれども、

トータルで 71回で、6,000万円を掛けて 42億
6,000 万円と、これくらいの影響額が生じると
いうお話でありますが、特に、長崎港と佐世保

港の影響額がどのようになっているのか。今の

計算の中で、この 42 億円の中に、長崎港ある
いは佐世保港の状態が明らかになっているだろ

うと。長崎と佐世保の両港について、どのよう

な動きになっているか、お願いします。

【佐々野国際観光振興室長】 予約取り消しの

71 回の内訳でございますけれども、長崎港が
56回、佐世保港が 15回となっております。そ
れぞれに先ほど申し上げました観光消費額の金

額を乗じまして、長崎港で 33 億 6,000 万円、
佐世保港で 9億円程度の影響があったのではな
いかと考えております。

【小林委員】 長崎港で 33億 6,000万円、ある
いは佐世保港で 9億円とか、こういう状態でご
ざいまして、これも今、71 回ということにな
っているけれども、444 回というようなことを
考えてまいりますと、これは言ってはいけない

ことかもしれないが、キャンセルが 71 回では
終わらないのではなかろうかと、こんなような

ことも考えられますので、長崎、佐世保の港に

ついては、さらに広がる可能性もあるという認

識の中で、改めて、こういう計算をいただいた

ことに対して、しっかり受けとめ、これからど

ういう対策を講じていかなければいけないのか

ということも考えていかなければいけないので

はないかと思います。

それから、ソウル線は、残念ながら、昨年の

3 月からずっと運休をしているということであ
ります。佐賀県のソウル線については 4月から
またオープンすると、こんなようなことも新聞

記事で見ましたけれども、もともと佐賀とソウ

ルの運航については、かなりよい成績を上げて

いると。長崎県よりは佐世保のほうが便数も多

いし、また今回のこういう状況の中にもかかわ

らず、4 月の中旬頃には、これが再開するので
はないかという記事が載っておりまして、佐賀

県のソウル線に対するところの取組、またＬＣ

Ｃの相手の会社との連携が実にうまくいってい

るのではないかと、こういう考え方も持つわけ

です。
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それで、先ほどからお話があっておりますけ

れども、ソウル線の経済波及のいわゆるマイナ

ス面については、どういうような数字になるの

か、そしてこれは 1年間分合わせた数字なのか、
一月の経済の波及効果がどの程度マイナスにな

っているのか、その点についても、コロナウイ

ルスの影響はないんだけれども、当然、長崎県

の我々としても、ソウル便が今のような状況の

中に置かれているということ、これは全く国と

国の問題、そういうところから全てスタートい

たしておりますので、長崎県の対策が遅れてい

ると、しかし、佐賀県は頑張っている、長崎県

も頑張る余地はひょっとしたらあるんじゃない

かと、こんなことを言いながら、1 年もたつ運
休についての全体的なこの 1年間のいわゆる経
済に波及するマイナス論はどういうことを考え

ているか、どのくらいになっているかというこ

とを重ねてお尋ねしたいと思います。

【佐々野国際観光振興室長】先ほど、ソウル線

が仮に運航していた場合ということで、昨年の

3 月の搭乗率をもとに算定させていただいた金
額が、一月分として、およそ 1億円ぐらいとな
りますので、仮に、3月と同じ搭乗率で 1年通
して運航されたとすれば、約 12 億円ぐらいの
影響が出ていたのではないかと思っておりま

す。

ただ、ソウル線につきましては、昨年 3月末
に運休になった後も、韓国の複数の航空会社と

継続して協議を重ねておりましたけれども、コ

ロナウイルスの影響もありまして、今、少し厳

しい状況にあるのかなと考えております。ただ、

こういった状況も見極めながら、引き続き、韓

国の航空会社と協議を重ねていきたいと考えて

おります。

【小林委員】そこで、新年度の予算の中で、そ

ういう予算を計上して対策を講じるというよう

な形でやっていたと思うんですけれども、今回

のコロナウイルスの影響のもとにおいて、予算

がきちんと執行されることができるかと。もう

既に執行したもの、これから未執行で終わるか

もしれないと、こういう流れが当然出てくると

思いますが、おたくの国際線についての影響、

未執行とか、そういうところはどういうふうに

なっているか、お尋ねをします。

【佐々野国際観光振興室長】先ほど、上海線と

香港線が欠航になったとご報告させていただき

ましたけれども、運航しないということになり

ますと、その間の航空会社に対する助成、それ

から団体旅行等で長崎に送客していただける旅

行会社、アウトバウンドの旅行会社、そういっ

たところとのタイアップ、助成金、そこが今後、

執行しないということになりまして、上海線と

ソウル線と合わせまして、およそ 2,900万円ぐ
らいは予算が執行できないということになろう

かと考えております。

あともう一つは、クルーズ船につきましても、

港で歓迎の式典もしくは見送りの式典、それか

らインセンティブといったところもありますの

で、そこが 3月末までのキャンセル分でいきま
すと、約350万円ぐらいの未執行が出ると考え
ております。

もう一つは、2 月 12 日から上海線が増便に
なるということで、そこを見越して、事前に航

空会社、旅行会社と連携をしてプロモーション

を行っておりましたので、ここにつきましては

路線の周知、それから増便の周知という意味で

一定効果はあったと思いますけれども、結果と

して運航に至らなかったということで、直接的

な効果にはつながっていないと考えておりま

す。
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【小林委員】上海線が 2月 12日から週 3便に
なるということで大変期待が持たれておりまし

た。上海線は本来ならば、浦文化観光国際部政

策監のところで、もっと早く週 3便の体制とか、
観光客は相当来るぞと、この間も一般質問の中

で、かなり力強い人数と、それから波及効果ま

できちっと言っておった。これが今のような状

況になってしまって、あなたの答弁がきちんと

活かされなかったというようなことで、残念で

あります。

それで、予算の未執行につきましては、今ご

答弁のとおりでありまして、上海線について、

その予算がどのような活躍で、いい結果につな

がるかと、こんなことも期待をしておったわけ

でありますけれども、この辺のところは、何せ

コロナウイルスのこういう感染の状況がおさま

らないと、その先は考えることはできないとい

うようなことになろうかと思いますので、この

間をどうやって中国の関係者、またソウルとの

関係者、そしてクルーズとの関係者、こういう

方々と連携を密にしながら、今後とも継続して

長崎県に立ち寄っていただくような状況をしっ

かり考えていかなければいけないのではないか

と考えますので、今こういう時期で何とも言え

ないが、しかし、何もしないというわけにはい

かないと思います。むしろ、こういう時期に、

いろいろとかねてから対策が遅れているところ、

また再開した時に、こんなことをやっていくぞ

と、こんな希望につながるような取組をぜひと

も相手の会社等々関係者の皆様方と意見の交換

をしながら、晴れて、マイナス部分がこれだけ

プラスになったと、こう言えるようなひとつお

願いをしておきたいと思いますので、ぜひとも

取組をお願いしておきたいと思います。

それから、観光振興課長、新型コロナの感染

によって、業界が実に困っていると。昨日も関

係者から聞きまして、本当にみんな困っている。

キャンセルが相次いでいるということで、それ

は旅館とかホテルだけではないわけで、会合を

主としてなりわいを求めておられるところが大

変な状況になっているわけです。現在、長崎県

にどんな影響があるのかと、これもひとつ我々

も今、国際線、クルーズ船等々の状況を聞かせ

ていただきましたが、いわゆる人呼んで栄える

まち長崎が、まさに今、大変な状況になってい

る。どういういわゆるマイナス分として、影響

額として挙げられるのか、この辺のところをひ

とつご答弁いただきたいと思います。

【佐古観光振興課長】まず、宿泊のキャンセル

ですけれども、本会議でも文化観光国際部長か

らご答弁申し上げたとおり、2 月末時点で、県
の観光連盟の会員でございます宿泊施設 115施
設に聞き取りを行いまして、その結果として、

その時点で判明しているキャンセル数、今後の

ものも含みますけれども、約 7万人泊、延べ 7
万人という数字でございました。これをもとに

平成 30 年の観光統計上の観光消費単価ですと
か、幾つかのデータを使いながら影響額を試算

いたしますと、約 17 億 6,000 万円という数字
になろうかと思っております。ただ、これも申

し上げましたように 2月末時点であること、そ
れから県内の宿泊施設全部に照会をかけている

わけではございません、主な施設ということに

なりますので、またその後、3 月に入りまして
からのキャンセル等を勘案すれば、これ以上の

非常に厳しい状況になっているものと認識はし

ております。

【小林委員】今の内容について、もう一度申し

上げて終わりたいと思いますけれども、要する

に、キャンセルの影響がどのくらいになってい
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るかというと、今のご答弁で、現時点で 17 億
6,200 万円、こんな大きな金額になっているん
ですか。これは正直言って、そんな話をするわ

けにはいかないんだろうけれども、17億 6,200
万円ぐらいで済まないという感じがしますね。

7 万人という数字がどれくらいの数字かとい
うのがよく理解ができないわけです。例えば、

長崎県に宿泊客はどれくらい来ているかと、こ

の 7万人というのは、どれくらいの規模のキャ
ンセルにつながっているのかと。例えば、1 年
の何カ月分だとか、全体の何割ぐらいとか。こ

れは当然、7 万人というのは、これからもう少
し拡大をする可能性としては高いということで

ございますが、現時点における 7万人というの
は、大体全体のどんな状況に置かれているかと、

そこだけを聞いて、質問を終わりたいと思いま

す。

【佐古観光振興課長】 平成 30年の本県の延べ
宿泊者数が836万人でございます。これを単純
に 12月で割りますと約 70万人程度になります
ので、7 万人と申しますと、1 月の 1 割、ただ、
それでとどまっている状況ではないというのは

先ほど申し上げたとおりで、これからも拡大し

ていく懸念というのは、十分私どもとしても持

っております。

【小林委員】 ありがとうございました。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【前田委員】引き続き、コロナウイルスの影響

について質問しますが、今、インバウンドのほ

うの数字も、かなり大きな数字としてご報告が

ありましたけれども、国内のほうも多分、影響

が出ていると思うので、国内とインバウンド、

それから観光産業は裾野が広いわけですから、

それぞれの業種ごとの影響とかをわかる範囲で

教えていただきたいのと、先ほど、小林委員か

らもご指摘があっておりましたが、各業界との、

今困ったというか、意見交換等をされている中

で、どういう課題があって、どういう対応を考

えているのか、まず総括的にご答弁をいただき

たいと思います。

【佐古観光振興課長】 先ほど、7万人というキ
ャンセルの数字をご紹介いたしましたけれども、

このうち国内客が75％を占めております。今、
全国的に、人が多く集まるところに行くことを

避けるという状況にございますので、国内客に

ついても非常に大きな影響を受けていると考え

ております。

それから、各事業者の皆様の声も、現時点で

私どもが照会をいたしましたのは、キャンセル

の数がどの程度出ているかというのがメーンで

ございましたので、修学旅行も含めてキャンセ

ルが出てきていると、それから今後も出てくる、

そういう危機感を非常に強く持たれているとい

うのは認識をしております。

それから、これは窓口が産業労働部にはなり

ますけれども、こういった影響が原因で資金繰

りの部分とかに影響が出てきて、経営によくな

いインパクトを与えているという話も聞いてお

ります。

【山口(経)委員長】 影響業種を尋ねておられま
す。

【佐古観光振興課長】宿泊施設以外の状況につ

きましては、申しわけございませんけれども、

観光振興課としては把握ができていないのが現

状でございます。

今後につきましてのお話ですけれども、当面

の分は、先ほど申し上げました資金繰りの部分、

そういった経営の部分を支えていくというのが

まず一義的なものかと思っております。私ども

としましては、この事態が終息をしていくその
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タイミングをうまく見極めながら、集中的なプ

ロモーションを講じて、長崎県にすぐお客様を

復活できるような取組は進めてまいりたいと考

えております。

【前田委員】全般的な説明を求めたわけですけ

れども、今のような答弁しか出ないということ

は、危機意識というか、そういう面でいけば、

情報の収集、現状の状況の把握というのが遅れ

ているのかなという気がしますけれども、それ

は県だけということではなくて、各市町も含め

ての話なので、もう少しそこは組織固めて情報

収集を早急にやることが大事だと思うのと、さ

っき話したように、観光産業は裾野が広いです

から、言えば切りなく、いろんな経済的な打撃

の状況というのは見えてくるわけですよね。そ

こに対しては、やっぱりいち早くそれぞれ対策

を打っていかないと、今後のことを含めた時に、

取りかえしがつかない状況になろうかと思うん

ですが、そういった認識とか、今後の取組につ

いては、総括的に文化観光国際部長から答弁を

いただいて、一旦、私はそこで質問を終えよう

と思っています。

【中﨑文化観光国際部長】先ほど観光振興課長

が答弁しましたとおり、終息の時期に向けてと

いうプロモーション等の事業もございますけれ

ども、それまでに係るいろんな事業者のお悩み

であったり、その間に対する資金繰りに対する

支援だったりという声は、しっかり私どもも受

けとめていかなければいけないと思っています。

施策としては産業労働部かもしれませんけれど

も、我々、宿泊事業者と日々接しているわけで

すから、そこは十分に聞き取って、我々ができ

ること、あるいは産業労働部につないでいくと

いうこともしっかりやっていかなければいけな

いと思っています。今週、観光連盟の理事会が

ございます。本来であれば決算等の説明でござ

いますけれども、観光連盟の宮脇会長とも相談

して、今はそういった事業の説明ではないだろ

うと。ちょうど連盟の理事会には理事の皆さん、

観光協会の方、宿泊事業者の代表の方、交通事

業者の方、そういったさまざまな業界の団体の

方がおられるので、そこはしっかり意見交換を

する時間にしようということにしております。

そういった地域の生の声を拾い上げて、また

我々として、あるいは県全体として何ができる

かということをこれからしっかり取り組んでま

いりたいと思っております。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【山本(啓)委員】 同じように私のほうからも、

コロナウイルスの状況について、観光関係の質

問をしていきたいと思います。

7万人、75％が国内ということでしたね。そ
れで、今、総括的な話があったんですけれども、

例えば、観光関係で一番というと宿泊とすぐ私

は思いつくんですけれども、宿泊業者の方々も、

今、産業労働部のほうで取り組んでいる国の支

援、資金繰り等々、4号と5号とあります。それ
は前年月から続けて何％減とか、そういった部

分を参考に資金の提供を受けるという流れです

から、皆さんも当然、各地域のお宿さんの前年

同月何％減とか、予約のキャンセル状況から、

今後、3月はどうだ、4月はどうだと、そういっ
た部分の聞き取りも幾らかあろうかと思います

が、平均的な話というのがまだできるまでなけ

れば、例えば、どういったお宿であれば何％減

だとか、そういったものが何か説明できるもの

があれば、具体的な説明を求めたいと思います。

【佐古観光振興課長】これは例年のことでござ

いますけれども、県内の主要155宿泊施設に対
して、前年比の数字というのは恒常的に拾って
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おります。今回は、時期的にそこの数字の集約

まではまだ至っておりません。ですから、全体

的なお話がちょっと厳しいのですが、最近お伺

いした情報としまして、大手の宿泊予約サイト

の事業者にお聞きしたところ、長崎県内の宿泊

施設の予約の状況が、3月で前年比20％減で、4
月で49％減といった数字をいただいておりま
すので、これは状況的には、あらわしている数

字かなと認識をしております。

【山本(啓)委員】 今後、それらが精査されて、

観光連盟の話もございましたので、より具体的

な数字として出てきて、そしてそれらに対応し

ていくという流れになろうかと思いますけれど

も、もう少し掘り下げていきたいと思うんです。

例えば、そういったお宿と連携して、貸切バス

等々を展開されている事業者もありますね。

我々は、こういう状態というのは確かに昨年の

7月、対馬で経験しています。急な展開で、ど
ういった事業者が困って、どういった人材が雇

用から離れていくのかというところを確認しま

した。そういった観点でいえば、貸切バスまた

はツアーの数、国内旅行においても、何社で、

何名といったところが大きな数字として出てき

たと思うんですけれども、今回のコロナウイル

スの影響において、そういった部分については、

何か情報はありませんか。

【佐古観光振興課長】ツアーの情報につきまし

ては、修学旅行の関係は、大手の幾つかの事業

者に聞き取っておりますけれども、貸切バスの

情報とか、全般的に観光に関連します事業者の

状況というのは、現状把握ができていないとい

うことでございます。申しわけございません。

【佐々野国際観光振興室長】貸切バスのお話が

ありましたけれども、クルーズ船で県内を周遊

していただく時に、当然、貸切バスということ

になるんですけれども、クルーズで貸切バスを

利用されている事業者にお尋ねすると、クルー

ズが入ってきていないということで、大幅に売

上が減少しているということで、そういった相

談をお受けする機会がありますので、その際に

は、今、県の資金支援の相談窓口をご紹介させ

ていただいておりますけれども、貸切バスにお

いても、同じように影響が大きく広がっている

という状況でございます。

【山本(啓)委員】 地元に帰れば、お宿の方とや
りとりをすると、明確に、前年同月何十％減と、

3月はそうだけれども、4月にいけば70％までい
くんじゃないかとか、その後も考えると非常に

恐怖だというような声が上がります。さらには、

旅行関係という形でいえば、今の貸切バスとか、

またレンタカー、タクシー、そういった方々に

対しても当然影響が出ていると。今やりとりを

させていただくと、あまり数字について把握を

されていない。全国的な統計でも、一般社団法

人全国旅行業協会資料という形でネットで拾え

ば、何十社、何百何十社、何万人、何十何万人

のキャンセルが出ているとか、そういった数字

が出ていますよね。そういったものから我々が

それを長崎県に落とし込むというのは少し大き

なものがあるので、ぜひ地元にしっかりとした

度数を合わせて数字を把握した上で、対策を打

っていかなければならない。

国は3月5日に、総理を議長にする未来投資会
議というものを開かれていまして、その中で、

今回のコロナウイルス対策はもとより、今後、

その感染拡大防止に全力を挙げる一方、終息後

にはということの展開まで今やろうとしていま

す。今、まずは防止対策をしなければならない。

しかし、その後は、すぐ取り戻す作業をやらな

ければいけないと思うんです。その時に、そう
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いった関係者の方々が体力がない状態というの

は非常に危機的状況であろうかと思います。ぜ

ひ、具体的な数字の把握、そしてそれらに対す

る対策をしていただきたいと思うんですが、ご

答弁いただけますか。

【中﨑文化観光国際部長】すみません、今ご指

摘の把握のところは、急ぎたいと思っておりま

す。まずは、先ほど申しましたとおり、感染症

の防止対策というのがございまして、いろんな

関係者にいわゆる危機意識の周知徹底であった

り、情報提供というところに注力しておりまし

た。ただ、今、委員からご指摘あったようにそ

れはそれとして一方ではと、いわゆる先を見据

えた対策も必要ではないかというようなことで

ございます。そういうことであれば、まず実態

なり、そういった事業者の声も必要だと思って

います。これはうちの部局だけではなくて、例

えば、交通事業者であれば企画振興部であった

り、あるいはそういった支援の窓口であれば産

業労働部であったり、そこは、県庁横断的にし

っかりと情報を把握しながら、効果ある施策の

組み立てに向けて、関係部局連携していかなけ

ればいけないと思っていますので、そういうこ

とを肝に銘じて、しっかり取り組んでまいりた

いと思っています。

【山本(啓)委員】 資金繰り、経営支援等々は産
業労働部のほうで国からのもの、また保証協会、

銀行、ここでやられると思うんですけれども、

今やりとりしている具体的な観光業に対する影

響の数値、現状を把握するという作業は、直ち

にされるということでしたけれども、それは文

化観光国際部で行われるものなんですか。そう

いったことで今後やっていくということですか。

【中﨑文化観光国際部長】すみません、そこを

具体的に産業労働部とまだ話しておりません。

多分、向こうのネットワークであったり、いろ

んな情報がありますので、できるだけそこは効

率的にやりたいと思っています。今後、しっか

り相談をしてまいりたいと思っています。

【山本(啓)委員】ぜひ、今のやりとりのように、
防止の部分と現状を把握する部分、これからそ

れを巻き返していく部分と、いろいろとやるこ

とが段取りがあると思いますけれども、それら

が持ち場、持ち場で的確にやるべき人がやって

いくというところで、全庁的な横断的な取組を

指揮する形をやっていただきたいということを

要望して、終わります。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【大久保委員】新型コロナの関係で、いろいろ

県内の観光面でも随分マイナス面が出ていると

いうことでありましたけれども、物産の関係で

言うと、物産は非常に幅広いのでありますけれ

ども、やはり新型コロナの関係で、特に、物産

の販売とか、あるいは販路拡大、そういったと

ころに支障を来しているということが今の時点

で何かわかっておられたら、教えていただきた

いと思います。

【宮本物産ブランド推進課長】新型コロナウイ

ルス感染症による物産関係の影響についてでご

ざいます。国内の関係でいきますと、食のＰＲ

事業をいろいろ展開している関係で、長崎フェ

アの規模縮小というのが聞こえてきております。

また、バイヤー等の産地招聘の中止であります

とか、今、長崎フェア等々の中で、マネキンさ

んを立ててプロモーション事業を行っているの

ですが、年間を上げて600回程度なのですが、
そういうものが66回の中止となっております。
あと、個別商談会の中止でございますとか、先

般、2月26日から日本橋三越長崎フェアを開催
したのですが、売上が20％減と見込まれている
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と聞いております。あと、日本橋長崎館でござ

いますけれども、今、4周年記念のイベントを
ずっとやっているところでございますが、来館

者数に関しましては対前年比85％ということ
で、25％の減と聞いております。今、営業時間
の縮小ということで、7日間、15日までではあ
りますが、営業時間も2時間程度縮小して営業
しているところでございます。

海外につきましては、輸出の関係でございま

すが、香港のイオンのフェアを開催しましたけ

れども、そこでも試食等ができないというよう

な状況がございます。あと、シンガポール、タ

イからのバイヤーさんの招聘が延期になったり、

中止したりということで、新型コロナウイルス

関係だけではなく、今年1年間、韓国での不買
運動でございますとか、香港のデモ、中国のコ

ロナウイルスの今回の件とかで、たび重なるい

ろいろ海外の事情がございまして、今年度の輸

出額への影響は非常に大きいのではないかと考

えておりますが、まだ詳細な実績はつかんでお

りませんので、でき次第、ご報告をさしあげた

いと考えております。

【大久保委員】何もかもマイナスのご報告でし

た。それで、コロナに関しては、きちっと国、

県、それぞれ各機関が総力で終息に向かってい

くと、我々もそれを願うばかりでありますし、

損失した分をどうやって取り戻すか、経済を立

て直すかということにもなってこようかと思い

ます。特に、今回の議会というのは、新年度の

予算ということで、さあ、これから事業をやる

ぞという時でしたので、非常にそこらあたりが

心配材料がありながらも、しかし、淡々と県の

政策は実行して、盛り上げていかなければいけ

ないと思います。

そこで、通告しておりました質問をさせてい

ただきたいと思いますけれども、今、目の前に

新幹線の工事は着々と進んでおりまして、令和

4年には開業ということであります。そこで、
駅の周辺の再開発も重要になってくる、そのこ

とがいわゆる観光面で、あるいは物産を拡大す

るという面でも大きな一つの要素になろうかと

思うんです。

そこで、長崎県交通産業ビル、それで物産ブ

ランド推進課もワンフロアを区分所有で持って

おりますけれども、今現在、ビルの状況とか、

教えていただければと思います。

【宮本物産ブランド推進課長】駅前の交通産業

ビルの2階の部分を当課が区分所有をしており
ます。当課が区分所有しているものが7団体入
っております。貿易公社でありますとか、県の

物産振興協会というものが入っておりまして、

現状でございますが、長崎県物産振興協会に関

しましては、物産館という物販部門を持ってお

りますので、そちらのほうが交通局の移転の方

針を受けて、交通産業ビル全体の管理組合から

説明を受けて、当課が区分所有している2階部
分の7団体に新幹線開業に伴う交通局の移転の
方針というものをお伝えして、許可の申請期限

を今、お伝えしているところでございます。そ

れで、今、令和4年度末にはということがござ
いましたけれども、長崎県の対面販売を擁して

いる物産館を有する物産振興協会の移転に関し

ては、県としても特に重要な課題と考えて、協

会内に昨年度、検討委員会をつくって、その移

転についても協議を行ってきているところでご

ざいます。

【大久保委員】 このビルの2階に、物産ブラン
ド推進課が所有をしているところに7団体があ
って、今、物産ブランド推進課長の説明に、物

産館を所有している物産振興協会、実は、この
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中には中﨑文化観光国際部長それから宮本物産

ブランド推進課長も理事として入っておられま

す。いわば、まさに県の政策を実行する上でエ

ンジン的な存在なのかなと私なりに思っている

んですけれども、長崎県物産振興協会の最近の

業績、実績といいますか、経年的なものがわか

れば教えていただきたいと思います。

【宮本物産ブランド推進課長】一般社団法人長

崎県物産振興協会でございますが、今、会員数

が593名ということで、たくさんの会員の中で
運営しているものでございます。主な事業とい

たしましては、物産展とか見本市の開催という

ものと、先ほど申し上げたように、店頭での物

産館での販売、それと中元、お歳暮等のギフト

の販売と、あとインターネット販売というもの

がございます。平成28年度の総取扱高といたし
ましては約20億円、平成29年度が約19億円、平
成30年度が約19億円というふうに、基本的には、
大体19億円から20億円の間で推移しているよ
うでございます。

先ほど、物産振興協会にもコロナウイルスの

関係を確認いたしましたけれども、本年度、2
月に入ってから、特に、首都圏、関西圏での長

崎フェア、物産展が中止になったり、規模を縮

小したりという影響がございまして、そこが少

し落ちてくるのではないかという見込みの連絡

を受けているところでございます。特に、2月、
3月というのは中止ということなのですが、来
年度の物産展の4月、5月が軒並みもうやらない
という方向が決まっているところも多うござい

まして、コロナウイルスの影響が心配されると

ころでございます。

物産館の店頭では今、約5,000品目、2万点と
いうような商品を扱っている状況でございます。

【大久保委員】一生懸命頑張られていますけれ

ども、物産展、見本市、物産館、それから即売

催事、実績が横ばいということであります。で

すから、今後、長崎県のブランド化を推進して

販路を拡大していこうと思えば、何か大きなき

っかけが要るかなと思います。そういう中で、

駅の開発、新幹線開業というのはやっぱり大き

なポイントになるのではないかと思っています。

そういう中で、先ほどありましたように、ビル

の中で非常に重要な役割をしているので、この

ビル自体がどうなるのかというところが非常に

大きな鍵を握っているのかなと思うんです。

そういう中で、先般、長崎新聞にも長崎市中

心部の交通結節等検討会議の状況が記事になり

ましたけれども、ここらあたりを含めて、今後、

今のビル、それから物産振興協会がどのように

ハード的に動いていくのかというあたりの見込

みを教えていただければと思います。

【宮本物産ブランド推進課長】委員がおっしゃ

るように、駅前の開発について、現時点では、

交通局が移転するという方針を受けて、物産館

及び7団体も出て、使用許可を数年後にはとい
う期限を切ってお話をしていたところなんです

けれども、今、土木部が所管しておりますが、

長崎市中心部の交通結節等検討会議というもの

が開催されて、委員もその記事をお読みになっ

てのご発言だと考えております。それで、確認

をいたしましたところ、その会議自体が、今度

第3回目の検討会議を開催して、交通結節の基
本的な方向性や実施すべき対応策を取りまとめ

るとお聞きしておりますので、これを取りまと

めて、管理組合なり、そういうところからご連

絡があり、うちのほうもその7団体の区分所有
者にご連絡するというような運びになろうかと

思います。

いずれにしても、この取りまとめから、具体
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的な対応策が決まった後に、整備スケジュール

とかということについては、完成の時期とか、

まだわからない部分がたくさんございますので、

すぐすぐにというわけにはいきませんけれども、

今後とも、情報共有に努めて、物産館、物産振

興協会にも、わかる情報をお伝えして、支援策

を考えてまいりたいと考えております。

【大久保委員】新聞の記事では、ターミナルが、

当初計画していた新駅北側の案というのは白紙

に戻すということで、正直、私は個人的にほっ

として、そしてこの記事で言うところの検討会

議の内容は、今のところにきちっと建て替えて、

そしてデッキで駅等をつなぐ。そうすれば、こ

のビル自体も新しく生まれ変わって、その中に

入る物産もろもろの機関もまた活性化するので

はないかと期待したわけであります。

交通結節等検討会議の今後の議論の行方次第

ということでありますけれども、今、物産ブラ

ンド推進課長からありましたように、これはど

うしても土木部主体というか、平田副知事がト

ップで、県の土木部都市政策課、それから、交

通関係者、あと有識者ということで大学の先生

も入っておりますが、この中に物産とか観光の

方が入っておられないので、この検討会議にな

かなか皆さん方の思いというのが反映しにくい

のかなと私たちは正直思っておりまして、そこ

らあたりはどんなでしょうか。何かする方法が

ありますか。

【中﨑文化観光国際部長】今、駅前の再開発で

の動きは、委員ご指摘のとおりでございます。

確かに我々、その委員会には入っておりませ

んけれども、今の物産館の問題も含めて、今後

のまちづくりの中に観光分野あるいは物産分野

という、果たす役割は非常に大きいと思ってい

ます。それで、土木部あるいは企画振興部とも

話をしまして、しっかりそこは情報共有しよう

ということで、定例的に今、土木部参事監等に

も入っていただいて意見交換をさせていただい

ております。その時に、今の動きの図面である

とか、あるいは土木部、企画振興部の情報提供

を受けた中で、我々の部としては、こんなこと

をしていただけるとありがたいと、そういう中

に、今の物産館、もし今の再開発どおりになれ

ば、よそに行くことなく、持ち分所有という形

でそこの権利が担保されます。そして、今、食

の魅力という中では、物産振興協会の果たす役

割も大きいと思っています。そういった場所で

観光客の皆様に物産の魅力を提供できるという

ようなことは我々も非常にありがたいので、そ

ういったお話も土木部のほうにもお伝えしてお

ります。しっかりそこは意見交換しながら、連

携してまいりたいと思っております。

【大久保委員】文化観光国際部長また物産ブ

ランド推進課長から力強いお言葉もいただきま

したので、ぜひ連携をしていただいて、我々も

長崎県の物産をしっかり振興するという立場で

応援をさせていただきますので、頑張っていた

だきたいと思います。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。

【麻生委員】 2点ほどお尋ねをしたいんですけ
れども、1つは、アジア・国際戦略がありまし
たけれども、この中で、台湾との関係について、

今後伸ばしていこうということで言われており

ました。長崎は、総領事もあって、中国との関

係が密接な状況にありますけれども、これに関

して、もちろん台湾は熊本、鹿児島とか直行便

が結構あっておりますけれども、台湾について

はものすごく親日家が多いということもありま

すけれども、今後、この分野については、どの

程度力を入れていかれるのか、目標とかがあり
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ましたら教えていただきたいと思っています。

【佐々野国際観光振興室長】台湾線につきまし

ては、昨年6月から10月まで、連続チャーター
ということで実現しておりまして、引き続き、

その後も運航していただいた航空会社、旅行会

社と協議を行っておりまして、来年度の予算に

つきましても、台湾線の誘致と運航に係る費用

ということで今回、予算を計上させていただい

ておりまして、長崎空港における具体的な課題

等について、できれば今年の夏ぐらいを目標に、

連続チャーターもしくは定期ということで実現

できればということで今、協議を行っておりま

す。ただ、先ほどから、コロナウイルスの影響

がありますけれども、実をいいますと、運航し

ていただく予定の航空会社が3月末に就航予定
をしていた新潟の便が、2カ月ほど就航が遅れ
るという情報もありますので、コロナの影響に

よっては、少し時期が遅れる可能性はあるかと

思いますけれども、できるだけ早い段階で実現

できるように、引き続き協議を行ってまいりた

いと考えております。

【麻生委員】中国との関係ですけれども、これ

についての配慮といいますか、前、田中議長の

時、田中愛国議長が、なかなか中国の状況もあ

って、配慮して、台湾の関係についての訪問が

できなかったとか、これを言ってもなかなか正

式に会ってもらえなかったとかいう話をされて

おった時期があったんですけれども、県として

も、台湾という一つの大きな集客をとることが

できる、また親日家も多いということで、そこ

にかじを切ったということで考えていいわけで

すね。

【佐々野国際観光振興室長】今回の台湾からの

連続チャーターもしくは定期化につきましては、

運航する航空会社は民間の事業者でございます

ので、民間との間での取組というのは、これま

でも観光連盟による台湾でのセールスといった

形で行っておりますので、今回、台湾の航空会

社を誘致するということで、大きく何か県の考

え方が変わったということではないと考えてお

ります。

【麻生委員】 そういうことであれば、ぜひ、イ

ンバウンドもありますけれども、アウトバウン

ドの関係で、県内から多くの方が台湾に行って

もらって、友好状況ができればいいと思います。

長崎市内でも台湾料理をやっている関係もあり

ますし、ぜひお願いしたいと思います。

次いで、世界遺産関係についてお尋ねをした

いと思うんですけれども、軍艦島の件で、この

所管は長崎市がやっている状況ですけれども、

ご存じのとおり、軍艦島が昨年の台風で5カ月
間上陸できなかったということで、今日、新聞

に掲載されておりましたように、県と市が協議

をして、いち早く取り組まなくてはいけないと

いうことで、相当の観光業界、また運航業界の

の皆さんで話をしながら、なかなか取りまとめ

ができなかった関係もあるので、一概には言え

ないんですけれども、その前に、県が世界遺産

関係の文化庁と話をした時に、軍艦島の補修の

あり方について、早期にやる案を出していたの

に、それがなかなか実行できなかったというこ

とで、今後は、市が対策をとるということで、

壊れやすい一体型の手すりを取り外し式にする

とか、石が飛散してくるのを防ぐネットを張る

など言っておりますけれども、今回の問題につ

いて、県として、どこまで掌握をされておった

のか、長崎市とどういう協議をしながら、そし

て文化庁との関係もつないでいってもらったの

か、その点を教えてもらえませんか。

【桒原世界遺産課長】 昨年度、約4カ月の長期
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上陸禁止という経験がございました。観光客を

受け入れる見学施設、通路や、転落防止柵、そ

して今回はクルーズ船をつける桟橋の船とのク

ッションになっている防舷材が被害を受けたこ

とで、大変大きな影響が出たわけでございます。

去年の長期上陸禁止を受けまして、所有者の長

崎市は観光部署が所管をしておりますけれども、

私どもも、世界遺産の公開という点から、その

改善、要は、復旧工事の短縮を目指す必要性を

感じておりまして、国も同様に、「産業革命遺

産」の所管は国の内閣官房でございますが、そ

れから国土交通省と、災害復旧事業の活用を想

定した協議、それから手続の迅速化について申

し合わせをしたところでございました。また、

取り替えのための部材などをあらかじめストッ

クするといったような策もとっていたのですけ

れども、今回の台風の影響は、先ほど申し上げ

たとおり、想定をはるかに超えておりまして、

台船が必要な状況でもございました。

県といたしましては、長期化しないように、

市からは被害状況の把握、設計、関係者との調

整や、入札の手続などに時間を要するというこ

とは随時聞いておりましたけれども、例えば、

台風のたびに事後的に復旧を行うということで

はなく、今回、麻生委員からもありましたけれ

ども、あらかじめ台風の進路は予想できますの

で、台風の通過前に取り外しをする方式ででき

ないのか、こういった提案をいたしながら、今

後のことも含めて、やりとりをしてきたところ

でございます。

まだ瓦れきなどが見学通路などに来てしまっ

て、それを取り除くといった作業も出ますので、

瓦れきの飛散防止につきましては文化庁の補助

金の対象になるということですので、来年度は、

目立ちにくいネットを張るなどの対策を講じて

いけるようにやっております。

世界遺産の価値となっている遺構につきまし

ては、今回、幸いにも台風による被害はなかっ

たのですが、当課といたしましては、昨年度は

4カ月、今年度は5カ月と2年続けて上陸禁止が
長期化したことの影響を重く受けとめておりま

すので、改善されるように、今後も国それから

長崎市と調整それから協議がスムーズにいくよ

うに、しっかり取り組んでまいりたいと考えて

おります。

【麻生委員】 この前から話を聞くと、通常は

30万人が上陸をするということですけれども、
この5カ月間で9万人以上が上陸されなかった
と。あわせて、軍艦島というのは前泊をしない

となかなか行けない状況ですので、宿泊も相当

落ちているということで、旅館業界の皆さんか

らも声が上がっておりますことは、ご存じのと

おりだと思います。ぜひ、今日の新聞に書いて

ありましたけれども、この世界遺産にかかわっ

た、内閣官房の加藤女史も、改めてこういう事

前の打ち合わせをしていたのに遅れたことにつ

いての厳しいご指摘もあっていました。また、

運航会社の関係の皆さんも、それなりに投資を

されておりますけれども、これだけタイミング

を逃すと、コロナの関係もあるかもしれません

けれども、観光シーズンに動かせない、上陸で

きないということについては、極力、一回の経

験を、台風からの影響を事前に予定して対策を

とりながら、しっかり指導していくということ

をお願いしたいと思っているんです。市も入札

の不落によって1カ月2カ月延びたということ
で、聞けば台船の設置が遅れたのも、イセエビ

関係の漁との関係もあって、なかなか出せない

んですよと。また、潮の関係など、限られた日

数の中でやらなくてはいけないということで聞
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いているんですけれども、これはちゃんとした

指導をしてもらいながら、観光業の皆さんの影

響が大きいものですから、しっかりと対策をお

願いしたいと思いますので、いま一度、取組の

決意をお願いしたいと思います。

【桒原世界遺産課長】 端島に関しましては、

日々の風化の状況についての文化財保存の観点

からも、日々苦慮しながら、その対策について

国、長崎市と一緒にやっております。観光客の

受け入れの施設につきましても、所管管理をし

ております長崎市の観光部局も交えまして、国

をはじめ、私ども県、それから長崎市、今ご指

摘のような関係者もたくさんいると思いますの

で、意見交換もしながら、より改善できるよう

に努めてまいりたいと思います。

【麻生委員】世界遺産の軍艦島については、所

管を含めて長崎市ですので、改めて長崎のほう

にもぜひお願いをしたいと思っております。

あわせて、キリスト教関連資産で、五島の関

係について、この前、五島に行く機会があった

ら、九州商船のジェットフォイルも満杯で、な

かなか1月の便がとれなかったこともあったん
ですけれども、今回、クルーズ船、コロナ関係

の影響はあると思いますけれども、昨年から、

キリスト教関連含めて、五島また新上五島町あ

たりに、どの程度集客できたのか、前年対比、

伸び率含めて、あれば教えていただきたいんで

す。

【山口(経)委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ２時５９分 休憩 ―

― 午後 ２時５９分 再開 ―

【山口(経)委員長】 再開します。
【麻生委員】 例えば、キリスト教関連含めて、

あわせて五島の関係でも、この前、お邪魔した

時に、民泊をつくったり、そういうことで本当

に世界遺産関係ということもあわせて、国境離

島新法の関係もあるのかなと思いましたけれど

も、多くの方が来られているということもあり

ましたので、今後、ぜひこれに関しては、現場

の皆さんの意見と、運送業者関係の九州商船を

含めてフェリー関係の業者の皆さんとも連携し

て取組をしてもらえればと思っているところで

すけれども、今後、県として、キリスト教関連

についてのさらなる取組で、もうちょっと集客

を図っていくんだという施策があるのかどうか、

それについてのお尋ねをしたいと思います。

【佐古観光振興課長】 申しわけございません、

先ほどの五島の観光客の方の動きですけれども、

これは構成資産だけではなくて、五島市内にど

の程度島民以外の方が訪れたかというデータが

ございます。2018年と2019年比べますと、6％
伸びております。ですから、これにつきまして

は世界遺産登録効果、それから特に、首都圏、

全国ネットのテレビ番組でも五島市が非常に取

り上げられたというのもございました。それか

ら、今、取り組んでおります国境離島交付金を

活用した滞在型観光の推進、こういったものが

トータルとして一定の成果に結び付いているも

のと考えております。

それから、世界遺産を活用して今後の誘客で

すけれども、ずっと時期を見ますと、確かに登

録した直後というのは、かなりの数が増えて、

現状で申し上げると、少し落ちつきが出てきて

いるという状況ではございますので、観光セク

ションとしましては、県外の旅行会社に対して、

世界遺産を絡めた旅行商品をつくっていただく

というタイアップもやっておりますし、それか

らウエブ等を通じた情報発信にも取り組んで、

それからもう一つ、新年度に私どもとしてぜひ
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進めたいと思っておりますのが、定点ガイドで

す。現状で申し上げますと、ツアーで来ていた

だくお客さんというのは9割弱ぐらいはガイド
を使っていただいていますけれども、個人の方

がガイドの利用が全体の12％程度にとどまっ
ております。見ていただくだけではなくて、し

っかり全体の世界遺産のストーリーを直接聞い

ていただくというのが満足度の向上、それから

また来たい、あるいは友人、知人を連れてきた

いとか、そういうところにつながると思ってい

ますので、来年度におきましては、定点ガイド

の実証というのをやってみて、個人の方に、ど

ういういい影響があるのか、こういったところ

を見極めたいと思っております。

【麻生委員】 五島については、この前、五島市

長含めて、吉永小百合さんが出た、「椿」とい

う大きなインパクトあるプロモーションを含め

て展開されているので、ああいったものとしっ

かりと一緒になって展開してもらえればと思っ

ていますので、この点、よろしくお願いしたい

と思います。

最後に、国際交流関係のＮＰＴ再検討会議が

今年開催されますね。5月にあると思いますけ
れども、これについて、本会議でも話が出てい

ましたし、私も昨年取り上げて、この流れを、

特に、ＮＰＴ再検討の協議が始まってから50年
という大きな節目でありますし、県としても、

今回こういう事業をされているんですけれども、

県としては、今回何名のそういう関係者を派遣

して取組をしていくのか、具体的な取組の内容

がわかったら教えていただきたいと思います。

【永橋国際課長】 4月の末から5月にかけて開
催されますＮＰＴ運用検討会議は、過去50年の
節目の年ということで、また本会議でもご答弁

させていただきましたとおり、被爆者が高齢化

する中で、75年目の節目の年として県としても
取り組んでいくということで考えております。

今、予算の中では、ＮＰＴ検討会議の中には、

長崎市、被爆者の方々、それと被爆団体、県が

一体となってつくって運用する市民会議の中で

職員派遣をした上で、現地でのいろいろな情報

発信をしていこうと思っております。

内容としましては、フォーラムの開催であり

ましたり、ＮＰＴ運用検討会議に出席されてい

る方々に対して、被爆の現状、核兵器の悲惨さ

を伝えるような取組、それとローマ教皇がご来

県いただきましたので、発信された平和のメッ

セージ等につきまして、そこに来られた方々に

対し被爆の実相を発信していく。それと周辺の

サイドイベント等で参加される多くの方々に発

信をしてまいりたいと思っております。

県のほうもそこに職員として参加するという

ことで、3名分の予算を計上させていただいて
おり、関係団体等と一緒になって現地で情報発

信に努めてまいりたいと考えております。内容

については、今から関係者の皆様と検討を進め

てまいります。

【麻生委員】コロナウイルス関係で規制がかか

らなければいいかなと思っているところですけ

れども、ぜひ長崎の被爆の惨状を訴えてもらう

ということで、あわせて私のほうとしては、も

っとインターネットで発信をしてくださいとい

うことで話をしましたし、予算にも入っていま

すけれども、ぜひ展開をしてもらって、実り多

い成果を上げていただきたいと思いますので、

お願いをして、質問を終わりたいと思います。

【山口(経)委員長】 しばらく休憩します。15時
20分から再開します。

― 午後 ３時 ４分 休憩 ―
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― 午後 ３時１９分 再開 ―

【山口(経)委員長】 再開します。
ほかに質問はありませんか。

【山本(啓)委員】 先ほど、予算の中でも項目と
して上がっております。しかしながら、中身を

少し掘り下げたいために議案外でやらせていた

だきます。

文化芸術ながさきステップアップ事業費とい

うことで新規の扱いになっておりますが、これ

は例年、県展の移動展の開催、そして県内文化

団体の活動支援、この双方をあわせて1つの事
業として取組に新たに加わったと理解をしてお

ります。県内どこにいても良質な芸術に触れら

れる機会を提供し、本県文化芸術による地域づ

くり、ソフトパワーの底上げ、運営体制の確立

を推進というふうに事業の目的があります。

この質問の趣旨は、スポーツ等々の活動に対

して、幾分、若年層や、または幼少期の文化芸

術にアプローチする機会が少ないのかなと。特

に、プロと言われる方々や本物と言われる方々

と触れ合う機会が離島や半島では少し少ないと。

社会資源としても、塾や学ぶ場所というのが少

ないと。しかしながら、少ないながらもあると。

あわせて、県はそういった地域に対して、本物

をとか、オーケストラをとか、技術指導をと、

そういうアプローチをしていただいています。

その上で、もう少しその機会が増えないのかな

と、そういった趣旨で質問をしていきたいと思

いますので、まずは事業の中身を、どういった

趣旨でそこのところを取り組むのか、展開のス

ケジュール等々をお示しください。

【村田文化振興課長】文化芸術ながさきステッ

プアップ事業につきましては、ご指摘のとおり、

2つの事業からなっております。県内文化団体

の活動支援ということで、県内74団体加盟され
ておりますけれども、県で文化団体協議会とい

うものを組織しておりまして、そちらに加盟い

ただいている団体の各地域での活動に対して支

援をさせていただいているというところがまず

1点ございます。加えて、その文化団体協議会
においては、県内の作家の皆さんによる作品展

を県の選抜作家作品展という形で開催している

ところでございます。

もう一点でございますけれども、県の美術展

覧会、いわゆる県展でございまして、これまで

に64回の県展、歴史ある展覧会でございまして、
県内最大の公募展ということで、県内各地から

毎年たくさん応募をいただいて、その中から入

選作品、入賞作品を選ばせていただいています。

それによって文化、美術の振興等に寄与するも

のと考えているところであります。

この美術展覧会については、ご指摘いただき

ましたとおり、長崎だけではなくて、佐世保そ

れから諫早で本展という形で開催をしておりま

すとともに、移動展ということで毎年2カ所、
離島地域と、もう1カ所開催をしております。
来年度については、まだこれから調整をしてい

く形になるんですけれども、概ね秋口に開催す

ることとしております。今年度については、西

海市と五島市において開催をしているところで

ございます。

今、特に、離島地域においては、なかなか機

会が難しいんじゃないかというご指摘がありま

したけれども、この移動展のほかにも、私ども、

美術館とか博物館を持っておりますけれども、

そちらのほうでも移動美術展でありますとか、

あるいは小中学生向けに遠隔授業といったもの

もあわせて開催をしているところでございます。

【山本(啓)委員】 ありがとうございます。
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74団体、文化団体協議会への活動の支援とい
うところの説明がありました。これらに対して

支援を行っているということですが、この団体

の中に、小中高生や小学生になる前の方々、そ

ういった方々が所属をされているかどうかとい

うのは把握されていますか。

【村田文化振興課長】概ねこれは保護者の皆さ

んといいますか、社会人の方々で組織をされて

いる団体ばかりだと思いますので、そういった

小中学生の団体というのは入っておりません。

【山本(啓)委員】 生涯教育という観点で、そう
いった趣味や文化活動を生涯続けられる方も多

数いらっしゃるので、その部分について否定す

るものではありませんが、今お話しいただいた

流れの中で、もちろん教育のほうにもこういっ

た同じような事業があって、当然、離島・半島

地域にとどまらず、県下全域に文化芸術の指導

や本物に触れさせる場面というのをつくってい

ただいていることは理解しているんですけれど

も、ただ、この内容において、遠隔指導とか、

具体的な取組をされていますね。ですから、ぜ

ひそういったものをもっとこの事業の中でボリ

ュームを膨らませていただければありがたいな

と。例えば、吹奏楽等々を小中学生から行うの

は非常にいいと言われていますけれども、そこ

は楽器は非常に高額であったり、またレッスン

を受ける場所というのがさほどなかったり、ま

たは絵画や芸術の分野においても、道具が必要

であったり、陶芸においても、当然そういった

環境が必要になったりと、要するに、その場所

ではなかなかやりにくいものや事柄について、

今回のこの事業の取組の中であれば、少しのま

とまりの中に支援ができるのですから、そこに

支援の形、さらには遠隔の形。遠隔指導という

のは、どういうやり方をやるのか、重ねて質問

したいと思います。

【村田文化振興課長】いわゆるテレビ会議シス

テムを使いまして、美術館や博物館の学芸員が、

まさに遠隔で生徒さんに対して、いろいろと美

術だったり、歴史について教えるという事業で

ございます。

【山本(啓)委員】 そういった形は可能であるな
らば、既に実践をして効果を得ているのであれ

ば、ぜひその部分についても若年層に対しての

指導や実演とか、そういった部分についても活

かしていただきたいと思います。

最後に、こういった取組を、スポーツ等々と

比べるわけではないんですけれども、なかなか

目に見えて多くの方たちがそれに参加するとか

いう場面を見ません。都市部であれば、そうい

った場所があるとか、参加されている、さらに

はその分野で伸ばそうとする周りの方々がいら

っしゃると。離島や半島であれば、賞に入った

時に表彰を受けて、あっ、となるんですけれど

も、やはりそういった表彰を受けるような場面

も多数あればいいのかなと。ぜひ、文化振興の

観点で若年層を育てると、さらには、それらを

育てるように取り組んでいる方々が、そういう

教育やスクールが継続的に運営できるような形

もあわせてその観点からも支援をしていただき

たいと思いますけれども、何か最後、まとめの

言葉をいただければ。

【村田文化振興課長】若年層に対する育成とい

う観点であろうかと思いますけれども、今ご議

論させていただいている文化芸術ながさきステ

ップアップ事業のほかに、この委員会でも先ほ

どご議論ありました「長崎しまの国際芸術祭」

では、中央、海外からプロの方々を招聘して、

地域の小学生、中学生と一緒に学んで、教えて、

ワークショップのような形でやって、その後、



令和２年２月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（３月１０日）

- 112 -

発表会を市民の皆さんの前でご披露するという

取組もしておりますので、そういった部分も含

めて、積極的に対応をしてまいりたいと考えて

おります。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【小林委員】世界遺産について、お尋ねをした

いと思います。世界遺産が登録をされて1年が
過ぎ、やがて1年半になろうという時期を迎え
ております。この1年経過をする中において、
部並びに対象課の皆さん方が非常によく頑張っ

ていただいたということについては、率直に評

価をしたいと思います。

世界文化遺産という形で一昨年の6月頃、県
庁のロビーで現地から流れる放映を見ておりま

した時に、本当に世界から選考委員会の皆様方

が賞賛の声を次々に発せられると。本来、委員

長は、満場一致で決まるから発言は要らないと

言いながらも、次々に各国の選考委員の代表的

な方が、みんな賞賛の声を出されると。あの感

動的なことは、やっぱり脳裏に残って忘れがた

いものであります。

信徒発見150年とか、隠れて一つの信仰をず
っと守り続けるという、これが200年、300年と、
考えられないような長い長い年数を、しっかり

一つの信仰を守られたということ、しかも、教

える人がいない中で、自分たちで守っていくと

いう、こんなドラマは世界にも例を見ないとい

うことで、潜伏キリシタン関連遺産は、永遠に

長崎県の財産として、宝物として継承していか

なければいけないという考え方を持っているわ

けであります。

この1年半ぐらいの取組を見ておりますと、
これが登録をされてから、まず何といっても誘

客、交流人口の拡大といったことに相当な力を

入れてこられ、一定の成果を見ているのではな

いかと思います。2つ目には、保存して活用す
るということ、それから3つ目には、若い方々
を含め、この歴史を継承していかなければいけ

ないということ、それから最も大事な集落の維

持と活用、このようなことを中心として、関係

皆様方がこの1年半、取り組んできていただい
たわけであります。

そういうような観点からお尋ねをしますけれ

ども、観光振興課長、新型コロナウイルス等の

関係抜きに、この世界遺産の集客とか、観光客、

これだけを目当てにして来られた1年間の数字
がわかりますか。後で教えてもらいたいと思い

ます。

それで、世界遺産課長にお尋ねしますが、そ

の保存、活用という言葉が非常に上等に聞こえ

るけれども、現実は生易しくないと思うんです。

この保存するということについては、何だかん

だ言っても相当な年数がたっておりますので、

これを修復しなければならないこと、あるいは

耐震工事をやらなければいけないこと、工事の

内容はたくさんあるのではないかと思うんです。

構成資産の保存をしなければならない件数とか、

個人の所有のものもあれば、市町がしっかり管

理するもの、いろいろあろうかと思うんですけ

れども、総体的にどれくらいの保存をしなけれ

ばならないという時に、その修復あるいは耐震

その他で、トータルどれくらいの箇所になって

いるか、どれくらいの金額になっているか、そ

の辺のところはおわかりでございますか。

【桒原世界遺産課長】「潜伏キリシタン関連遺

産」の構成資産につきましては、国指定の史跡、

国選定の重要文化的景観という集落、それから

国指定の重要文化財、いわゆる建造物等もござ

います。こういった文化財につきましては、そ

れぞれに個別の保存管理計画というものがござ
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いまして、その保存の方針に従って、文化庁の

補助、あるいは県では教育庁の学芸文化課が所

管しておりますが、そこの補助金を使いながら、

適切な保護のための修理を行っているところで

ございます。

特に建造物につきましては、今、委員ご指摘

のとおり、100年以上の年数がたっているもの
がございまして、所有者でありますカトリック

長崎大司教区、いわゆる教会堂になりますけれ

ども、今後、修復予定のものが、ほぼ30年スパ
ンぐらいでの見通しとしまして、約60億円ほど
かかるのではないかと見込んでおります。今お

話にございましたように、修復の方法は、特に、

文化財の場合は、実際に修理をしながら見てい

くという、ある意味、調査そのものというよう

な形になりますので、これはあくまで類似の、

例えば、れんが造りや石造りなど、過去の事例

を参考にしましての積算でございます。この60
億円という数字を参考にいたしまして、先ほど

申し上げました国からの補助金、それから県の

文化財所管からの補助金に加えまして、所有者

の負担軽減のために、私ども世界遺産課のほう

で一般財源、それから基金ということで皆様か

らの寄附を募りまして、上乗せをして補助しな

がら、所有者の方の軽減を図って、修復に取り

組んでいるところでございます。

【小林委員】今の説明で、よく理解をすること

ができました。大体30年間スパンで、60億円ぐ
らい必要だろうと、こういう見通しも既に立て

ていただいているということ、ここのところが

とても大事でした。計画はあるということであ

りましたけれども、トータル的に今のお答えの

とおりだと思います。

ここの国の補助金とか、県の補助金、あるい

は世界遺産課の補助金、いろんな支援の形があ

るけれども、果たして、そこで十分なのかと。

したがって、基金などをつくっていただいて民

間からも寄附をいただくと。要するに、お金を

出していただくということは、それだけ関心が

高まるということにもつながると。無手勝で頑

張れ、頑張れと言うだけは誰だってできる。や

っぱり人間の心理としては、率直に言って、寄

附金を出す、それだけの具体的な行動を起こす

と、それがすなわち世界遺産に対するさらに関

心を高める一つの手だて、それがまさに継承に

つながり、また本当に世界遺産の真なる目的に

県民が立ち上がるということにつながると思い

ますから、基金をこれから大いに広めていただ

くような方策をとっていただいて、この保存の

必要性、そしてそれを活用する必要性。世界文

化遺産は長崎県には2つありますけれども、潜
伏キリシタンの流れは、世界に数ある世界遺産

の中でも、これだけは相当な歴史と重みのある

ものであるという認識の中で、長崎県の大なる

宝として、これを本当に持ち腐れにならないよ

うにひとつやっていただくことを重ねて強調し

ておきたいと思うんです。

それから最後に、集落の維持については、ど

のような形を考えているのかと。集落を維持す

ること、これは人口減少対策の一環になってき

ますけれども、世界遺産を育てた町、そこの地

元の皆さん方が1人1人去っていくような状況
の中で、集落は持ちこたえることができないと

いうことは、極めて残念なことになります。ど

うやって維持するのか、どうやって活性化につ

なげていくのか、この辺のところは基金と同じ

ように大事なところではないかと、保存ととも

に大事なことではないかと思うわけであります

が、その点についての考え方また取組をお尋ね

したいと思います。



令和２年２月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（３月１０日）

- 114 -

【桒原世界遺産課長】「潜伏キリシタン関連遺

産」の構成資産を見ますと、離島・半島に所在

をしている集落がほとんどでございます。そう

いう意味では、世界遺産の保存と集落の活性化、

これはまさに政策的に結びつくべきものである

と思っております。

そうした中で、世界遺産で全てが解決できる

わけではないと思いますけれども、今、委員か

らおっしゃっていただいたような世界遺産のす

ばらしい歴史と文化を育んできた方たちがいる

集落だからこそ取り組めることというのがある

と思っています。そういう意味では、地元の方

たちが取り組んでいるいろんな活動の活発化と

いうことを私どもも支援すべきと思っておりま

して、今年度から、こういった集落の取組に対

して支援をしているところでございます。

なかなか集落の方たちだけでは難しいことが

ございまして、県の職員も、それぞれ地区担当

を決めて現場にも入っておりますし、当然、地

元の市町、それから県外から来られている観光

客の方ですとか、あるいは県外に住んでいて、

応援をしたいと思ってくださる方たち、いわゆ

る関係人口の取り込み、そういった視点で、い

ろんな取組を始めたところでございます。3カ
年計画として、今、地元と一緒になって取り組

んでおりますので、成果が出せるように頑張っ

ていきたいと思います。

【佐古観光振興課長】県内の構成資産への来訪

者数でございますけれども、登録前の1年間が
約51万3,000人、登録後の1年間で約75万9,000
人ということで、登録後に24万人を超える方が
純増をしているという状況でございます。

【小林委員】 ありがとうございました。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【浦川委員】 1つお尋ねしたいんですけれども、

今度、スポーツ振興課が文化観光国際部へ移管

されるということで、昨年のワールドカップの

盛り上がりとかを考えると、スポーツでの交流

人口の拡大とかには今後期待するところですけ

れども、民間の企画ですけれども、2023年に幸
町のほうでスタジアムシティができるという形

で今、進んでいると思います。その中で、県と

して、具体的な連携とか、今後、取組、2023年
にはどのように想定しているのか、お尋ねした

いんです。

【山口(経)委員長】 浦川委員、県の組織は4月1
日から変わるんですけれども、観光面からのこ

とですか。

【浦川委員】 すみません、では別のことを。

ＪＲ九州とか、ディスティネーションキャン

ペーンというのをしておったりしますけれども、

そういった協働、連携とかは、空港会社とは、

空港の減免とか、いろんな形で対策されている

んですけれども、そういったＪＲとの取組は何

かあるのでしょうか。

【佐古観光振興課長】ＪＲグループとは、ＪＲ

九州はもちろんですけれども、ＪＲ西日本も含

めまして連携して、例えば、ＪＲ九州であれば、

女子旅というようなイメージでのキャンペーン

を行ったり、あるいはＪＲ西日本ですと「リメ

ンバー九州」というような形で、一度訪ねた九

州に、もう一度行ってくださいというような建

てつけのキャンペーンを展開したりということ

を毎年度進めております。

【浦川委員】それは補助とかいう形で取り組ん

でいると。

【佐古観光振興課長】 県の立場からしますと、

観光連盟に補助をしまして、観光連盟のほうか

らＪＲ各社とタイアップをする、協賛をすると

いうような形で実際にやっております。もちろ
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んＪＲが独自に持っていらっしゃる各種の媒体、

プロモーションツールというのもあわせて使っ

ていただきながらキャンペーンを展開している

という状況でございます。

【浦川委員】わかりました。ありがとうござい

ます。

もう一つお尋ねしたいんですけれども、「描

いてみんね！長崎」ということで、先ほど、副

委員長からも質問がありましたけれども、2名
を特化して、アニメとか、作家を呼んでとかい

うような形で長崎を題材にした取組ということ

でしたけれども、最近では、荒木飛呂彦原画展

「ＪＯＪＯ－冒険の波紋－」というような形で

取り組んでおられますけれども、そういった今

後、オタク文化というんでしょうか、はっきり

とはわかりませんけれども、そういったアニメ

を活かした聖地化という形での観光客、新たな

客層、そういった部分に関してのアクションと

いうのはどのようにされているのでしょうか。

【村田文化振興課長】日本のアニメといいます

のは、もう世界的にもかなり行き渡っておりま

して、インバウンドにおいても重要なコンテン

ツであると私どもも認識しておりまして、アニ

メツーリズムという意味では、なかなかまだそ

こまでできていないのですが、今ご指摘があり

ました「描いてみんね！長崎」事業において作

家の皆さんに長崎に来ていただき、実際に作品

化をしていただくと、たくさんの方々にご覧い

ただいて、そうしていく中で、いわゆる聖地化

が図られればと思っておりまして、私どもとし

ては、まず作品化をするというところに力を注

いでいるところでございます。

【佐古観光振興課長】こちらも観光連盟の中に

長崎県フィルムコミッションという組織をつく

っておりますけれども、長崎が舞台のアニメで

すとか、ゆかりのアニメ等につきましては、「旅

ネット」という観光のＷＥＢサイトがございま

すが、その中でモデルコースをご紹介するとか

そういう形で、アニメを見た方が、長崎に実際

に来て、アニメで取り上げられた場所を訪ねて

いただくと、そういうような取組も観光セクシ

ョンとしては進めているところでございます。

【浦川委員】 わかりました。

アニメは、どういったものが盛り上がってい

くかわからない分野でもあるんですけれども、

ただ、爆発的に、映画でもそうでしょうけれど

も、どこの風景を描いた絵が、ここでこういう

シーンが描かれたという中で、若者であったり、

それに共感した人たちが聖地巡礼という形で結

構来られたりしていますので、そういったとこ

ろをまた逆にインスタグラムとか、フェイスブ

ック、いろんな形でのＳＮＳで発信することで、

結構どんどん広がっていくと思いますので、そ

ういったふうに関係人口を増やしていくとか、

いろんな形で取組をしていただきたいと思いま

す。

もう一つお尋ねしたいんですけれども、大村

市で最近は松尾伴内さんが観光大使になられた

ようなんですけれども、県のほうでも、そうい

った芸能人を活用した観光大使、今、「麒麟が

くる」ということで川口春奈さんがヒロイン役

をされておりますけれども、そういった芸能人

を活用して長崎の情報をやったり、観光、食べ

物、また五島出身とかいう形で家にいる風景を

出しただけでも10万人とかいうような形でフ
ォロワーが増えたりとかいうふうに聞いており

ますので、そういった活用というか、お願いの

ほうはどうでしょうか。

【佐古観光振興課長】 現状で申し上げますと、

観光大使というような称号といいますか、そう
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いう形での著名人の活用というのは行っており

ませんけれども、例えば、総務部にはなります

けれども、福山雅治さんを活用して離島のプロ

モーション、認知度向上対策を進めているとか、

そういった事例はございます。

現在、私ども観光の立場からしますと、観光

客の方が旅先を決めるのに何を重視するかとい

うのが各種アンケートがございまして、基本的

には、名所とか、いわゆる観光地、それからそ

の地域独特の食、温泉、そういったものが重視

される傾向にあるものですから、もし今後、単

純に著名人を観光に活用するとした場合も、や

はりこちらに来ていただいて観光地の魅力をご

紹介していただくという形が適当かと思ってお

ります。ですから、すぐすぐ著名人の方に長崎

県の観光のＰＲを委嘱するというよりも、まず

は来ていただくための観光地の魅力を上げてい

くというところに現状、優先して取り組んでお

りますので、今のところ、すぐ著名人の方に何

かお願いしてということは考えていないという

状況でございます。

【浦川委員】 あと一つ、最後、食と言われまし

たけれども、長崎の場合は、食べたり、平戸の

ほうで狩漁したりという形の鯨文化というのを

よく聞くんです。食べる文化というのはいろん

な地域であったりしますけれども、例えば、イ

ルカをとって食べたりするところもありました。

ウミガメをとって食べているところもあります。

しかし、食べる文化というだけじゃ、今、世界

から見た時に、自然のそういった生態系を崩す

か、自然のものをとって食べるという部分に関

しては理解ができない部分があります。そうい

った中で、守る文化、例えば、私が行ったとこ

ろでは、亀を食べる文化があったんですけれど

も、それを世界に認めてもらうためには、亀を

保護する地域の取組、そういった部分をしてい

たんです。それで、世界としては、亀を食べる

文化も認められた地域がございました。

その中で、長崎の場合は、食べる文化として

は、鯨の部分、とる文化としてもあると思いま

すけれども、それを守る文化を今後何か考えて

いかなくてはいけないと思うんですけれども、

そういった守る文化の取組とかは考えていらっ

しゃいますか。

【山口(経)委員長】 水産関係になりはしません
か。食としてでしたら観光ですけれども、保護

となれば水産のほうでしょう。

【浦川委員】 そうしたら、結構です。

【山口(経)委員長】ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】ほかに質問がないようです

ので、文化観光国際部関係の審査結果について

整理したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ３時５３分 休憩 ―

― 午後 ３時５３分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開いたします。

これをもちまして、文化観光国際部関係の審

査を終了いたします。

終わる前に、文化観光国際部関係で、岩田文

化観光国際部次長が今度定年を迎えられます。

慰労の機会はございませんでしたけれども、長

年にわたり県の振興、発展に寄与していただき

ました。特に、世界遺産の登録に関しましては

ご尽力いただきまして、こうして世界遺産が2
つ登録できております。私からもねぎらいの言

葉を申し述べたいと思います。どうもご苦労さ

までした。ありがとうございました。（拍手）

本日の審査はこれにてとどめ、明日は、午前

10時から委員会を再開し、企画振興部関係の審
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査を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ３時５４分 散会 ―



第 ３ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年 ３月１１日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ５時 ６分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 山口 経正 君

副委員長(副会長) 北村 貴寿 君

委 員 小林 克敏 君

〃 山口 初實 君

〃 前田 哲也 君

〃 中島 浩介 君

〃 山本 啓介 君

〃 大久保潔重 君

〃 吉村  洋 君

〃 麻生  隆 君

〃 堤  典子 君

〃 浦川 基継 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

企画振興部長 柿本 敏晶 君

企画振興部政策監
(離島･半島･過疎対策担当)

前川 謙介 君

企画振興部政策監
（ＩＲ推進担当）

吉田 慎一 君

企画振興部次長 坂野花菜子 君

企画振興部参事監
(県庁舎跡地活用担当)

村上 真祥 君

政策企画課長 陣野 和弘 君

政策企画課企画監 福田 義道 君

(次期総合計画担当)

Ｉ Ｒ 推進課 長 小宮 健志 君

地域づくり推進課長 浦  亮治 君

スポーツ振興課長 野口 純弘 君

スポーツ振興課企画監
（スポーツ合宿･
大会誘致担当）

江口  信 君

市 町 村 課 長 井手美都子 君

土地対策室長 原田 一城 君

新幹線・総合交通対策課長 小川 雅純 君

新幹線・総合交通対策課企画監
(航路･バス事業担当)

椿谷 博文 君

県庁舎跡地活用室長 苑田 弘継 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【山口(経)委員長】皆様、おはようございます。
委員会を再開いたします。

なお、地域づくり推進課企画監から欠席する

旨の届けが出されておりますので、ご了承をお

願いいたします。

これより企画振興部関係の審査を行います。

【山口(経)分科会長】 まず、分科会による審査
を行います。

予算議案を議題といたします。

企画振興部長より、予算議案の説明をお願い

いたします。

【柿本企画振興部長】 おはようございます。

企画振興部関係の議案について、ご説明をい

たします。

「予算決算委員会総務分科会関係議案説明資

料」をお開き願います。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第77号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第6号）」のうち関係部分
であります。
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初めに、第1号議案「令和2年度長崎県一般会
計予算」のうち企画振興部関係について、ご説

明いたします。

予算額は、歳入予算で合計62億6,568万6,000
円、歳出予算で合計124億2,901万8,000円を計
上いたしております。

この歳出予算の主な内容は、新たなモビリテ

ィサービスの導入を推進するための経費や特定

複合観光施設（ＩＲ）の区域認定に向けた事業

者の公募・選定及び区域整備計画の作成等を実

施するための経費、また、関係人口の創出拡大

を図るため、都市部企業のワーケーションの誘

致や、都市部人材と地域活動等のマッチングを

実施するための経費などを計上いたしておりま

す。そのほか九州新幹線西九州ルートの開業に

向けた推進体制の強化や機運醸成及び二次交通

対策に要する経費や、県庁舎跡地の整備に向け

た各種調査及び賑わい創出につなげるための検

討に要する経費などを計上いたしております。

なお、7ページでございますけれども、債務
負担行為につきましては、住民基本台帳ネット

ワークシステムの県ネットワークシステム管理

委託の令和3年度に要する経費などを計上いた
しております。

次に、第77号議案「令和元年度長崎県一般会
計補正予算（第6号）」のうち企画振興部関係
について、ご説明いたします。

今回の補正予算は、歳入予算で合計2億1,323
万2,000円の減、歳出予算で合計12億6,897万
5,000円の減を計上いたしております。
この歳出予算の主な内容は、国境離島創業・

事業拡大等支援事業の見込額の減や、県議会議

員選挙費の実績に伴う減のほか、国境離島航路

における国境離島島民割引利用者数の見込減に

伴う国境離島航路運賃軽減事業負担金の減など

を計上いたしております。

また、11ページでございますけれども、繰越
明許費につきましては、県庁舎跡地の埋蔵文化

財調査や県内の交通事業者が全国相互利用の交

通系ＩＣカードを導入する経費に対する補助金

などを計上しております。

最後に、令和元年度の予算につきましては、

今議会に補正をお願いいたしておりますが、今

後、年間執行額の確定に伴い、調整・整理を行

う必要が生じてまいりますので、3月末をもっ
て令和元年度予算の補正について専決処分によ

り措置させていただきたいと存じますので、ご

了承を賜りますようお願いをいたします。

以上をもちまして、企画振興部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。

【山口(経)分科会長】 次に、提出のあった「政
策等決定過程の透明性等の確保等に関する資料

（政策的新規事業）」について、説明を求めま

す。

【陣野政策企画課長】 私のほうから、「政策等

決定過程の透明性等の確保及び県議会・議員と

の協議等の拡充に関する決議」に基づきまして、

本分科会に提出しております政策的新規事業の

掲上状況につきまして、ご説明させていただき

ます。

お手元に配付しております総務委員会提出資

料「総務部、企画振興部、文化観光国際部」と

書いてあります、提出資料といたしましては「政

策的新規事業の掲上状況」と書いてある資料を

ご用意いただければと存じます。

まず、1ページをご覧ください。
この資料は、決議第5の3に基づきまして、政
策的新規事業に係る令和2年度当初予算要求の
内容について、査定結果を提出するものでござ

います。

企画振興部の事業につきましては、1ページ
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の2段目からございます新モビリティサービス
導入推進事業費から地域公共交通再編成推進事

業までの5事業を記載しております。各事業の
計上額につきましては、予算編成過程において

事業内容等を精査した上で予算案として計上し

た額を記載しております。

私からの説明は以上でございます。よろしく

ご審議を賜りますようお願いいたします。

【山口(経)分科会長】 次に、県庁舎跡地活用室
長より、補足説明をお願いいたします。

【苑田県庁舎跡地活用室長】県庁舎跡地活用に

関しまして、補足説明をさせていただきます。

お配りしております「総務分科会補足説明資

料 県庁舎跡地活用に関する検討状況」の資料を

ご覧いただきたいと存じます。

まず、埋蔵文化財調査の状況でございます。

旧庁舎の解体工事が終了しまして、昨年10月
から本年1月15日まで予定しておりました範囲
確認調査を実施するとともに、確認された遺構

等の取り扱いについて、埋蔵文化財の専門家に

昨年12月と本年1月に意見聴取を実施したとこ
ろでございます。

その概要につきまして、箇所ごとに以下記載

しておりますが、お開きいただました2ページ
に埋蔵文化財調査結果の概要の図をつけさせて

いただいておりますので、こちらで概要をご説

明させていただきたいと存じます。

この図でございますが、上が市役所側、下が

出島側になります。図にございますように、赤

線の枠で囲んでおります18カ所の試掘坑を設
定して調査を行い、中央の枠囲みに記載のとお

り、旧県庁の本館が建っておりました部分の中

央から右側の東側の大部分につきましては、遺

構等を含まない地山が確認されているところで

ございます。

また、右下の旧立体駐車場付近に①として緑

の線を複数書いておりますが、ここでは過去の

調査でも一部確認されておりました江戸時代の

石垣が確認されております。

また、左上の青の部分の跡地の西側におきま

しては、②の付近で江戸時代の瓦などを含む複

数の土の層が確認されております。

そして、一番下でございますが、旧県庁南門

横のピンクの部分でございますが、③といたし

まして江戸時代の町屋の礎石などの遺構が確認

されているところでございます。

これらの遺構につきまして、委嘱した専門家

からは、「こうした層や遺構を壊さないように

配慮してほしい」、また、「周辺部分のさらに

詳細な調査の実施を検討してほしい」といった

意見をいただいたところでございます。

3ページをお願いいたします。
こうした専門家の意見等を踏まえた県と長崎

市の対応でございますが、県としましては、こ

れまでも予断を持つことなく調査を実施してき

ておりまして、出土した遺構付近のさらに詳細

な調査を行う必要があると考えております。

また、こうした中で現時点におきまして、「そ

の付近に建物を建てることを決定することは難

しい」との認識を有しておるところでございま

す。

長崎市からは、去る1月31日、専門家の意見
や整備スケジュールを考慮し、新たな文化施設

については、現市庁舎跡地に整備したいとの考

えが示されたところでございます。

これらを踏まえた今後の対応でございますが、

まず、詳細な埋蔵文化財調査の実施について、

今回確認されました跡地西側の遺構などの周辺

について、さらに調査を実施することとしてお

り、記載しておりますように、令和2年度当初
予算案として5,961万8,000円を計上させてい
ただいております。
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内訳といたしましては、新たに確認された跡

地西側の調査分として3,708万3,000円を計上
しております。また、その下の石垣等の調査の

分の2,253万5,000円につきましては、「※」に
記載しておりますように、もともと調査を予定

しておりまして、今年度の約1億円と合わせ予
算をお認めていただいているところでございま

して、年度内に着手いたしまして、今年度予算

については、繰り越しの上、執行する予定とい

たしております。

4ページをお願いいたします。
調査のスケジュールといたしましては、調査

自体は年内を目途に行う予定といたしておりま

す。

その下には、今後の埋蔵文化財調査の内容を

記載しておりまして、今回確認されました①の

石垣付近、また、左側の②の跡地西側の遺構周

辺、また、下側の③の町屋の遺構周辺を青で塗

っている部分につきまして、調査を行い、保存

状態や遺構の広がりなどを確認することといた

しております。

なお、一番下に記載しておりますように、調

査の方法といたしましては、広い範囲で調査区

域を設定し、遺構のない場所は、さらに下の層

を調査するという形で進めていくことといたし

ております。

5ページをお願いいたします。
今後、さらに活用策の検討を行うに当たって

の考え方を記載しております。一般質問でもお

答えさせていただきましたとおり、県庁舎跡地

の活用につきましては、懇話会の提言を踏まえ、

県議会などにおいて、さまざまなご議論をいた

だいてきております。具体的には、その下に記

載しておりますように、広場につきましては、

様々なイベントや、県民・市民の日常的な憩い

の場づくりなどにより、新たな賑わいの創出に

つながるものとしてご議論いただき、検討を進

めてきております。

また、交流・おもてなしの空間につきまして

は、経済団体をはじめ、関係者の皆様から、県

民、市民や観光客の交流により賑わいを生み出

す機能についてご要請をいただき、歴史や観光

等の情報発信や飲食機能などについてご議論を

賜り、検討を進めてきているところでございま

す。

県といたしましては、こうしたご議論を踏ま

えた上で、広場、交流・おもてなしの空間の整

備を基本として今後の活用策を検討していく必

要があるものと考えております。

なお、ホール機能につきましては、今回、長

崎市が現市庁舎跡地に質の高いホールを整備さ

れるのであれば、県において、県庁舎跡地に同

様の機能を有するホールを整備する必要はない

ものと考えているところでございます。

併せまして、新たにどのような機能を付加す

ることができるかにつきましても、専門家に幅

広くご意見をお聞きしながら議論を深めてまい

りたいと考えております。

6ページをお願いいたします。
このほか、県警本部跡地の活用や第三別館の

取り扱い等についても引き続き検討をするとと

もに、その下に記載しております先行的な賑わ

いづくりにつきましても、跡地に早期に賑わい

を創出するため、県庁第二別館跡地を活用した

イベントの実施や、そのためのワークショップ

の開催などを予定しており、所要経費を令和2
年度の当初予算案に計上させていただいており

ます。

最後に、今後の進め方でございますが、年内

を目途に埋蔵文化財調査を実施しながら、並行

して基本構想策定の中でコンセプトや整備すべ

き機能、先行的な賑わいづくり等について整理
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を進め、なるべく早い段階から県議会や関係者

の皆様に広くご意見をいただきながら、活用策

の検討を進めてまいりたいと考えております。

以上で説明を終わります。どうぞよろしくお

願いいたします。

【山口(経)分科会長】 以上で説明が終わりまし
たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。

質疑はありませんか。

【小林委員】予算決算委員会総務分科会の補足

説明資料の13ページ、新幹線の開業対策事業費
として3,900万円ぐらい上がっておりますが、そ
の事業内容について、地域団体や民間団体に対

する支援と、こういうことで2,000万円計上され
ているところでございます。

この2,000万円については、恐らくアクション
プランの支援の内容を考えていただいていると、

こういうふうに受け止めておるわけでございま

すけれども、このアクションプランの支援の

2,000万円であるか、まずそこを確認したいんで
すが、どうぞ。

【坂野企画振興部次長】今、委員からご指摘が

ありました地域団体や民間団体等に関する支援

2,000万円のこちらの予算の計上ですけれども、
県の方でもアクションプランを策定いたしまし

て、それから、県内の各市町でも、今、アクシ

ョンプラン、行動計画をつくっていただいてい

るところでございます。

この支援につきましては、そういったアクシ

ョンプランに基づく民間団体の取組を後押しす

るための支援ということで計上させていただい

ております。

【小林委員】 要するに、新幹線に対しては、令

和4年ですか、開業がリレー方式で見込まれて
いるということで、令和4年度のいつになるか

わからないけれども、令和4年度内にリレー方
式の開業と、こういうことになると。

つくづく考えますと、フリーゲージで始まっ

て、それからリレー方式と、固定化してはなら

ないと言いながら、今、まだまだ先の見通しが

できないと。こういう状況の中で、特に沿線自

治体は開業効果を最高に高らしめて、新幹線を

生かしたまちづくりと、こういうようなことを

懸命に考えていただいているわけです。

したがって、民間団体あるいはいろんな関係

グループがアクションプラン、行動計画を策定

しながら、そして、地域の生き残りをかけた戦

略を練っているわけです。

そういうようなところに対して、どれくらい

の支援を県として、また、それぞれ自治体とし

て考えていただいているのか。その辺の2,000
万円ということの枠をどういうふうに最高に開

業効果をもたらしめるようにしていくかという

ことは、とても大事なことだと思うんです。

そういうところで、この2,000万円でどれくら
いの件数を考えておるのか。そして、その割合

については、県と市と受益者負担というか、こ

ういう状況の中でどういうふうな割合を考えて

いるのか、その辺のところを併せてお尋ねした

いと思います。

【坂野企画振興部次長】こちらの支援制度でご

ざいますけれども、令和4年度の開業に向けま
して、アクションプランに基づきまして民間団

体が行う心のこもったおもてなしや地域資源の

磨き上げについての取組について支援するもの

となっております。

こちら、2,000万円ということで予算を計上さ
せていただいておりまして、1件当たりの補助
金額ですが、最低10万円から最高は100万円と
いうことで考えております。そうしますと、全
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て100万円ずつ補助するという場合には、少な
くとも20件に対して、県の補助が可能というこ
ととしております。

もう一つ、割合ですが、こちらの支援制度で

ございますが、県と市町と協調補助という形を

取らせていただきたいと考えております。

こちらの支援制度につきましては、民間団体

が実施する事業につきまして、県が3分の1、市
町で3分の1、実施団体が3分の1をそれぞれ負担
いたしまして事業を実施していただくというこ

とを考えております。

これが基本でございますが、補助率につきま

しては、沿線市につきましては、自ら取り組ん

でいただきたいという思いと、あと、開業効果

が一番大きいというところもございますので、

若干引き下げることとしております。

また、市町からの補助率につきましては、基

本は3分の1としておりますが、それ以上に市町
の自主的な判断で高めることもできることとさ

せていただいておるところでございます。

【小林委員】説明をいただいてよくわかります。

大体2,000万円で、例えば100万円とした時に20
件ぐらいの規模を考えているというようなお話

でございます。これを沿線3市以外とか、沿線3
市と、こういうようなことで結構細かく分類さ

れているわけです。そういうような考え方、そ

ういう知恵は一体誰が出すのかと、こう思うん

だけれども、先ほど言ったように、フリーゲー

ジからリレー方式に至る過程。そして、こうい

うことが固定化される状態に、今、見通しがそ

んな状態になってきた時に、いわゆる民間の投

資意欲が正直言って、フリーゲージならフリー

ゲージでそれなりの投資意欲は、世界でも初め

ての方式だから、そういう期待感があった。し

かし、フリーゲージが駄目になって、フル規格

といいながら、結果はリレー方式の乗り換えで

す。

こんなような状態でありまして、なかなかそ

こから誘客、交流人口の拡大、そんなようなこ

とで新幹線開業効果、新幹線を生かしたまちづ

くり、みんな一生懸命考えるけれども、補助率

がこういうような形できめ細かく分けていただ

いて、もちろん、個人事業主ではだめなので、

これはやっぱりグループ、団体と、こういうよ

うなことにもなっているんだろうけれども、も

う少し支援の、こんなことを聞くと意欲がなく

なってしまうんじゃないかというような感じす

らするわけです。

それぞれ沿線自治体とはどういう話し合いで

盛り上げていくかと、こういう内容で、アクシ

ョンプランで地域が本当に盛り上がっていくと

考えられるかどうか、その自治体との打ち合わ

せはどのようにしてますか。

【坂野企画振興部次長】機運の盛り上げについ

ての沿線自治体との打ち合わせということのお

尋ねでございますが、こちらの支援制度をつく

る際には、沿線市だけでなく、県内の各市町と

も打ち合わせ、会議を実施させていただきまし

て、ご意見を取り入れさせていただいておりま

す。

例えば、民間団体で3分の1を負担するのはな
かなか難しいところもあるので、市町が自主的

に少し多目に出すことはできないかというよう

なご意見もいただきまして、そういったところ

も含めて制度設計をさせていただいたところで

ございます。

そして、沿線市の大村市、諫早市では、既に

アクションプランをつくっていただいておりま

すし、沿線市以外でも、今、着々とアクション

プランの策定を進めていただいているところで
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ございます。この市町に作成いただいたアクシ

ョンプランに基づく取組について支援をしてい

きたいと考えておるところでございます。

【小林委員】 これは第一義的に2,000万円だろ
うと思うんです。まず、ここから様子を見て、

どういう展開になるかということによって、来

年度は2,000万円、次の年にこれを3,000万円に
するとか、そういうアクションプランに対する

ところの盛り上がりの中において予算の計上は

考えていただくものと期待したいと思います。

そういうことの中で、やっぱりやる気を起こ

すような、本当に意欲を増すような、また、機

運醸成、盛り上げていくためには、やっぱりそ

れなりの県の取組姿勢をしっかり考えていただ

きたいと思うんです。

だから、今の状況の中では、基本的には3分
の1、3分の1、3分の1となっているけれども、
なんか県営バスの方式みたいで、県営バス出身

がその辺におるけれども、もうちょっとこの辺

のところについては、県はやっぱり2分の1くら
いを出す、そして市は実際は3分の1、そして受
益者は4分の1、4分の1というような、それくら
いの気持ちの中でやることができるかなと、こ

ういうような考え方もあるわけです。

これは、今年はこういう形でやるということ

だけれども、成り行きによって制度設計をしっ

かり見直して、もう少し上積みして地域の生き

残りをかけた考え方に大いにプラス効果が出る

ようにやってもらうことを強く要望しておきた

いと思います。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【堤委員】 おはようございます。

来年度予算の調査計画費で特定複合観光施設

導入推進事業費1億6,600万円が計上されてい

ますけれども、この中に特別アドバイザー報酬

というのがあったと思うんですが、県の実施方

針案の長崎県佐世保市アドバイザーの設置とい

うのがありますけれども、そのアドバイザーと

考えてよろしいんでしょうか。

【小宮ＩＲ推進課長】今、委員からお尋ねがあ

りました補足説明資料の3ページに事業説明書
がございます。予算額1億6,653万9,000円を今
回計上させていただいておりまして、その中の

②区域整備計画認定申請事業費を1億2,000万
円程度計上させていただいております。このう

ち特別アドバイザーにつきましては、委託事業

のほかにＩＲ事業全般について、さまざまな助

言をいただくためのアドバイザー契約に係る予

算でございます。

【堤委員】 この実施方針案の22ページに「以
下に示すアドバイザーを設置する」ということ

で3社挙がっていますけれども、この皆さんと
いうことなんでしょうか。

【小宮ＩＲ推進課長】 実施方針案の22ページ
に記載しているアドバイザーにつきましては、

業務委託を行います、今現在、契約をいたして

おります「KPMG FAS」と「あずさ監査法人」
の共同体の、こちらに示しておりますアドバイ

ザーが再委託ができるという状況でありますの

で、今、委員がご質問いただきました説明書の

中にあります特別アドバイザーとは別のもので

ございます。

【堤委員】そうしますと、別のところに再委託

ができると今おっしゃいましたけど、あずさ監

査法人は再委託ができるということで、特別ア

ドバイザーにもなることができるということな

んですか。

【小宮ＩＲ推進課長】 実施方針案の22ページ
に示しておりますアドバイザーの設置につきま
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しては、現在、業務委託契約を行っております

「KPMG FAS」、「あずさ監査法人」の共同
体で、この①、②、③のそれぞれにつきまして

は、(2)に示しておりますアドバイザーと同じで
ありますので、その弁護士でありますとか、建

設等の委託ができるということで、予算説明書

に記載している特別アドバイザーは、ＩＲ事業

全般の相談をするためのアドバイザーでありま

すので、こちらの委託のアドバイザーとは別の

ものになります。

【堤委員】 わかりました。

そうしますと、この特別アドバイザー報酬と

いうのは、幾らぐらいを設定されているんでし

ょうか。

【小宮ＩＲ推進課長】特別アドバイザーの報酬

につきましては、県の予算規定に基づいて同額

を想定しておりまして、月額で20万円でござい
ます。

【堤委員】 ありがとうございます。

別のことをお尋ねします。来年度の予算の鉄

道対策費の中に松浦鉄道整備促進事業費8,100
万円、島原鉄道整備促進事業費1億700万円が計
上されています。そして、補正に先ほどの説明

で島原鉄道に対する施設整備補助の減に伴う島

原鉄道施設整備助成金ということで1,394万
8,000円の減ということが示されているんです
けれども、補正も、来年度予算も、施設整備補

助金ということだと思うんですけれども、補正

の施設整備補助の減ということは、どういうこ

とで減になっているのか、説明をお願いしたい

と思います。

【小川新幹線・総合交通対策課長】本年度予算

の補正分の島原鉄道の施設整備に対する支援の

減額の理由をということでございます。

当初予算におきましては、全体の事業費を約

3億1,600万円と予定いたしまして、その3分の1
に当たる金額の約1億500万円ほどを予算計上
させていただいておりました。

この分に対しまして、この施設整備補助とい

うのは、鉄道施設の枕木であったりレールだっ

たり、あと車両の検査費用、そういうものを支

援するものでございますが、国の補助金につき

まして全体枠の関係で、一部、補助対象から外

される、もしくは補助率が若干下がるという状

況がございまして、今年度、国の補助を当初事

業費では約1億500万円、同じように予定してお
りましたが、それが6,800万円ほどの国の補助に
なったということもございまして、国と協議を

する中で、国の今回の補助内示に合わせた形で

事業計画の変更が可能というお話でございまし

たので、そういうことを踏まえた形で島原鉄道

で事業計画を今年度やる部分、もしくは今年度

計画しておったけれども、来年度に先送りをす

る分、そういう部分を整理しましたところ、事

業費として約4,200万円ほどが減額となったと
いうことでございまして、その県の負担部分に

ついて、今回、減額をさせていただいていると

ころでございます。

【堤委員】わかりました。島原鉄道のほうで計

画をされていたものが、国の補助が縮小になっ

たので減額になったということですね。そして、

今年度もまた計上して枕木やレールの補修など

の補助として計上されているということですね。

ありがとうございます。

【山口(経)委員長】 ほかに質疑はありませんか。
【山本(啓)委員】 おはようございます。
まず、先ほど説明がありましたが、関係人口

創出拡大事業費の取組について質問したいと思

います。

ワーケーションマッチングツアーの実施の取
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組、または「長崎県との関わり創出フェア（仮

称）」の開催などを通じて関係人口の創出を拡

大するということ、それらのことによって地域

活動や担い手確保、新たな事業の創出など地域

の活性化を推進というふうなことが記されてい

ます。

まず、ワーケーションマッチングツアーにつ

いて、その具体的なスケジュールや開催される

場所、狙われる場所、そういったものについて

説明をお願いします。

【浦地域づくり推進課長】ワーケーションマッ

チング事業についてのお尋ねでございます。

まず、スケジュール感でございますが、都市

部の企業の人事担当者を県内にご案内してツア

ーを行う時期を、現時点では秋頃を予定してお

ります。現在のところ、それまでの間に県内で

3カ所程度の市町を対象に実施しようと思って
おりますので、そういう3カ所の市町を決める
ような手続を年度前半にやっていくと同時に、

都市部からご招待する企業の掘り起こしといい

ますか、営業活動のようなものを、こちらから

東京、あるいは福岡等の都市部に出向きまして

行っていくというスケジュール感でございます。

県内3カ所程度を予定しているんですけれど
も、今回の事業の目的としまして、テレワーク

の環境整備が一定進んでいるような地域を対象

に呼び込みまして、長崎県におけるワーケーシ

ョンのよさというものを、ほかの都市部の企業

の皆さん方にも周知、ＰＲをしていくという狙

いもございますので、そういう観点から既にワ

ーケーション等に取り組んでいる市町を想定は

しておりますけれども、実際の市町の選定に当

たりましては、まず、21市町に幅広く照会させ
ていただいて、ご意向を確認させていただきな

がら決定していきたいと考えております。

【山本(啓)委員】 スケジュール感を説明いただ
いて、秋頃ということ、また、年度当初に県内

3カ所程度のそういう場所、市町を決定すると。
そういうことで環境が整っているところを優先

して、また、既にワーケーションの取組をして

いるところというような話でありました。

ただ、その説明の中で、都市部は東京、福岡

という地名が出てきましたけれども、都市部の

企業、もちろん、ワーケーションができる事業

形態でなければだめだと思うんですけれども、

東京、福岡以外にもあるのか、または具体的に

企業の形態はどのようなものを想定しているの

か、説明を求めます。

【浦地域づくり推進課長】この事業のポイント

としましては、今、委員からお尋ねがありまし

た、どういう企業を、いかに声をかけて呼び込

むかというところが1つポイントだろうと思っ
ております。特に、首都圏の企業においては、

オリンピックを契機にテレワーク導入の機運が

非常に高まっておりますので、まずは首都圏の

企業が優先されるのかなと思います。あと、本

県の地理的な特性から、都市部から来ていただ

く旅費等を考えた場合には、福岡というのも一

つのターゲットになり得るのかなというふうに

思っております。

そういった企業の働きかけにつきましては、

現在、日本テレワーク協会に私ども加入させて

いただいております。その協会の会員が300社
程度ということですので、そういった協会に加

入することで協会からの情報提供でありますと

か、あるいは話を聞きますと、ワーケーション

の実施に当たって都市部の企業の紹介なんかも

していただけるようなお話も聞いておりますの

で、そういった形の中で本県に呼び込むような

都市部企業の掘り起こしに努めていきたいと考
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えております。

【山本(啓)委員】 また、連動するかのように、

ほかの事業で、ながさき暮らし魅力発信事業費、

ながさきＵＩターン促進事業費というものがご

ざいます。今のワーケーションの取組で、長崎

を知ったとか、またはそれらの取組を通じて長

崎に目を向けられた方が長崎で暮らそうという

ような展開があればありがたい話です。

今回の事業について、事業の目的を見れば、

既存のながさき移住サポートや「Ｎなび」、ま

たは賃貸物件情報の提供及びマッチングですか

ら、既存の情報ですね。さらには、ながさき移

住コンシェルジュ等、既存の取組を連動させる、

連携させることによって、さらなる呼び込みを

というようなことが見えるんですけれども、そ

もそもながさき移住ナビ、またはながさき移住

コンシェルジュは、今、どのぐらいのアクセス

があって、どのぐらいの注目を浴びているのか、

何かそういったものを表わすものがありますか。

【浦地域づくり推進課長】移住ナビ等のお尋ね

でございましたけれども、本県の移住を進める

際に核となるながさき移住サポートセンターが

活動していく中で、情報発信の、まさに核とな

るところは、今お話がありました移住専用サイ

トであるながさき移住ナビというものを設けて

おります。

このアクセスにつきましては…、ちょっと休

憩をお願いします。

【山口(経)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１０時３８分 休憩 ―

― 午前１０時３８分 再開 ―

【山口(経)分科会長】 分科会を再開します。
【浦地域づくり推進課長】移住ナビのアクセス

数については、年々増加をしてきております。

開設したのは平成28年でございますけれども、
平成28年の1日平均のアクセス数が434件でご
ざいました。1年後の平成29年度の1日当たり平
均が737件、平成30年度の同じく1日平均が832
件となっておりまして、今年度の現時点での1
日当たりのアクセス数というのは1,000件を超
えている状況であります。

【山本(啓)委員】 「ながさき移住コンシェルジ
ュとの連携」と書いてありますけれども、既存

の取組はいかがですか。

【浦地域づくり推進課長】ながさき移住コンシ

ェルジュにつきましては、移住の検討段階から

定着までをサポートするということで、行政だ

けではなかなか手の届かないサポートを先輩移

住者や地域おこし協力隊などと連携して取り組

む登録制度でございまして、平成30年度から開
始いたしております。現時点で移住コンシェル

ジュに登録している人数としては、15市町あり
まして、67名が登録いたしております。
今年度は、この移住コンシェルジュの意見交

換をやって、人と人とのつながりを地域でつく

っていくことが大事だというふうな考えで、今

年度、各地域で移住コンシェルジュの意見交換

会を実施いたしております。

【山本(啓)委員】 地道な取組であることは理解
しますが、しかしながら、今、行政ではＫＰＩ、

そして、費用対効果も含めて目標数値を掲げて

ますよね。説明には、アクセス増、そしてそう

いった移住コンシェルジュ同士の連携や意見交

換などを深めていって精度を上げていく、さら

には移住者の増というふうに掲げていますので、

そういった部分について、この事業における目

標のところをご説明いただきたいと思います。

【浦地域づくり推進課長】ながさきＵＩターン

促進事業費ということで、情報発信から、今ご
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指摘になりました定着までということで一貫し

て行うようにする事業でございます。

現在のところ、移住者の実績の推移は順調に

きておりますけれども、今後、私どもが考えて

おりますのは、Ｕターンが伸びていく中で、い

かに就業対策でありますとか、あるいは定着に

結びつけていくかということが非常に大事にな

ってくると思っております。

そういった意味で、さらに今後も就業対策に

力を入れるとともに、移住コンシェルジュや地

域おこし協力隊、あるいは先輩移住者との関係

を密にしながら、移住者のさらなる拡大に努め

ていきたいと思っておりまして、新たな総合戦

略での目標としては、令和7年度に3,200名の移
住者を獲得するように取り組んでまいりたいと

考えております。

【山本(啓)委員】 ぜひ目標達成に向けて取組を、
途中途中、見直しながらでもいいので方法を考

えながら取り組んでいただきたいと思います。

最後に、新しい取組のしまの産品振興による

地域活性化プロジェクト推進事業費についてお

尋ねします。

「しまの産品振興による地域活性化を図るた

め、食品流通専門の団体と連携しながら、消費

者視点を重視した官民一体となったプロジェク

トを展開するほか、しまの地域商社による販路

拡大の取組などを支援」ということで、それぞ

れ離島においては、今、地域商社という形で、

それぞれのしまの産品を都市部へというような

ことを取り組んでますね。そこに「食品流通専

門の団体と連携しながら」とか、「消費者視点

を重視した」というような書きぶりがあるわけ

ですけれども、その中身について具体的にどう

いった専門の団体と連携するのか。さらには、

新たな切り口として「消費者視点を重視した」

という部分はどのようなものなのか、説明を求

めます。

【浦地域づくり推進課長】地域商社の関係の取

組でございますけれども、これまで県としては、

各島に地域商社を設置していただいて、その島

の産品を売上げを拡大していくということで、

これまでは主に島の強みを生かした鮮魚等、生

鮮品を中心に販路拡大を行ってきた経過がござ

います。

一方で、こうした生鮮品につきましては、出

荷時期が限られることや、相場による価格が安

定しないなどの課題もありますため、今後につ

きましては、加工食品の販路拡大が特に重要に

なると考えております。

そういった中で、今回、「しまの産品振興に

よる地域活性化プロジェクト」ということで、

専門の団体と連携して取り組むというふうなこ

とでやっていきたいと考えております。

一般社団法人離島振興地方創生協会というの

が今年の4月頃、東京で設立される予定になっ
ております。こちらにつきましては全国規模で

事業を展開する大手食品関連企業が多数参加し

ております。これは物流もございますし、あと、

大手スーパーやセレクトショップなども中に入

っておりますので、こういったところと連携す

ることにより、先ほど申し上げた加工食品の販

路拡大、あるいは商品開発に取り組んでまいり

たいと考えております。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【前田委員】 よろしくお願いします。

地域振興対策費の中で地域産業雇用創出チャ

レンジ支援事業費というものが予算額として2
億2,578万7,000円上がっていますが、前年度は
2億2,329万8,000円というふうに、ほぼ同額上
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がっています。それぞれ事業として4項目あり
ますけれども、件数が載っていますので、現在

3月ですので、まず、今年度実績をお知らせい
ただきたいと思います。

【浦地域づくり推進課長】地域産業雇用創出チ

ャレンジ事業の今年度の実績の見込みでござい

ます。

まず、移住支援事業ということで、東京から

本県に移住する場合に支援する事業につきまし

ては、現在のところ、5件程度を見込んでおり
ます。

また、創業支援事業につきましては、本年度

の実績見込みとして14件を見込んでおります。
また、事業拡充支援事業につきましては、今

年度の見込みとして、こちらも同数の14件を見
込んでおります。

最後に、事業承継事業につきましては、今年

度の見込みとして1件を見込んでいるところで
ございます。

【前田委員】実績というか、今年度の見込数と

いうことで今ご答弁がありました。

そしたら、ちょっと遡りますけれども、昨年

度組んでいる2億2,329万8,000円のうち、実際
にかかったコストは幾らになるんですか。

【浦地域づくり推進課長】今年度の実績の見込

みでございますけれども、2月補正予算でも計
上させていただいておりますけれども、今回の

チャレンジ事業につきましては、補助金として

約1億1,800万円ほどの減額というふうにさせ
ていただいております。

主な内訳を申し上げますと、移住支援事業が

約2,900万円の減、事業拡充事業が約6,400万円
の減となっております。

今年度、執行が少なかった理由につきまして

ご説明させていただきますと、まず、今申し上

げた移住支援事業につきましては、もともと当

初予算で東京からの移住実績をもとに60名程
度を見込んでおりました。先ほど申し上げたよ

うに、結果的には5件程度となっておるわけで
すが、これまでも東京での周知でありますとか

努めてまいりましたが、国の求人広告サイトで

の公表につきましても、10月末からの運用とい
うふうなこともありまして、全体的なスケジュ

ール感が後ろ倒しになったことで実績が少なく

なったと考えております。

なお、全国の状況でございますけれども、全

国につきましてもそういう状況でありまして、

全国のこの事業でも実績見込みとしては51件
となっておりまして、九州の中では12月末時点
で計上が予定されているのは長崎県のみという

状況もございました。

もう1点、事業拡充事業でございますけれど
も、こちらにつきましては、もともと国の類似

の補助金の実績の件数を参考にしまして50件
を見込んでおりました。先ほど申し上げたよう

に、結果的には14件程度の採択件数となってお
ります。本事業は、市町の予算計上が前提とな

っておりまして、今年度は事業の初年度という

ことでありまして、活用事業者の見通しが立て

づらいことでありますとか、実績がない中で事

業者の売り込みが手探りとなったことから、市

町の予算計上も29件程度ということで十分に
確保できなかったというところがあると考えて

おります。

さらに、県及び市町における要綱等の作成に

時間を要したということもございまして、市町

のこの事業の公募時期が遅れたことや、あるい

は分散したことから、市町や商工団体等への事

業の十分な周知や事業者による事業期間の確保

が十分に取れなかったということが要因と考え

ておりまして、こういった点を踏まえまして、

令和2年度については、改善を図りながら、予
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算の適切な執行に努めてまいりたいと思ってお

ります。

【前田委員】ありがとうございました。分けて

答弁せずに一遍にそこまで話してくれてよかっ

たなと思います。そういう意味でいけば、私は

件数の妥当性について確認したかったので、今

のような説明でわかりますので、しっかりと取

り組んでいただきたいということを要望します。

この4項目あるうちの移住支援と創業支援の
事業というのは、全国的にどの県もやっている

とお聞きしています。それと事業拡充支援と事

業承継支援事業というのは、長崎県独自の支援

事業だというふうなことも聞いていますので、

特に、事業拡充と事業承継については、これを

本当にきちんと実行させるためのサポート体制

がすごく大事だと思うんですけれども、そうい

うところは創業支援事業執行団体の経費が660
万円上がっておりまして、商工会連合会と聞い

ています。事業拡充や事業承継についても商工

会連合会が組み立てるところから実際にお金を

取りに行くところまで、要は、やろうとしてい

ることの磨きをかけるところに直接的にサポー

トしていくと理解していいのか、それともそこ

は県がサポートするということになるんですか。

【浦地域づくり推進課長】今、委員からお話が

ありました創業支援事業の執行団体につきまし

ては、商工会連合会ということでございます。

ここでお願いしている事務自体は、創業支援事

業に係るものでございます。

ただ一方で、この事業拡充支援でありますと

か事業承継支援につきましては、それぞれの地

域の商工会等と、あるいは県の出先である振興

局、あるいは市町が連携しながら、事業の掘り

起こしでありますとか、内容の磨き上げを実施

する必要があると思っておりまして、今年度の

当初から商工会連合会、あるいは各地域の商工

会とも意見交換を行いながら、事業のそういっ

た掘り起こし等にも努めておるところでござい

ます。

来年度につきましては、そういったところを

さらに強めていくとともに、実は、農林水産業、

一次産業分野のかかわりが弱いのではないかと

いう思いもございますので、例えば、振興局の

農業普及員でありますとか、そういった専門の

職員とか、あるいは農協団体、漁協団体、そう

いったところにも来年度については働きかけを

強めながら、幅広い事業の掘り起こしに努めて

いきたいと考えております。

【前田委員】 そういうことで、願わくば、振興

局とか各市町の自治体のどこかにしっかりと窓

口をつくっていただきたいということを要望し

ておきたいと思います。

続いて、長崎空港24時間化推進事業費につい
て質問いたしたいと思います。

令和2年度4,359万6,000円ということで、令
和元年度も4,359万1,000円ですから、ほぼ同額、
予算が計上されています。

私の記憶違いだったら訂正していただきたい

んですが、そもそも、以前から議会も含めたと

ころで24時間化を推進すべきだというような
話の中で、多分、一昨年だったと思うんですが、

3年か4年をめどに24時間化したいというよう
なご答弁があったと記憶していて、間違いだっ

たら正してください。その時に私が言ったのは、

時間がないから3カ年でどこまでやっていくの
かという工程を示してくれということに対して

は、ご答弁が多分あんまりなかったと思うんで

すね。

今回、数値目標、「第2期長崎県まち・ひと・
しごと創生総合戦略」のＫＰＩの数値目標を見

ていたら、空港の24時間化、完全な24時間化に
ついては、段階的に時間を設定しながら、令和
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6年度に24時間化ということになっているんで
すが、そういうことを考えた時に方針が変わっ

たのかということと併せて、令和元年度で執行

された予算の内容、それと今年度やろうとして

いることの予算計上の事業の内容の違いを教え

ていただきたいと思います。

【小川新幹線・総合交通対策課長】長崎空港の

24時間化推進事業費についてのご質問でござ
いますが、平成29年度時点の3～4年後というよ
うなお話というのは、多分、総合計画の中で3
～4年後を目指して24時間化したいということ
で記載していたものでございますので、それに

基づく答弁であっただろうと思っております。

現状の状況でございますが、昨年の9月定例
会でご説明させていただいておりますが、長崎

空港につきましては、国と協議をする中で、一

部リモート化という形で、現在、長崎空港の運

用時間は7時から22時でございますが、そこに
一部リモート化を入れることで、7時から22時
の運用時間帯を、朝は少し早く、夜は22時より
遅くという格好で対応できないかということで

進めております。現在、国のほうで、そのリモ

ート化に関する設計等に着手していただいてい

るところでございます。

今の予定でまいりますと、一部リモート化の

供用開始につきましては、令和3年の12月ぐら
いには供用開始ができるのではないかというお

話をお聞きしております。

県としては、通常、航空路線については、夏

ダイヤ、冬ダイヤということでございますので、

冬ダイヤの開始が10月末でございますので、ぜ
ひ令和3年の冬ダイヤに合わせたところでの供
用開始をお願いしたいという要請を今している

ところでございます。

運用時間の延長につきましては、当然、そこ

に飛んでいただく定期航空路等の分は必要にな

りますので、すぐすぐに、いわゆる定期便が24
時間運航するという状況にはならないと思って

おりますが、定期便とか、季節運航便とかチャ

ーター便を含めて、今の7時から22時の運用時
間帯を少しでも広げていきたいと。最終的には

令和6年度を目指して、実質の定期便とかチャ
ーター便等を含めた運用時間帯というのは一定

時間に限られるかもしれませんが、24時間いつ
でも受入れができますよというような状況にも

っていきたいということで今進めているところ

でございます。

それに伴いまして、私どもとしては、空港施

設の、例えば、地上のハンドリングのスタッフ

の体制だとか、空港ビルの売店等の対応、あと

二次交通対策とか、今後実際に深夜・早朝帯の

飛行機の運航が仮に出てまいりますと、そうい

う対応が必要になってくると考えておりますの

で、そういうところにつきましては24時間化の
推進委員会の下に各プロジェクトチームをつく

りまして、令和2年度からそういうことに向け
た取組を一つ一つ課題を洗い出しながら取り組

んでまいりたいと考えております。

また、航空会社につきましては、既に誘致活

動等をしておりまして、定期便が一番いいんで

すが、それ以外に季節運航便とか臨時便とかチ

ャーター便の運航も含めてご検討いただきたい

ということで、各航空会社に今要請をさせてい

ただいているところでございます。

本年度の予算と来年度の予算の違いというこ

とでございますが、基本的に内容としては、運

用時間延長支援の対策費ということで、実際に

検討する段階での運航進出への支援という部分、

あと運用時間延長支援対策費ということで、実

際の運航の具体化支援というものが中心でござ

いまして、それで約4,200万円ほど計上しており
ます。この部分については、予算の枠組みは変



令和２年２月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（３月１１日）

- 132 -

わっておりません。具体的には航空会社の意向

も踏まえながら対応していきたいと考えており

ます。

【前田委員】ありがとうございました。総合戦

略のＫＰＩの目標値の設定根拠の中に、現在、

15時間というのを令和3年度に長崎空港一部時
間帯リモート開始及びＭＩＣＥ施設の開業に合

わせて運用時間を2時間延長、具体に言えば終
了時間の22時を24時にすると。令和4年度は新
幹線開業に合わせ運用時間をさらに2時間延長
で、これは開始時間の7時を5時に前倒しすると
いうことで、最終的には令和6年度にＩＲ開業
に合わせ、長崎空港の運航可能時間の24時間化
ということになっていますので、これに向けて

しっかりと取り組んでいただきたいということ

を要望しておきたいと思います。

最後に、予算の審査でありますので、予算が

あることが前提なんでしょうが、これまでつい

ていた予算で、ちょっと見つけきれないのがあ

るので、1～2点質問させてください。
地域の魅力を生かした高齢者移住の促進とい

うことで、ＣＣＲＣを推進するという県の基本

方針があったわけですが、ＫＰＩの指標の実績

を見ると、平成29年度1カ所1事業、平成30年度
2事業、平成31年度3事業としていたのが、結果
的には事業化がゼロだったということですけれ

ども、これまでＣＣＲＣの事業化のために計上

していた予算は、令和2年度は幾らになってい
るかということと、今回の第2期の総合戦略の
中での目標の設定について、ご答弁いただきた

いと思います。

【浦地域づくり推進課長】予算については、後

ほどご説明します。

ＣＣＲＣにつきましては、もともと国の総合

戦略を踏まえまして取組を進めてきたわけでご

ざいますけれども、国の総合戦略におきまして

も、今般、ＣＣＲＣという表現ではなくて、「生

涯活躍のまち」という使い方をしていて、高齢

者に特化するというよりかは、多世代、いろん

な世代が地域に移り住むことによって地域の活

性化を目指すというふうな基本的な方針を少し

変えてきているような状況がございます。

これまで県の総合戦略におきまして目標を掲

げて、先ほどご説明があった3件を掲げて取り
組んできたわけですけれども、私ども、国の会

議に出たり、あるいはより積極的な意向のある

市町に対して出向いて意見を交換するようなこ

ともやってきてはおるんですけれども、今のと

ころ、民間事業者との意見交換がうまくいかな

い等の理由によりまして、実際は進んでいない

という状況でございます。

他方、先ほど申し上げましたように、国の全

体的な方針が少し変わってきておりますので、

次期総合戦略におきましては、ＣＣＲＣの目標

は掲げずに、移住者の拡大と、先ほどご答弁さ

せていただきましたけど、そういったことで包

含する形で取り組んでまいりたいと考えており

ます。

【前田委員】経過はわかりました。私の選挙区

の長崎市でも、ＣＣＲＣについては考えていな

いということを過去に言われていたこともある

ので、確かに、今、課長がおっしゃるように、

国としての方針は定めたけれども、自治体に落

とし込んだ時に、希望する自治体があるのかと

いうことと、実態として、それを事業化するた

めに積み上げていく作業が非常に難しかったん

だろうなと思います。

ただし、ＣＣＲＣの考え方自体は移住の中に

も当然生かされる話なので、ぜひその視点だけ

はどこかに位置づけながら取り組んでほしいと

いうことを要望しておきます。

最後にしますけれども、知事の説明の中でも、
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「ＳＤＧｓについて積極的に推進していく」と

いうことでご発言があっていましたけれども、

まち・ひと・しごとの戦略の中でも、一番最後

のページに総合戦略に掲げる取組とＳＤＧｓの

関係ということで、表・裏1枚の資料があって、
関係する事業であったり、部署であったり、そ

ういうことが示されています。

この推進に対しては、そもそもどんな予算を

組みながら新年度は取り組んでいこうとしてい

るのか、まず基本的なことをご答弁いただきた

いと思います。

【陣野政策企画課長】ＳＤＧｓの取組につきま

しては、委員からご紹介がございましたように、

総合戦略並びに今策定作業をしております総合

計画の中でも、県が取り組んでおりますさまざ

まな施策がＳＤＧｓにどういった関係があるの

かということで、まずはそれぞれの施策につい

て、どういった分野がＳＤＧｓの17の目標に対
しまして関係しているのかということをお示し

したところでございます。

また、ＳＤＧｓにつきましては、さまざまな

普及を行っていく必要があると考えております

ので、まず、今回、特別に予算は組んでおりま

せんけれども、一般質問等でもご説明いたしま

したように、まずは職員の研修という形で庁内

の職員の研修の中でもＳＤＧｓの視点という形

での研修を行ってきております。

また、現在、普及啓発をどうするのかという

形の中では、民間で積極的に取り組んでいらっ

しゃる団体の皆様とも、県はどういった関わり

方でＳＤＧｓの普及を行っていくのかというの

は、今、意見交換をしている状況でございます。

特別にＳＤＧｓの予算ということを組んでい

るわけではございませんが、各部局に対しまし

ても、今後、総合計画の策定を企画振興部で所

管しておりますが、それぞれの分野の計画の策

定もございますので、そういったところでもＳ

ＤＧｓの視点をしっかり持ちながら計画を策定

するということと併せまして、普及啓発につき

ましても、それぞれの分野でのイベント等にお

いても普及啓発を行ったり、そういった形で特

別に予算は組んでおりませんけれども、各部局

の施策の中でＳＤＧｓの普及につきましても行

っていきたいと考えているところでございます。

【前田委員】政策企画課が所管というか、窓口

になるのかなと今の答弁を聞いて思いますけれ

ども、特別に予算を組んでないということを何

度も答弁されておりますけれども、予算を組ま

ずに推進できるんですかね。検討するような会

議も設置、今、意見を聞きながらという話でし

たけれども、そういう会議の、よくあるような

推進会議みたいなものも設置されないし、予算

もないし。このことを理解して、各部署でいろ

んな区分けをしてますよね。各部、各課が意識

して計画をつくったとしても、その計画の進行

のための予算もないし、進捗管理をそもそもど

こでするのかということもこの後に出てきます

よね。

そんなことを考えた時に、この状況でいいの

かなということと併せて、もちろん、全国的な

取組の目標でありますし、県下では壱岐市等が

未来都市に指定されて進んでいく中で、県とし

ての取組をもっと加速化させていかなきゃいけ

ないと思う中で、予算がないというのは、何も

しないとは言わないけども、検討、協議を進め

ていきましょうという話になるので、ぜひ、今

から組み立てていく作業ではあるでしょうけれ

ども、他県のＳＤＧｓの取組の内容とかも確認

しながら、願わくば6月の補正とか9月とか、そ
ういう形できちんと事業化して責任を持ってや

っていただくことを要望しておきたいと思いま

すが、これについて答弁があられたら答弁をい
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ただきたいと思います。

【陣野政策企画課長】 ＳＤＧｓの17の目標が
ございますけれども、行政といたしましても、

国においても、ＳＤＧｓの目標に対して、日本

としてもしっかり取り組むということでござい

ますし、地方団体につきましても、ＳＤＧｓの

視点をもってさまざまな施策を展開していただ

きたいということでの要請があっているところ

でございます。

私ども、まずは行政としてできることと申し

ますと、総合戦略並びに総合計画の中でさまざ

まな目標を掲げまして、ＳＤＧｓの目標も十分

認識した上で施策を展開していくという中では、

私どもの行政の施策を推進することがＳＤＧｓ

にも貢献するということで認識しておりますの

で、まずは私どもが総合計画並びに総合戦略で

掲げる目標を達成することがＳＤＧｓの推進に

もつながるという形で施策を推進していきたい

と考えております。

また、そういった施策の、それぞれＫＰＩに

掲げている進捗が、とりもなおさずＳＤＧｓの

推進にもつながるという認識はございますけれ

ども、一方で、ＳＤＧｓというのが、まだまだ

一般の認識が薄いということも十分認識してい

るところでございます。そういった形で、県が

ＳＤＧｓの認識を持って施策をしっかり推進し

ていくということをきちんとご説明していくこ

とも重要かと考えております。

そういった形で、先ほど申し上げましたよう

に、県がさまざまな施策を推進する中でも、こ

れはＳＤＧｓの分野を意識して政策を推進して

いるということもＰＲしていきたいと思います。

私ども、これまでも様々な、例えば、企画振

興部が所管しております市町の連携会議の中で

も、ＳＤＧｓの視点ということもお話しさせて

いただいておりますし、委員からご紹介がござ

いました壱岐市の取組についてもご紹介させて

いただいているところでございますので、さま

ざまな機会を捉えて県並びに市町においても推

進を図っていきたいと考えております。

また、普及啓発につきましては、意見交換も

行っているところでございますけれども、今年

度から民間のセミナー等も県が後援したりとか、

県庁の場所をお貸ししまして共同でセミナーを

開催する等の取組も行っておりますので、改め

てそういった施策もしっかりやっていきたいと

考えております。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【麻生委員】 何点かお尋ねしたいと思います。

予算の説明の中で12ページの土地対策費で
す。地籍調査費10億590万円、約10億600万円
ですが、長崎県の進捗状況は68.7％ということ
が書いてあります。特に密集地であります長崎

市、佐世保市がまだ低いと思います。体系的に

は国が10分の5、あと県と市が5％ずつですから
有利な財源だと思っております。今年度の割り

振りを含めて状況的にどういう形で割り振りを

しようと考えておられるのか、その内訳を教え

てもらいたいと思います。

【原田土地対策室長】今、計上しております予

算額は国に対する要望額をベースにしておりま

して、大体92％程度つくのであろうという予測
のもと、上げております。

このとおりに予算がつきますと、例えば、長

崎市でいきますと今年度末で41.2％の進捗率が
41.6％になる予定です。佐世保市は42.6％の進
捗率が42.8％になる予定と考えております。
【麻生委員】縮図に関してのお尋ねですけれど

も、県としては250分の1ないしは100分の1の対
応で予算化されているんでしょうか。
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【原田土地対策室長】特に宅地が占める地域が

多いところにつきましては、国土調査法施行令

というのがございまして、原則として500分の1
の縮図となっておりますので、そちらで考えて

おります。

【麻生委員】 間違いじゃないですね、500分の
1じゃないですね。状況的にまちの中、地籍調
査を含めて展開するということで状況的に250
分の1を適用するということでいいですね。
【原田土地対策室長】 基本的に500分の1でご
ざいますが、国が特に必要と認める場合は250
分の1となっております。現時点では500分の1
の縮尺で考えているところでございます。

【麻生委員】長崎市の密集地は、境界地の問題

を含めて計測の状況が大変厳しいということで、

再三申し入れているんですけれども、県は一貫

して500分の1の状況を崩さないという状況で
ありますけれども、国は250分の1を認める場合
もあるわけでしょう。ぜひこの機会に、有利な

財源でもありますのでぜひ検討していただいて、

進捗率が伸びるように、そしてまた、業界の皆

さんは大変苦労されながら計測をされているわ

けですので、ぜひ250分の1の対応を図ってもら
うようにお願いしたいなと思っています。

併せて、今後、予算的にはまちづくりの基本

になるわけですから、毎年度、このような予算

を計上されて、公共事業についても、この地籍

調査が大きく影響する場所がありますので、展

開をお願いしたいと思います。

再度、250分の1か500分の1かの答弁を求めた
いと思います。

【原田土地対策室長】地籍調査の事業主体は各

市でございます。現時点では長崎市から250分
の1にしたいという要望は上がってきておりま
せんけれども、今後、市が調査を進めるに当た

りまして、どうしても500分の1の地図では地図
の体をなさないと、真っ黒になってわからない

という状況が仮に生じた場合、市からそういっ

たお話がありましたら、そこは協議をして対応

してまいりたいと考えております。

【麻生委員】この問題は大きいので予算措置が

されるわけです。だから、密集地、斜面地の中

で、急傾斜地もありますので、そのエリアを指

定して徹底すると。また、佐世保市も同じよう

な状況がありますので、ぜひ縮図の問題につい

ては、予算が倍になりますが検討してもらって

協議をお願いしたいと思います。

次に、住基システムの予算、部長説明の7ペ
ージですが、住基ネットワークシステムの債務

負担行為があります。今、長崎県の進捗状況は

何％ですか。

【井手市町村課長】住基ネットシステムという

のは、もう既に全国がネットワークで結ばれて

いるというものでありまして、何％というもの

はございません。

【麻生委員】住基ネットのシステムですね。住

基カードの進捗とつながっているわけではない

んですね。

【井手市町村課長】委員のご質問の関係はマイ

ナンバーカードのことでよろしいでしょうか。

マイナンバーカードにつきましては、2月末
の段階になりますけれども、長崎県全体で

16.51％となっております。2月23日までの申請
数、交付数に基づくパーセンテージでございま

す。

【麻生委員】住民基本台帳ネットワークシステ

ムとマイナンバーカードはリンクしてるんでし

ょうか。

【井手市町村課長】マイナンバー制度というの

は、全ての住民に個人番号として振られている
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番号ということになります。その個人番号を使

って行政機関同士で情報連携をするということ

が可能になるんですけれども、その連携をする

時に住民基本台帳ネットワークシステムという

のが前提としてあって、住民票コードと住基ネ

ットシステムから符号をつくるというような形

で情報連携しますので、そういう意味で関連し

ております。あと、マイナンバーの生成に当た

っても住基ネットワークのほうの11桁から、そ
れを活用して12桁がつくられているというよ
うなことになっております。

【麻生委員】リンクしているということであり

まして、また、マイナンバーカードの普及につ

いても大変遅れているという状況の認識でいい

でしょうか。

【井手市町村課長】国としては、全ての国民に

持っていただくということで、今、取組を進め

ておりまして、我々も市町の皆さんにそういう

ご助言を申し上げているところでございます。

そういう意味では、先ほど、県が16.51％と申
し上げて全国民というところにはまだほど遠い

という状況でございます。全国ではこれが

14.48％、そこは長崎県は少しは上回っているも
のの、まだまだ取組を進めていく必要があると

感じております。

【麻生委員】マイナンバーカードを含めて住基

ネットシステムについては、いろいろ議論はあ

りますけれども、ＩＴ時代になって今後必要に

なってくると思いますので、普及活動も、これ

は市町村が窓口だと思いますけれども、徹底を

お願いして上げていただきたいなと思っており

ます。

ちなみに、質問ですけど、突然ですけど、こ

の中でマイナンバーカードを持っている方は何

名おられますか、手を挙げてもらっていいでし

ょうか。──半分以下ですね。ありがとうござ

いました。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【浦川委員】確認ですけど、県庁舎跡地につい

てお尋ねします。

県庁舎跡地については、かつて森崎神社とか

岬の教会、また、奉行所とか海軍伝習所、そう

いった歴史的なものが重層的にあったというふ

うに聞いております。この追加資料の2ページ
に、1630年代、1660年代、またさらに古い層が
残っているということで専門家からの意見が出

ておるんですけれども、今後、調査していく上

で、そういったふうに歴史が重なっている中で、

どこの時代のところで調査を、どこの層とやめ

るのか、ちょっとよくわからないんですけれど

も、どういうところまで調査されるのか、教え

ていただきたいと思います。

【苑田県庁舎跡地活用室長】調査の進め方でご

ざいますが、お話がございましたように、さま

ざまな歴史があるわけでございますけれども、

今回実施しようとしております調査のやり方と

しましては、まず、掘っていって一定の、今回

も確認されておりますような1630年代とか
1640年代の層で遺物、遺構が確認されたとしま
すと、そこの遺物をよける形で、その下の層に

またどういったものが確認されているかといっ

たところを調査する、そういった形で確認され

た遺物に影響のないところを、さらに下に下に

といった形で調査を行う形で、どういった時代

の層などの状況が確認されるかといったことを

調べることといたしております。最終的には、

今回、県庁が建っていた中央部で確認されてお

りますような遺構等を含まない地山といったと

ころまで掘り進める形で進めていければと考え
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ているところでございます。

【浦川委員】 わかりました。大体、町屋のあっ

た時代というか、その時代だと森崎神社とかあ

った時代まで確認するという形で期待をしたい

と思います。

あと、そういった発見した遺構等を、県民の

皆様はいろいろ関心があると思うんですけれど

も、そういった見学とか調査段階の定期的な見

学ツアーというのはされるような予定になって

いるんでしょうか。

【苑田県庁舎跡地活用室長】こちらは調査を実

際に実施いたします学芸文化課との調整になり

ますけれども、今回、10月から1月まで実施い
たしました範囲確認調査におきましても、現地

見学会を、1度は悪天候のため中止になりまし
たけれども、2度、予定をいたしておりました
し、そういった調査の状況につきましても、随

時、学芸文化課のホームページを更新する形で

状況については周知といいますか、発信を行わ

せていただいているところでございます。

このようなことも含めて今後の調査の状況に

つきましても、そういった対応を含めて学芸文

化課とも連携して検討してまいりたいと考えて

おります。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【吉村委員】 2～3点質問させていただきます。
まず、しま振興対策ですが、先ほども質問が

あっておりましたが、島の産品の振興のために

食品流通専門の団体と連携しながらということ

ですが、これは地域的にはどこら辺に展開して

いこうとしておられますか。

【浦地域づくり推進課長】今回、先ほどもご答

弁しましたけれども、「一般社団法人 離島振興

地方創生協会」が東京に新しく設立されるとい

うことで、主に首都圏の関連企業が協力してい

ただくような形になっております。現在考えて

おりますのは、大手の協力企業の中で九州でも

展開している企業でありますとか、関西で展開

している企業も協力いただけるような話がきて

おりますので、東京圏を中心としながらも、関

西、あるいは九州といったところを幅広く対象

に進めていきたいと思っております。

【吉村委員】 去年、同じことで聞いて、海なし

県の埼玉県と連携しているんだという話があっ

たんですよ。そこら辺の話は今どうなっている

んですか、この1年で。
【浦地域づくり推進課長】海なし県との連携に

つきましては、平成28年度頃から埼玉県とも意
見交換をしながら、特に秩父に入り込みまして、

例えば、秩父で開催するイベントの中で本県の

離島の食材を紹介、あるいは販売するようなこ

とをやってきております。

今年度も、今年に入ってからそのフェアに参

加させていただきまして、地元の方との交流に

も努めてきたところでございます。

私も昨年行きましたけれども、秩父の商店街

の皆様からすると、「今年もまた長崎県、来た

んですね」というふうに温かい心でおもてなし

を受けまして、ぜひ今後とも関係づくりをして

いきたいというご意向もございますので、来年

度以降も引き続きそういう取組を続けていきた

いと思っております。

私の課の関係人口の創出・拡大という意味で

も、本県とそういった形で継続的に関わるとい

うことは、今後非常に大事になってきますし、

場合によっては埼玉県とのつながりから移住・

定住の促進につながる可能性も秘めていますの

で、引き続き、こういった連携に取り組んでい

きたいと思っております。
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【吉村委員】 この1年、埼玉県、秩父市ともや
ってきたんだ、これからもやるんだということ

です。去年、一般質問でも言いましたが、埼玉

といったら「埼玉ながさき屋」があります。こ

れは食品流通専門の団体とみなすことはできる

んじゃなかろうかと。

それで、そういう関東圏に広げるに当たって

連携を図れるんじゃないかということを言った

んですが、その点について進展があったかどう

か、お聞きいたします。

【浦地域づくり推進課長】 「埼玉ながさき屋」

を運営されている商工会連合会様とは、実は先

日、埼玉県に行く中で事前に話をさせていただ

きました。「埼玉ながさき屋」自身も営業をい

ろいろ埼玉県周辺地域でやりたいということで、

秩父にもどういった形で営業活動をしていくか

ということで私どもにご相談いただいているよ

うなこともあります。私ども、長年培ってきた

関係者との人脈等もございますので、そういっ

た中で意見交換をして、少しでも本県の産品の

販路拡大につなげていければという思いで、現

在、連携を深めているところでございます。

【吉村委員】「埼玉ながさき屋」も商工会の長

崎県連がやっていて、同じようなベクトルを持

っているわけですから、そういうところと密接

に連携して相乗効果を出していただくようにお

願いしたいと思います。

あと1点、生活航路改善対策事業費20億3,100
万円ですが、これと離島航空路線確保対策事業

費11億8,200万円の中身について詳細をお知ら
せいただきたいと思います。

それと、補正で生活航路改善事業費は6,100
万円追加になっております。離島航空路対策は

1億900万円マイナスになっております。これが
どういった関係かというところもお知らせいた

だければありがたいと思います。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】 まず、

生活航路改善対策事業費20億3,118万3,000円
の内訳でございますけれども、中身といたしま

しては、大きく2つございます。
一つは、離島航路の欠損補助の補助金になっ

ております。離島航路につきましては、国と県、

それから市町で離島航路への支援策としまして

欠損補助航路を支援しております。その中で欠

損補助費として含まれている金額でございます。

もう一つは、額的には小さくなるんですけれ

ども、貸付金が含まれております。

内容としましては、離島航路事業対策費補助

金の内訳としまして、基幹的補助航路、これは

10航路ございまして、それに対して9億7,345万
5,000円、市町内の航路、これは15航路ござい
まして、これが3億511万5,000円となっており
ます。

それから、補正予算の補正額6,114万3,000円
ということで増額しておりますが、今回の増額

の主な理由といたしましては、離島航路対策費

補助金でございますが、これは燃料費の増額に

よって、当初、国が出しました事前算定の額か

ら大きく増額したといったことになっておりま

す。

そのほか減価償却費等の増がございまして、

先ほど言いました欠損補助航路につきましては、

使用する船舶の減価償却費についても補助いた

しますが、この分について新規の船舶が入って

きたということもございまして、合計としまし

て6,114万3,000円が増額になっているところ
でございます。

【小川新幹線・総合交通対策課長】離島航空路

に係る予算のご質問でございます。

まず、令和2年度の離島航空路線の11億8,200
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万円の予算でございますが、主に運航費関係の

補助金について1億5,400万円ほどを予定して
おります。それと機材整備関係の補助、これは

中古機を購入する予定になっておりますので、

この分の減価償却費の補助を8,500万円ほど予
定しております。

それと、離島航空路線の利用率保証補助を

380万円ほど予定しております。
あと、機体の安全整備関係で、3,800万円ほど

予定しております。

あと、航空機購入に対する支援といたしまし

て、貸付金として5億円を計上いたしておりま
す。

それと、令和元年度の補正予算案でございま

すが、今回、1億900万円ほどの減額をお願いし
ております。この一番大きなものは、今年度予

定しておりました中古機の機材の購入でござい

ますが、この納入が、今の予定でいきますと3
月末になるということで、今年度発生する予定

でありました減価償却費に対する支援について、

この分が小さくなるという部分でございまして、

その分を減額補正させていただいているところ

でございます。

それと航空機の運航費に係る補助といたしま

して、国の内示に伴い実績と当初の予算要求と

の差額がございまして、その分で約2,600万円ほ
どの減を予定しているということで、合わせて

約1億900万円の減ということでお願いしてい
るところでございます。

【吉村委員】それぞれお答えをいただきました

が、それは説明の欄に書いてあるので、その金

額を言ってもらったんですが。今言われた分の

もう少し詳しいことをペーパーで出していただ

きたいと思うんですが、委員長、よろしいです

か。それをお願いして終わります。

【山口(経)分科会】 資料の要求があっています
が、出ますか。（発言する者あり）後日、配付

をお願いします。

ほかに質疑はありませんか。

【山口(初)委員】 お尋ねしますが、予算決算委
員会の総括質疑でもいろいろとご質問しました

が、土地対策の関係で少し質問します。麻生委

員の質問とかぶるんですけれども、単純質問で

す。

要は、今回、10億594万円の予算が着いてい
ます。そういうことで実施主体は11市というこ
とで、2市8町は完了ということで、2市はどこ
かなと思って調べましたところ、壱岐市、西海

市はもう完了なんですね、それと8町。
こういう中で、先ほどの質問にもあったよう

に、町なかがどうしても遅れておるというよう

なことですが、ちなみに､11市で進捗が進んで
いる上位の3市、なかなか進まない下位の3市を
教えていただけますか。

【原田土地対策室長】まず、進んでいるほうの

順番でございますけれども、令和元年度末時点

の見込みですけれども、1番目が雲仙市で97.9％、
2番目が諫早市で95.8％、3番目が南島原市で
91.6％でございます。下位のほうでは、平戸市
が39.7％、長崎市が41.2％、佐世保市が42.6％
という状況でございます。

【山口(初)委員】 ありがとうございます。どう
してもこの地籍調査、傾向からいうと田舎のほ

うが進んでいる。田舎と言ったら失礼ですけれ

ども、そういうふうに見えます。

そういう中にあって、平戸市はいま少し進ん

でいてもいいような気がしますけれども、何か

要因があるんでしょうか。

【原田土地対策室長】実は、平戸市は合併前の

旧平戸市の事業のスタートが平成18年度でご
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ざいまして、もともと地籍調査の長崎県全体の

スタートが一番早いところで昭和33年でした
ので、かなり遅いスタートであったということ

がかなり大きいのではないかなと考えておりま

す。

【山口(初)委員】 やりかかったというか、時間
的な差なんですか。いずれにしても、しっかり

頑張ってもらわなければいけませんね。先ほど

おっしゃったように、ちゃんと補助金があるわ

けですから。

そういうことで、今回、予算からいうと10億
円を予算計上していますが、これが今68.7％で
すが、この予算を使って各市町に頑張ってもら

って、最終的には何％ぐらいまで次年度に進む

予定ですか。

【原田土地対策室長】 令和2年度の当初予算を
用いまして69.4％まで進む見込みでございます。
【山口(初)委員】 10億円かけても69.4％という
ことで、なかなか厳しい状況なんですね。

この予算の組み方で私がわからなかったので

単純に質問しますが、その他の特記事項の中で、

令和2年度の全体の事業費は13億3,500万円、国
が2分の1、県と市がそれぞれ4分の1ということ
になっておるんですが、県・市負担分のうち8
割については特別交付税の措置でいきますよと。

そして、県市の実質負担額はともに5％ですと
なっているわけですね。それとこの10億円との
整合性といいますか、ちょっとわかりづらくて、

何かの手法があるのかなとは思うんですが、実

質6,700万円ぐらいでいいのかなというような
ことも思うんですが、そこのところ、もう少し

明確に教えていただけますか。

【原田土地対策室長】 全体事業費の13億3,500
万円といいますのは、地元の市が負担をする分

を含んだ額でございまして、そのうち県が4分

の1の負担でいきますと、これが3億3,400万円
程度になります。この8割について国の特別交
付税措置がございますので、県の実質の出し分

は約6,670万円程度でございます。
【山口(初)委員】 そこまでは私もわかったんで
すが、それとこの10億円との関係がどうなるの
かということがちょっと読みとりきらなかった

ので教えてください。

【原田土地対策室長】 10億円というのが補助
率4分の3で市に対する補助金でございますの
で、それに対して、10億円の財源に対して国が
補助率3分の2で県にお金がまいりますという
関係でございます。

【山口(初)委員】 きちっと理解できなかったの
で、後で教えてください。すみせまん。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

【大久保委員】 山口(初)委員が質問されました
ことに関連して土地対策室長に質問をさせてい

ただきたいと思います。

県内でもこの地籍調査が進んでいる市町と遅

れている市町という地域の差があって、そこに

はいろんな要因があるということでありますけ

れども、これから県内もダイナミックに開発等

が進められる、新幹線とか道路とかですね。そ

ういうところで地籍調査が進んでないところと

いうのは、今後、事業がなかなかやりづらくな

るのではないかというふうに私は懸念するわけ

でございます。先ほどそのデータを示されまし

たけれども、開発がありそうな地域で進んでな

いところは、これはぜひ県のほうからもその市

町に対して、しっかり取り組むように進めてい

ただきたいと思いますが、そこはいかがですか。

【原田土地対策室長】現在、国が優先配分して

いる地区は、まず、社会インフラの整備に資す
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るところ、2番目が防災対策に資するところ、
次に都市整備、あと森林保全ですとか林業の施

業に資するところです。

毎年度初めに国からは九地整とか、あと県庁

の中の土木部、農林部、それと各市の担当等呼

んで、各市の地籍調査を新たに始めるところの

情報と社会資本整備の情報をマッチングさせな

がら、今後の事業計画を立てるように、そうい

った調整をやっているところでございます。

【大久保委員】 国でいうところの国土強靱化、

防災対応というのも非常に必要でありますけれ

ども、長崎県でいうと、社会資本のインフラの

整備というところがあれば、県は特に調整をし

ながらでも、市町に対してしっかりと進めるよ

うにですね。

財源を見ますと、県あるいは市負担のうちの

8割は特別交付税ですので、そういう意味では
負担は大分やりやすくなるような財源の内容で

ございますので、しっかり進めていただきたい

と思います。

それから、その進捗ですね。今年度が68.7％、
そして新年度の予算を組んだところでまだ

69.4％ということでありますが、県内、100％
いくためにはどれぐらいかかりそうですか。

【原田土地対策室長】 あと何年ということで、

いろいろ考え方はあろうかと思いますけれども、

一つの考え方としまして、令和元年度末時点で

の残りの面積があって、過去3年間平均の調査
面積があって、それを割り込みますと大体40年
程度という試算。今後とも同じ事業量だけ進ん

でいくという前提でございますけれども、約40
年程度という試算でございます。

【大久保委員】まだまだ大分かかりそうな計算

ですね。

それから、この地籍調査の内容については、

この予算書の補足説明の中にありますけれども、

大体こういった内容だと思うんですけれども、

いずれにしましても、かなり専門性を有する作

業になるのかなと思うんですけれども、大体ど

ういう人たちがこの作業に取り組むんでしょう

か。

【原田土地対策室長】市は、主に測量会社に委

託をしておるところでございます。

【大久保委員】作業の内容を見ますと、もちろ

んこれは測量をしますが、この後、登記という

作業があるわけですね。そうした時に、果たし

て測量会社に委託をして、はい、それでやりま

しょうでいいのかどうかという懸念を私は持つ

わけでありますけれども、そこらあたりは、私

が言っていることがわかりますか。登記まです

るということですね。そこを踏まえると、例え

ば、土地家屋調査士とか専門性を非常に有して

おりまして、彼らは彼らの責任でもって登記ま

でやるわけですね。測量会社に頼んだら、登記

は、じゃ誰がするんですか。

【原田土地対策室長】まず、市が地籍調査を行

って、その成果物といたしまして地図とか帳簿

をつくります。あとは県が検査をして、国の基

準に即した内容になっているかどうか検査をし

て、国に申請を上げて認証ということをしてい

ただきます。その後は県が市を通じて登記所に

送付して、最終的には登記所の登記官のほうで

今ある登記簿を差し替えてもらうとか、そうい

った手続をしております。

【大久保委員】 登記の作業、例えば、測量士さ

んが測量してもろもろの手続をして登記する時

というのは、行政の職員が登記をするという形

になるんですかね。

【原田土地対策室長】行政が行うのは登記所に

対して地籍図と地籍簿を送って、あとは登記所
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の登記官でされるというふうに考えております。

【大久保委員】やっぱり測量をして登記まで一

貫した流れの中で責任を持って専門性を有する

方々がしたほうが望ましいのではないかという

ふうに私は思うんですね。ご承知のように、測

量士さんの免許は、たしか国交省ですかね、土

地家屋調査士さんは法務省ということでありま

して、かなり責任を持つわけですね。

そういう意味では、確実な地籍調査を進めて

いくという上では、そういう皆さんたちにしっ

かりと頼んでやっていったほうが、いろんな意

味で望ましいというか、ふさわしいのかなとい

うふうに思いますので、できればそういったあ

たりもぜひ意見交換をしながら、そういう指導

的な立場で進めていただきたいと思います。

【山口(経)分科会長】 しばらく休憩します。

― 午前１１時４８分 休憩 ―

― 午前１１時４８分 再開 ―

【山口(経)分科会長】 分科会を再開します。
しばらく休憩します。

午後は、1時30分から再開いたします。

― 午前１１時４９分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【山口(経)分科会長】 分科会を再開いたします。
引き続き、予算議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【北村副委員長】新モビリティサービス導入推

進事業、いわゆるＭａａＳについてお尋ねをい

たします。

ＭａａＳは、Mobility as a serviceの略で、近
年よく聞く言葉になってまいりました。まだな

かなか馴染みがないというのが実際のところか

なと。国内は昨年10月に関東の一部でやっと実

証実験が始まったということだろうと認識して

おります。ヨーロッパが進んでいて、フィンラ

ンドが先進地だと私は存じ上げております。

このサービスを長崎県でも導入をしていくん

だというような中で、ＭａａＳ、まだ定義があ

やふやで定まっていないということがあるんだ

ろうと思います。中には、ＭａａＳのサブカテ

ゴリーとしてライドシェアというか、自転車の

シェアリングサービスもＭａａＳだというよう

な話もあります。フィンランドの先進事例とし

ては決済までやるのがＭａａＳだということで

す。

このＭａａＳを長崎県で推進するということ

でありますが、スマートフォンを利用して検索

や決済を一括して進めるサービスとここに書い

てありますけれども、これはいわゆるスマート

フォンのアプリケーションのサービスというよ

うなことだろうと思うんですが、それについて

明確な定義があるのかどうか、お答えいただけ

ればと思います。

【陣野政策企画課長】ＭａａＳの定義につきま

しては、委員からご説明がありましたように、

Mobility as a serviceという形で、さまざまな交
通手段を一つのサービスとして提供するという

形で理解しております。

ＭａａＳにつきましては、委員からお話があ

りましたように、さまざまな形態がございます。

私どもがイメージしているＭａａＳにつきまし

ては、まずはさまざまな、複数の交通手段のと

ころを一つのサービスといたしまして、現在地

から目的地に至るまで交通手段を検索し、さら

に予約し、そして決済をするという形の、まず

はそこのシステムを考えております。ただ、こ

このシステムにつきましては、国内の事例では

アプリでされている事例もございますけれども、
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一方でウェブサービスという形で違う手段もご

ざいますので、どういった手法がいいのかも含

めて来年度の予算にかけて協議会をつくって検

討していきたいと思っております。私どもが目

指している一つのＭａａＳの形態といたしまし

ては、今申し上げました検索予約、決済までの

システムのところを想定しております。

【北村副委員長】スマートフォンのアプリケー

ションサービスかウェブサービスかというよう

なところで、その検討からやっていくんだとい

うようなお話でありましたが、どちらかという

と、スマートフォンのアプリケーションサービ

スを本筋でもっていくべきなんだろうなと思い

ます。ＭａａＳグローバル社の「Whim」とい
うのが非常に世界的には、イギリスも先般、導

入をしているという話で、たしかトヨタもそこ

には出資をしているはずです。

そのモビリティサービスを九州新幹線西九州

ルートの開業に合わせてということになります

けれども、来年から協議会を立ち上げて導入と

いうような、ざっくりとしたスケジュールとい

うか、何年度の導入を目指しているのか、お聞

かせ願えますか。

【陣野政策企画課長】委員お話がありましたよ

うに、私からも先ほどご説明させていただきま

したが、まずは県内の交通事業者等関係者を含

めて協議会を来年度設置いたしまして、本県は

どういったＭａａＳの手法の導入がいいのか。

基本的には私ども、民間事業者の自発的な取組

を促したいと考えておりますが、なかなか個々

の事業者では検討しにくいという面もあると思

いまして、県でまず協議会の場を設けさせてい

ただきまして、様々な関係事業者に入っていた

だきまして、長崎県でＭａａＳを導入する場合

の課題、さらには事業手法、当然、開発コスト、

さらには導入した場合のランニングコスト、維

持管理のコストも含めて、さまざまな事例を研

究した上で、来年度に導入の指針という形で一

定まとめたいと考えております。

その後、令和2年度で導入指針を策定いたし
まして、その指針に基づきまして、令和3年度、
令和4年度にかけて各事業者において実証して
いただき、最終的には令和5年度の導入を目指
してまいりたいと考えております。もちろん、

早めの導入が望ましいと考えておりますので、

今、計画上は令和5年度の導入を目指しており
ますけど、そこはできるだけ前倒しで取り組ん

でまいりたいと考えております。

【北村副委員長】前倒しを検討しているという

ことで、ちょっと安心したというか、新幹線の

開業が令和4年度なので、ぜひそこに一緒にス
タートできるような体制が必要かなと考えます。

ということを鑑みれば、令和2年度で協議会
をやって、令和3年度で実証実験をやって、で
きれば令和4年度から新幹線の開業に合わせて
スタートということになろうかと思いますが、

令和3年度の実証実験の地域とか、そういった
ざっくりとした、例えば大村でやるんだとか、

そういった実証実験をやる地域というところの

構想があられればご教示いただければと思いま

す。

【陣野政策企画課長】具体的にどこの地域でと

いうことはまだ想定はしていないところでござ

いますが、そこは交通事業者のご意向も踏まえ

た上で展開していくことになろうかと考えてお

ります。

また、委員からもお話がありましたように、

既にほかの地域でもアプリによるＭａａＳとい

う取組が行われておりまして、例えば、福岡市

におきましても、昨年12月から実際に導入され
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ているところもございますので、そういった国

内外の事例も踏まえた上で、さらにできるだけ

費用がかからないということが早めに導入する

ことにもつながるかと思いますので、そういっ

たところも含めて先進事例もよく踏まえて、さ

らに、長崎県においてどう取り組んでいくのか。

例えば、想定していますのは、バス・鉄道事業

者もそうですが、本県の場合、特に二次交通と

いう問題もございますので、タクシーとかレン

タカーの協会にも少しお声かけさせていただい

ているところでございますので、そういったと

ころの展開。さらには、一般質問でもございま

したが、自転車の活用であったりとか、観光の

関係者にも入っていただいて、さらに体験まで

含めていけないかということも含めて、様々な

事例を収集しながら検討してまいりたいと考え

ております。

【北村副委員長】承知しました。事業内容のと

ころで県内の交通関係者や有識者と協議を実施

するというようなことで、来年度、4月からス
タートされるんですが、有識者はどのような

方々かということをお決めになっていればご教

示いただけますか。

【陣野政策企画課長】まずは交通事業者という

ことを考えておりまして、バス、鉄道、本県は

離島も抱えておりますので航路関係者、タクシ

ー、レンタカー、さらには観光関係者というこ

とを考えております。専門的なシステムの開発

等の知識も必要と思っておりますので、そこは

コンサルタントに委託いたしまして、国内外の

先進事例であったり、開発にどういった手法が

あって、どういったコストがあるのかというの

は、委託でそういったところを調査しながら協

議してまいりたいと考えております。

【北村副委員長】わかりました。ＭａａＳが実

現すれば、交通弱者を救う非常に有効な手だて

になるかと思いますので、前倒しできれば令和

4年度に導入ということを目指してやっていた
だければと思います。

あと1点、補足説明資料の9ページ、ながさき
暮らし魅力発信事業ですが、新しい事業で、よ

か・ひと・しごと・くらし魅力発信事業で情報

発信員を配置するというような記載がございま

す。この情報発信員は何名とか、どこにとか、

どういった体制で配置されるのか、ご教示いた

だけますか。

【浦地域づくり推進課長】よか・ひと・しごと・

くらし魅力発信事業についてのお尋ねでござい

ます。

今後、移住対策を進めるに当たりまして、Ｕ

ターン対策の強化がポイントだというふうに考

える一方で、東京等の大都市圏からの移住者は

Ｉターンのほうが増えております。こうした背

景を受けまして、今、ご案内にありました情報

発信員を配置するということで考えております。

こちらのほう、東京の移住の窓口の方に話を

聞きますと、実際、移住された方が情報発信を

すると、今後、移住を考えられているＩターン

希望者に非常に響きやすいというふうな発想も

ございまして、この情報発信については、基本

的には地域おこし協力隊ということで、移住し

て来られる方を1名、配置することを考えてお
ります。配置場所につきましては、午前中も答

弁いたしましたが、移住の核となる移住サポー

トセンターと一体的に情報発信を進める必要が

ございますので、私どもが今執務しております

県庁に配置を考えております。

【北村副委員長】 承知しました。

Ｕターン促進プロモーション事業も新規事業

ということで上がっておりますけれども、この
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事業の目的の中に、「移住者視点や女性視点」

というような表記がありまして、この女性視点

というのは、どういったことを考えられている

のかということ。

あと、「各種媒体にＰＲを集中的に実施する」

ということが書いてありますが、時期とか媒体

のものが決まっていればご教示いただけますか。

【浦地域づくり推進課長】まず、女性視点への

対応についてでございますけれども、移住者の

実績を見ますと、男性よりも女性のほうが若干

少ないような状況でございますし、総合戦略を

今後進めるに当たりまして、女性の県外転出と

いう課題に対応するために、女性視点での移住

促進にしっかり取り組む必要があると考えてお

ります。

今考えておりますのは、先ほどの情報発信員

の発信の内容自体に、まず女性視点の考え方を

入れられないかと考えております。具体的に言

いますと、例えば、子育てに関する施設であり

ますとか学校、女性、特に働く女性、子どもが

いらっしゃる女性に、こういったところに住み

たいなと思わせるような、そういう情報を発信

していきたいということ。併せまして、私ども、

都市部で相談会を多数開催しておりますけれど

も、その中で女性向けの相談会というのも検討

してまいりたいと思っています。

例えば、過去にもカフェ形式で気楽に女性が

立ち寄って相談できるような環境づくりを進め

て相談会をやった経過がございますので、そう

いう相談会の工夫をしながら、女性に少し特化

するような相談会のありようというものを考え

ていきたいと思っております。

それと、Ｕターンの集中的なプロモーション

につきましては、Ｕターンに力を入れていくと

いうことは、本県から多数転出をしている福岡

県にターゲットを絞るというのが効果的だと思

っておりまして、来年度につきましては、特に

福岡からのＵターン者の獲得のために、帰省時

期に合わせまして、例えば、福岡からのＪＲで

ありますとか高速バス、あるいは離島へのジェ

ットフォイルの中とか、あるいは主要な交通結

節点、例えば駅とかターミナルとか、そういう

ところへの広告等の貼り出しとか、あと、帰省

時期を捉まえまして新聞広告、これは全面広告

を思い切って打ちたいなと思っています。これ

は夏と冬、1回ずつですね。あと、広報誌とい
うことで、移住を検討されている方に多く読ま

れている雑誌がございますので、こういったと

ころにも、少し費用はかかりますけれども、少

しインパクトのあるような発信を行いながらＵ

ターンの獲得に結びつけてまいりたいと考えて

おります。

【北村副委員長】わかりました。女性視点とい

うのは、やっぱりいいのかなと思っております

ので、移住者が長崎に定住していただけるよう

な取組をしていただきたいと思います。

先ほど、新聞とか雑誌の紙媒体ということで

ありますが、スマートフォンですね、ＳＮＳと

いうのが情報の拡散量が非常に強いものですか

ら、ただ、紙の力というのは必ずあると思いま

すので、そこからウェブサイトとかに誘導する

ような仕掛けを検討していただきながら、しっ

かりＰＲをしていただければなと思います。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑がないようで
すので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。



令和２年２月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（３月１１日）

- 146 -

【堤委員】企画振興部提出の予算は、全体とし

ては地域振興に資するものと考えますけれども、

ＩＲ推進課の調査計画費、特定複合観光施設導

入推進事業費について、反対の意見を述べたい

と思います。

昨年、私は、ＩＲ・観光振興対策特別委員会

に所属させていただいて、長崎県の観光振興の

現状と課題、また、県の担当課や県内各地の関

係の皆さんの並々ならぬご努力を知ることがで

きて多くのことを学ばせていただきました。

しかし、ＩＲ誘致については、全国各地、県

内でも反対の声があります。世論調査の結果も

反対が賛成を上回っています。昨年12月にはＩ
Ｒを担当する内閣府副大臣、国交省副大臣を務

めた秋元司議員が収賄容疑で逮捕される事件が

起こりました。贈賄側の中国企業は、ほかにも

5人の国会議員に賄賂を渡したと言っています。
カジノは、一度に使う金額が、ほかのギャン

ブルとは桁違いに大きく、影響も大きいものが

あります。ギャンブル依存症が引き起こす多重

債務、貧困、虐待、家庭崩壊、犯罪、自殺とい

った当事者の深刻な状況は、なかなか表に出る

ことはなく、本人の意思の弱さ、自己責任とさ

れて、治療の必要な、そして治癒が困難な病気

であることは、余り認識されていません。

カジノの収益は入場料とギャンブルをした人

が投じた金銭であり、事業者の納付金や入場料

納付金を観光振興や地域経済の振興などの施策

に活用していくことが正しい行政のあり方なの

か、よりよい県政の推進につながるのか、大き

な疑問があります。

ギャンブル依存症だけでなく、カジノ事業に

は、治安の悪化や反社会的勢力の関与、マネー

ロンダリングや横領、脱税などの犯罪の発生、

青少年への悪影響など、幾つもの懸念事項があ

ります。

そういった負の側面を認識しながら、行政が

後押しをしていくということはどうなのか。県

は、ギャンブル等依存症対策推進計画を策定さ

れました。愛媛県に次いで2番目、ＩＲ誘致を
推進している自治体では初めてとなりますが、

カジノ解禁とならずとも、国がもっと早く十分

な依存症対策を行うべきであったし、現状では

専門の医師も医療機関も不十分で必要な対策が

講じられるとは到底思えません。

県当局には、カジノのない観光振興、地域振

興策を推進していただきたいと思います。

以上の理由から、調査計画費、特定複合観光

施設導入推進事業費の予算計上議案には反対を

いたします。

【山口(経)分科会長】 ほかに討論はありません
か。

【前田委員】 第1号議案「令和2年度長崎県一
般会計予算」について、賛成の立場で意見を述

べさせていただきます。

令和2年度は、総合計画の最終年度を迎え、
また、第2期「まち・ひと・しごと創生総合戦
略」の初年度に当たります。本日は、予算案に

対し、種々質疑を交わしましたが、第1期「ま
ち・ひと・しごと創生総合戦略」のＫＰＩ指標

もほぼ達成できており、企画振興部に関する予

算も、財政厳しき折、国の有利な財源措置を積

極的に活用され、さまざまな分野において、打

ち込む場所を見極め、きめ細かく施策を構築、

かつ選択と集中に努めたバランスと合理性を感

じられる予算であると評価します。

各委員のご賛同を賜りますよう、お願いいた

します。

【山口(経)分科会長】 ほかに討論はありません
か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕
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【山口(経)分科会長】 ほかに討論がないようで
すので、これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

まず、第1号議案について、採決いたします。
第1号議案のうち関係部分については、原案

のとおり、可決することに賛成の委員の起立を

願います。

〔賛成者起立〕

【山口(経)分科会長】 起立多数。
よって、第1号議案のうち関係部分は、原案

のとおり、可決すべきものと決定されました。

次に、第77号議案のうち関係部分は、原案の
とおり、可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、議案は、原案のとおり、可決すべき

ものと決定されました。

【山口(経)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。

議案を議題といたします。

企画振興部長より、総括説明をお願いいたし

ます。

【柿本企画振興部長】企画振興部関係の議案に

ついて、ご説明をいたします。

お手元の「総務委員会関係議案説明資料」を

お開き願います。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第29号議案「長崎県住民基本台帳法施行条例の
一部を改正する条例」、第58号議案「和解及び
損害賠償の額の決定について」であります。

第29号議案「長崎県住民基本台帳法施行条例
の一部を改正する条例」については、法別表に

定める事務以外の事務の、住民基本台帳ネット

ワーク利用を可能とするため及び農薬取締法の

一部改正に伴い、所要の改正をしようとするも

のであります。

第58号議案「和解及び損害賠償の額の決定に
ついて」は、平成25年、島原市内の駐車場にお
いて、県央振興局の職員が公用車を駐車させる

際、前方に駐車していた車から降り、歩き出し

た相手方に接触し、負傷させたものであり、県

側の過失100％、賠償金1,175万1,552円として、
和解及び損害賠償の額を決定しようとするもの

であります。

なお、この損害賠償金のうち保険補償額を超

えた部分の55万1,552円が県費から支払われる
ことになっております。

次に、議案外の所管事項について、ご説明い

たします。

地方創生の推進について。

地方創生の推進に向けて策定を進めておりま

す第2期総合戦略については、前定例会におい
て素案をお示しし、県議会のご議論や有識者に

よる懇話会などからのご意見に加え、12月から
パブリックコメントを実施するなど、広く県民

のご意見をお伺いした上で、市長と緊密な連携

を図りながら最終案を取りまとめ、今定例会に

お示ししております。

第2期総合戦略では、「地域で活躍する人材
を育て、未来を切り拓く」、「力強い産業を育

て、魅力あるしごとを生み出す」、「夢や希望

のあるまち、持続可能な地域を創る」の3つ施
策体系のもと、第1期総合戦略で残された課題
や新たに生じた課題に対応するための視点を積

極的に取り入れ、施策の深化と施策体系のステ

ップアップを図り、各施策をより効果が得られ

るよう、関係機関と連携し推進してまいります。

今後、本定例会でのご意見を十分踏まえた上

で、3月までに策定し、公表してまいります。
3ページをご覧願います。
特定複合観光施設（ＩＲ）区域整備の推進に
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ついて。

ＩＲ区域の整備については、本県におけるＩ

Ｒ整備の意義や目標、民間事業者の選定方法等

を定める実施方針の策定を進めており、前定例

会において素案を報告したところであります。

その後、パブリックコメントを行い、広く意

見を公募するとともに、去る2月17日、九州・
長崎ＩＲ区域整備推進有識者会議を開催し、専

門的見地からのご意見をいただいたところであ

ります。

県としては、国の基本方針決定後、速やかに

実施方針を策定・公表したいと考えており、引

き続き、県議会のご意見を賜りながら、策定作

業を進めてまいります。

移住施策等の推進について。

ＵＩターンの推進については、ながさき移住

サポートセンターを核に、県内市町と連携しな

がら、移住の検討段階から地域への定着まで、

きめ細かな取組を進めているところであり、本

年度は、都市部の移住希望者の利便性向上のた

め、相談会や相談窓口の充実を図るとともに、

住宅支援員を配置し、不動産業者とのマッチン

グに取り組むほか、ＳＮＳによる情報発信の強

化等にも努めてきた結果、県及び市町の窓口を

介した移住者数は、前年度を上回るペースで推

移しております。

新年度においては、移住者のさらなる拡大に

向けて、地域の魅力や暮らしに関する情報のほ

か、子育て・教育など女性視点も踏まえた情報

発信の強化を図るため、新たに情報発信員の配

置や移住専用ホームページのリニューアルを行

うとともに、引き続き、国の政策パッケージを

活用し、ＵＩターン者等による就業や創業、事

業承継を一層推進していくこととしております。

また、地域を支える担い手不足が深刻化し、

地域活力の低下が懸念される中、都市部住民な

どが継続的に多様な形で地域に関わる関係人口

の創出拡大に向けて、さまざまな分野で取組を

推進することとしており、その一環として、市

町と連携しながら、地方において仕事と休暇を

組み合わせた滞在型テレワーク（ワーケーショ

ン）を推進する都市部企業とのマッチングツア

ーなどに積極的に取り組んでまいります。

5ページをご覧願います。
国境離島地域の振興について。

国境離島地域の振興については、平成29年の
有人国境離島法施行以降、新設された国の交付

金を有効に活用しながら、雇用機会の拡充をは

じめ、航路・航空路の運賃低廉化や輸送コスト

の支援、滞在型観光の促進など、市町と一体と

なって積極的に取り組んでまいりました。

その結果、国境離島地域の人口の社会減につ

いては、計画を上回る改善が図られており、特

に、五島市においては、市町村合併後初となる

社会増が実現されるなど、これまでの取組の成

果が着実に現われているものと考えております。

来年度においては、雇用機会拡充事業に係る

採択事業者のフォローアップなどの取組に加え、

新たに求人広告会社と連携し、各しまで事業者

の採用力向上を目的としたセミナーを実施する

など、島外からの人材確保策の強化を図ってま

いります。

併せて、しまの産品の振興による地域活性化

を図るため、食品流通専門の団体と連携しなが

ら、消費者視点を重視した商品開発やブランド

化の推進並びに販路拡大を見据えた生産力の向

上など、官民一体となったプロジェクトを推進

してまいります。

引き続き、国の関連施策を最大限に活用し、

関係市町と連携しつつ、国境離島地域の維持・

振興に全力を注いでまいります。

特定地域づくり事業推進法について。
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国においては、地域人口の急減に直面してい

る過疎地域などを対象に、地域社会・経済の重

要な担い手である地域づくり人材が安心して活

躍できる環境を整備し、地域社会の維持及び地

域経済の活性化に資することを目的として、新

たに「地域人口の急減に対処するための特定地

域づくり事業の推進に関する法律を制定し、昨

年12月に交付されたところであります。
人口急減地域においては、地域の事業者単位

で見ると年間を通じた仕事がないことから、一

定の給与水準を確保できず、安定的な雇用環境

を創出できないという実情を踏まえ、県が認定

を行う特定地域づくり事業協同組合が地域全体

の仕事を組み合わせ、年間を通じた仕事を創出

するとともに、移住希望者や元地域おこし協力

隊員、地域の若者などを雇用し、繁忙期など事

業者の労働需要に応じて派遣する制度となって

おり、運営費を国及び市町で支援するものであ

ります。

県としても、離島・半島地域など県土面積の

7割が過疎地域であり、農林水産業、商工業な
どの地域産業の担い手不足が深刻化してきてい

ることから、今後、市町に対し、制度の周知を

徹底し、連携を密にしながら、同法を活用した

地域社会の維持、地域経済の活性化を推進して

まいります。

Ｖ・ファーレン長崎2020シーズン開幕につい
て。

今季、Ｊ1昇格を目指して闘うＶ・ファーレ
ン長崎は、去る2月23日、ホームに「栃木ＳＣ」
を迎え、開幕戦を行い、2020年シーズンのスタ
ートを切りました。

Ｖ・ファーレン長崎の活躍は、県民に夢や感

動を与えるとともに、本県の知名度向上やイメ

ージアップ、また、県外から多数の感染者も来

県されるなど、地域の活性化にも大きく寄与す

るものであります。

県としては、引き続き、Ｖ・ファーレン長崎

に対する関心をさらに高めるため、県の広報媒

体を活用したチームのＰＲや、県庁においてア

ウェイ戦のパブリックビューイングを実施する

など、県議会をはじめ、市町や経済界・関係団

体、県民の皆様と一体となって、チームのＪ1
昇格を力強く後押ししてまいります。

九州新幹線西九州ルートの整備促進について。

九州新幹線西九州ルートについては、昨年8
月に与党プロジェクトチーム九州新幹線（西九

州ルート）検討委員会から、整備のあり方等に

関する基本方針が示され、フル規格により整備

することが適当とされるとともに、関係者間で

の協議の実施が求められたことを受けて調整が

行われてまいりました。

昨年12月には、国土交通大臣と佐賀県知事と
の会談において、新鳥栖─武雄温泉間の整備に

係る協議のあり方について、事務的な確認を行

うことで意見が一致し、これを受け、去る1月
16日に国土交通省鉄道局幹線鉄道課長が佐賀
県庁に出向き、佐賀県地域交流部長との面談が

行われたところであります。

この際、国土交通省からは、「九州新幹線西

九州ルート（新鳥栖─武雄温泉間）の協議の進

め方について」として、協議の内容について、

5つの整備方式に関し、論点を整理した上で真
摯に協議するなどの文案が示され、現在、両者

による確認・調整が続けられているところであ

りますが、いまだ協議の開始には至っておりま

せん。

県としては、両者の調整が進展し、早期に協

議が開始されることを期待しており、その状況

について情報収集を行うとともに、今後、関係

者間の協議の中で本県の考え方をしっかりとお

示しし、議論の進展に努めるなど、全線フル規
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格による整備の早期実現に向けて積極的に対応

してまいりたいと考えております。

一方、令和4年度の開業に向けては、アクシ
ョンプランに基づき、開業効果を最大限に高め、

その効果を県全体に波及させるため、開業ＰＲ

のためのキャッチコピーとロゴマークを決定し、

去る2月16日には発表イベントを行ったところ
であります。

今後は、このロゴマークなどを活用しながら、

開業に向けた県民の機運を高めてまいりたいと

考えております。

ＪＲ長崎本線の上下分離について。

ＪＲ長崎本線肥前山口─諫早間の上下分離の

実施に向けては、鉄道事業許可申請やＪＲ九州

から譲渡を受ける鉄道施設の現場確認、鉄道施

設の所有や維持管理の主体となる法人の設立に

向けた準備作業などの様々な業務を効果的・効

率的に行うため、本年4月に佐賀県とともに、
「共同作業所」を鹿島駅周辺に設置することと

しております。

令和4年度の上限分離の円滑な実施に向けて、
今後とも、佐賀県及びＪＲ九州との協議・調整

を重ねてまいります｡

「総務委員会関係議案説明資料」の9ページ
と「追加1」の1ページを併せてご覧をお願いい
たします。

県庁舎の跡地活用について。

県庁舎の跡地活用については、この地の歴史

を生かしながら、新たな賑わいの場を創出する

ため、「広場」、「交流・おもてなしの空間」、

「質の高い文化芸術ホール」をはじめとする活

用策の検討を進めてきております。

旧県庁舎の解体工事終了後、昨年10月からは、
予定した埋蔵文化財調査を実施し、江戸時代の

瓦などを含む土の層や石垣のほか、町屋の礎石

などの遺構を確認し、委嘱した専門家からは、

「確認された遺構を壊さないよう配慮する必要

がある。さらに詳細な調査の実施を検討してほ

しい」といった意見をいただきました。

県としては、今回出土した遺構周辺について、

さらに詳細な調査を行う必要があることに加え、

今後、調査を予定している中で出土した遺構付

近に建物を建てることを決定することは難しい

と考えているところであります。

また、長崎市からは、専門家の意見や今後の

整備スケジュールを考慮し、文化芸術ホールに

ついて、県庁舎跡地ではなく、現市庁舎跡地に

整備したいとの考えが示されました。

文化芸術ホールについては、県市双方のニー

ズを満たすようなホールの整備を目指して協議

してきたところですが、今回、長崎市が現市庁

舎跡地に質の高いホールを整備されるのであれ

ば、県において、県庁舎跡地に同じような機能

のホールを整備する必要はないものと考えてお

ります。

県庁舎跡地活用については、これまでも県議

会や懇話会などにおいて、さまざまなご議論を

いただき検討を進めてきており、今後の埋蔵文

化財調査の状況や幅広いご意見を踏まえて、歴

史を活かし、賑わいの創出につながるような活

用策の検討を進めてまいります。

令和2年度の組織改正について。
令和2年4月1日付で重要施策の企画立案及び

連携体制並びにその推進体制を強化することを

目的として、「企画振興部」を「企画部」と「地

域振興部」に再編することとしております。

今後とも、新たな組織体制の下、より効率的・

効果的な県政運営の実現に努めてまいります。

以上をもちまして、企画振興部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。

【山口(経)委員長】 以上で説明が終わりました
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ので、これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了いたしました

ので、採決を行います。

第29号議案及び第58号議案については、原案
のとおり、可決することにご異議ございません

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ご異議なしと認めます。
よって、各議案は、原案のとおり、可決すべ

きものと決定されました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について、説明

を求めます。

【陣野政策企画課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づきまして、本委員会に提

出しております企画振興部関係の資料について、

ご説明させていただきます。

お手元に配付しております「総務委員会提出

資料 企画振興部」、提出資料が補助金内示一覧

表、陳情・要望に対する対応状況、附属機関等

会議結果報告という表示の資料をご覧ください。

まず、1ページをご覧ください。
市町等の補助事業者に対し、内示を行った補助

金につきまして、11月から1月までの実績を記
載しております。長崎県集落維持対策推進事業

補助金に関し、佐世保市分の1件となっており

ます。

続きまして、3ページをご覧ください。
陳情・要望に対する対応状況でございますが、

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

11月から1月までに県議会議長宛てにも同様の
要望が行われたものにつきまして、3ページか
ら42ページまで、島原半島振興対策協議会、長
崎県離島振興協議会、過疎地域自立促進協議会、

対馬市、対馬市市議会、養生所を考える会、全

日本海員組合からの要望、26件となっておりま
す。

最後に、43ページでございますが、附属機関
等会議結果報告でございます。

11月から1月までの実績は、スポーツ推進審
議会、長崎県まち・ひと・しごと創生対策懇話

会、長崎県離島航空路線協議会の3件でござい
まして、議事概要につきましては、44ページか
ら46ページにお示ししているところでござい
ます。

以上で資料の説明を終わらせていただきます。

よろしくお願いいたします。

【山口(経)委員長】 次に、ＩＲ推進課長より補
足説明をお願いいたします。

【小宮ＩＲ推進課長】ＩＲ区域整備の推進につ

いて、補足説明をさせていただきます。

お手元のカラーのＡ3横、「総務委員会補足
説明資料（ＩＲ推進課）資料1」、それから資
料2が基本構想(案)の本体でございます。
まず、基本構想(案)に関しまして、資料1、概
要版でポイントを絞ってご説明させていただき

ます。

まず、1ページの左側中ほどに記載しており
ます「ＩＲ導入による国策への貢献といたしま

して、国際競争力の高い滞在型観光の実現、

2030年までに訪日外国人旅行者数を6,000万人、
同消費額を15兆円とする政府目標の達成への
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貢献。次に、まち・ひと・しごと地方創生、さ

らには、有人国境離島の保全・振興、歴史・芸

術・伝統等の文化保全・活用、そして、日本と

アジアをつなぐ九州ゲートウェイ機能の強化、

こういった国策への貢献を実現してまいりたい

と考えております。

次に、九州・長崎ＩＲの目指す姿、コンセプ

トでございます。

今回、「世界と日本を繋ぐ「九州創生ＩＲ」」

というコンセプトを掲げております。

次に、右側にまいりまして、九州・長崎ＩＲ

が有すべき施設と機能でございます。

①のＭＩＣＥ施設から⑤の来訪及び滞在寄与

施設まで、こちらは法令で定められた必置の施

設でございます。⑥のその他といたしましては、

ハーバーの活用でありますとか、ハウステンボ

スと調和の取れた環境配慮型の観光リゾートの

構築、あるいは災害発生時における避難施設、

あるいは物資の拠点施設、こういったものへの

活用を想定しております。

次に、裏面の2ページをお願いいたします。
左側にＩＲ整備に向けた課題と取組を整理し

ております。交通アクセスの強化・連携、ＭＩ

ＣＥ誘致支援体制、ＩＲ区域外への活性化に向

けた取組、国際観光人材の育成など、それぞれ

の課題や改善すべき事項について整理をいたし

ております。

次に、右上にお移りいただきまして、懸念事

項対策でございます。

ＩＲにはカジノが含まれておりますので、懸

念される社会的リスクについて、事前にしっか

りと対応策を講じておく必要がございます。

まず、基本的な考えといたしまして、ギャン

ブル依存症対策、治安維持対策、組織犯罪対策、

青少年の健全育成対策、この4分野における既
存の取組にＩＲ事業者と周辺の住民の方々の代

表、こういった幅広い主体が連携いたしました

共同体制を構築いたしまして、ＰＤＣＡサイク

ルによる継続的な対策の検証、改善を実施し、

安全・安心・快適なＩＲ周辺地域の環境確保に

努めてまいりたいと考えております。

次に、ＩＲ導入による効果でございます。

ＩＲの導入により想定されます九州圏内への

経済波及効果につきましては、平成30年4月に
有識者会議取りまとめで公表いたしておりまし

たが、その後、ＩＲ整備法等で示されました中

核施設のＭＩＣＥでありますとか宿泊施設の規

模、あとは入場料など新たな情報を反映させた

ほか、ＲＦＣを含みます各事業者からの提案等

を踏まえて新たに試算を行ったところでござい

ます。

まず、ＩＲ施設を訪問される年間の集客延べ

人数を690万人から930万人、建設投資額を
3,500億円から4,600億円と想定し、ＩＲ施設の
運営による九州圏内への経済波及効果といたし

まして3,200億円から4,200億円、雇用創出効果
としまして2万8,000人から3万6,000人と見込
んでおります。

最後に、想定されるスケジュールでございま

す。

本年1月7日に内閣府の外局としましてカジ
ノ管理委員会が設置されました。今後、国の基

本方針が策定・公表されましたら、速やかに県

の実施方針を策定・公表したいと考えておりま

す。

また、4月以降、この実施方針を基にＩＲ事
業者の公募に着手いたしまして、選定しました

事業者とともに区域整備計画をしっかりと策定

してまいりたいと思います。

県議会でご議論いただきまして、2021年、令
和3年7月30日までに国土交通大臣に対し、区域
整備計画の認定申請を行うことと予定いたして
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おります。

現時点で想定されます最速のスケジュールで

は、2021年度中にも区域認定がなされた場合、
2025年、令和7年度中のＩＲ開業を想定される
ところでございます。

資料1並びに資料2につきましては、説明は以
上でございます。

次に、実施方針(案)につきまして、資料3、こ
れは実施方針(案)の概要版でございます。資料4
が、その本編でございますので、資料3の概要
版で説明させていだたきます。

この実施方針(案)は、ＩＲ設置運営事業者の
公募・選定を行うに当たりまして、ＩＲ区域の

整備の意義、目標、民間事業者の募集及び選定

に関する事項を定める、いわゆるルールブック、

仕様書になるものでございます。

県議会終了後、国の基本方針の策定・公表を

踏まえまして、県の実施方針の策定・公表を行

うことといたしております。

左側の第2の「区域の整備の意義及び目標に
関する事項」から第4の「ＩＲ区域認定の位置
及び規模に関する事項」に関しまして、特に、

今回ご説明申し上げるところでございますけれ

ども、事業実施期間を35年といたしております。
また、費用負担として、ＩＲ事業者へＩＲ予定

区域を含む周辺地域のインフラ整備等に関する

費用負担を求めることといたしております。

負担額につきましては、今後、事業者から提

出されます事業計画、あるいはＩＲ事業者との

対話によって積算してまいります。

次に、右側の第6をお願いいたします。
スケジュールに関しましては、先ほど申し上

げましたけれども、現在、想定しております最

速のスケジュールで申し上げますと、事業者の

選定につきましては、有識者等で構成いたしま

す審査委員会を設置いたしまして、おおむね秋

頃をめどに事業者を決定してまいります。その

後、国の区域認定が得られましたら、県とＩＲ

事業者とで実施協定を締結することといたして

おります。

次に、第7でございます。「設置運営事業等
の円滑かつ確実な実施の確保に関する事項」に

つきましては、記載のとおり、3つの柱で構成
いたしております。

第8につきましては、カジノの収益をＩＲ施
設の整備、その他本事業の向上及びＭＩＣＥ誘

致のための取組、広域周遊観光など、本県が実

施いたします施策への協力に当てるよう、求め

ることといたしております。

最後に、第9の有害な影響の排除に関しまし
ては、本県及び公安委員会、立地自治体であり

ます佐世保市が実施いたします施策や措置に関

する項目を記載いたしております。

最後に、資料5でございます。
資料5は、本基本構想並びに実施方針に対す

るパブリックコメントを実施しております。昨

年の12月20日から本年の1月17日まで実施いた
しまして、22件のご意見を頂戴したところでご
ざいます。

説明は以上でございます。よろしくご審議の

ほどお願いいたします。

【山口(経)委員長】 次に、地域づくり推進課長
より補足説明をお願いいたします。

【浦地域づくり推進課長】 お手許にＡ4横の2
枚物の資料があると思います。「地域人口の急

減に対処するための特定地域づくり事業の推進

に関する法律概要」と書かれた資料でございま

す。

1ページでございますけれども、この法律に
つきましては、地域人口の急減に直面している

地域におきまして、地域づくり人材の確保を主

な目的としまして、昨年、議員立法により成立
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したものでございまして、本年6月4日に施行す
る予定となっております。内容につきましては、

次のページでご説明いたします。次のページを

ご覧ください。

上段の左に書いていますが、人口急減地域の

課題としまして、先ほど部長説明でもありまし

たが、事業者単位で見ると、年間を通じた仕事

がなかなかない、あるいは安定的な雇用環境、

一定の給与水準を確保できないなどの課題があ

りますことから、これに対しまして右のほうに

書いていますが、特定地域づくり事業協同組合

制度というものを新たに設けることで、地域全

体の仕事を組み合わせて年間を通じた仕事を創

出し、この組合で職員を雇用して、こうした事

業者に派遣するということで地域の担い手を確

保しようという制度でございます。

細かい概要については、その下に「制度概要」

と書いているところでございます。対象地域に

つきましては、過疎法に基づく県内13市町の過
疎地域等が対象になります。

1つ飛ばして、「対象事業」と書いておりま
すけれども、先ほどご説明したように、組合が

主体となりまして、「マルチワーカー」と書い

ておりますが、季節ごとの労働需要等に応じて

複数の事業者の事業に従事する、こういう方の

派遣を行うということで、この組合の認定は、

その下に書いておりますが、都道府県知事が認

定するという仕組みになっております。

特例措置としまして、労働者派遣法に基づく

労働者派遣事業を許可ではなくて届け出で実施

することが可能となるということと、今回の制

度につきましては、財政支援が用意されており

まして、この組合運営費の2分の1を市町村が財
政支援する場合に、市町村負担のさらに2分の1
を国が補助制度として構えるという内容になっ

ております。

制度の概要、さらに、その左下に図を書いて

おります。ポイントだけ申し上げますと、一番

左下になりますが、今回の法律につきましては、

国会の決議でありますとか附帯決議の中で、派

遣される職員については、できるだけ地域外の

若者等を確保するように努めることとなってお

りまして、今想定しておりますのが、移住希望

者でありますとか、地域おこし協力隊で地域で

任期を終えた者などを派遣職員として雇用する

ことを想定しております。

もう一つポイントとしまして、図の上段に1
次産業から3次産業まで、農林漁業、製造業、
サービス業、幅広い事業者に対して派遣を行う

ような形になります。派遣法で派遣が禁止され

ております建設業でありますとか警備業務等は

派遣できないことになっておりますけれども、

こうした幅広い業種の事業者に派遣することに

なっております。一つの事業者での労働時間は

全体の8割以内となっておりまして、最低でも2
割分はほかの事業所に派遣が必要ということで、

単一の事業所に派遣することは認められており

ませんで、複数の事業者に派遣することで制度

が成り立つという仕組みになっております。

もう一つポイントとしまして、この図の下の

ほうにベースキャンプということで、先ほど申

し上げた非特定地域づくり事業協同組合とあり

ますが、この組合の事務局として今想定されて

いるのが、様々な地域の事業所に派遣をすると

いう背景で、地域の仕事などの情報が集まりや

すい商工会、観光協会、農協といったところが

事務局を担うことが現在想定をされているとこ

ろでございます。

最後に3ページ、今後のスケジュールのイメ
ージについてでございますけれども、今月、3
月中に国から詳細なガイドライン等が出る予定

になっております。4月以降、説明会も開かれ
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ますし、6月に法律が施行されたタイミングで、
組合設立の希望調査についても県のほうで取り

まとめを開始するということで、最終的に8月
頃から組合が設立して事業実施につながるのか

なというスケジュール感でおります。

左上に、「事業検討の流れイメージ」と書い

ておりまして、この中の「⑤関係行政機関への

事前相談」のところに記載がございますけれど

も、今回の法律に基づく組合を設立するに当た

っては、大きく3つの手続が必要になっており
ます。一つは、都道府県による事業協同組合の

設立認可、もう一つは特定地域づくり事業協同

組合としての認定、最後に労働者派遣事業の届

出、この3つの手続がございますので、先ほど
申し上げたスケジュールの中にうまく同時並行

でこういった手続を進めることで8月以降の組
合設立につなげていくというふうな流れになっ

ております。

私ども、既に県内市町には情報提供しており

ますし、個別に必要な意見交換も行わせていた

だいております。

また、過疎地域の農林水産業、製造業、観光

業、介護など、様々な分野の人材不足の解決に

資する制度であるというふうに考えておりまし

て、各分野との連携が不可欠でありますことか

ら、庁内の部長会議等の場でも各部と情報共有

を既に進めているところでございます。

さらに、事業協同組合の設立認可の手続が必

要な関係で、県のそういった相談を受ける機能

がある県の中小企業団体中央会などにもお伺い

をさせていただいておりまして、協力について

も要請をしているところでございます。

まずは県下へ制度を浸透するということが大

事になってまいりますので、様々な機会であり

ますとか、様々な関係団体を通じて周知に努め

て、この法律の活用につなげてまいりたいと考

えております。

【山口(経)委員長】 次に、企画振興部次長より
補足説明をお願いいたします。

【坂野企画振興部次長】九州新幹線西九州ルー

トについて、ご説明いたします。

資料につきましては、「九州新幹線西九州ル

ートにかかる最近の主な動き」とタイトルに書

かれた資料をご覧ください。

最近の動きをご説明いたします。

昨年12月11日、山口知事と赤羽国土交通大臣、
そして水嶋鉄道局長が、それぞれ会談をいたし

ております。

赤羽国土交通大臣が、「幅広い協議に応じて

もらいたい」というふうに呼びかけ、両者の間

で協議のやり方について事務的なレベルで確認

し、文書で確認を交わすということで一致をし

ております。

また、水嶋鉄道局長は、「協議のあり方につ

いて、必ずしも4者が揃う必要はなく、議題に
応じて関係者が参加して協議できればよい」と

の意向を示しております。

一方、12月18日には、与党整備新幹線建設推
進プロジェクトチームが開催され、国土交通省

から環境アセス調査費の令和2年度の予算案へ
の計上が見送られることが報告され、そして、

12月20日の閣議決定におきましても、予算案へ
の計上が見送られました。

12月26日には、国土交通省幹線鉄道課長と佐
賀県地域交流部長の面談が行われ、佐賀県から、

「事務レベルの確認作業は情報を公開しながら

進めたい」との意向が示されました。

資料2ページをお開きください。
1月16日には、国土交通省幹線鉄道課長と佐

賀県の地域交流部長が再度面談をし、国土交通

省が今後の協議の進め方の案を示しております。

資料の7ページをお開きください。
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国土交通省が佐賀県に提示をいたしました協

議の進め方の案を掲載させていただいておりま

す。

内容につきまして、まず、協議の内容といた

しまして、これまでの西九州ルートの整備方式

に係る議論を踏まえ、次の5つの整備方式に関
し、論点を整理した上で真摯に協議するとされ、

スーパー特急方式、フリーゲージトレインの導

入、武雄温泉駅での対面乗換え、ミニ新幹線、

フル規格の5つの整備方式が掲載されていると
ころでございます。

次に、協議のスケジュールについては、いた

ずらに時間だけが過ぎることのないよう、精力

的に協議を積み重ねる。ただし、協議が結論、

期限ありきで性急に行われることがあってはな

らないというふうにされております。

最後に、協議の体制といたしまして、「協議

は、両者、国土交通省と佐賀県の間で行うこと

を基本とするが、必要に応じて、両者の合意の

下、長崎県とＪＲ九州に参画を求める」という

ふうにされております。

資料の2ページにお戻りください。
面談後の取材に対しまして、「国土交通省は、

フル規格を前提としないと整理したと受け取っ

て構わない」ということ。それから、「1月か
ら協議に入りたい」という意向を示しておりま

す。

一方、佐賀県は、「今後、国土交通省に対し

て質問を出したい」ということ。それから、「急

ぐ必要はなく、1月中から協議する状況にはな
い」というふうにしております。

このような中、1月18日には、佐賀県内で今
村衆議院議員が主催する意見交換会が開催され、

国土交通省及びＪＲ九州から、これまでの経緯

や財政負担の仕組みなどについて説明がなされ

ました。

また、18日の意見交換会後の取材に対しまし
て、地元負担に係る法改正によるスキームの変

更につきまして質問がございまして、今村議員

は、「応益負担は難しい」ということをお答え

しております。

また、国土交通省からは、「法律が邪魔をし

てできないことはよくないので、協議の中身次

第で考えていきたい」との見解を示しておりま

す。

1月22日には山口知事の記者会見が行われ、
「1月中の協議入りは到底考えられない」とい
うこと。「協議の考え方について、国に文書で

質問したい」という考えを示しております。

3ページをお開きください。
1月24日には赤羽大臣の記者会見におきまし

て、「協議に入る前の段階で時間を要すること

は考えていなかった」と戸惑いを示し、「速や

かな協議開始を期待している」との考えを示さ

れました。

2月3日でございますが、長崎県におきまして、
秋野参議院議員を招きまして、長崎県議会有志

の議員の勉強会が行われました。その中で秋野

議員からは、「課題は明確なので、克服のため

にどういうプロセスを経るかということに尽き

る」ということ。「今は静かな環境で議論して

いただくために見守っていただく時期であるこ

とは間違いないと思う」とのお話がございまし

た。

資料の4ページをお開きください。
2月12日には、佐賀県が国土交通省に対して

質問書を送付しております。「フル規格を実現

するための協議ではない」ことや、「佐賀県の

合意なしに前に進めないこと」など、12項目に
ついて確認を求めております。

これに対しまして、2月14日には、国土交通
省が佐賀県に対して回答を送付しております。
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資料の11ページをお開きください。
佐賀県からの質問と国土交通省からの回答を

載せております。四角で囲まれた部分が佐賀県

からの質問、その下に記載されているのが、そ

れぞれの質問に対する国土交通省からの回答で

す。

12ページの質問の2と3をご覧ください。
「幅広い協議」の内容について佐賀県から質

問がされ、佐賀県からは、「フル規格による整

備を実現するための協議ではないこと」や、「フ

ル規格を前提としないことなど」について質問

をし、回答では、「国土交通省としては、特定

の整備方式を前提とすることなく、5つの整備
方式をフラットに並べて真摯に議論してまいり

たい」というふうに回答し、改めて速やかな協

議入りを求めております。

資料について、4ページにお戻りください。
2月14日の佐賀県への回答に当たりまして、

国土交通大臣は記者会見におきまして、「協議

になかなか入れないのは、大変当惑している」

ということ。「知事に直接話をしなければいけ

ないし、知事からも、どういう思いなのか聞く

必要もあると思う」ということ。そして、「速

やかに協議が開始されることを強く期待してい

る」との意向を示しております。

一方、回答を受け取った佐賀県からは、「確

認したいことに対する回答になっていない」と

いうふうにしており、また、「回答について、

与党検討委員会の考えがベースにあり、与党検

討委員会と長崎県への色濃い配慮を感じる」と

しております。また、「再度質問するとしてお

りまして、それは3月の議会後」というふうに
発言をしていたところでございます。

それから、最近の動きですが、資料には記載

はございませんが、最近の状況といたしまして、

3月14日の回答後の反応を受けまして、2月18

日に赤羽国土交通大臣の会見におきまして、「事

務方同士の確認作業が続くことを理解に苦し

む」というふうに難色を示し、「確認したい点

があれば、知事が直接私に話すことが大事なの

ではないか」と見解を示しました。

山口知事も、2月19日に取材に対応しており
まして、「今後は質問するだけではなく、県の

考え方を積極的に表明することもあり得る」と

いたしまして、「佐賀県側から案を出す」との

考えも示しており、また、先日からの佐賀県議

会におきましても、「確認作業については、今

議会における議論を踏まえた上で、協議に関す

る基本的な考え方をまとめた確認文書を佐賀県

のほうから提示させる方向で事務レベルで調整

を進めさせたい」というふうに考えを示してお

るところでございます。

県としましては、両者の調整が進展し、早期

に協議が開始されることを期待しており、その

状況を注視し、情報収集を行っていきたいと考

えているところでございます。

資料の4ページに再度戻っていただきまして、
2月16日です。令和4年度の長崎から武雄温泉間
の開業に向けまして、開業ＰＲキャッチコピー

とロゴマークを発表いたしました。16ページに
決定したものをつけさせていただいております。

今後は、こちらのキャッチコピーとロゴマーク

につきまして、県の広報に活用するとともに、

お土産品などの商品パッケージへの活用などを

民間事業者の方に活用していただくことを促進

するなどしていきたいと考えております。

以上で説明を終わります。よろしくご審議を

お願いいたします。

【山口(経)委員長】 以上で説明が終わりました
ので、まず陳情審査を行います。

配付いたしております陳情書一覧表のとおり、

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い
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ます。

審査対象の陳情番号は、2、13、14でありま
す。

陳情書について、何か質問はありませんか。

【前田委員】 陳情番号14番の「ユニバーサル
デザインタクシー車両導入補助金助成制度新設

に関する陳情書」が長崎県タクシー協会から出

ていますが、陳情書の内容に賛同する形で数点

質疑をさせていただきたいと思います。

まず、陳情書を読ませていただくと、国とし

ての制度があるということ。ただし、費用負担

が大きいので全国の中で32の自治体で国庫補
助とは別に独自にユニバーサルデザインタクシ

ー、いわゆるＵＤタクシーの公費助成制度が確

立しているということが書かれております。

ＵＤタクシーの導入については、そもそも快

適性、安全性、障害者を持つ方や高齢の方、妊

娠中の方、子育て中の方などの利用にやさしい

という大きなメリットがあるということと、観

光の面からも求められているというようなこと

が書かれているわけです。

そこで、担当部署にお尋ねしたいと思います

が、まず、県内のユニバーサルデザインタクシ

ーの導入状況について、どういう状態であるの

かということと、国の補助制度の内容について、

まずご答弁いただきたいと思います。

【小川新幹線・総合交通対策課長】 まず、ユニ

バーサルデザインタクシーの県内での導入状況

でございますが、本年の2月4日現在で、32事業
者で76台が導入されている状況でございます。
そのうち国庫補助を利用して導入している部分

が20事業者の36台となっております。
なお、ユニバーサルデザインタクシーに係る

国庫補助の状況でございますが、国土交通省に

おきまして、地域公共交通確保維持改善事業費

補助金というのがございます。それともう1点、

訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費

補助金という補助金がございまして、これが1
台当たり補助率3分の1ということでの規定と
なっておりますが、現実、要望台数が非常に多

いということで、補助率は3分の1ですが、上限
を60万円ということで、今、内示等が実施され
ているという状況でございます。

【前田委員】 県下の状況が76台あって、国の
補助制度を使って導入された車が36台だとい
う答弁がありました。

それで、ここにも書いてありますが、3分の1
ですから、通常だったら車両価格が300万円か
ら350万円となっているから、3分の1であれば
100万円近く、本来だった補助が受けられると
ころ、今、課長から答弁があったように、求め

ている台数が多いので60万円を上限にしてい
るということで、そういうことも含めて、県、

市、国に補助制度があるけれども、自治体にお

いても、県と市において補助制度を新設してほ

しいという要望だというふうに理解します。

その上でお尋ねしますけれども、私が聞くと

ころによると、2020年を含めたところで全国の
目標が2万5,000台程度を目標とする中で、長崎
県は大体その1％近くと言われているから、普
通でいけば250台ぐらいの整備が望ましいとこ
ろが、さっき言ったような台数でとどまってい

るということについて、補助制度があればもっ

と台数が増えるんですけどというようなお話を

聞いております。

陳情書の中でも、独自に調べて、32の地方公
共団体が補助制度があるとなっていますけれど

も、県レベルで結構なので、全国で補助制度を

導入しているのが何県あるのかということをま

ずお尋ねするのと、こればかりに時間をかけて

もおれませんので、この陳情書に対する県とし

ての考え方についてご答弁いただきたいと思い
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ます。

【小川新幹線・総合交通対策課長】このＵＤタ

クシーに係る都道府県の補助の今の状況でござ

いますが、全国で14都県が、この補助制度を設
置しております。九州では、福岡県、佐賀県、

鹿児島県、この3県で補助制度が創設されてい
るという状況でございます。

内容におきましては、福岡県については、オ

リンピック、パラリンピック、それと2021年の
「世界水泳」の開催に向けて来訪者の対応等に

向けた部分として創設されているというお話を

お聞きしております。鹿児島県と佐賀県におき

ましては、今後、開催される国体及び障害者ス

ポーツ大会に向けて来県者の対応として準備を

進めるために創設されているということでお聞

きしております。

これに対する本県の考え方でございますが、

現在のＵＤタクシーというものにつきまして、

仮に支援をするとした場合、目的をいわゆるイ

ンバウンド等の対応として、いわゆる観光サイ

ドの分でやるのか、障害者対応でやるのか、も

しくは高齢者対応としてやるのか。そういう部

分も含めまして、まずは関係各課との意見交換

をやっていきたいと思っておりますし、県内の

自治体がどのようにお考えになられているのか、

そういうことも含めまして、今後、意見を踏ま

えたところで研究を進めてまいりたいと考えて

おります。

【前田委員】課長から考え方について答弁があ

りましたが、まさしく、どういう目的で、この

導入について検討するかということになった時

に、障害者であったり、高齢者であったりとい

うことも考えられます。そこは議会事務局に確

認しましたら、この陳情は文教厚生委員会も陳

情対象となっているということなので、そちら

はそちらで議論がされていることだと思います

が、そればかりではなくて、公共交通空白地帯

が他県に比べて特に高い長崎県において、その

空白地帯の住民、生活者の足を守るという意味

でも、こういったタクシーの利用というものが

求められる。そういった時に生活弱者は高齢者

の方が比較的多いですから、そういうことを考

えた時には、このようなユニバーサルデザイン

タクシーの導入というものは望ましいんだろう

なと思っています。

財政力が豊かだからか、東京とかに上京した

時にはほとんどもう、どちらかというとユニバ

ーサルデザインタクシーのほうが、オリンピッ

クも控えているからなんでしょうけど、ほぼほ

ぼそっちのほうが多いという台数の中で、ぜひ

長崎県においても、今の状況というのは、事業

者の方は補助制度がつけば購入とか更新につい

てユニバーサルデザインタクシーを考えたいと

いうところもあるみたいですから、さっきおっ

しゃったように、今後、各自治体にもどういう

意向があるのか確認しながら、望むべくは、県

として望ましいという方向になれば、市町で助

成をするところに対しては、県も応分の負担を

するというような方針を立てて臨んでくれるこ

とを要望しながら質疑を終わらせていただきま

す。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【麻生委員】同じくユニバーサルデザインタク

シーについてお尋ねしたいと思います。

ここに書いてありますように、現在、タクシ

ーで専用の車両、トヨタが出しておりましたコ

ンフォートは生産中止になっているわけですね。

年間大体10万キロとか15万キロとか走ってお
られるわけですけれども、障害者団体とか、要

は考え方としてユニバーサルデザインという形

にするのか、それともタクシー専用の車両とし

てこれしかないという認識はないのかどうか、
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その点お尋ねいたします。

【小川新幹線・総合交通対策課長】麻生委員が

ご指摘のとおり、現在、タクシー車両としての

更新というのが非常に難しいと。後継車種がな

かなかないというお話もお聞きしておりますの

で、各事業者の意見等も、実情を私どもとして

もお伺いしながら、そういう切り口がないのか

という部分を含めまして今後研究してまいりた

いと思っております。

【麻生委員】 今、走っているタクシーの中で、

ＥＶだとかハイブリットが結構ありますけど、

乗用車仕様なんですね。20万キロ走ると足回り
が悪くなる。タクシーは走行距離が60万キロ、
70万キロ走るわけです。
そういう中で、なんでＵＤタクシーがジャパ

ンタクシーになったのかということを参考にお

尋ねしてきました。そうしますと、「今、ＵＤ

をハイブリットでやっています。そうすると、

60万円か70万円、高いんだけど、6年間乗ると、
その分はコンフォートと同じようなコストにな

るんじゃないか。その分は燃費で十分カバーで

きると思いますよ」という趣旨なんですよ。

しかし、現場の皆さんが言われているのは、

コストが優先なのか、車両を維持させていくの

か。そういう状況になると、高いものだから、

普通の乗用車をタクシー仕様にしてあるけど、

1～2年乗れば走行距離を超えて足回りががた
がたで乗れない、整備費用に相当かかる、そう

いうことが実態だというお話も伺ったところで

す。

ですので、今、タクシー業界を含めて、福祉

車両もありました。それで高齢化してきてタク

シー勤務についても賃金が安いという状況があ

って、なかなかもうかっている状況ではない。

しかし、公共交通と併せて長崎県の観光事業の

中で大事な業種でもあります。

そういう人たちに対して、長崎県としてそう

いう実態をいち早くつかんで、現場の声を聞い

てもらって、どうするかということを早期に検

討してもらわなければいけないと思うんですよ。

そういう状況がないから、コンフォートなんて

いうのも平成29年5月で終わっているわけです。
今、乗ろうと思っても乗れないんです。買おう

と思ってもない。タクシー専用の車両というの

はジャパンタクシーしかないわけです。

そういうギャップの中でご苦労されていると

いうことをもう一回丁寧にしてもらって、そし

て採算性の問題、車両の維持管理、そして、ど

うしたら皆さんがやれるか。片一方では、今、

観光でもユニバーサルの関係で大きく舵を切ろ

うとしています。そういう中で大事なユニバー

サル仕様のタクシーを県としてもしっかりと補

助していくということについて前向きにご検討

いただきたい。先ほど前田委員が言われたよう

に重要だと思いますので、実態を調べてもって、

どういうところにご苦労されているのか、実態

の把握をお願いしたいと思います。

【山口(経)委員長】 質疑の途中ではありますが、
本日3月11日は、東北地方を中心に未曾有の被
害をもたらした東日本大震災の発生から9年目
に当たるということで、ここで、震災により犠

牲となられた全ての方々に対し哀悼の意を表す

べく、黙祷を捧げたいと思います。

皆様、ご起立願います。

〔黙   祷〕

【山口(経)委員長】 黙祷を終わります。ありが
とうございました。

質疑を再開します。

【麻生委員】先ほど申し上げましたように、現

場の声を聞いてもらって、車両の問題というこ
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とで、これは避けて通れない状況だと思います。

「今、コンフォートみたいな普通車をつくらな

いんですか」とお尋ねしたら、「使わない。道

路交通法を含めてＵＤ仕様しかないんです。Ｕ

Ｄ仕様でハイブリットということで燃費は相当

よくなってきている」ということを言われてい

ますので、採算性とユニバーサルデザイン関係

についての取組を再度お願いしたいと思います

けれども、ご意見があったら。

【小川新幹線・総合交通対策課長】先ほど前田

委員の質問にもお答えさせていただきましたが、

観光の目的、もしくは高齢者対応、障害者対応

ということもございますが、タクシーの今後の

地域公共交通を担う役割として、バス路線等を

含めた、いわゆるそれぞれの役割分担による地

域での移動手段の確保という観点でも大きな役

割を担っていると思っておりますので、そうい

う視点においても、各事業者のいろんなご意見

等もお伺いしながら、どういう形であれば運行

の継続なり事業の展開ができるのかということ

も含めて、私ども、研究してまいりたいと思っ

ております。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ほかに質問がないようです
ので、陳情につきましては、承っておくことと

いたします。

しばらく休憩します。

― 午後 ２時４９分 休憩 ―

― 午後 ３時 ５分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開いたします。
次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

うことといたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、質問はありません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 質問がないようであります
ので、次に、議案外所管事務一般について、質

問はありませんか。

【小林委員】私は、総務委員会に所属をいたし

まして、これまで五島産業汽船のいわゆる破綻

に伴う要因とか、果たしてこのままでいいのか

と、こういうような視点に立って実はずっと県

の姿勢をただしてきたところであります。

まず、考えてもらいたいんだけれども、一昨

年の平成30年10月2日に、ある日突然、五島産
業汽船のいわゆる全航路、これが突然運休する

と。しかも、事前に県に通知をするとか、所定

の手続は全く行わず、もう10月2日にある日突
然、全便運休と、こういうような挙に出たわけ

ですね。まさしく足の確保という、島民の皆様

方の足が全部奪われたと、こんな状況があった

こと、これはお互い忘れてはならない。離島県

の長崎県として、絶対に許し難い状況ではない

かと思うんです。

しかも、10月2日に全く前触れもなく、全便
休便をして、それから10月2日の翌日、10月3
日と4日には陸上で働く社員、それから船で働
いていただいている船員の方々、みんな解雇の

挙に出たわけですよ。2日に突然運休し、3日、
4日は社員を解雇。それから、4日には弁護士立
ち会いのもと、破綻についての記者会見を行っ

たと。こういうような経過は、ご存じのとおり

であります。

そういうようなところが、実は調べてみてび

っくりたした。それまで率直に言って五島産業

汽船なんていうのは全然知らないんですよ、私

は。びっくりして、どういうところかといって

調べてみたら、なんと、県のいわゆる審査を経
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て公金、県民や国民の税金が相当額、この五島

産業汽船にいわゆる支出をされているわけなん

です。

そこでまずお尋ねしますが、五島産業汽船の

急の倒産、破綻を仕掛けていると言わんといか

んのでしょうな、事実上、活動が停止している

けれども、その五島産業汽船に公金を幾ら、い

わゆる補助金として交付しているか、まずその

点からお尋ねしたいと思います。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】経営破

綻いたしております旧五島産業汽船に対しまし

て、関係する補助金としまして直接的に交付し

ているのがリフレッシュの補助金ということに

なりまして、これが約8億6,000万円。それから、
「びっぐあーす2号」のリプレイスの補助金と
いうことで、交付先につきましては新上五島町

になりますが、これが8億7,000万円ということ
で、合計しまして約17億3,000万円が旧五島産
業汽船関係として交付された補助金になります。

【小林委員】今ご説明があったとおり、なんと

2回に分けて17億3,000万円という公の公金、県
民、国民の税金がいわゆる補助金として交付さ

れているということが明らかになりました。

そうしますとね、まずお尋ねしたいことは、

いわゆる離島航路をしっかり守るということ。

こういう点からいろいろとリフレッシュ事業、

リプレイス事業、こういうのがあるわけですが、

その補助金を申請するたびごとに具体的な添付

書類が求められていると思いますが、どういう

添付書類が求められますか。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】補助金

の実施要綱の中に定めがございまして、リプレ

イス補助金、それからリフレッュ補助金という

ことでそれぞれに分かれております。

今回、五島産業汽船は直接的にリフレッュ補

助金の申請をされていますので、こちらを例に

ご紹介いたしますと、まず、リフレッュ補助金

を申請する場合につきましては、船舶リフレッ

シュ事業実施計画書、見積書、収支予算書、工

程表、定款並びに直近の財産目録、損益計算書、

貸借対照表及び事業報告書、リフレッシュ対象

船舶の現況写真、誓約書、その他知事が必要と

認める書類、こういったもの約8点の添付書類
を求めております。

【小林委員】今ご答弁があったとおり、補助金

の実施要領は私も持っていまして、今、企画監

が説明をされたとおり、特に財産目録、損益計

算書、貸借対照表、こういういわゆる決算に伴

う資料を添付するようになっております。なん

でこういう大事な決算書等々の資料を一緒に補

助金申請とともに添付しなければならないのか、

その辺のところについてお尋ねをしたい。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】このリ

プレイス・リフレッシュ事業の目的、趣旨とし

ましては、航路運賃を低廉化いたしまして離島

住民の経済的負担の軽減、それから交流人口の

拡大を図るといったことが挙げられております。

つまり航路運賃を低廉化することになりますと、

当然ながら、この航路が安定的な運営ができる

か、見込まれるかといったところが必要となり

ますので、そういったこの要綱の趣旨を担保す

るために、先ほど言いましたような決算関係の

書類をもって航路事業者がこの事業を安定的に

実施できるか、そういったところを確認するた

めに添付を求めていると考えております。

【小林委員】 全くそのとおりだと思いますね。

要綱を見ましても、その種の内容が盛り込まれ

ていると思いますよ。離島航路、島民の皆様方

の足を確保するという視点に立った時に、やっ

ぱり安定的な経営、継続的な経営、そして船賃
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が軽減されると。それだけの経済的な体力、経

営的な体力、そういうものが必要なんだと。だ

から、そういう財務諸表を、決算書を添付して

それをチェックすると、こういうようなことに

なっているわけです。

そういうことでありますから、当然、平成21
年からずっと補助金を受けてきている五島産業

汽船の決算書等々は、県のほうにあるんですか。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】 今、小

林委員のご指摘のとおり、旧五島産業汽船の貸

借対照表、損益計算書等の決算に関する書類に

つきましては、補助事業の交付申請時の添付資

料といたしまして、平成21年から27年までの分
について県において保有していることを確認し

ております。

【小林委員】 今のご答弁で、平成21年から27
年に至るまで、決算書、貸借対照表、財務の必

要なものが県庁の中には全部あるんだと、こう

いうようなご説明でございます。

これまでその決算書を我々議会でチェックす

るために必要だから出してくださいと何度もお

願いをしたけれども、1回たりとも、これに対
してイエスは言わない。なんで補助金の申請に

添付するそれだけのものを我々に出さないのか。

今言うように、17億3,000万円もの公金を、あ
る意味では全く不能にしてしまっているじゃな

いかと、船は残っているけれども、現実に目的

を達し得なかったと。ならば一体どこに要因が

あったのか、原因があったのか、決算書の中身

は正しいのか、こういうようなことを我々議会

の権能としてやっぱりチェックしなければなら

ないのに、それを出さなかったのは一体何なの

か。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】県にお

きましては、旧五島産業汽船の決算関係資料に

つきましては、平成21年から27年分まで保有し
ておりますけれども、長崎県情報公開条例の趣

旨に照らしまして企業情報の非開示に該当する

情報と考えているところでございます。

ただ一方で、この同じ情報につきましては、

九州運輸局も保有しておりますので、当局に対

して情報開示を求めるという手段もとりました

けれども、同局からも開示はできないといった

ところでございました。

現在、旧五島産業汽船につきましては、破産

手続が進められている中で、破産法の制度上の

制限ということで決算関係資料につきましても、

一定の閲覧制限がかけられている情報といった

ところも考慮いたしまして、県においては、直

接、破産管財人に対しまして、この情報の開示

につきまして、これまで協議を行ってきている

ところでございます。

【小林委員】正直に答弁していただいていると

思いますよ。情報公開で非開示だと。また、破

産管財人である弁護士から出すのを控えてほし

いと、こういう要請を受けた等々の要因で添付

している決算書等の資料を我々議会に出さなか

ったと、こういうようなことです。

そこで、本当に非開示でいいのか、そういう

決算書を議会に提示しなくていいのかどうか。

こんなようなことについて今のような話を聞け

ば、普通だったら、ああ、そうかと、仕方がな

いんだと、こう思うけれども、今までそんな答

弁をずっと繰り返されて、どうもおかしいと、

納得ができない。

そういうようなことで私は私なりに調べさせ

ていただいたら、なんと、いわゆる会社法とい

うのがあるじゃないか。会社法の440条、コピ
ーしてきました。会社法440条、こういう中身
を見れば、この内容は一目瞭然であって、果た
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して今答弁されたような内容でいいのかどうか。

この会社法440条、この際、企画振興部長には、
これまでいろいろご質問しませんでしたが、会

社法の440条については、部長はご存じであり
ますか、お尋ねをします。

【柿本企画振興部長】 会社法の440条について
は、株式会社の決算公告についての規定である

ということで認識をいたしております。

【小林委員】そうなんですね。今ご答弁のとお

り、会社法440条はこういうことが書いてある。
まず、「株式会社は、法務省令で定めるところ

により、定時株主総会の終決後遅滞なく、貸借

対照表を公告しなければならない」と。明確に

会社法で規定されているわけであります。

ですから、こういうようなことを部長がご存

じの上において、今のような情報公開の非開示

だとか、あるいは破産管財人が、これを出さな

いでほしいと、こんなようなことを言っている

がゆえにと、こういうことの答弁が返ってくる

んだけれども、どっちが優先するんですか。法

令を守らなければならんのが行政の仕組みでは

ないのか。そういう法令を、まさに軽んじて、

何かしらんが、うさんくさいみたいなそういう

イメージを残すということは、断じてあっては

ならないと思います。

私は、そういう意味からいっても、やっぱり

県にあるわけです、さっきから言っているよう

に。あるならば、それを明らかにしながら、ど

こにこの17億3,000万円のこういう不祥事が生
じたのかと。当然、あなた方も調べてもらわん

といかんし、我々もここは調査しなければなら

ないという、そのお互いの役割があるというこ

とを強調してるんです。

そこで、いろいろ頑張ってみましたよ。頑張

ったみたらびっくりするみたいな内容の資料が

出てきた。五島産業汽船のいわゆる貸借対照表、

決算書がないと、出せないということの中で、

いろいろ調査をいただきまして、実は第23期の
決算公告、今お手元に上げておりますけれども、

これが出てまいりました。これは間違いなく株

式会社五島産業汽船、これは官報に実は公告さ

れたものであります。国の責任ある官報に公告

された内容を見て驚きました。

まず、いわゆる資本金が2億円ということで
あったが、これがなんと1億9,000万円を減資し
て、2億円のうちのほとんどである1億9,000万
円を減資して、いわゆる資本金を1,000万円にす
るということ。こういうような資本金額の減少

公告、こんなものが出てまいりました。「平成

26年3月28日 株式会社五島産業汽船代表取締

役 野口順治」と、こういうことを書いてあるわ

けです。

そして、貸借対照表を見て驚くことは、資産

の部においても流動資産が9,900万円、1億円を
切っている。固定資産としても2億3,700万円、
船とかなんとかというような固定資産が2億
3,700万円しかない。合わせて3億3,600万円。
そういう状況でここにきれいに表に出ている

のは、いわゆる負債及び純資産の部を見て驚く

のは、まず流動負債、流動負債ですよ、いわゆ

る借金が2億6,400万円、固定負債10億2,700万
円、株主資本が9億5,500万円の赤字、利益剰余
金が10億8,000万円の赤字、その他の利益剰余
金10億8,000万円、同じような金額が赤字、自
己株式7,500万円の赤字と。こういうような株式
会社五島産業汽船の第23期、つまり平成25年4
月期の決算がこうして表に出てきたわけであり

ます。

この内容を関係の皆さん方はご存じでしょう

か。県のほうにこの資料があるわけでしょうか
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ら、あなた方が知らないということはおかしい

と思うし、これだけの17億3,000万円が、まさ
に金づるみたいなことになってしまったと言わ

れても仕方がないような、そんな状態だから、

このいわゆる決算書を見たことがあるかどうか、

まずお尋ねします。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】 第23
期の決算公告ということになっておりますので、

先ほど申し上げましたように、県のほうに保有

している決算関係の資料としましては、平成21
年から27年までということでありますので、貸
借対照表の、ここには概略版が載っております

が、貸借対照表として会社が作成したものにつ

いては見たことがございます。

【小林委員】 見たことがあると言うけれども、

中身をチェックするために、見るためにあるん

じゃないんだよ、眺めるためにあるわけではな

いでしょう。これをやっぱり正しくチェックし

てもらって、本当にこの会社が、先ほどから言

われるように、安定的な経営ができるかとか、

あるいは多くの島民の皆様方に還元できるよう

な、そういう経営をやっていただいているかと、

こんなことを見るために決算書をいただいてい

るということは、先ほどもご答弁があったじゃ

ありませんか。だから、この内容というものが

しっかりあらなければならんわけです。

もうここまできた以上、この会社法の440条
でも、きちんと法令で規定されている。この際、

県のほうにある平成21年から27年までの五島
産業汽船に関わるそういう添付された資料を、

この際、総務委員会に提出するべきではないか

と思いますが、いかがですか、部長。

【柿本企画振興部長】この旧五島産業汽船の決

算書等につきましては、先ほど小林委員から会

社法の規定のご紹介もございましたけれども、

本委員会でのご議論も踏まえて公表ができない

かということで、県といたしましても破産管財

人に対して継続的に協議を行っているところで

ございます。

破産管財人のほうからは、破産法の規定を基

に公表することができないという考え方が示さ

れているところでございますけれども、県とし

ましては、破産管財人の意見と違ったような視

点ですとか別の見解、そういったことがないの

かということで、破産法の規定の趣旨や解釈な

どについて、さらに掘り下げて検討する必要が

あるというふうにも考えております。

また、この決算書等の公表によって具体的に

どういう影響があるのか、あるいはいつまでそ

ういった配慮が必要なのかといった点について

も検証が必要かと思っております。

したがいまして、今後とも、県の顧問弁護士

のほか、弁護士の専門的な意見をさらに伺いな

がら、法的な根拠を整理しながら引き続き破産

管財人との協議を行ってまいりたいと考えてお

ります。

【小林委員】 時間ですから終わります。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありません

か。

【麻生委員】ＩＲ関係についてお尋ねしたいと

思います。今日、概要説明がありました。その

中で2点ほど、お尋ねしたいと思っておりま
す。

概略説明の資料3についてですけれども、こ
の中で期間が35年と、設置事業者に対してＩ
Ｒ予定区域を含む周辺のインフラ整備等の費用

負担を求めるということを書いてありますけれ

ども、県として、今回のインフラ関係について

どういうお考えを持っていらっしゃるのか、ど

こまでの範囲でね。
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空港から、ここまですると大変厳しいですよ

ということを指摘をされておりましたけれども、

ＩＲ近辺の周辺事業者が認定された時に、そこ

ら辺の周りのインフラ、水道だとか下水だとか、

そういう形に資するのか、そういう形の概略を

お尋ねしたいと思います。

【小宮ＩＲ推進課長】インフラ整備の事業者に

求める負担のお尋ねがございました。

先般、長崎空港の桟橋の事業計画等の報道も

あったところでございますけれども、加えてハ

ウステンボス側の早岐港、こちらも県の所有の

ハーバーでございまして、今回､ＩＲ区域の整

備と併せてハーバーの一体的な活用もできるの

ではないかということで、事業者からの提案も

あっています。

また、ＩＲ区域の外になりますが、ＪＲハウ

ステンボス駅の様々な活用方法でありますとか、

ＩＲ周辺の国道、県道、そういったところの公

共事業に関する様々な検討を今後進めてまいり

ますので、事業者がどのような提案がなされる

かにもよりますけれども、一定ＩＲを整備する

中で必要となる部分について検討を深めてまい

りたいと考えております。

その中で、ＩＲの事業者がどのような施設を

どの程度の規模で設置をするかというところが

大きく影響がございますので、そのあたりも含

めて今後しっかりと対話を進めてまいりたいと

考えております。

【麻生委員】 この実施方針(案)の中で書いてあ

るように、インフラについてある程度事業者に

持ってもらうのであれば、長崎県としての投資

額も少なくて済むわけですけれども、今後、事

業者と話し合うんでしょうけれども、長崎県と

して、公共投資も含めて、最低これぐらいはや

らないと他県に勝てないんじゃないかとか、お

客さんが集められないんじゃないかとか。もち

ろんインフラについては、水道、下水なんてい

うのは維持管理を含めてですけれども、水の問

題も含めてありますけれども、2万人強の方が
来られたら一つのまちができるような状況なん

ですよね。ハウステンボスだって今は1万人も
来ないわけですから。そうすると、水源の確保

と上水場の設置、そして下水道の管理運営、相

当な状況になってきますよね。そういったもの

を県は事業者にさせるという話なのか。

道路をどこまで見るかということ。最低限の

県としての目論見、最低、ここぐらいまでは投

資しなくちゃいけない。もちろん東彼杵道路だ

とか、空港からの海上輸送だとかというのはあ

るかもしれませんけれども、もくろみとしてア

クセスに対する取組を、佐世保市を含めてどの

程度までだったら許容できるかということのお

考えがあるのかどうか、お尋ねしたいと思いま

す。

【小宮ＩＲ推進課長】今、麻生委員から上下水

道、水の需要の話もございましたけれども、Ｉ

Ｒに必要となる施設がどういった種類、規模に

なるかというところにも影響がございますけれ

ども、必要な水の確保につきましては、佐世保

市並びに佐世保市の水道局に具体的に検討をい

ただいているところでございます。

また、ハウステンボスが環境に配慮をする未

来都市のまちづくりを進めているということも

ありますので、一定ＩＲ事業者につきましても、

環境に配慮した中水の活用なども含めたところ

で、最先端技術を活用したさまざまな手法を用

いて提案をいただきたいというふうに考えてお

ります。

また、必要最低限のインフラ整備というとこ

ろでございますが、やはり地域住民の皆様が懸
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念をされております交通渋滞、そういったとこ

ろは地域住民の皆様のご意見をしっかりとお聞

きしながら、佐世保市と一体になって、どうい

うふうな改善策があるかというところを、令和

2年度の予算で計上させていただいております
交通インフラの検討の予算、こういった事業費

を効果的に活用しまして、様々な検討を進めて

まいりたいと考えております。

【麻生委員】 同じく資料1の取組の中で、国際
観光人材育成についてのお尋ねをしたいと思い

ます。

今、競合する横浜、大阪、和歌山と3カ所が
上がってまいりましたけれども、前回指摘して

おりましたように、地方型ＩＲを目指そうとす

る中で、大阪、横浜は都市型だろうと。そして、

和歌山が世界遺産の熊野古道を持ち、高野山と

か大きな資産も多くある中で、和歌山大学の中

に観光学部をもって、平成20年から観光学科
として国立大学が持っていましてね。調べます

と、定員120名で多くの人材を輩出してきてい
る。

このスタートは誰がしたのかというと、自民

党の二階幹事長、併せて竹中平蔵元総務大臣、

その皆さんから話が上がってスタートしたと聞

いています。

こういう人材を長崎県としても輩出してやっ

ていかないと、この状況の中でいけるという話

があるのかと。やっぱりちゃんとした教育関係、

人材、そしてそれなりの構想を持って取り組ま

ないと、いくら声高に言っても負けるんじゃな

いかと。単なる状況で、事業者が集めてくれば

いいんですよというだけでいいのかと。

やっぱりそれに対する人材の育成と、負けな

いような教育環境を長崎県ももっとつくらなく

ちゃいけないんじゃないかと思いますけれども、

その件について、この状況についてどういうお

考えがあるのかお尋ねしたいと思います。

【吉田企画振興部政策監】九州・長崎ＩＲから

導かれる雇用創出を数万人規模で考えておりま

す。2万8,000人から3万6,000人ということで
見込んでおりますので、その多くは、県内の若

者の雇用につなげていきたいと考えておりま

す。

このため、県内における国際観光の育成が、

今委員ご指摘のとおり急務であると考えており

まして、現在、ＩＲ候補地の近くにございます

長崎国際大学をはじめとして、県内外の各大学

に参りまして、九州・長崎ＩＲの取組状況の説

明と併せて、国際観光人材の育成への協力を呼

び掛けているところでございます。

その意見交換の過程で、教育カリキュラムの

組み替えとか、あるいは社会人の再教育などを

含めた具体的な提案をお持ちの大学もございま

すので、引き続き県内大学、県外の大学も含め

て連携しながら、国際観光人材の育成にしっか

りと努めてまいりたいと考えております。

【麻生委員】私は、和歌山県の底知れぬ力とい

うのを感じているんですよ。

先日、二階さんの本を読ませてもらって、こ

れほどまでに力がある政治家なのかと。今は全

国旅館組合の会長をされていますね。日中友好

関係の中国関係の特使としても代表としておら

れます。そういう中で、国立大学で120人の人
材を育成して、相当長期戦略でされているわけ

ですよ。

それに対して長崎県が、こういう教育関係で

やるとしたら、もっと力を入れてもらって、先

ほどの国際大学もそうでしょうけれども、ＡＰ

Ｕといいますか、立命館アジア太平洋大学です

か、あそこは2,000人規模で、1,000人ほど外
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国からも来られて、多国言語でやっているとい

うこともありますし、ぜひそういった中で長崎

としてのビジョンを早く出していただきたい。

そうしないと、ハードだとか状況については

幾らか、投資効果ということで絵は描けるかも

しれませんけれども、人材をどうつくっていく

のかということについては、なかなかこれは一

朝一夕にはできないと思うんですよ。そういう

歴史だとか重みだとかということで、ソフト事

業では絶対に負けないというような形をつくっ

ていただきたい。

これはもちろん経済関係の連携だとかもあり

ますよ。だけど、そこで働く人たちが、ハウス

テンボスで大きな、いろいろ経験をされた人も

いるでしょう。だけど、違った新しい事業、マ

カオ大学に行ってですね、連携するとかと言わ

れていましたし、いろいろ取組をぜひ図ってい

ただきたいと思いますけれども、いま一度、そ

の見解についてお尋ねしたいと思います。

【吉田企画振興部政策監】先ほど、概念的にご

説明申し上げましたけれども、もう少し具体的

に、例えばマカオのＩＲを支えておりますマカ

オ大学、それからラスベガスを支えております

のはネバダ州立大学のラスベガス校というとこ

ろです。

こういった先進事例を参考にしながら、九州

の特に北部圏域の大学をしっかりとつないで、

その中で人材育成につながらないかということ

で、今、大学側と意見交換をしている最中でご

ざいますので、そういった海外の大学のカリキ

ュラム等も参考にしながら、引き続き、長崎国

際大学が一つの核になり得ると思っております

けれども、そこを中心として、長崎県内外の大

学としっかりつないで、人材育成を果たしてま

いりたいと考えております。

【麻生委員】時間はあるようでないという状況

ではないかと思います。今回も1億何千万円の
予算が組まれていますけれども、外に向かって

の発信だとかというのももちろん大きな状況か

もしれませんけれども、今後、戦略的にどのよ

うに雇用の状況と若い人材を育てていくのか。

両輪じゃないかと思うんですよね。

そこに対するリーダーシップのとれるような

人、そして現場で働いている人たちに夢をしっ

かりもってもらうような、そういう形をぜひつ

くっていただきたいと思いますので、その点、

ぜひまた途中経過を発表できるような形になれ

ばと思いまして、意見として言っておきたいと

思います。よろしくお願いします。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありません

か。

【山本(啓)委員】 陳情審査の時に出ていた2番
ですけれども、もちろんこの陳情の内容であれ

ば、恐らく担当は、フェリー旅客船の維持・存

続を求める決議とか、この分野で企画振興部が

ご担当となったと思うんですが、実は内航海運、

この中にも含まれると思うんですけど、長崎県

には内航海運の事業体が非常に多くあります。

そういった方々は、陳情にもあるように全国

の形をとっていますけれども、それぞれの地域

でやっている方々も、許可は国が出すものです

から、県は所管をされてないんですね。産業労

働部においても、その中身や実態については把

握をされていないと。要望をしようにも、国の

方へ、国の方へと、国土交通省に要望するんだ

けれども、そのつくり方は全国一律でやってい

ると。ここに書いてあるとおり、中身について

問題は、やはり人員、船員の方々の担い手不足。

または不況によって、新しい船員を確保し、ト

レーニングする環境が難しいと。
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ここでの質問は、これはもうすぐ終わるんで

すけれども、お伺いしたいのは、今回新しく国

の方で6月から施行される特定地域づくり事業
協同組合制度、後ほど質問しますけれども、こ

れは一定人材派遣できる事業体は決まっていま

すよね。こっちの話はライセンスも必要だし、

恐らくそういった時間というのはうまくいかな

いんだと思うんです。

ただ、その地域を基地として、全国の海を内

航海運として物を運んでいる人たちがいて、そ

の人たちは、しっかりと地元長崎県の地域に税

金を納めて地域で暮らしていると。国の許可で

はあるけれども、こういったところにも目を向

けて、しっかり人口減少させないとか、担い手

を確保するとか、そういった産業を超えた支援

の形ができないものかなというふうに思ってい

るんですけれども、所見と考え方だけお伺いし

たいと思います。

【浦地域づくり推進課長】 ただいま山本(啓)委
員からご紹介がありました特定地域づくり事業

の制度については、地域を守っていくという視

点で非常に重要だと思っております。先ほども

説明しましたが、基本的に労働者派遣法による

禁止がされている業務以外については、それが

有資格であろうがなかろうが、派遣の対象にな

ります。ですから、年間を通じた仕事がなくて

も、例えば同じような業態の幾つかの会社が協

力、連携する形で、年間を通じて例えば1人の
雇用を生み出す、あるいは2人の雇用を生み出
す、そういった仕組みなり工夫を考えていただ

くことが、まず大事だと思っております。

さらに言うなれば、この制度自体は市町村の

支援が前提となっております、あるいは県の認

定が前提となっておりますので、特に地元市町

とか、私ども県にご相談いただきながら、そう

いう枠組みをつくっていただくような、そうい

う取組が今後求められていくんだろうというふ

うに考えております。

【山本(啓)委員】 新しい何かが始まって、その
時に動き出したものに対して、これはできない

のか、あれはできないのかという議論をするつ

もりはないんです。

前置きがうまく説明できなかったんですけれ

ども、たとえ国許可の産業であっても、その地

域を構成している長崎県民であって、その地域

に必要な人材であったり、地域のコミュニティ

ーの動力であったりするわけです。そこが国許

可の産業だから、その業態の支援は少し難しい

という部分があるのは当然だと思うんです、産

業労働部に言わせれば。

当然だと思うんだけども、そこはひとつ地域

づくりの観点で、皆様方が取り組んでいるコミ

ュニティーの再構築といった部分や、この新し

い特定地域づくり事業協同組合制度、国の事業

ではありますけれども、この新しい切り口など、

そういった産業においてもしっかりとその地域

に根づいていただいて、今後もそこを基地とし

て、内航海運であれば物を全国に運んだり、そ

ういうことをして最後は母港である長崎県の港

に帰ってきていただくと、そこを支えていくこ

とも必要じゃないかと。

事業に絡んで説明したけれども、その考え方

について、少し、部長、ありませんか。

【柿本企画振興部長】この特定地域づくり事業

協同組合の制度は、まさに人口減少などの課題、

地域の活力の低下とか、そういった課題が進ん

でいく中で、それぞれの地域が抱える課題を解

決していくことと、そのための人材を確保する

ことが一番の目的だというふうに思っておりま

す。
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そういう意味で、ご指摘のありました内航海

運の運送事業に関する人員の確保というような

ことも、これから離島地域、半島地域を抱える

長崎県においては予想される課題であるという

ふうにも思っておりますし、それを、こういっ

たさまざまな法制度、新しい制度をうまく活用

してどう乗り切っていくかというのが、我々県

としての知恵の絞りどころだというふうに思っ

ております。

そういう意味で、これからまた各市町と、こ

の制度の活用についてもさらに検討を進める必

要がありますし、いろんな分野にまたがる話で、

それを横串を刺してやっていくべきことだとい

うふうに思っておりますので、地域振興という

観点で、そこの役割をしっかり我々の方でも果

たしていけるように取り組んでいきたいと考え

ております。

【山本(啓)委員】 この事業とは別にしても、そ
ういった国の許可であればなかなか把握できな

い産業があるけれども、その方々も地域でしっ

かりと暮らしているんだと、そういった方々に

もしっかり目を向けるきっかけにしていただき

たいと思うんです。

その上で、この事業の中身について少しお尋

ねするんですけれども、説明の中では一定理解

できる話で、スケジュール感としても令和2年
6月4日施行ということで、それに向けてそれ
ぞれの地域で体制を整えていくんだろうという

ふうには理解をするんですけれども、例えばど

こどこ市、どこどこ町であれば、まずこの人材

を把握し、その人材をハンドリングしていくと

いうか、その企業体というか事業体は、どうい

ったところをイメージされているんですか。

【浦地域づくり推進課長】現在、県内関係市町

において具体的な検討を進めているというふう

に承知しております。令和2年度から、この事
業に着手したいという考え方を示しているとこ

ろは、県内で五島市が考え方を持っています。

また、それ以外の市町の中では、特に離島関係

市町が、この法律、制度に非常に興味・関心を

持っておりまして、前向きに検討を進めていた

だいていると把握しております。

五島市におきましては、さまざま内部で議論

が行われているというふうにお伺いしておりま

す。まだ、組合の事務局をどこにもっていくか

というところで、市の内部でもさまざまな議論

があっているということで、例えば商工会とか、

あるいは五島の方で新しい産業ということで注

目されております洋上風力発電の関係の事業所

の方からも、この制度を使いたいというふうな

話があるということも聞いております。

こういったことを地域で今後協議をする中で、

事務局をどこが担うべきかを検討されるという

ふうに聞いているところでございます。五島市

におきましては、そういう状況でありますので、

令和2年度の予算計上についても、今、検討が
進んでいるというふうに聞いております。

【山本(啓)委員】 商工会、商工会議所等々が事
務局として予想されるという話であって、どこ

もそうであるとは言ってないだと思うんですけ

れども。

その上で、先ほどの説明では、できるだけ地

域外から来られた方をと。これは地域内の方を

制限するものではないというふうな理解をして

いるんですけれども、これをハンドリングして

いく中で、今、働き方改革などで、それぞれの

働く方の時間帯、労働時間が制限されて、より

多くの人員を有しなければならないような事態

があって、会社側が、経営者側が非常に多くの

負担をしていると。特に社会保障の面や厚生関
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係とか、そういった部分については協同組合が

全て担って、人だけを時間帯や季節ごとに派遣

していくのか、そういった具体的な話を絡めた

説明をいただけますか。

【浦地域づくり推進課長】委員からお話があり

ました、いわゆる処遇面、働き方改革も含めて

ですね。まさに総務省と話をしていますと、こ

の制度は、派遣される人にとってはそこが非常

にメリットがあると。なかなか年間を通じて仕

事がなくて、非常勤嘱託とか、そういう形で雇

用されるのではなくて、今回、この組合が年間

を通じて雇用するということで、給与面とか、

今話があった休暇の取得、働き方改革につなが

るような、そういう職場環境が実現できるとい

うことで、派遣される人にとっても非常に魅力

的な制度だというふうに総務省からは説明の中

で伺っていますので、今後、組合の設立の検討

がなされる際に処遇面を、給与面とか休暇の取

得状況、そういったものをどう計画に位置づけ

ていくかというのは具体的に検討が進んでいく

というふうに考えております。

県は、計画が上がってきた時に認定する立場

ですので、その組合に雇用される人員の職場環

境の面についても、適正なものであるかという

ところもしっかり注目して見ていきたいと思っ

ております。

【山本(啓)委員】 そうですか。特定地域の「特
定地域」は何を指すかといえば、人口急減地域

ということになるんだというふうに理解するん

ですけれども、例えば離島などにおいては、今、

人を確保していなければならないけれども、経

営的に非常に厳しいのは建設業なんですね。し

かし、建設業というのは派遣法で駄目な部分が

あると。少しそこの法律を乗り越えられないの

かなという期待は、この事業に対して、制度に

対してあったんですけれども。

そういった部分について実態把握をした後、

法の施行後に、まだ軟らかい状況の運用面で何

かしら、そういった部分の国への要望とか、そ

ういった部分はできますか。可能性はどうなん

でしょうか。

【浦地域づくり推進課長】ただいまお話があり

ました建設業務に対する派遣は、労働者派遣法

で禁止されておりますので、現時点では対象に

ならないということであります。

ただ、総務省の会議の中で、例えば建設業に

派遣されるんだけど、建設業ではない業務をや

られる場合、例えば建設業者がほかの産業に参

入して人が足らないと、そこに人を求めている

ので、そこに派遣するのはできるという話もご

ざいます。

ただ一方で、山本(啓)委員がおっしゃるよう
に、建設業本体の人材確保が非常に厳しいとい

うのはお伺いしておりますので、今後そういう

声を把握しながら、国のほうとやり取りを進め

る中で、必要に応じて要望についても検討して

いきたいと思っております。

【山本(啓)委員】 わかりました。最後の答弁は、
説明しているようで説明されていないような、

建設業の建設業じゃないところに派遣されたら、

それはもう建設業じゃないわけですよね。経営

体に対しての話をされているというふうに理解

してよろしいですかね。わかりました。

まず動いてみてということが基本であろうか

と思いますので、その先には、ぜひ地元の事情、

都合をすぐに、制度を設けた国に対して、運用

の部分で軟らかいらかいところは、しっかりと

地元の声を上げていただくことを期待したいと

思います。

あと5分あるということで、関連して質問し
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ます。

これも予算の中の事業ですけれども、集落維

持対策推進費というのがありますね。県下至る

ところで、平成の大合併後、行政の合理化とい

うものや人の合理化というのが非常に進んでい

ったんですが、他方で、それぞれの小学校区や

中学校区、さらには公民館などを見ていくと、

関係性が少し薄くなったり、行政と遠くなった

り、そういったものはしようがないところなの

かなと。

そういったものをまた再構築して、コミュニ

ティーというものをもう一度磨き上げていって、

人間関係や地域の力を構築できる、そういった

取組が、今、どこでも増えていますね。それは

その地域にある社会資源であったり、神社仏閣

とか、お城とか、または観光地とか、さらには

人材であったり、昔あったけれども、どんどん

なくなっていった商店街の中身とか、そういっ

たものも必要に応じて若い方がつくっていこう

とされていますね。

既に各市町が行っているであろう地域づくり

や、そういったことに関連する協議会、そうい

ったものと今回の事業がどのようにリンクして

いくのか。また、そういったものをスムーズに

連携していくような部分はどの部分になるのか、

説明をいただきたいと思います。

【浦地域づくり推進課長】集落対策についての

お話でございます。

集落対策の重要性は、さきの一般質問の中で

も山本(啓)委員からご質問をいただきました。
特に、自然災害等が発生する中で、災害防災と

いう観点でも共助の観点、地域住民が支え合う

ような共助の観点をいかに発揮していくかとい

うのは、まさに今から先、ますます重要になっ

てくるものというふうに考えております。

そうした中で、地域運営組織という言い方を

私どもはしていますけれども、地域内のさまざ

まな活動主体が寄り集まって話し合いをしなが

ら、地域としてまとまって意思決定をし、そこ

で具体的な集落活動に結びつけていくと、そう

いう流れが私どもとして理想の流れだと思って

おります。

今、山本(啓)委員からお話がありましたよう
に、例えば、ある地域で何らかのイベントを定

例的にやっている団体がいて、そういう団体も

含めた中で地域運営組織みたいなものを、地域

で協議会のようなものを形づくりまして、そこ

で定例的にやっているイベントだけではなくて、

そこで活躍されている人材などもうまく活用し

ながら、地域全体でまた新たな地域を支える、

あるいは守る取組を行っていく。例えば移動支

援、買い物支援、こういったことが、今後、集

落維持活性化対策を進める中では特に重要だと

思っておりますので、私どもは、そういう既存

の取組も含めた中で地域運営組織というものを

育成していきたいと考えております。

【山本(啓)委員】 方向性としては非常に期待で
きるものであると思うんですが、ただ、既存の

そういった取組をされている方は、田舎に暮ら

したことがある方はわかると思うんですけど、

とにかく忙しいです。毎日何かしらの役をされ

ていて、毎日何かしらの会議があって、土曜日、

日曜日は何かのイベントがあって、大体同じ人

たちが動いています、狭い地域においてはです

ね。

だから、新たに何か設けられるようなことが

ないように、既存の取組にリンクさせていく丁

寧な取組、または外からの、域外からのアドバ

イザー派遣もやはり、その地域とマッチングさ

せる際は、スムーズにやるためには人としての
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関係性の部分もあろうかと思うんです。

最後に、この取組の中でもぜひとも念頭に置

いていただきたいと思うのが、午前中も出たモ

ビリティの関係です。地域モビリティ。高齢者

におけるもの、または一人暮らしの方々、さら

には地域間のスムーズな動き、そして環境保全

の観点もあろうかと思います。さらには、この

取組で、バス、地域には路線バスがあります。

しかし、うまく運用する可能性が難しいところ

があるんですよ。そういったものを地域モビリ

ティの新しい取組と同時に、既存の交通機関と

の連携とかも含めて密接な取組をしていただき

たいと思いますが、最後に答弁をいただけます

か。

【浦地域づくり推進課長】集落対策を進める上

で、今お話がありました地域交通の確保という

のは特に重要な課題だと思っております。近年、

特に免許返納のお話もございますので、そうい

うところにさらに力を入れていく必要があると

思っております。

私ども、県内の事例とか県外の事例もいろい

ろ当たっていく中で、今考えております様々な

形態だとか手法が組み合わさって、それぞれの

地域に合う形で地域交通の確保がなされている

というふうに感じております。

今年度は、私どもが主催しまして、住民主体

による移動サービスのあり方研修会というのを

開催して、そちらの中ではボランティアが運転

をして行うような移動手段の確保について意見

交換をさせていただいて、参加された中には、

それを受けて独自に同じ講師を呼んで、地域で

地域住民を集めて意識醸成を図るというような

取組も進んでおります。

また、他県の事例を見ますと、特に近年はＳ

ＤＧｓの考え方もありまして、民間企業がこの

分野に社会貢献活動として非常に興味、関心を

示している事例が増えております。例えば、生

活協同組合のコープさんとか、そういうところ

も非常に興味を示しているということで、早速、

私どもはそういったところに当たって意見交換

をさせていただいております。

民間事業者とか民間団体が、うまく連携、参

画しながら、モビリティの話を一歩でも前に進

める目的のために、来年度予算につきましては、

そういうところに市町が取り組む際に新たに補

助メニューとして対象にするというような取組

もやっていきたいと思っておりまして、さまざ

まなやり方がある中で、地域の意見を十分聞き

ながら進めてまいりたいと考えております。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありません

か。

【浦川委員】お尋ねしたいんですけど、企業版

ふるさと納税についてです。

ふるさと納税自体は、2020年4月から企業版
がさらに9割軽減されるということで、10万円
以上。市町が地域再生計画を作ってするとなっ

ているんですけど、県として、ふるさと納税の

企業版についてはどのように誘導しているのか。

また、4月からどれぐらい上がってくるような
形になっているんでしょうか。

【陣野政策企画課長】企業版ふるさと納税につ

きましては、現行制度で申し上げますと、県並

びに市町に対して、それぞれプロジェクトを設

けまして、地域再生計画に掲げた事業について

ご寄附いただいた場合には、現行は実質4割の
負担という形になっております。

こちらが、令和2年度4月以降の税制改正に
伴いまして、委員からご紹介がありましたよう

に4割の負担のところが1割までという形で負
担が軽減されるということでございます。
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新年度に向けて、ふるさと納税につきまして

は、県といたしましては3つのプロジェクトを
対象とさせていただいております。

1つが「長崎の宝物を世界と未来につなぐプ
ロジェクト」ということで、主に世界遺産の財

産の維持等に係る事業。2つ目が「地域の将来
を担い支える若者の人材育成プロジェクト」と

いうことで、奨学金の返済アシスト事業、さら

には県立大学の整備という事業に充てておりま

す。3つ目が「日本の最西端長崎が目指す国際
展開プロジェクト」ということで、水産物等の

輸出のプロジェクト。この3つの事業につきま
して、現在、企業版ふるさと納税の対象事業と

して展開しております。

来年度、企業様からいただく寄附につきまし

て、さらに負担軽減されるということから、新

たにどういった形でプロジェクトを展開するの

かということを検討しているところでございま

す。

基本的には、次期総合戦略に掲げるプロジェ

クトを対象として企業様に展開しようと思って

おりますけれども、そういった形で企業様のほ

うには、今現在、寄附をいただいている企業様

にも、今後、税制負担がかなり軽減されるので

寄附をお願いしたいということで再度お願いし

ている最中でございます。改めて、民間の企業

の皆様にもプロジェクトをさらにお示しする形

で、新年度以降もご寄附の検討をお願いしてい

きたいと考えております。

【浦川委員】 3つのプロジェクトでされている
ということですけれども、これは市町の方と協

議してされているんだと思うんですけど、現在

どれくらい、幾ら金額がきているんですか。

【陣野政策企画課長】企業版ふるさと納税につ

きましては、県もそうですが、市町もそれぞれ

単独でできる制度になっております。

私ども県といたしましては、現行、この3つ
のプロジェクトを示しております。現行の地域

再生計画には具体的な記載でという形になって

おりますが、4月以降の制度につきましては、
少しそこは包括的な記述でもいいという形にな

っておりますので、今後どういった形で企業の

皆様にプロジェクトをお示しするのかというこ

とを検討しているところでございます。

県につきましては、平成30年度の実績とい
たしまして2,700万円ほどご寄附の実績がござ
います。

市町につきましては、現行、長崎市と佐世保

市の2団体がこういった対象をしておりますけ
れども、すみませんが、実績は今、手元に持ち

合わせておりません。現在は2団体が企業版ふ
るさと納税を展開しております。今後、企業版

ふるさと納税が、先ほどご紹介がございました

ように、制度が改正になりまして、より活用し

やすい制度になっておりますので、改めて市町

に対しても企業版ふるさと納税の活用について

ご紹介していきたいと考えております。

【浦川委員】 平成30年度に2,700万円の実績と
いうことですけれども、長崎県内の企業が他県

に対して支援する、これに応募するという形で

減収になることもあるんですか。

【陣野政策企画課長】企業版ふるさと納税の制

度といたしまして、例えば長崎県に本社がある

企業が長崎県に寄附した場合は、通常の税制の

控除ということで3割程度の控除しかありませ
んので7割の負担ということになります。長崎
県にいただく寄附につきましては、長崎県に本

社がない、県外の企業様から寄附をいただいて

いるところでございます。こちらにつきまして

は、個人版と違いまして、どこの企業様が、ど
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こに納付したのかということは、なかなかわか

らない、法人ですので。個人版ですと、均等割

等で自治体で把握できますけれども、法人につ

きましては申告納付というところもございます

ので、長崎県に本社がある企業が、どこの団体

に寄附したかというのは、把握できていない状

況でございます。

ただ、私どもといたしましては、やはり長崎

にゆかりのある企業の皆様に、ぜひいろいろご

協力いただきたいということで寄附をお願いし

ていきたいと考えております。

ちなみに、平成30年度の実績が2,730万円と
申し上げましたけど、都道府県の実績でいいま

すと上位の位置づけになっております。

【浦川委員】わかりました。制度が変わる時で

すので、いろんな形で動きがあるかと思います

ので、その分に関してはしっかり取り組んでい

ただきたいと思います。

もう一つですけど、地域づくり推進課の関係

人口についてお尋ねいたします。

今回、テレワークとかツアーとか、移住を中

心にした、マッチングも含め取組をされていま

すけれども、関係人口というと、私が考えてい

る部分ですけれども、少しでも長崎県に対して

興味がある方々を手前でつかんで、興味がある

方に長崎県の情報、長崎の市町の情報をいろん

な形で伝えることで、興味があった人たちをど

んどん長崎に引き込んでいって、最終的には定

住につながるというふうに感じていました。こ

ちらに関しては、もう既に定住を見越したよう

な形でのマッチングとか、いろんな形で取組を

していますけど、もっと軽い形の取組も足して

いかないと、関係人口が横に広がらないとマッ

チングのところに来る人たちがいないから、来

る人たちを増やすための一段階前の段階です

ね。

私が試しにしたところでは、高山市は、ホー

ムページの中で、興味があるとしてメールを送

ったら、高山市から名刺とかが来て、それを高

山市に持って行くと商店街で物産がもらえると

か、いろんなポイントを付けながら。その名刺

をもらいましたし、市の行事とか観光、いろん

なものに来てみませんかというような形の軽い

メールだったり、半年に一遍ぐらい冊子とかが

送ってくるような形です。

中身は見ていませんけれども、そういった形

で少しずつ寄せるような取組がもっと必要じゃ

ないのかなと思うんですけど、そういう展開は

考えていらっしゃるんですか。

【浦地域づくり推進課長】関係人口についての

お尋ねでございますが、今、委員からご案内が

ありましたように、関係人口というのは非常に

幅広い分野で、幅広い取組がなされてこそ、結

果がついてくるものだと考えております。今、

私どもは、関係人口プロジェクトということで、

庁内の関係部局ともいろいろと話をしながらプ

ロジェクトの構築を進めているところでござい

ます。

大きな考え方として、今、浦川委員から話が

ありましたように、まず最初のポイントとしま

して長崎のファンになってもらうことが、きっ

かけとしては大事だと思っております。ただ、

ファンになるだけではなかなか関係人口として

は弱いんだろうと思っていまして、ファンにな

っていただいた方を、次の段階として、実際に

長崎県に来ていただいて地域と交流するような

ステップ、あるいはそういう取組につなげてい

くことが大事だというふうに考えております。

さらにその次として、単に長崎に来る、ある

いは体験するだけではなくて、長崎県が抱える



令和２年２月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（３月１１日）

- 176 -

地域の課題に貢献したいと思える人、あるいは

企業を、その関係性の中からつくり出していく

ことが大事だというふうに考えておりまして、

この3つのステップごとに関係部局の事業を横
串で刺しながら、プロジェクトとして構築をす

ることとしております。

具体的にお話がありましたファンづくりの部

分につきましては、広報課で取り組まれている

首都圏、関西圏、福岡圏向けのメディアを活用

した戦略的な情報発信ということで、これまで

は県の情報をメインに出していたものを、改め

て県内の市町と連携して、市町の情報を県の広

報課で戦略的に情報発信をしていく取組とか、

物産関係でいきますと、観光物産イベントの中

で長崎県に興味、あるいは関心をお持ちの方を

増やしていくような取組とか、先ほどご質問が

ありましたふるさと納税についても、考え方に

よっては長崎県のファンを創り出していくとい

う制度でもありますので、そういった幅広い施

策に取り組みながら次の段階につなげていきま

して、最終的には移住、定住につなげていくこ

とを目指してまいりたいと考えております。

【浦川委員】わかりました。そしたら、今のと

ころは部局間でいろいろな調整をしながら、フ

ァンづくり、県に交流体験とか、参画・定住と

いうような形で、4段階か3段階か、それぞれ
のところでしているということですね。わかり

ました。

ファンをつくるというのが、まず関係人口の

第一だと思うんです。だけど、あまり来い来い

というような形では、若い人たちはなかなか向

いてこないと思いますので、もっと気楽にとい

うか、気楽にファンをつくるような形で、しっ

かりと予算も組んで頑張っていただきたいと思

います。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありません

か。

【前田委員】よろしくお願いします。予算のと

ころで聞こうかとも思っていたんですけれども、

ちょっと議案外に関わることもあったものです

から、ここで質問をさせてもらいます。スポー

ツ振興課に質問させていただきます。

地方創生推進交付金を活用しながら、前年度

の対比で5,000万円近く、令和2年度は予算額
が計上されております。幾つか事業があるんで

すが、その中の一つで、ここ数年間取り組んで

いると認識していますが、スポーツマネジメン

ト人材育成等を行うということがあります。

出だしのところでのスポーツマネジメントと

はどういうものかというのは過去に聞いている

ので、そのことは省略して、実績についてと、

それが成果としてどのように現われているのか

ということ、それから新年度の取組について、

まず答弁を求めたいと思います。

【江口スポーツ振興課企画監】スポーツマネジ

メント人材育成講座についてのお尋ねでござい

ますが、今年度におきましては、昨年9月に
「スポーツイベントを通じた地域活性化」とい

うテーマで東海大学の講師の方をお呼びしまし

て、幅広い県民の皆様方にお声がけをさせてい

ただいて、35名の参加者を得まして講座を開
設させていただきました。

それから、今年に入りまして1月に、今回は、
あまり幅広い形の皆さんに合宿なり大会の誘致

を支えていただくというのも少し厳しいかなと

思いまして、ちょっと焦点を絞って、主に市町

の職員、それから観光協会、観光関係の企業、

そういったところに参加者を絞りまして、「ス

ポーツ合宿の誘致促進に向けて」というテーマ

でですね。しかも、この講座については、講師
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の方のお話を聞くというだけではなくて、皆さ

ん方でいわゆるワークショップ形式で討論をし

ながら、かつ発表する形で、一つ企画的なもの

をつくり上げていこうという形でスポーツマネ

ジメント人材育成講座を開催させていただきま

した。

この活用につきましては、今、オリンピッ

ク・パラリンピックのキャンプ誘致を行ってお

りますが、キャンプについては、今年の恐らく

6月下旬から7月ぐらいにかけて入ってこられ
るものと思っています。こういった講座に参加

していただいた方に幅広くキャンプの際のお手

伝いといいますか、ご支援、サポートなどをぜ

ひお願いしてまいりたいと考えております。

【前田委員】もう何年かやっている事業だと認

識をしていて、今の答弁によると、当初からの

人材の育成というか、目標から、実態に合わせ

て若干変わってきていたんだなということを認

識したわけです。

当初は、何回かこういう講座というか、いろ

んな研修を受けながら、資格的なものを与えて

もらって、例えば、日常の部活の指導者であっ

たりスポーツに関わっている人たちが、ここに

来たことで研鑽を積んで知識も増やす中で、自

分の仕事として、生業として何か立てていこう

みたいな人が多分、応募していたと思うんです

が、そういった意味でいくと、少しずつ変わっ

てきたんだなということを思っております。そ

ういうことであるならば、毎年、そういう方針

を示しながら、今後、予算立ての説明をしてほ

しいということを要望しておきたいと思いま

す。

それで、まさしく言われたオリンピックの関

係でありますが、聖火リレーの関連経費という

ことで4,860万円上がっています。

まず、本県における聖火リレーの実施の内容

を、まずここでご説明いただきたいのと、併せ

て、ネットとかを見ると、聖火リレーは3月26
日から福島をスタートとして始まるということ

ですが、現況の新型コロナウイルスの関係でい

ろんなことが自粛される中で、3月26日はとも
かくとしながらも、本県の今の準備状況の中で

何か影響がないのか、もしくはそういった通達

が来ているのか、そのあたりで少し詳しく答弁

を求めたいと思います。

【野口スポーツ振興課長】聖火リレーは、本県

はもう既に発表しているので皆様ご存じだと思

うんですけれども、5月8日、9日の2日間でリ
レーをするように決定しております。

長崎県のスロットが約170ですので、2日間
で約170名が走るということで、そのうち何名
かは、つまり名前を発表してもよいと言った

方々に関しては既に発表させていただいている

ところでございます。

今回の予算で何を要求しているかと申します

と、一つは、聖火リレーにおいて、かなり大規

模な交通規制が実施されますので、その交通規

制に関して県民にしっかり周知を図って、支障

がないように、県民生活に影響がないように徹

底しなきゃいけないと。そのための広報予算と

して、主にテレビとかで直前にＣＭを流すとい

うことを考えております。

その予算プラス、今回、受け入れに関しては

17の市町が手を挙げていただいたんですけど、
自ら手を挙げられたにも関わらずなんですが、

蓋を開けてみると、警備のための資材費とか、

動員するお金とか、かなり経費がかかります。

それと併せて、セレブレーションといって、1
日目、2日目に聖火リレー自体を祝うようなイ
ベントを長崎市、佐世保市で、おのおのやりま



令和２年２月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（３月１１日）

- 178 -

す。それに関する経費が、どうしても市町だけ

の負担では重たいので、そのうちの約半分を長

崎県も負担するということで、一応、予算化さ

せていただいております。

先ほど、委員から指摘がありました新型コロ

ナウイルスの関係ですが、組織委員会は予定ど

おりに実施するということで動いてはおります

けれども、ただ、その実施の仕方につきまして

は、基本方針としては、体調が悪い方とか、聖

火ランナーについても、そういうことを見なが

ら遠慮していただくとか、咳エチケットとか、

アルコール消毒液を皆様が集まるところには設

置するとか、一般論としてはそういうことがご

ざいます。併せて個別実施方針として、各自治

体ごとの新型コロナウイルスの蔓延状況とか影

響を見ながら、規模を縮小したイベントを考え

るとか。

例えば、福島ではもう既に、沿道での観覧、

観客があまり集まらないように自粛を促すとか

ですね。それから、やるんだけれども、できる

だけ影響が少ないように、セレブレーションな

ども、もしかすると場合によっては入場制限を

かけると。これはあくまで、今私が言うと風評

被害とかもありますので、何とも言えません。

本県の状況を、今のところでは1週間前ぐら
いに決定してと言われているんですけれども、

それはできるだけ早く、決定できる段階で県民

にお知らせしなきゃいけないかと思っていま

す。

ただ、今の段階では、しっかり事業を実施す

るという方向性は、国も私どもも一致したとこ

ろでございます。

【前田委員】ぜひ予定どおり実行してほしいと

思っています。

事業概要の中に、「東京オリンピック聖火リ

レーの実施により、県内の多様な歴史・文化や

魅力を広く国内外へ発信することで地域活性化

につなげる」という項目が謳われています。今

ご答弁があったことと重なるかもしれませんが、

聖火リレーの実施によって歴史や文化や魅力を

発信するというところは、各自治体の工夫もあ

ろうかと思うんですが、どういった方法を考え

ておられるんですか。

【野口スポーツ振興課長】聖火リレー自体は、

県民がオリンピックを身近に感じられる地域参

加型イベントということと、オリンピックの機

運醸成、それに加えて、委員がご指摘された本

県の多様な歴史・文化や魅力を広く国内外へ発

信すること。

これは、基本的に聖火リレーの様子を、自治

体とマスコミとかも上手に使いながら、ＳＮＳ

等を通じて発信していくと。聖火リレーがどこ

を走っているかというのは、聖火リレー自体は

一つしかございませんから、日本の各地、例え

ば長崎県はいろんな離島・半島、名所、世界遺

産的なところと離島もございますので、こうい

ったところもちゃんと聖火リレーは通っている

んだよということをＰＲしていくことを、地元

自治体と協力しながら、どういう広報ができる

かというのを幅広く検討していきたいというふ

うに考えております。

【前田委員】わかりました。新型コロナウイル

スの関係も含めて非常に気をもんでいますし、

おっしゃるように、それはもう県が判断するこ

とじゃなくて、国の中で一体的に判断していく

んだと思うんですけれども、今、国会で議論さ

れている緊急事態宣言なんかが採用されてくる

と、ある程度、県の中での判断というものもき

いてきますので、そこも含めて情報収集に努め

ながら、鋭意努力してほしいということを要望
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しておきます。

議案外でやらせてもらったので、ひとつだけ、

この機会に委員の方にも知ってほしいし、担当

の部局の認識を問いたいわけです。

スポーツを振興するというのは、県もですが、

各市町であったり競技団体、いろんな関係団体

が一丸となってやっていかなきゃいけないんだ

ろうなと思っています。

そういった関係団体の中で、公益財団法人長

崎県体育協会があります。国体とか、いろんな

スポーツ関係の競技の中で主力となってお支え

いただいているんだろうなと思っています。設

立は昭和45年で、平成25年に公益財団法人に
移行している。そこに対しては県からも出資し

ている団体であります。直近で少しご相談等を

受けていることがあります。

体育協会の定款にある業務というのは、長崎

県におけるスポーツを振興して、県民の体力の

向上を図り、スポーツ精神を養うことを目的に、

県内の体育・スポーツ関係団体を統括し、行政

と協力して県民のスポーツ振興及び競技力向上

のための各種事業を実施しているということで、

まさにスポーツ振興と競技力向上という意味で、

教育委員会の体育保健課がつかさどっていると

聞いています。

そこで、問題というか、課題になっているの

は、非常に財政状況が厳しくなっているそうで

す。補助金や委託金など県事業の比率が高く、

自主財源の確保が課題となっていて、平成30
年の決算状況については、基本財産が1,000万
円減少している。それから、過去5年の財政状
況の推移についても、一般会計、賛助会特別会

計において、平成23年度から預金を取り崩し
ながら運営をしており、平成29年度には預金
を全て取り崩している現状にあるそうです。

それで、なんでこんな厳しい状況になったの

かということをひもといていくと、行革という

か、県の出資団体の見直しというのが非常に大

きな要因になっていて、これは行政が進めるこ

とですから、このことについて私が賛否を述べ

るまではないんですが、この指摘によって、県

の関与の見直しということで、52団体の中の
一つとして長崎県体育協会も、一つは事業主の

視点からということで、指定管理業務に関して

適切な県の関与になるよう検討する団体、2団
体のうちの1団体に挙げられている。それから、
組織的な視点からの見直しということで、団体

役員に同一部局から複数就任の見直しを検討す

る団体の6団体のうちの1団体として長崎県体
育協会も対象になっています。

今、役員は理事長が1名、副理事長が1名、
理事が21名の中で、非常勤でありますが、県
の職員が2名で、そのうちの1名がスポーツ振
興課長ということであります。

そういうことも含めて聞くんですけれども、

理事として体育協会の中に位置づけている中で、

なおかつ、私が今言った長崎県体育協会の直近

何年かの厳しい財政状況を見た時に、団体は独

立性がありますから、当然ここが努力すべきこ

とだと思うんですが、そこに県の職員が理事で

入っているから指定管理に手を挙げられないと

いう規制が入っていますよね。だから、平成

23年に一斉に、今まで受けていた指定管理か
ら体育協会が引いてしまった。

そのことも一因となって、財政状況がそこか

らどんどん厳しくなっているということを考え

た時に、この見直しの指針を否定するものでは

ありませんが、現況を見た時に、これからスポ

ーツを振興する中で、この体育協会のありよう

については、県としても一定、スポーツ振興課
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並びに体育保健課を含めたところで、何らかの

支援のあり方というか、今後の進め方について、

主体的にとは言いませんが、自分たちも責任を

持って関わっていくべきだと私は思っておりま

す。

今、もろもろ言いましたけれども、そういう

ことはもう課長もご承知だと思うので、私の意

見も含めて今の認識と、今後どうしていくかと

いうことについてご答弁をいただきたいと思い

ます。

【野口スポーツ振興課長】委員ご指摘のとおり、

体育協会には、私も一応、理事として参加させ

ていただいております。

その趣旨としましては、本来、体育保健課が

所管している団体でございまして、県内の競技

団体の競技力向上を支えると、特に国体とかの

強化を担う非常に重要な団体だということ。そ

ういう競技団体というのは、実は私どものスポ

ーツコミッションの団体でもございまして、そ

こは共通するところが非常にございます。

競技団体の競技力向上を図って、ないしは競

技団体をしっかり支えていくことは、競技団体

が、私どもがやっている合宿・大会の誘致を支

える存在となっておりますので、そこはもう表

裏一体みたいな関係がございます。

体育協会は、今、荒木理事長で、スポーツコ

ミッションの副会長も実は荒木様がやっておら

れるので、そこで共通して何かできないかとい

うようなご相談を実は受けております。

単純にどうこうという答えは出ていないんで

すけれども、私どものスポーツコミッションも、

できるだけ自立化を目指していかなきゃいけな

いと。体育協会に関しても、新たな収益事業と

か事業のあり方を見直していかなければいけな

いということで、スポーツを通じて地域を活性

化させていくという視点の中で一緒に何かやれ

ないかということを今後も協議していきましょ

うというスタイルでやっております。

理事という立場が、先ほどおっしゃったこと

もあるので、私の方から提案して、理事は必要

がなければ外していただいて、オブザーバー的

に理事会とかに参加させていただければ、それ

で十分だというふうなご提案は実はさせていた

だいております。まだそれは、きちんと人事の

理事会、評議会を通していないので、まだ案で

はございますけれども、一応そういうスタンス

で。体育保健課長とも、そういうお話は既にし

ておりますので、そこはできる範囲でしっかり

やっていきたいというふうに考えております。

【前田委員】ありがとうございます。最後のあ

たり、そこまで踏み込んだ答弁が出るとは思っ

ていませんでした。私も提案しようと思ってい

たんですけれども、県職員2名が理事で入って
いるがゆえに、指定管理に対して体育協会が手

を挙げられないという状況であるならば、理事

の中から県職員が引くということも一つの選択

肢というか、方法ですねと述べようと思ったん

ですが、いみじくもそういうご発言がありまし

たので。

ただ、それだけではなくて、抜本的にどうや

ってこの団体を健全に独立した団体としていく

かということについては、ご助言等も含めてや

っていただきたいと思います。

今お名前が挙がった理事長から聞く話による

と、こういう状態が続くと、2～3年後ぐらい
には財政が立ちいかないので、国体等の参加に

まで影響が出てくるのではないかというような

お話も出ていますので、ぜひ、スポーツ振興を

これから図るという意味においては、関係部署、

ほかの部署も含めて協力し合って、いい形で、
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この団体が運営できるような形に導いてほしい

ということを最後に要望しておきたいと思いま

す。ありがとうございました。

【山口(経)委員長】 しばらく休憩します。

― 午後 ４時３２分 休憩 ―

― 午後 ４時３３分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開します。
【吉村委員】小林委員から資料をいただきまし

て、決算書を見たかったんですが。

まず、お尋ねしますけど、先ほどの答弁で、

基本的には情報公開にそぐわないというような

最初のほうの発言でしたが、最後のほうは、破

産手続が終了すれば破産法の縛りは取れて公開

をすると、県が持っている決算書を公開すると

いうふうに理解したんですが、そのとおりでい

いですか。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】これま

での本委員会での私の説明といたしましては、

まずは破産管財人に対して情報公開を求めてい

きますけれども、情報開示がなければ、その後、

破産手続の終結を待って、今度は裁判所に対し

まして関係書類の閲覧を求め、もし裁判所から

の開示もなければ、県として保有している情報

につきまして、その時点で旧五島産業汽船が法

人として消滅しているということを前提にして、

県の顧問弁護士とも相談の上、開示についての

判断を行っていきたいといったところでご説明

させていただいております。

【吉村委員】なかなか歯切れがあまりようなか

けんが、また聞きとうなりますけど、そういう

手続は踏むけど、公開するということで判断を

させていただきますので、よろしくお願いしま

す。

先ほどの小林委員の資料の写しを私も見せて

もらって、これは平成25年の決算資料です。
これを見て、恐らく課長は、これを見たという

さっきの答弁でしたが、見ておらんとじゃない

ですか。これを見るということは、今ぱっと計

算しただけでも、おかしいわけですよ、この会

社の状況が。

法人の健全度をはかる指数として、流動資産

を流動負債で割って100を掛けるという指数が
あるんです。流動資産を流動負債で割るんです

から、当然1以上なからんばいかんわけですた
い。この平成25年の決算公告では、これが
37.4ですよ。100を切ったらもう危ないという
のに、50も切って37.4というのは、もうこの
会社はほとんど死んでいるという話です。

そういうところに、これが平成25年ですけ
ど、平成22年に「びっぐあーす」を新上五島町
は買い取っているわけです。だから、その時か

らずっとこの法人は、経営状況は非常に悪かっ

たというふうに感じるわけです。

そして、この平成25年の決算公告が出され
たすぐ後の平成25年9月20日、この時に「びっ
ぐあーす2号」をまた新上五島町が買い取って
いるわけです、8億7,000万円です、平成22年
が5億7,300万円。これだけやってもどうにも
ならないわけですよ。

だから、旧五島産業汽船はもう潰れてないん

ですけれども、それまでにやられた経過を見て、

県も県議会も国も、やっぱり一定検証をして答

えを出さんばいかんと、どこがどうだったかと

いうこと、当然反省ですけれども。そこにもっ

ていかないといかんなというのが私の思いなん

です。

先ほど山本(啓)委員からもありましたが、こ
ういう関係は国が許認可権者で、県はただのト

ンネルなんですね。だから何もできないことが
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もどかしいというので、先般の一般質問で、今

度は新しい会社が1億7,000万円の検査費用を
町から補助を受けると。新しい会社ができて、

まだ2年ぐらいですよね。最初は、船の検査、
修繕、保守・保全に必要な一切の費用は会社負

担という契約を結んであったわけですよ。それ

を1年ちょっとの間に町が全部持つと、そのよ
うに変えるということ自体が。だから、もうこ

の航路の運営というのが非常に難しいとなるわ

けですよ、結果的に。

それで、この資料も課長からいただきました

が、長崎－有川、長崎－鯛ノ浦、この2つの航
路の旅客輸送の状況は、全体を見ると輸送能力

は67万人あるんです、2社でですね。そして、
実際の利用者数は12万8,000人、これをパーセ
ントで出すと乗船率は2割を切るんですよ。だ
から、2社あったってどうにもならないという
のがあるので、先ほど山本(啓)委員の意見を聞
きながら、なるほどと思ったんですが、やはり

県としてそこに何らかの関わりを持って。

この時の朝日新聞ですけれども、経済とか何

かがわかる大学教授の意見としては、「町の補

助は論理的でなく、あまり聞いたことがない」

と、大体こんなのはおかしいと言いよるわけで

すよ。

だから、やっぱり一番いい方法は、町や県が

国に要望しながら、この2社を1社にして運営
をさせるというような働きもせんばいかんとじ

ゃなかかというふうに思うわけですよ。そうい

う意味で、前法人の整理の検討を進める上で、

そういう決算書等をまた出していただきたいん

ですけど。

それと、破産手続の進行状況はどうなってお

りますか。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】 まず1

点目の、競合する航路という中で2者が就航し
ていると、利用実績を見て1社であっても十分
な数字ではなかろうかといったご指摘がござい

ました。

この点につきましては、競合航路のあり方と

いうことで、平成27年4月に佐世保－有川航路
に旧五島産業汽船が参入し、同じような競合航

路となっています。その際の検証の中で、国に

対しまして、こういった競合航路をどういった

形で認めていくのかというところの許認可の考

え方もお聞きいたしましたけれども、現時点で

は、いわゆる需給調整規制というのもございま

せんので、国としては、審査の基準をクリアす

れば、認めていくというお話がございました。

しかしながら、その際において、今般の旧五

島産業汽船の経営破たんという中で多くの方の

足が奪われたといったことがございましたので、

当時、休廃止届出の情報共有がうまくいってい

なかったところもございました。

今後、こういった欠損補助を受けている生活

航路に新規に参入される際にについては、県と

も十分な情報共有をお願いしたいと。これは政

府施策要望に上げているところでございます。

それから、2点目の破産の手続の状況でござ
いますが、以前、本委員会でご説明いたしまし

たが、当初は12月末に保有する船舶の売却処
分が完了すれば当年度内の破産終結も見込みと

してあり得るというお話を破産管財人から伺っ

ておりました。これにつきまして破産管財人に

お伺いしまして、最新の情報といったところで

聞き取りをしました。

中身としましては、12月に予定をしていた
船舶の売却につきましては、先方からお断りが

あったということで処分の話が流れたと。それ

までは、破産管財人と1対1という関係で買主
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を探して協議をするというやり方をしていたん

ですけれども、その話が流れたことを踏まえま

して、破産管財人からは、いわゆる公募、入札

をかけて売却をするといったところを1月に決
められたと聞いております。

今度、債権者集会が4月末にございますので、
そこがまた一つ進捗が出てくるところかなと思

っておりますので、債権者集会が終わりました

ら、また直ちに破産管財人にお伺いしまして、

船舶の手続、破産手続の終結の見込みをお伺い

したいと思っております。

【吉村委員】それは引き続きよろしくお願いし

ます。

今度は企画振興部が企画部と地域振興部の2
部に分かれますよね。この問題はどっちになる

のか、地域振興部か、企画部か、地域振興部に

なるとかな。引き続き、その申し送りを、誰が

どうなるかわからんですが、しておっていただ

きたいと思います。この旧会社の検証、そして

検証した後の結論。

それから、これもこの前も言いましたけど、

この新会社が過疎債を使うという、非常にイレ

ギュラーなんですよ。過疎債の使い方の中にあ

りはするんですけど。国土交通省は、国の補助

制度の外における地方自治の話なのでコメント

できないと。国土交通省は逃げるわけです。

赤字補塡ならできるけど、できないところを

今度は過疎債で埋めるなんていうことが、普通

に考えておかしいなと思うわけですよね。

新上五島町長は、「補助をする」と言ってる

んですよ。過疎債を借りるのに、町民とか事業

者に対して、「補助をする」という言葉を使う

とるわけです。だからもう全く町としては、個

人の会社に補助金を出すという考えなんです

よ。

ですから、そこら辺にちょっとずれがあるの

で、あまりそこが芳しくないというところがあ

るので、ここら辺も詰めて今後の対応策という

のも県で考えていただきたい。

先ほど、課長の答弁で、そういうことを国に

も言いながら連携を強めていくという話でした

から、そういうことで引き続きお願いをしたい

と思いますので、そういう資料の提供というの

は随時お願いをしたいと思います。

【小林委員】時間が詰まってきておりますので、

少し早口で質問したいと思いますが、ご答弁よ

ろしくお願いします。

先ほど、前半でお話をしたとおり、こういう

決算書が出てまいりまして、2億円のいわゆる
資本金を1億9,000万円も減資する、もうちょっ
と、これだけ見ただけでも会社の経営がどうい

うふうになっているかということがわかると思

うんです。しかも、先ほど、17億3,000万円と
言っておったけれども、5億7,300万円、また、
8億7,500万円の公金で、「びっくあーす1号」、
「びっくあーす2号」を町が買っておるわけで
すね、もちろん国の公金を使って。

そういうことを考えれば、31億7,800万円の
金が五島産業汽船に、尊い国民の税金が投入さ

れて、このような結果になっていると。こうい

うことでございますから、本当に県がこういう

決算書を見ながらチェックをしておったら、

次々にその後に湯水のごとく、今日はもう時間

がないから言わないが、後に回すけれども、本

当に湯水のごとく、そうやって金をつぎ込んで

いると、こんなことが許されるのかと。もうち

ょっと税金を正しく、まともに使うという、当

たり前の行政のシステムをきちんと打ち立てて

いただかなければいけない。

だから、今日言ったように、平成21年から27
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年までの決算書があるわけですから、今から破

産管財人がどのような話をするのか、会社法と

の関係でどうなのか。私自身が提訴しても構わ

んと、こんなような気持ちでおりますからね、

よくよくひとつ考えてもらって、検証して、ど

こに問題があったのかと、こういうぐらいのこ

とはやっぱり我々はやらなけりゃいかんじゃな

いかということを、ぜひひとつ議事録に残し、

また、皆さん方もご検討いただきたいと思いま

す。

それでは先に進みますけれども、今、同僚の

吉村委員から過疎債の話がありました。なんで

1億7,000万円の定期検査、いわゆる船のオーバ
ーホールについて、この1億7,000万円を過疎債
を使って借りなければいかんのか、また、補助

金として出さなければいかんのか。もう実際、

先ほどから話があっているとおり、端境用船の

そういう契約の時には、一切の費用は全部会社

側で出します、こんなようなことになっている

にもかかわらず、それから1年後に覚書をまた
改めて結んで、その1億7,000万円をいわゆる補
助、支援すると、こんなような状態になってい

るわけです。これも実際うさんくさい。旧会社

から新会社になって、そして契約を結んで1年
もたたないうちに、こういう改めて1億7,000万
円の覚書をつくらなければならないということ

は、一体何なのか。こうなった要因はどういう

ふうなことなのか、まずそこをお尋ねしたいと

思います。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】 今回、

新上五島町が新五島産業汽船のほうにドック費

を1億7,000万円、負担をするといったことを決
定されております。

新上五島町からの説明になりますけれども、

会社全体の収支の状況を見る中で、「びっくあ

ーす」の点検費用まで新会社が負担をするとい

うのは、もう難しいという判断をしましたと。

（「聞こえない」と呼ぶ者あり）新会社のほう

で負担することは難しいと…（発言する者あり）

新上五島町からでございます。

一方で、公設民営の船舶が運航する鯛ノ浦－

長崎航路の安定化のためには、「びっくあーす」

の点検費用を町において負担するということが

適当ということで、町及び町議会において判断

をしたといったところで伺っております。

【小林委員】時間がないから、ぱっぱやってく

ださい。

払えないという、新上五島の町長がそういう

判断をするということは、何をもってそういう

判断をしたのかと。いわゆる新会社のそういう

決算書を見て、そういうふうに決めたのか。あ

そこは9月が決算期だから、そういうことから
してみて、そんなに決算の状況がよくなかった

のかどうか。決算の内容についてはどのように

あなた方はそこを調査しているんですか。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】 今年1
月に平成30年10月から令和元年9月までの事業
年度における新会社の経営状況につきまして、

輸送実績も含めて聴き取りを実施いたしており

ます。

輸送実績は、事業開始からの1年間で約8万
1,000人ということで、旧会社の7割程度の実績
といったところでございました。就航の船舶の

隻数は2隻ということで変わってはいないんで
すけれども、1隻が小型化したこともあって実
績が伸びなかった要因になったものと考えてお

ります。

経営状況につきましては、航路の収支で見ま

すと黒字ということで確認をいたしました。た

だし、会社全体の損益では赤字ということで、
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今回の新上五島町の判断も、会社全体の損益が

赤字というところについて判断されたものと思

っております。

今回、事業開始年度ということもございまし

たので、この赤字の原因としては、設備等の購

入に係る減価償却費等を計上したといったこと

で、今期においては赤字になったものと考えて

おります。

【小林委員】 今、口頭で言っているけれども、

何か根拠があるのか。その根拠というのは、当

然のことながら、9月期の決算を明らかにして
いただき、その決算の内容をもって、我々は、

こういう過疎債が本当に適切かどうかと、こう

いう判断をしなければいけないけれども、決算

書は見ているんですか。

【椿谷新幹線・総合交通対策課企画監】決算関

係の書類と事業実績を確認いたしております。

【小林委員】決算書を企画監は見たと言ったの

か、今。その上で判断をこういうふうにしたと。

あなたは、今まで何回も打ち合わせをしてきた

けれども、黒字で、決算書は見たことがないと、

こんなようなことをずっと言ってきたけれども、

なんでここにきてこういう話をするのか、全く

わかりません。こんな嘘っぽい話があなたにお

似合いだというようなレッテルを貼られないよ

うに、もうこう言う嘘っぽい話をすると、全く

もって、もう今後あなたとは協議ができないと

いうことになりますので、その点のところを、

あんな話を打ち合わせの時に1回もやってない。
じゃ、そのいわゆる決算書はどこなんですか。

部長、新会社は決算書も出さずにして、そう

いう形で。当然、過疎債は知事が同意をすると。

同意をするということは、許可をするというこ

とだから、当然のことながら、そういう透明性

を高めるという意味からいっても決算書の内容

は我々議会も把握すべきだと思うんだけれども、

この決算書を出さないという、今まで企画監は、

これは会社の秘密だから絶対に出さないと、こ

んなようなことをずっと繰り返し、打ち合わせ

の中で言ってきたけれども、ここにきて、こん

なうそっぽい話をして。だから、見たなら見た

でいいから、それを明らかに我々にも見せてい

ただくと。こういうようなことで、先ほどから

会社法が440条できちんと定義されて、法令で
定まっているわけですよ。新会社がそういう決

算書を出さないという手はないではないですか。

部長の見解を求めたいと思います。

【柿本企画振興部長】新会社の五島産業汽船株

式会社の決算の関係のお話ですけれども、この

新会社については、離島地域の生活交通を守る

ということで必要な航路を運航しているという

ことでありますし、新上五島町の町営船であり

ます「びっくあーす」を使用して公設民営方式

で航路を運航しているということで、そういっ

た公共的な使命を果たす役割も担っているとい

うふうに考えております。

そういった点ですとか、（「短い答弁をして

くれよ、必要なことだけ」と呼ぶ者あり）会社

法における決算公告が求められている点も考慮

すれば、五島産業汽船株式会社の経営状況は重

要な情報だと考えておりますので、県としては、

同社に公表についても話をしているところでご

ざいます。同社においても、その必要性はある

という認識も持っているということですので、

今後具体的に協議をしていきたいと考えており

ます。

【小林委員】 だから、今、部長は決算書を見て

ないんですね。見たんですか、見てないんです

か。企画監は、決算書を「見た」と言ってるわ

けよ。しかし、あなたの今の発言は、決算書を
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今から会社法の440条に基づいて、これは出す
べきだと、こういうような発言をされてるわけ

ですよね。そして、それはやっぱり1億7,000万
円を過疎債で支出することが本当に適当なのか

どうか、知事の同意をそこで与えることが本当

に適切なのか。こういう一つの基準になるわけ

ですが、まず端的に、決算書をあなたは見られ

たんですか、見てないんですか。

【柿本企画振興部長】 企画監のほうが実際に1
月に経営状況のヒアリングを行って、その際に

決算書は見ているということですが、私は、そ

の状況について報告は受けておりますけれども、

決算書そのものは直接は見ておりません。

【小林委員】 1億7,000万円の過疎債を知事が
同意をしなければならんと。担当の総責任者で

ある企画振興部長が、その決算書を見てないと。

企画監ごときが見て、あなたがそれを見てない

という、なんですか、これは。行政としてある

べき姿ですか。私はこの嘘っぽい話を、「ああ、

そうですか」と言うわけにはいかんじゃないで

すか。時間がないから、次にこれは回しますけ

ど。

部長、いいですか。今言われたように、新会

社がそういう決算書を株式会社で出さないとい

うことは法令に違反しますよと。ここは旧会社

については破産手続がいろいろとあっている状

況の中だから、これだって正しいかどうかわか

らんけども、いささかそういう検討の余地はあ

るけども、新会社については、何一つ、その決

算書を出さないという理由は、どこにも存在し

ないんです。

だから、新会社は明らかに9月期の決算を出
して公告をしなければならないという、公にさ

らさなければならんという一つの規定があるわ

けですから、それだけはきちんと守らせんとい

かんですよ。いろんな支援を、公的な資金を出

して行う新会社の五島産業汽船じゃありません

か。

大体が、10月4日に記者会見で経営破綻する
という表明をして、それから後、4～5日の間に
新会社が設立しているわけよ。これだって、そ

の3日間は全部休みの日だよ。2～3日間でこう
やって新会社ができるということは、例えばの

話が、例えばの話ということを断って、計画倒

産だったのかと言われるような、そんな話だっ

て出てきているじゃありませんか。そんなうさ

んくさい話が出てきて、離島の島民の皆様方の

足を守る、しかも、今回も離島に関していろん

な交付金が続々と支出されているじゃありませ

んか。

そんな点から考えて、今、そういう決算書を

部長は見てない、企画監ごときが見たと。そう

いうような形の中で、それも見てない、見てな

い、会社の秘密だからと言っておったそういう

人間が、ここにきて、そんなうさんくさい話を

するような、そういう企画監とは一切話ができ

ないということを明言しておきたいと思います。

それじゃ、時間がないからね、過疎債ですけ

どね。同僚の吉村委員の質問に対して、前川政

策監は、こんなふうに言ってます。「この地方

債の同意等基準につきましては、地方公共団体

の自主性及び自立性を高めるとともに、その運

用の公正、透明性の確保を図るという観点から

定められたということで、地方債の同意等の基

準というのがあって、例えば、運用の公正、透

明性の確保」と、こういうようなことが言われ

ております。

まず、運用の透明性というのは、明らかに決

算書も見てない状況の中で、どういう判断の同

意を知事がするのかということ。しかも、今度
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は公正という立場、公正性、一方の九州商船が、

なんと、県議会に対しても、いわゆるこの公金

支出はおかしいと、こんなようなことをやるべ

きではないと、とんでもないことだということ

で、ここの社長は自らが弁護士でありまして、

こういうような、まさに抗議の要請文を県議会

の議長宛てに送ってきているではありませんか。

こんなものを一体あなた方は、過疎債はもう。

ただ、この用途が、いわゆる使い道がきちん

と規定されているとおりだから、そういうよう

なことを考えていけば、全く透明性とか、公正

性とか、そんな一番大事なところが全部、何か

しらんけども、全然協議がなされてないと。こ

んな状況の中で済むとは絶対に考えられないと

私は思うけれども、運用の公正、透明性の確保、

決算書も見てない、九州商船から、これだけの

抗議文があり、また、新上五島町長に対しては、

まさに提訴をしているじゃありませんか。新上

五島の町長が個人的に1億7,000万円はちゃん
と払いなさいと、町にそういう損害を与えては

ならないと、こんなようなことを提訴している

と。

こんなことを考えれば、いとも簡単に印を押

すわけにはいかないし、知事がどういう形の中

で同意したのかと。これは後々、大きな問題に

なりますよ、裁判沙汰になりますよ。こういう

ことを考えた時に、あなた方をこれをどうやろ

うとしているんですか。

【前川企画振興部政策監】地方債同意等基準の

中にございます公正性、透明性と申しますのは、

同意を行う際に何をもって同意を行うのかとい

うのをこの基準の中に定めているものでござい

ます。ですから、決算書を見ないと同意ができ

ないのか、あるいは何を見ないと同意ができな

いのかということをこの基準の中に定めている

ということでございます。

過疎債の場合は、この事業が過疎法に掲げら

れている事業であるということ、それから、町

が議会の議決を経て過疎計画に掲上されている

ということ、この2点をもっていれば過疎債の
同意は、逆にしなければならないというふうに

定めておりまして、県の選択肢といたしまして

は、もう同意をする選択しかないというところ

でございます。

【小林委員】そういうようなところで知事が同

意をすると。インターネットで見ても、過疎対

策事業債の概要ということで、要するに、都道

府県の知事が市町村ごとに同意、許可を行うと、

こういうことになっているわけですよ。

だから、それなりのやっぱり根拠をきちんと

示して、だからこうなんだというところの中に

経営状態、それから九州商船という、まさに競

争相手が同じ路線を競合して走ってるんですよ。

一方には1億7,000万円を出し、一方には全くお
金を出さない。こんな不公平なあり方がまかり

通るということに対して、県は、そこについて

何とも、これだけの具体的な要請文が出ている

にもかかわらず、それに今のような前川さんの

答弁が出てくるのかと、驚きです。

いずれにしましても、今の状況の中で、時間

がないから、そういうようなことで終わります

けれども、ずっと永遠に総務委員会は、また6
月定例会、9月定例会、続きますので、きちん
としたそういう内容で、これは裁判沙汰になっ

ても仕方がないと、こういうような受け止め方

の中でやらざるを得ないと思いますから、そう

いう点をよく考えてもらって。

ただ、部長、さっき言ったように、新会社の

決算書は、必ず法令に基づいて提出してもらっ

て、我々もひとつきちんとそれなりの評価をさ
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せていただきたいと、こういうように思ってお

りますから、ここはひとつ最後に企画振興部長

としての、今、私が申し上げたようなところを

きちんとご答弁いただきたいと思います。

【柿本企画振興部長】先ほどもご答弁させてい

だたきましたが、この五島産業汽船株式会社、

新会社の決算の状況につきましては、県として

も、会社法の規定も踏まえて公表をするという

ことを働きかけているところでございますし、

同社においても、その必要性はあるというふう

に認識しているということですので、具体的に

この協議をしていきたいと考えております。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ほかに質問がないようです
ので、企画振興部関係の審査結果について整理

したいと思います。

しばらく休憩します。

― 午後 ５時 ５分 休憩 ―

― 午後 ５時 ５分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開します。
これをもちまして、企画振興部の審査を終了

いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前

10時から委員会を再開し、危機管理監及び総
務部関係の審査を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ５時 ６分 散会 ―



第 ４ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和２年３月１２日

自  午前１０時 ０分

至  午後 ２時２８分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

委員長(分科会長) 山口 経正 君

副委員長(副会長) 北村 貴寿 君

委 員 小林 克敏 君

〃 山口 初實 君

〃 前田 哲也 君

〃 中島 浩介 君

〃 山本 啓介 君

〃 大久保潔重 君

〃 吉村  洋 君

〃 麻生  隆 君

〃 堤  典子 君

〃 浦川 基継 君

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

危 機 管 理 監 荒木 秀 君

危機 管理課 長 近藤 和彦 君

消防 保安室 長 宮﨑 良一 君

総 務 部 長 平田 修三 君

総務 文書課 長
（ 参 事 監 ）

荒田 忠幸 君

県民センター長 鳥谷 寿彦 君

秘 書 課 長 伊達 良弘 君

広 報 課 長 田中紀久美 君

人 事 課 長 大安 哲也 君

新行政推進室長 大瀬良 潤 君

職員厚生課長 山下  明 君

財 政 課 長 早稲田智仁 君

財政課企画監 園田 貴子 君

管 財 課 長 松田 武文 君

管財課企画監 太田 昌徳 君

税 務 課 長 原  清二 君

情報政策課長 山崎 敏朗 君

総務事務センター長 松村 重喜 君

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 ０分 開議 ―

【山口(経)委員長】 おはようございます。

ただいまから委員会を再開いたします。

これより、危機管理監及び総務部関係の審査

を行います。

【山口(経)分科会長】 まず、分科会による審査
を行います。

予算議案を議題といたします。

危機管理監より、予算議案説明をお願いいた

します。

【荒木危機管理監】 おはようございます。

危機管理監関係の議案について、ご説明いた

します。

「予算決算委員会総務分科会関係議案説明資

料危機管理監」の1ページをご覧ください。
今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第77号議案「令和元年度長崎県
一般会計補正予算（第6号）」のうち関係部分
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であります。

はじめに、第1号議案「令和2年度長崎県一般
会計予算」のうち危機管理監関係について、ご

説明いたします。

歳入予算は、合計で1億8,095万1,000円を計
上いたしております。

歳出予算は、10億8,123万8,000円を計上いた
しております。

このうち、主な事業についてご説明いたしま

す。

防災対策費につきましては、災害対策基本法

や長崎県地域防災計画に基づく防災行政の推進、

総合防災訓練等の実施、また、自主防災組織結

成に向けた防災推進員養成講座の実施等に要す

る経費として、4,114万4,000円を計上いたして
おります。

そのほかの事業につきましては、記載のとお

りでございます。

3ページをご覧ください。
令和3年度以降の債務負担を行うものについ

て、主なものをご説明いたします。

防災ヘリコプター運航管理業務に係る令和3
年度に要する経費として、1億5,000万円を計上
いたしております。

次に、第77号議案「令和元年度長崎県一般会
計補正予算（第6号）」のうち、危機管理監関
係について、ご説明いたします。

歳入予算は、合計で8,930万円の減を計上いた
しております。

歳出予算は、4,497万円の減を計上いたしてお
ります。

これは、主に原子力災害対策整備事業費にお

いて、国に交付申請をしておりました原子力発

電施設等緊急時安全対策交付金の内示減による

ものであります。

また、債務負担行為につきましては、統合原

子力防災ネットワークサービス衛星通信サービ

スに係る令和2年度に要する経費として1,103
万6,000円、国有林野貸付契約に係る令和2年度
から令和4年度までに要する経費として15万円
を計上いたしております。

最後に、令和元年度の予算につきましては、

今後、年間の執行額の確定に伴い、調整・整理

を行う必要が生じてまいりますことから、3月
末をもって、令和元年度予算の補正について専

決処分により措置させていただきたいと考えて

おりますので、ご了承を賜りますようお願いい

たします。

以上をもちまして、危機管理監関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【山口(経)分科会長】 次に、総務部長より、予
算議案説明をお願いいたします。

【平田総務部長】 総務部関係の議案について、

ご説明いたします。

総務部の「予算決算委員会総務分科会関係議

案説明資料」をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第1号議案「令和2年度長崎県一般会計予算」の
うち関係部分、第9号議案「令和2年度長崎県庁
用管理特別会計予算」、第12号議案「令和2年
度長崎県公債管理特別会計予算」、第77号議案
「令和元年度長崎県一般会計補正予算（第6
号）」のうち関係部分、第84号議案「令和元年
度長崎県庁用管理特別会計補正予算（第1号）」、
第87号議案「令和元年度長崎県公債管理特別会
計補正予算（第1号）」であります。
はじめに、第1号議案「令和2年度長崎県一般

会計予算」のうち関係部分について、ご説明い
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たします。

歳入予算の総額は、5,554億6,047万6,000円、
歳出予算総額は、1,861億1,354万7,000円を計
上いたしております。

この歳出予算の主な内容は、本庁舎及び振興

局庁舎の改修等に要する経費、税務事務の総合

的な電算システム運用等に係る経費、電子化の

推進及び情報ネットワークの維持管理等に要す

る経費であります。

また、債務負担行為については、地方機関等

施設の電力調達の入札導入に係る令和3年度に
要する経費等を計上いたしております。

次に、第9号議案「令和2年度長崎県庁用管理
特別会計予算」についてであります。

歳入予算、歳出予算ともに総額2億4,173万
9,000円を計上いたしております。
また、債務負担行為として、文書集中収受発

送に係る令和3年度に要する経費を計上いたし
ております。

次に、第12号議案「令和2年度長崎県公債管
理特別会計予算」についてであります。

歳入予算、歳出予算ともに総額454億6,537万
7,000円を計上いたしております。
次に、第77号議案「令和元年度長崎県一般会

計補正予算（第6号）」のうち、関係部分につ
いてご説明いたします。

補正予算額は、歳入予算総額150億5,857万
6,000円の減、歳出予算総額6億229万6,000円の
増を計上いたしております。

この歳出予算の主な内容は、県庁舎建設整備

基金の廃止に伴う産業文化振興基金積立金等の

増、地方消費税に係る他県との清算金の増であ

ります。

次に、繰越明許費についてご説明いたします。

今回、繰越明許費として、県有施設等災害復

旧費942万3,000円を計上いたしております。
これは、環境部所管の県有施設、野崎島ワイ

ルドパークの災害復旧に要する経費で、国との

調整に不測の日数を要したため、繰り越しを行

うものであります。

次に、第84号議案「令和元年度長崎県庁用管
理特別会計補正予算（第1号）」についてであ
ります。

補正予算額は、歳入予算、歳出予算ともに

5,322万7,000円の減を計上しており、歳出予算
の主なものは、文書集中収受発送費の減であり

ます。

次に、第87号議案「令和元年度長崎県公債管
理特別会計補正予算（第1号）」について、補
正予算額は、歳入予算、歳出予算ともに18億
6,644万1,000円の増を計上しており、歳出予算
の補正の主なものは、借換債の増であります。

最後に、令和元年度補正予算の専決処分につ

いて、あらかじめご了承を賜りたいと存じます。

令和元年度の予算については、今議会の補正

をお願いいたしておりますが、今後、年間の執

行額の確定に伴い、調整・整理を行う必要が生

じることから、3月末をもって、令和元年度の
予算の補正について専決処分により措置させて

いただきたいと考えておりますので、ご了承を

賜りますようお願いたします。

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

らせていただきます。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【山口(経)分科会長】 次に、提出のあった「政
策等決定過程の透明性等の確保などに関する資

料（政策的新規事業）」について説明を求めま

す。

【荒田総務文書課長】「政策等決定過程の透明
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性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡大

に関する決議」に基づいて、提出しております

政策的新規事業の計上状況の資料について、ご

説明いたします。

資料の1ページをお開きください。
総務部関係では、一番上に記載していますと

おり、長崎県情報発信促進事業費の1事業を、
新規事業として計上しております。

その事業概要につきましては、関係人口の創

出・拡大につなげるため、市町と連携強化を行

い、首都圏、関西圏に新たに福岡圏を加えた都

市部において、効果的なパブリシティ活動や動

画等を活用したプロモーションの展開を行うこ

とで、本県に興味・関心を持つファン層の掘り

起こしを行うものでございます。

なお、要求額と計上額は、記載のとおりでご

ざいます。

以上で、資料の説明を終わらせていただきま

す。

どうぞご審議を賜りますよう、よろしくお願

いします。

【山口(経)分科会長】 以上で説明が終わりまし
たので、これより予算議案に対する質疑を行い

ます。

質疑はありませんか。

【麻生委員】おはようございます。予算議案に

ついて、お尋ねをしたいと思います。

今回、12億円近くの電算予算が書かれており
まして、前年度対比約1億円近く上がっていま
すね。しかし、補正予算で見ますと、これもや

っぱり1億円近く減額補正がされているんです
よ。

今回、令和2年度の予算として1億円近く上が
った根拠と中身を教えてもらえますか。

【山崎情報政策課長】 今回、1億円ぐらいの増

を見込んでいることについてでございます。

一番大きなものといたしましては、来年度か

らサーバー関係の仮想化、これが個々にあるサ

ーバーを集めて、集合して、予算の削減を図る

ものですが、それの経費が5年分で約5億円、今
年度分が1億円の増、それが一番大きな要因で
ございます。

【麻生委員】サーバーに設定するためにやって

いるということでありますけども、77号議案の
関係でいうと、これも1億円以上の補正が出て
いるんですよね。電算推進事業費ということで、

これも約9,500万円ぐらいマイナス補正で出て
いますけれども、これと関連して新しくサーバ

ーの、その差額が出るぐらいですから、そうい

う予算の中でもしなくても、現状として12億円
の、同じ1億円、1億円ですから、状況的には、
それぐらいの効果が見込めないのかどうか。

併せて、この電算推進事業費を約1億円近く
補正しているんですけれども、達成しなかった

理由とか、そういう状況もわかれば教えてもら

えますか、関連して。

【山崎情報政策課長】 2月補正の一番大きなマ
イナスの原因としましては、電子県庁システム

を長崎県の場合は独自開発しておりまして、特

殊な言語を使っております。その言語のサポー

ト期間が切れることから、新たな言語を組み込

んでシステムの改修をやっておるんですけれど

も、それを独自開発で、元の言語から新しい言

語に換える、その開発をやっております。そこ

が今年度、一番立て込む時期ではあったんです

が、計画自体がタイトなことがありまして、あ

まり性急にやり過ぎると、途中、途中の経過を

見ながら進めていく必要があったものですから、

そこをもう少し緩やかにしようということを途

中で決めたものですから、それで約4,700万円の



令和２年２月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（３月１２日）

- 193 -

減が生じております。それが主な原因でござい

ます。あとは入札執行残とか、そういったもの

がございます。

【麻生委員】 わかりました。要因としては、そ

の言語関係の変更で減ったと。

さっきサーバーを集約されてやるということ

で、今回、1億円近く状況が変わった分で、効
果的にはどういう形の削減が見込めるとかはあ

るんでしょうか、その点教えてもらえますか。

【山崎情報政策課長】サーバーの仮想化ですが、

県庁にありますサーバー245台、これを物理的
に13台のサーバーに集約する予定にしており
ます。その関係で機器のハードの費用がかなり

減額になるものですから、サーバー仮想の費用

が5年間でトータルで5億ぐらいかかるんです
が、この新しい仮想基盤をつくることによりま

して約1億6,000万円の削減を予定しておると
ころでございます。

【麻生委員】この状況として、改めて効果があ

るということで今回の投資をやるということで

ありますね。わかりました。ぜひ効果が上がる

ような展開をお願いしたいと思います。あと何

点か質問させていただきたいと思います。

実は、一般会計の債務負担行為の中でお尋ね

したいと思います。

63ページの地方機関等設備運営費の中に債
務負担行為3億5,600万円がありますけれども、
地方機関の電力調達入札に参加するための契約

を事前に行うんですよということであります。

これに関して県内でも地方電力会社が発生して

きました。ここについて県としてのお考えをお

尋ねしたいと思います。

【松田管財課長】地方電力会社の進出というこ

とでのお尋ねですけれども、もともとは九州電

力等が大手ということで、それに対して、電力

調達の自由化に伴いまして、それぞれの地域で

電力会社が出てきております。

県の契約に当たりましては、環境に対応でき

ているかという部分も、環境部の方で、そうい

った登録というわけではありませんけれども、

チェックしてもらっているということもござい

ます。入札に当たっての排除ということは当然

ありませんし、入札に当たっては、そういった

ところももちろん入っていただいて通常の入札

手続を取らせていただいているという状況でご

ざいます。

【麻生委員】この前、五島市にお邪魔した時に

は、五島市挙げて再生可能エネルギーをやろう

ということで相当頑張っておられて、五島市と

してもインセンティブを挙げて地元に還元した

いということがありましたので、今、県として

も再生可能エネルギーをやっていこうというこ

とで機運を高めているわけですから、こういう

ことについても地域を限定して、一括ではなく

て分散した形で、離島だとか取組をしていると

ころについても取り組むことができないかと思

っていますけれども、そういうことについての

お考えをお尋ねしたいと思います。

【松田管財課長】今回、地方機関の電力調達に

つきまして、一つは働き方改革ということで、

本庁で一括して入札手続を行うことによりまし

て、地方機関の職員の負担を減らすということ。

もう一つは、電力調達を一括で調達することの

スケールメリットによる調達額の抑制という部

分も一緒に考えて行ったものでございます。

地域に貢献されているそういった電力会社と

独自に契約を結ぶということに関しまして、ど

うしても、これは一般競争入札が原則でござい

ますので、随意契約の理由が明確に示せるもの

でありましたらば、そういったことも可能かと
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は思いますが、原則、一般競争入札ということ

で対応しているところでございます。

【麻生委員】わかりました。一括としていくと

いう点でスケールメリットがあるということで

ありますけれども、ぜひ、地方においては、振

興局においてはいろいろ取組がありますので、

今後の参考にお願いしたいと思います。

続きまして、43ページの歳出についてお尋ね
をしたいと思います。元利償還金の返還につい

てでございます。

これは約1,008億円程度ありますけれども、利
子が0.7％近くになっております。借換債の関係
で確認しましたら、ここが0.1％の状況で設置さ
れております。

今回、元利償還について、ある程度金利の高

いものを、随時、借換債として金利の安いもの

に取り換えていくことが必要だと思っておりま

すけれども、今回の元利償還についての今後の

お考え方をお尋ねしたいと思います。

【早稲田財政課長】県債の資金の多様化という

ことに関しまして、特に利息関係でありますけ

れども、現在、県では、県債の調達につきまし

て、市場からの調達の市場公募債でありますと

か、あるいは銀行からの調達、入札による調達

といった多様化を進めております。

そのような中で、現在、委員からご質問があ

りました利子の調達の部分については、例えば

全国の市場公募債でいいますと、利率が非常に

低くなっておりまして、0.05％というような利
率の状況も今年度あったところです。

したがいまして、現在、財政課の方針としま

しては、そういった全国の市場公募債の調達状

況を踏まえまして、銀行との協議、交渉におい

ても、そういう全国水準において、低金利の状

況下なので、そのような利率を採用して、資金

の調達が行えないかということをしっかりと協

議して、利率の低下をすることによって、この

ように今回も非常に落ちておりますけれども、

財政負担というのは軽減されますので、そのよ

うな姿勢で当たっていきたいと考えております。

【麻生委員】今、元利関係を含めて高い金利に

過去に変えているのかなと。

以前、総務省が改善する時によって、これは

水道関係でございましたけれども、公共下水と

かというのについて、改善の見込みについては、

一定の期間で回収するということで借り換えを

促進するということがありましたけれども、制

度が違うものですから、改めて高い金利につい

て見直しをしながら、順次返還していくという

ことについて、限られた財源の状況ですから、

ぜひそういったものを詰めてもらって、今、さ

っき言われた0.05ですかね、大変安い金利で動
いていますので、状況的には詰めていただきた

いということをお願いして、質問にかえたいと

思います。ありがとうございました。

【山口(経)分科会長】 ほかにありませんか。

【前田委員】 危機管理の予算の中で2017年度
から始まった総務省の緊急防災・減災事業、地

方債の分ですが、延長されて2020年度、新年度
が最終年度ということ、その後の延長はどうな

るかわかりませんけれども、2020年度が最後と
いうことになっております。

そうした中で、危機管理課の予算の中で、こ

の緊急防災・減災事業を使った事業予算が幾ら

あるのかお答えをいただきたいと思います。集

計に時間がかかるようだったら議案外の中でや

っても結構です。

その間に1点だけ、総務部の情報政策課にお
尋ねしたいんですが、ＫＰＩの指標でも出てい

ますけども、市町の固定系超高速ブロードバン
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ド整備事業ですね。これが令和2年度は115地区、
基準年が101地区の115地区ですから、予算上は、
この差し引きの14地区分の予算が上がってい
るという理解をしていいですか。予算額も含め

て、お答えをいただきたいと思います。

【近藤危機管理課長】危機管理課関係の緊急防

災・減災事業債の関係でございます。

今年度の予算に計上をお願いしている内容に

ついては、この起債を充てる部分はございませ

ん。過去におきましては、防災行政無線の再整

備や、Ｊアラートの更新等に、この起債は使っ

ているところでございます。

【前田委員】 ないんですよね。ただ、以前から

私はちょっと意見もしてたんですけれども、「防

災・減災事業の地方債は、東日本大震災を教訓

として緊急性が高く、即効性のある防災・減災

等のための事業のうち住民の避難や行政・社会

機能の維持及び災害に強いまちづくりに資する

事業が対象となり、災害時の指定避難所におけ

る避難所の生活環境のための施設整備費用など

が含まれます」というふうに書いてあって、限

定的な事業ですから十分これを活用してほしい

ということを意見しておったんですが、新年度

がないということで、こういった趣旨に基づい

て制度化されているもので、本県においては、

今のところ積み残しもなく十分やれているとい

う理解をしていいですか。

【近藤危機管理課長】先ほど委員のご指摘がご

ざいました避難所の整備、環境の整備等につき

ましては、市町の方で、この起債を使いながら

やれる事業も多々あろうかと考えておりますの

で、市町に、こういったものがあるよというよ

うな形でお話をしているところでございます。

あと、県につきましては、本課以外の防災・

減災のインフラ的なところで土木部や、農林部

で、こういった事業を使いながらやっている部

分はあろうかと認識しているところでございま

す。

【山崎情報政策課長】市町の固定系超高速ブロ

ードバンド整備地区における整備地区が増えた

ことについてでございます。

市町のブロードバンドの整備につきましては、

市町単位ではなくて、各地域単位でのサービス

が提供されているということがございまして、

今までの区分でいきますと、なかなか具体的な

進捗率というのが整理しにくいというところが

ございました。

そういったことから、整備地区の単位を見直

しまして主要局単位、ＮＴＴにおきます光ケー

ブルによるサービス提供装置の入った施設です

が、その主要局単位で、今後、整備の具体的な

サービス提供地域の把握を行うということで、

146カ所のうち最終目標を139カ所にしている
ところでございます。

あと、予算の絡みですが、具体的にこのブロ

ードバンドの整備を行うのは、市町が行ってお

りまして、県は、その整備に対しての技術的な

助言でありますとか、国とのやりとりでありま

すとか、他市町との情報を提供して、より具体

的に進めていっていただくための、そういった

技術的助言をやらせていただいております。

【前田委員】私、県も財源の負担があると思っ

ていたんですけれども、そこはないということ

でいいですね。

【山崎情報政策課長】 委員おっしゃるとおり、

県の負担はございません。財政支出はございま

せん。

【前田委員】わかりました。ちょっと勘違いし

ておりました。

ただ、その139地区を令和7年度ということで
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目標値にしていますし、今の話を聞くと、市町

の中で判断しながら進めていくことと思うんで

すけれども、ただ、県の立場として、助言とか、

国に対する窓口になるということであれば、こ

ういう地区はもう早急に解消していくべきと思

っていて、計画は計画であってもいいですけれ

ども、これをやっぱり前倒しして、どこにいて

も同じような条件で受けられるようなブロード

バンドを整備するというのは大きな課題だと思

いますので、ぜひそこは積極的に、財源負担が

あると思って聞いたんですけれども、なくても

市町に対しての支援というものをお願いしてお

きたいと思います。

それと、麻生委員の質問を聞いていて1点質
問ですが、さっき随契でできないというお話を

しましたけれども、エネルギー分野の経済の域

内のお金の循環を見た時に、さまざまな業種が

ある中で、やっぱりエネルギーの分野が一番域

外にお金が出ていっているんですね。

そう考えた時に、地域にお金を落とす仕組み

というか、そういう視点が必要だと思ってて、

そうなった時に指名の競争であったり、随契と

いうものを、私は検討してもいいと思うんです

が、そのあたりはいかがですか。域外にお金が

流れたことを含めてちょっと大きな話なんで、

総務部長からご答弁いただけるなら、そういう

視点を持って今後取り組んでほしいと思います

けども、いかがでしょうか。

【平田総務部長】経済循環としての中での地域

エネルギーというのは、確かに重要な視点だと

思っています。

ただ、一方で、我々が電力を調達する時の方

法論ということになりますと、先ほど管財課長

も申し上げましたように、様々な制約が一方で

あるというのも事実でありまして、その中でど

う折り合いをつけていくのかという部分もある

んですけれども、そうなってきますと、それは

制度的なところでいけば、県単体で工夫してい

くというよりも、もっと大きなところでの見直

しの検討をお願いするのか、制度的なところの

話になってくるのかというところになってくる

かと思っています。

委員がおっしゃられている視点というのは、

私も以前から考えている視点ではあるんですけ

れども、現実に県としての調達をするに当たっ

ては、今の時点では一般競争入札でやるという

ことで結論立てて、今の取扱いを考えているわ

けですけれども、これが未来永劫そういう状態

が続くことがいいのかどうかということについ

ては、考えていく必要もあるのではないかと思

っています。

【前田委員】慎重なご答弁をいただいたと思い

ますが、そうは言ってもですね、片や新産業と

して頑張りましょうと、他の部局も含めて進め

てきている中で、国の制度が変わる中で、当初

よりもなかなか厳しい状況にある中で、産業を

育てるという意味でも、そこはいろんな制度間

の中でのしがらみはあるかもしれませんが、一

歩踏み込んでやれるんじゃないのかなと思って

いますので、今後、検討していくことを含めて

要望としておきたいと思います。

【山口(経)分科会長】ほかに質疑はありません

か。

【山口(初)委員】 おはようございます。防災ヘ
リコプターの関係で、基本的なことについて少

しお尋ねします。

私だけがわかっていないのかわかりませんけ

れども、県内で、今、防災ヘリを何機保持され

て運用されているのか、まず、お尋ねします。

【近藤危機管理課長】 防災ヘリは1機、県が持
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っております。市町は持っておりません。あと

はドクターヘリがございますし、県警もヘリを

1機持っているという状況でございます。
【山口(初)委員】ということは、状況に応じて、
それぞれ使い分けている、そういう状況だと思

いますが、年間にどれくらいの出動件数になっ

ているんですか。

【近藤危機管理課長】 平成30年度の状況でご
ざいますけれども、出動時間は、217時間の出
動となっております。うち災害の活動として73
時間、訓練飛行で110時間といったような状況
です。あと、緊急搬送につきましては、33件、
31時間というような状況でございます。
【山口(初)委員】 県内の皆さんが安心して生活
できるためには、防災ヘリがいつもかつも飛ん

でいるという状況は好ましくはないと思うんで

すが、やっぱり県民の皆さんの安心を、特に離

島圏も多いし、いろんな長崎県の状況を見た時

には、本当にしっかり対応していただかなけれ

ばならない状況だと思ってますので、よろしく

お願いいたします。

ただ、今これだけの離島を抱えた中で、長崎

県の防災ヘリが1機で間に合っているのかとい
うのもちょっと心配するところです。それほど、

今、大きな災害等が出てないのはいいことでは

あるんですけれども、その辺についてはどうお

考えですか。

【近藤危機管理課長】非常に多額の費用と申し

ますか、運航にかかります維持経費、あと隊員

の確保、そして運用する先にも、経費が非常に

かかりますので、簡単にどこでもというような

導入は難しいかと思っております。

ただ、防災ヘリにつきましては、九州では今

5県が持っておりまして、協定を結びまして、
何かあった場合にはすぐ応援体制ができており、

海上自衛隊や、海上保安部でもヘリは持ってお

りまして、万一の時には、そういった機関と協

定を結びながら、いろいろと活動をしていただ

いているところでございますので、そういった

関係機関と十分連携しながら対応してまいりた

いと思っております。

【山口(初)委員】 わかりました。要するに、県
内それぞれの部署の協力関係で今頑張っておら

れるんだとわかりました。

県の防災ヘリの出動要件といいますか、ここ

のところもある程度明確になっておるんだと思

いますけれども、簡単に、概略教えていただけ

ますか、どういう時に使えるものか。

【近藤危機管理課長】ヘリの一番の特性であり

ます迅速性、そして機動性が必要な案件につき

まして、ヘリを要請していただいて、それに対

して対応するということでございます。

例えば、被災状況を、上空からの情報収集、

緊急物資の運搬、そして救急患者等の人員の搬

送、山岳救助や、海難救助における捜索救助の

ほか、山林火災等がありましたら、空中からバ

ケットで水を放水するとか、そういったような

活動等でございます。

【山口(初)委員】 そういうことで九州各県との
連携も図られているようですが、長崎県として

も他県の応援に出るということは、今まであっ

ているんですか。

【近藤危機管理課長】協定を結んだのは昨年度

からでございますけれども、それまでも応援要

請があれば派遣しておりまして、九州北部豪雨

だとか、一昨年は西日本豪雨など、他県の方に

も、そういう要請に応じて対応しているという

ことです。

実績としましては、昨年度につきましては、

正確な数字は持ってないんですけれども、3県
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ほど行ったと認識しております。

【山口(初)委員】 わかりました。昨日、いわゆ
る東北大震災から9年目で、私どもも、ここで
黙禱を捧げたんですが、長崎県としても、いつ、

何どき、どういうことが起きるか。起きないこ

とを望んでいるわけですけれども、きっちりと

備えをしておいていただきたいと思います。

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑はありません
か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 ほかに質疑がないようで
すので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 討論がないようですので、
これをもって討論を終了いたします。

予算議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第1号議案のうち関係部分、第9号議案、第12
号議案、第77号議案のうち関係部分、第84号議
案及び第87号議案は、原案のとおり可決するこ
とにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)分科会長】 ご異議なしと認めます。

よって、各議案は、原案のとおり可決すべき

ものと決定されました。

【山口(経)委員長】 次に、委員会による審査を
行います。

議案を議題といたします。

危機管理監より総括説明をお願いいたします。

【荒木危機管理監】危機管理監関係の議案につ

いて、ご説明いたします。

お手元に配付しております「総務委員会関係

議案説明資料」の危機管理監をお開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第17号議案「長崎県危険物等に係る事務手数料
条例の一部を改正する条例」でございます。

この条例は、高圧ガス保安法関係手数料令及

び地方公共団体の手数料の標準に関する政令の

一部を改正する政令の公布等に伴い、所要の改

正をしようとするものであります。

次に、議案外の所管事項について、ご説明い

たします。

今回、ご報告いたしますのは、長崎県国土強

靭化地域計画の一部改定について、令和元年度

雲仙岳火山防災協議会の開催について、長崎県

市町消防広域化推進計画の再策定についての3
件でございます。

説明資料危機管理監の1ページをご覧くださ
い。

まず、長崎県国土強靭化地域計画の一部改定

についてでございます。

昨今の自然災害の頻発化・甚大化を受け、閣

議決定された「防災・減災・国土強靭化のため

の3か年緊急対策」により、災害時に人命・経
済・暮らしを守り、支える重要なインフラ機能

を維持できるよう緊急を要する対策が進められ

ているところでありますが、令和3年度以降は、
国土強靭化予算の配分方針を「見える化」し、

計画が策定されている事業に予算配分すること

を「要件化」することとされております。

このため、令和3年度予算要求に向けた裏づ
けとして、県、教育庁及び県警本部の関係主管

部課長等を本部員とする推進本部会議を開催し、

計画の必要な改定を行ったところであります。

なお、本地域計画は、総合計画の終期に合わ

せるため、来年度、次期国土強靭化地域計画を

策定することとしており、引き続き、災害に強

く命を守る県土強靭化の推進に努めてまいりま
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す。

説明資料危機管理監の2ページをご覧くださ
い。

次は、令和元年度雲仙岳火山防災協議会の開

催についてでございます。

去る2月4日、雲仙市において、島原半島3市、
火山専門家、関係機関などからなる委員の方々

にご出席いただき、令和元年度雲仙岳火山防災

協議会を開催いたしました。

本協議会は、平成27年度に法定協議会として
設置したものでありますが、本年度は、各関係

機関の実務担当者などで構成する幹事会を2回
開催し、噴火災害に備えたさまざまな対策の検

討を行ってまいりました。

今回の主な審議事項といたしましては、平成

新山山頂付近に設定されている警戒区域の更新、

避難促進施設の指定など、住民等に対する防災

対策をご審議いただいたところであります。

今後も、引き続き、火山災害に備えた対策を

推進してまいります。

最後に、長崎県市町消防広域化推進計画の再

策定についてでございます。

説明資料（追加1）の危機管理監の1ページを
ご覧ください。

「長崎県市町消防広域化推進計画」につきま

しては、人口減少や災害の激甚化が進む中、消

防体制の維持・強化を図っていくために再策定

することとし、長崎県市町消防広域化推進協議

会などにおいて検討を進め、素案を取りまとめ

ました。

今後、この計画の素案について、県議会から

のご意見を踏まえるとともに、パブリックコメ

ントを行い、再策定に向けて取り組んでまいり

ます。

以上をもちまして、危機管理監関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【山口(経)委員長】 次に、総務部長より総括説
明をお願いいたします。

【平田総務部長】 総務部関係の議案について、

ご説明いたします。

総務部の「総務委員会関係議案説明資料」を

お開きください。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第18号議案「長崎県手数料条例の一部を改正す
る条例」のうち関係部分、第19号議案「長崎県
の事務処理の特例に関する条例の一部を改正す

る条例」のうち関係部分、第20号議案「職員の
服務の宣誓に関する条例及び議会の議員その他

非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例の

一部を改正する条例」、第21号議案「職員の勤
務時間、休暇等に関する条例及び市町村立学校

県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関する条

例の一部を改正する条例」、第22号議案「知事
等の損害賠償責任の一部免責に関する条例」、

第23号議案「内部組織の設置に関する条例の一
部を改正する条例」、第24号議案「長崎県吏員
恩給条例の一部を改正する条例」、第25号議案
「長崎県恩給並びに他の地方公共団体の退職年

金及び退職一時金の基礎となるべき在職期間と

長崎県吏員恩給条例による恩給の基礎となるべ

き在職期間との通算に関する条例の一部を改正

する条例」、第26号議案「長崎県県庁舎建設整
備基金条例を廃止する条例」、第27号議案「長
崎県税条例の一部を改正する条例」、第28号議
案「ふるさと長崎応援寄附金基金条例」、第59
号議案「包括外部監査契約の締結について」で

あります。

はじめに、条例議案についてご説明いたしま
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す。

第18号議案及び第19号議案につきまして、こ
れらの条例は、情報通信技術の活用による行政

手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政

運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続

等における情報通信の技術の利用に関する法律

等の一部を改正する法律による旅券法の一部改

正に伴い、所要の改正をしようとするものであ

ります。

第20号議案について。
この条例は、地方公務員法及び地方自治法の

一部を改正する法律の公布による会計年度任用

職員制度の創設に伴い、関係条例について所要

の改正をしようとするものであります。

続いて、第21号議案につきまして。
この条例は、柔軟で多様な勤務形態の選択肢

を用意することで、職員が、その能力を充分発

揮しながら、効率的に勤務できる環境を整備し、

公務能率の向上につなげるため、関係条例につ

いて所要の改正をしようとするものであります。

続いて、第22号議案についてでございます。
この条例は、地方自治法の一部を改正する法

律の公布に伴い、知事や職員等の県に対する損

害賠償責任の一部を免責することができるよう

にするため、条例を制定しようとするものであ

ります。

第21号議案、第22号議案につきましては、後
ほど人事課長から、それぞれ補足説明をさせて

いただきたいと思います。

続いて、第23号議案。
この条例は、重要施策等の企画立案及び連携

体制並びに推進体制を強化するため、内部組織

及びその分掌事務の一部を改正しようとするも

のであります。

続いて、第24号議案。

この条例は、民法の一部を改正する法律の公

布に伴い、時効に関する規定の整備が行われた

ことによる所要の改正及び漁業法等の一部を改

正する等の法律の公布に伴う引用規定の条ずれ

に対応する所要の改正をしようとするものであ

ります。

第25号議案でございます。
この条例は、漁業法等の一部を改正する等の

法律の公布に伴い、引用規定の条ずれに対応す

るため、所要の改正をしようとするものであり

ます。

第26号議案。
この条例は、県庁舎建設整備事業の完了に伴

い、長崎県県庁舎建設整備基金を廃止しようと

するものであります。

第27号議案。
この条例は、法人二税の課税事務の効率化及

び調査事務の強化を図ることを目的にした地方

機関の組織・人員体制の見直しや引用法令の改

称に伴い、県税条例を改正しようとするもので

あります。

内容としましては、離島地区における法人二

税の課税事務を長崎振興局に集約することに伴

い、県税の賦課事務における知事の課税権の委

任規定の整備を行います。その他、通称「デジ

タル手続法」の正式名称が改正されたことに伴

い、引用部分の改正をしようとするものであり

ます。

第28号議案。
この条例は、ふるさと納税制度を活用して本

県への寄附を募るふるさと長崎応援寄附金につ

いて、寄附金実績の増収に伴う資金管理の「見

える化」と、「寄附者の想いに応える事業」を

効率的かつ重点的に実施するために寄附金の特

定財源化へ向けた受け皿を整備することとして、
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基金を新設しようとするものであります。

この基金により、今後は、寄附者に共感を得

られるよう、例えば、離島における教育・医療、

第一次産業の振興など、魅力あふれる使途事業

の選定と返礼品の充実を図りながら、各部局と

も主体的に増収に取り組む仕組みづくりを積極

的に行ってまいりたいと考えております。

次に、事件議案について、ご説明いたします。

第59号議案。
この議案は、地方自治法第252条の36第1項の

規程に基づき、包括外部監査契約を締結しよう

とするものであります。

なお、この件に関しましては、後ほど総務文

書課長から補足説明をさせていただきます。

次に、議案外の報告事項についてご説明いた

します。

今回、ご報告いたしますのは、令和2年度組
織改正について、内部統制制度の導入について、

障害者活躍推進計画について、地方創生の推進

について、長崎ゆかりの交流会の開催について

であります。

まず、令和2年度組織改正についてでありま
すが、令和2年4月1日付で組織改正を行うこと
としており、その概要については、後ほど新行

政推進室長から補足説明をさせていただきます。

次に、内部統制制度の導入についてでありま

すが、地方自治法の改正により、都道府県等の

地方公共団体においては、令和2年4月から、「内
部統制制度」の施行・運用が義務づけられてお

ります。

この制度は、地方公共団体の長自らが、行政

サービスの提供等における事務上のリスクを評

価・コントロールし、適正な執行を確保するた

めの体制を整備・運用していくことを目的とし

ております。

来年度からの施行に向け、内部統制に関する

基本方針案を策定し、3月末に公表を予定して
をおります。

次に、障害者活躍推進計画についてでありま

すが、昨年6月に障害者の雇用の促進等に関す
る法律が改正され、国及び地方公共団体が、障

害者である職員が、その有する能力を有効に発

揮して職業生活において活躍することの推進に

関する取組を、総合的かつ効果的に実施するこ

とができるよう、障害者活躍推進計画の策定が

義務づけられました。

今年度末までに計画を策定することとしてお

り、その内容につきましては、県のホームペー

ジに掲載することとしております。

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【山口(経)委員長】 次に、消防保安室長より補
足説明をお願いいたします。

【宮﨑消防保安室長】長崎県市町消防広域化推

進計画の再策定案について説明をさせていただ

きます。「再策定案概要」という資料をご覧く

ださい。1ページ、2ページに概要をまとめてお
りますので、ご説明いたします。

まず、１ページをご覧ください。

まず、再策定に至った経緯でございますが、

1の（1）のとおり、平成22年に将来の消防体制
の整備と確立を図るため、消防組織法や、それ

に基づく基本指針に基づきまして、知事が、「長

崎県市町消防広域化推進計画」を策定したとこ

ろでございます。

その主な内容は、四角囲みの中に書いており

ますように、小規模消防本部の体制強化のため

に、自主的な消防本部の広域化を推進すること
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とし、組み合わせの基本を「県内一本化」とす

ることなどを定めましたが、「離島の消防本部

にとってのメリットが見出せない」などの理由

で進展しなかったところでございます。

また、全国的にも進展が見られなかったこと

から、（2）のとおり、国は平成30年4月に基本
指針の2回目の改正を行い、広域化を推進させ
るため、都道府県が定めた推進計画の再策定を

求めており、本県でも、一昨年から、県、市町

等で構成する市町消防広域化推進協議会で協議

を進めてきたところでございます。

次に、2でございますが、消防と消防を取り
巻く環境の見通しについて書いております。

まず、人口減少に基づきまして、小規模な消

防本部の人口減少がさらに進み、高齢化の進行

に伴い、救急搬送件数も増加していくことも予

想されております。

また、避難することが困難な高齢者の増加で、

火災件数の減少にもかかわらず、予防業務の重

要性が高まっていくものと考えられます。

また、人口減少に伴いまして地方税収が減少

する可能性があり、体制維持のための財政面で

の困難さが増していくものと考えております。

さらに、人口減少、特に生産年齢の人口減少

で、災害時に地域を支える人材が不足していく

ことから、消防団員の確保に当たっても、これ

まで以上に力を注いでいく必要があると考えて

おります。

2ページでございます。
また、訪日外国人の増加などに伴いまして、

消防におきましてもグローバルな対応が、これ

まで以上に必要になってまいります。

このように、消防環境が大変厳しい中、広域

化を進めることについて、市町消防広域化推進

協議会などでご意見を伺いました。

その主なご意見は、3の本県消防体制の強化
に向けた基本的な考え方の（1）に書いており
ますが、その主なものとして、「離島では初動

体制の強化は期待できない」、「はしご車など

を共同で整備、配置しても必要な時に間に合わ

ない」など、広域化や県内一本化についてのご

懸念の意見をいただいたところであります。

これらの意見を踏まえまして、県、市町で協

議し、再策定する計画の案を作成したところで

あり、（2）に、その方向性を書いております。
まず、広域化は、消防体制の維持強化対策と

して有効で、県内一本化は、スケールメリット

が働く有効な方法と考えられ、現在の計画でも

自主的な広域化を推進していく上での基本とし

ていたところでございますが、離島や半島で構

成されている長崎県の特殊性、そして市町に、

広域化や県内一本化に対するさまざまな懸念が

あって、これまで検討が進んでこなかったとこ

ろでございます。

しかしながら、今日の県の人口減少や災害の

激甚化を考えますと、消防体制の維持・強化に

ついての検討を停滞させることなく進めていく

必要があると考えております。

まず、そのために、こうしたさまざまな懸念

が重要なポイントでもありますので、これらに

ついて、県と市町で共同して調査研究していく

ことなどにより、広域化や連携協力などの消防

体制の維持・強化について理解を深めていくこ

とが必要であると考えており、こうしたことを、

今後の方向性として位置づけております。

そして、具体的には、来年度、4に書いてお
ります具体的な取組を推進していくことといた

します。

まず、（1）人口減少が進みます離島の消防
体制の維持・強化について、①人口減少などに
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よる消防業務への影響、そして②現体制のまま

で、さまざまな工夫をして消防力をどの程度維

持していけるのか。それに対して③県内一本化

した場合には、どのような組織になって、経費

がどの程度減少し、大規模災害時の初動体制が

どの程度強化されていくのかなどをシミュレー

ションし、①、②と③を比較検討するなど、専

門研究機関の力もおかりしまして、令和2年度
において、調査研究を実施してまいります。

また、（2）消防体制の維持強化に向けた研
究会ですが、本土地域にも、平戸市、松浦市と

いう小規模消防本部があり、人口減少も進んで

まいりますので、まずは、連携・協力し合う隣

接消防本部間で、消防体制の維持強化に向けた

研究会を、県南、県北の2つの地域に分けて設
置し、現在、そして将来の地域課題について調

査研究を進めてまいります。

さらに、消防本部が合併する広域化が困難な

場合に、消防業務を連携・協力して行うことで、

体制強化が図られることから、（3）でござい
ますが、高機能消防指令センターの整備や「♯

7119」救急安心センター事業などについても、
検討をしてまいります。

このように、平成22年に策定した計画を、た
だいまご説明した内容の計画に改め、広域化や

連携・協力など、消防体制の維持・強化につい

て検討を進めようというものでございまして、

4ページ以下の内容が、再策定する計画案の内
容でございます。

こうした検討を進めまして、具体的に広域化

や連携・協力などについて合意が整った場合に

は、さらに計画を変更し、広域化などの消防体

制の維持・強化を推進してまいります。

今後、本委員会のご意見を踏まえた修正等を

行い、その後、パブリックコメントを行って、

計画を策定してまいります。

以上、簡単ではございますが、長崎県市町消

防広域化推進計画の素案に関する補足説明を終

わらせていただきます。

【山口(経)委員長】 次に、人事課長及び総務文
書課長より補足説明をお願いいたします。

【大安人事課長】今回、ご審議をお願いしてお

ります第21号議案「職員の勤務時間、休暇等に
関する条例及び市町村立学校県費負担教職員の

勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正す

る条例」及び第22号議案「知事等の損害賠償責
任の一部免責に関する条例」について、補足し

てご説明させていただきます。

まず、第21号議案でございます。お手元の「令
和2年2月定例県議会総務委員会説明資料」の4
ページをお開きください。

初めに、「1．改正要旨」についてでござい
ます。

この条例は、働き方改革の取組の1つといた
しまして、柔軟で多様な選択肢を用意すること

で、職員が、その能力を十分に発揮しながら効

果的に勤務できる環境を整備し、公務能率の向

上につなげるため、関係条例について所要の改

正を行うものであります。

このフレックスタイム制度につきましては、

人事委員会の報告におきまして、「フレックス

タイム制度の実施について具体的な検討を行う

など取組を進める必要がある」と、そうした報

告を受けまして、この間、検討を進め、今年度

の7月から試行を行い、制度の内容を整理して
きたものでございます。

「2．改正内容」についてでございます。
条例の内容といたしまして、制度利用者の勤

務時間の割振り方法などについて規定をするも

のであります。
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具体的には、1点目は、通常、1週間当たりの
勤務時間が38時間45分となるよう割り振って
いるところを、週を単位としまして、4週間の
期間について1週間当たりの平均勤務時間が38
時間45分となるよう、一日の勤務時間帯をずら
したり、または一日の勤務時間数の調整をする

ことを可能とするものであります。

また、2点目は、子の養育、または配偶者等
の介護を行う職員、障害者手帳を有する職員に

ついて、従来の土日等の週休日に加え、さらに

週休日をもう一日設けることを可能とするとと

もに、定められた期間について､1週間当たりの
平均勤務時間が38時間45分となるよう割り振
ることを可能とするものであります。

次ページ、5ページには、フレックスタイム
制度の対象職員、勤務時間の設定方法について

記載をさせていただいております。

次に、第22号議案でございます。6ページを
お開きください。

初めに、「1．制定要旨」についてでござい
ます。

この条例は、地方自治法の一部を改正する法

律の公布に伴い、知事や職員等の県に対する損

害賠償責任の一部を免責することができるよう

にするため、条例を制定しようとするものであ

ります。

今回の地方自治法の改正におきましては、条

例において、知事や職員等の地方公共団体に対

する損害賠償責任につきまして、その職務を行

うにつき、善意で、かつ重大な過失がない時は、

損害賠償責任額を限定して、それを超える額を

免責する旨を定めることを可能とする改正がな

されております。

「2．制定内容」についてであります。
この自治法改正に沿った形で、今回、賠償責

任額を限定して、それを超える額を免責する旨

を定めるものとなっております。

その賠償責任額を限定する際の上限につきま

しては、地方自治法施行令により示された参酌

基準どおり、給与の一会計年度当たりの額に、

そこの表に掲げております職責の区分に応じた

数を乗じた額となっております。

最後に、条例の施行日は、令和2年4月1日と
考えております。

以上、補足説明を終わります。

よろしくご審議のほど賜りますようお願いい

たします。

【荒田総務文書課長】 第59号議案「包括外部
監査契約の締結について」、補足してご説明い

たします。

お手元にお配りしております資料「令和2年2
月定例会県議会総務委員会課長補足説明資料総

務部」の1ページをご覧ください。
包括外部監査制度は、1に記載のとおり、地

方自治法に定められており、地方分権の推進に

対応した地方公共団体の体制の整備及び適正な

予算の執行を図るため、都道府県に導入が義務

づけられているものでございます。

令和2年度の包括外部監査契約の相手方につ
きましては、3に記載しておりますとおり、弁
護士の濵口純吾氏と契約したいと考えておりま

す。

選定過程は、4に記載しているとおりでござ
います。

2ページをご覧ください。
5の契約上限額でございますが、今年度と同
様に、1,381万7,100円を設定しております。
なお、6の参考に記載しておりますように、

監査のテーマにつきましては、包括外部監査人

自らが設定することとなります。
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また、監査体制につきましては、包括外部監

査人が、あらかじめ県の監査委員に協議し、補

助者を定め、監査に当たることになります。

以上で、補足説明を終わらせていただきます。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【山口(経)委員長】 以上で説明が終わりました
ので、これより議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【前田委員】 1点だけですね、第26号議案の県
庁舎建設整備基金条例を廃止する条例について、

「基金残高29億円を長崎県産業文化振興基金
に繰り入れ、県内の産業文化の振興を図る」と

なっています。

事前に確認しておけばよかったんでしょうけ

ども、この産業文化振興基金の設置目的という

か、県内の産業文化の振興というのはどういう

ことを指しているんですかね。

それで、基金の残高と今年度の取崩し額を確

認させてください。

【早稲田財政課長】この産業文化振興基金につ

きましては、昭和33年に基金が設置されており
ます。幅広く産業や文化の振興という目的で、

その後、平成元年に地域振興という目的で、国

から地方交付税が増額された時に、本県の配分

額30億円を増設したりですとか、平成14年度に
は県立の芸術劇場等の文化施設の整備のためと

いうことで、文化施設整備基金が廃止されまし

て、33億円を産業文化振興基金に統合されたり
といった変遷をたどりまして、現在の残高とし

ましては約72億円が残高になっております。
使途としまして、これまで活用しましたのが、

企業関係の振興ということでファンド関係の原

資、例えば、平成20年度の当初予算でファンド
創設の時の産業振興財団への貸付けであったり

とか、平成27年度から29度年は、企業立地補助
金への財源充当といったことで対応していると

ころでございます。

【前田委員】異を唱えるものじゃありませんが、

今の課長の答弁等をお聞きする中で、ネットで

調べたら平成28年度分が出てくるんですね。6
億4,000万円取り崩していて、「収支改善のため
に取崩しによる減」と書いてあるんですよ。

今のご説明を聞く中で、文言だけを読めば、

県内の産業文化の振興を図るということで、も

う少し民間等も含めて幅広く、この基金が使わ

れているのかなというイメージを持ったんです

が、今、ご説明があったとおり、ファンドとか、

財団の貸し付けとかという話になってくると、

行政の中での使い勝手がいいと言ったら失礼で

すけれども、そのように使っているのかなとい

う気がしますので、本来のこの趣旨、それも多

分、産業文化の振興ということにあたりはする

でしょうけれども、産業文化振興基金の今後も

含めた、この使われた方とか、運用の仕方とい

うのは、もう少し全庁的に検討していただいて、

真に産業の各種業界等が求めたり、企業が求め

たりするようなことにも使われるものに充てて

ほしいということを要望しておきます。

【山口(経)委員長】 ほかに質疑はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ほかに質疑はないようです
ので、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

しばらく休憩します。
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― 午前１１時 ７分 休憩 ―

― 午前１１時 ８分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開します。
議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第17号議案、第18号議案のうち関係部分、第
19号議案のうち関係部分、第20号議案ないし第
28号議案及び第59号議案は、原案のとおり可決
することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ご異議なしと認めます。
よって、各議案は、原案のとおり可決すべき

ものと決定されました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」について説明を

求めます。

【近藤危機管理課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本委員会に提出いた

しました危機管理監関係の昨年11月から本年1
月までの実績に関する資料について、ご説明い

たします。

まず、県が箇所づけを行って実施する個別事

業に関し、市町並びに直接・間接の補助事業者

に対し内示を行った補助金につきましては、該

当ございません。

次に、1,000万円以上の契約案件につきまして
は、資料1ページに記載のとおり、原子力防災
資機材点検・校正業務委託の1件となっており
ます。

決議意見書に対する処理状況について、該当

はありません。

続きまして、知事及び部局長等に対する陳

情・要望のうち、昨年11月から本年1月に、県

議会議長宛てにも、同様の要望が行われたもの

につきましては、島原半島振興対策協議会から

の要望が2件、長崎県離島振興協議会及び長崎
県過疎地域自立促進協議会からの要望が2件と
なっており、それに対する県の取り扱いは、資

料2ページ以降、記載のとおりでございます。
附属機関等会議結果報告については、該当ご

ざいません。

以上をもちまして、危機管理監関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【荒田総務文書課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充

に関する決議」に基づき、本委員会に提出して

おります総務部関係の資料について、ご説明い

たします。

1ページをお開きください。
1,000万円以上の契約状況一覧でございます。
令和元年11月から令和2年1月までの実績は、

計3件であり、1ページに、各契約の内容を一覧
でお示ししております。

その主な内容といたしましては、県庁舎の行

政棟、議会棟、駐車場棟の清掃を行う長崎県庁

舎清掃業務1件、ほかとなっております。
また、2ページから4ページにつきましては、

入札結果一覧表を添付いたしております。

5ページをご覧ください。
陳情・要望に対する対応状況でございますが、

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち令

和元年11月から令和2年1月までに県議会議長
宛てにも同様の要望が行われたものは、長崎県

離島振興協議会、ほか1名からの令和2年度離島
過疎地域の振興施策に対する要望書1件となっ
ております。
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具体的な要望項目としては、資料の5ページ
から8ページにかけて、県の対応をお示しして
おります。

9ページをご覧ください。
最後に、附属機関等会議結果報告でございま

すが、令和元年11月から令和2年1月までの実績
は、長崎県公益認定等審議会が1件、長崎県行
政不服審査会が2件、長崎県情報公開審査会が4
件、長崎県個人情報保護審査会が3件の計10件
となっております。

それぞれの会議の結果につきましては、10ペ
ージから20ページにお示しをしております。
以上で、資料の説明を終わらせていただきま

す。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【山口(経)委員長】 次に、新行政推進室長より
補足説明をお願いいたします。

【大瀬良新行政推進室長】 令和2年度の組織改
正案について、補足して説明いたします。

お手元にお配りしております資料「令和2年2
月定例県議会総務委員会課長補足説明資料総務

部」の3ページをご覧ください。
企画振興部につきましては、重要施策等の企

画・立案及び連携体制並びに推進体制を強化す

ることを目的に、企画振興部を、「企画部」と

「地域振興部」に再編することとしております。

企画部には、政策企画課に統轄監付スタッフ

を配置し、企画・立案及び連携機能を強化する

とともに、同課の機能を分割した「政策調整課」、

「ＩＲ推進課」のほか、ソサエティ5.0の到来を
見据えた次世代の先端技術を活用した施策を進

めていく「次世代情報化推進室」を配置するこ

ととしております。

総務部につきましては、情報政策課を改組し、

「情報システム課」を配置するほか、各部局の

長期延滞となっている税外未収金を一括して管

理・回収する「債権管理室」を新設することと

しております。

地域振興部につきましては、「地域づくり推

進課」、「市町村課」、「土地対策室」及び「県

庁舎跡地活用室」を設置するとともに、新幹線・

総合交通対策課を「交通政策課」と「新幹線対

策課」に改組することとしたいと考えておりま

す。

また、スポーツ振興課につきましては、スポ

ーツを通した交流人口の拡大を進め、観光分野

との一体的、総合的な推進を図るため、「文化

観光国際部」に移管することとしております。

4ページをお開きください。
県民生活部と環境部につきましては、特に、

県民生活一般に密着した施策分野について総合

的・一体的に施策事業を推進するため、両部を

「県民生活環境部」に再編することとし、県民

協働課と環境政策課を「県民生活環境課」に再

編することとしております。

また、廃棄物対策課は、資源を有効に活用し、

再資源化を推進する施策に、さらに取り組むた

め、「資源循環推進課」に名称を変更すること

としております。

出納局につきましては、会計事務の審査と財

務会計事務の指導及び会計監督検査等を一体的

に実施し、一層連携を深めていくため、出納室

を「会計課」に統合することとしております。

以上で、令和2年度の組織改正案の補足説明
を終わります。

よろしくご審議賜りますようお願いを申し上

げます。

【山口(経)委員長】 以上で説明が終わりました
ので、まず、陳情審査を行います。
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配付いたしております陳情書一覧表のとおり、

陳情書の送付を受けておりますので、ご覧願い

ます。

審査対象の陳情番号は、10番と12番でありま
す。

陳情書について、何かご質問はありませんか。

【前田委員】 10番の長崎県獣医師会から出て
いる「産業動物診療及び公務員獣医師等の確保

と処遇の改善に関する要望書」について、質疑

を行いたいと思います。

まず、端的に質問させてもらいますが、4項
目、要望等が出てますので、総務部が所管する

部分の考え方について、ご答弁をいただきたい

と思います。

【大安人事課長】 今回の4項目のうち総務部関
係でいきますと、2番目にございます給料等諸
手当等の処遇の改善の部分、それから、4つ目
にあります女性獣医師等の結婚・出産・子育て

等の職場環境の改善、こういったことが該当す

るところでございます。

考え方についてでございます。

2つ目の処遇改善の点についてでございます
けれども、この中では、福岡県におきます特定

獣医師給料表のお話で、本県のそういった改善

の点につきましてでございます。

福岡県におきましては、平成29年に人事委員
会からの勧告を受けまして、この給料表を新設

し、適用されているところでございます。

この背景といたしまして、福岡県におきまし

ては、医療現場の再編の中で、医療職現場への

配置が極めて少なくなっている中で、基本的に

は行政職の給料表を適用とした上で、特殊性、

専門性に着目して、家畜保健衛生所、または食

肉衛生所に勤務する獣医師に、この特定獣医師

給料表を適用するというようなことでございま

す。

処遇の改善の手段といたしまして、福岡県に

おかれましては、こういった措置を講じられて

いる一方で、本県におきましては、人事委員会

の勧告・報告を受けまして、初任給調整手当の

改善を、この間、図ってきておりまして、そう

いったことで処遇改善を図ってきているところ

でございます。

本県の初任給調整手当については、全国的に

見ても上位の状況にございます。給料表水準と

いたしましては、他県と比較しましても、遜色

がないものと認識をいたしております。

いずれにいたしましても、こういったところ

での給料等の改善につきましては、人事委員会

からの勧告・報告のもとに行っていくというこ

とでございますので、そういう意味では、独自

の対応というのはなかなか難しいという状況で

ございます。

ただ、他県の状況等については、また、人事

委員会の方にも引き続き伝えていくという形を

取りたいと思っております。

それから、4点目のこういった出産関係への
支援ということでございます。

結婚・出産・子育てに関するところの支援等

については、休暇制度でありますとか、勤務時

間の制度の充実の中で、この間、育児休暇であ

るとか、こども看護休暇、育児短時間勤務制度

等々の整備を行ってきておるところでございま

す。

また、そこにあります休職明けの復職の支援

のお話もございますけれども、そういったこと

に関しましても、例えば、制度的には、休職明

けには育児短時間制度を活用しますとか、場合

によってはテレワークでございますとか、今回、

フレックスタイム制度等もありますけれども、
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そういった措置でありますとか、そういったと

ころでの中で、これは獣医師さんだけではござ

いませんけれども、全体として、そういった職

場環境の整備を進めているところでございます。

【前田委員】 課長から、まず、その4番ですけ
れども、これは獣医師だけじゃなくて、これか

ら対応していくということで理解はしておきま

す。

それで2番についてです。今、ご答弁いただ
きましたけれども、この件は、過去において、

獣医師会として人事委員会の方に要望した経緯

もあります。

その中で、今、課長がおっしゃったような初

任給調整手当の調整という形で、今、進んでお

るんですが、今回、こういう形で要望が出てい

る背景として少し述べさせてもらいたいと思い

ますが、できましたら、最終的に獣医師だけの

話じゃなくて専門職のあり方について質問した

いと思いますので、委員長の許可を得て、公務

員獣医師に欠員が出てますので、その一覧表を、

もしよければ配付させていただいてよろしいで

すか。

【山口(経)委員長】 はい。
【前田委員】 では、すみません、書記の方、配

付してください。（資料配付）

質問を続けます。

それで、努力はわかっているんですけれども、

ただ、現実的な話として、これは獣医師会から

もらっている資料ですけども、職員の採用試験、

獣医師の。平成29年度において、募集人員が13
名に対して応募者が15名あったと。要は、そこ
は募集人員以上に応募者がいるんですが、その

方たちが15名合格しているんですけれども、実
際に採用されたのは5名しかいない。というこ
とは、合格しても自己のご都合で本県に入庁し

なかったということですよね。平成30年度は、
募集人員が12人に対して応募者が16人いらっ
しゃいました。結果、合格したのは14人ですけ
ども、採用されているのは14人中6人なんです
ね。ということは、8人の方が、合格はしたん
ですけども、ほかの職に行かれたということ。

そういうことを考えた時に、獣医師会として

のありようとして、もちろん仕事の意義とか、

いろいろあるとは思うんですけども、一つには、

やはり処遇の問題があるんだろうなということ

で要望されているわけで、初任給調整手当は改

善されておりますが、初任給額や管理職手当は、

九州各県の中では低い状況にあるという中で今

回要望しておりますので、独自の対応は難しい

ということですが、改めて、直近の採用状況を

見た時に、奨学金制度とか、ほかにもいろいろ

やり方はあると思うんですが、初任給調整手当

だけでは、なかなかここがカバーされないとい

う現状を鑑みた時に、次のステップとして、本

県においての、これは福岡県を例にされていま

すが、そういうことも検討すべきだと思います

けども、いかがでしょうか。

【大安人事課長】先ほどもお話をさせていただ

きましたけども、給料への適用、対応というこ

とになってまいりますと、そこは人事委員会か

らの勧告・報告、そういったところを基本ベー

スとして考えていく必要があろうかと思ってお

ります。

ご指摘がございましたように、実際に獣医師

さんの採用確保に困難が生じて、できていない

部分がある、それも事実でございます。

状況といたしまして、例えば、獣医系大学を

卒業される方々の中では、どうしてもペット診

療への志向が強く、公務員志望者が少ない状況

の中で、ある意味、各県等での奪い合いがあっ
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ているような状況が、実際問題ございます。

そうした意味では、給与面以外の対策という

ところの中でも、この間、関係部局と連携をし

ながら、いろんな形の取組も行っているところ

でございます。その辺の強化についても、しっ

かり対応していく必要があろうかと思っており

ます。

【前田委員】 ただ、そうは言いながらも、さっ

き話した管理職手当だけを見ても、他県と比べ

て2万円、3万円違うんですよね。そういうとこ
ろも含めた時に検討の余地はあると思いますの

で、人事委員会勧告にも、また再度要望してい

きますけども、人事委員会勧告の判断の中で検

討するということですが、現状、そういった採

用状況を見た時に、人事課として、人事委員会

勧告を待つまでもなく、そこは検討していただ

きたいなということを要望しておきます。

ただ、こういった獣医師の話を今回上げてま

すけれども、別のところで、私たちは保健所に

歯科衛生士等を配置していただいて、各市町の

歯科保健行政を推進していただきたいというよ

うなお願いもしているんですけども、そういっ

たことを話した時に、専門職、一個一個の専門

職の必要性は感じるけども、他の専門職とのバ

ランスとか整合性とかを考えた時に、そこだけ

見ても判断できないという答弁を、これまで何

度もいただいているんですね。

そうした時に、行政改革として、人を減らし

ていくことは今まで順調にいっていますけども、

今、委員の皆様のお手元に配っていますが、専

門職の職員は1,900人もいらっしゃるんですね、
庁内に。内訳を見てみると土木がやっぱり一番

多いんですが、多分、公共事業が右肩上がりの

時に、そのニーズがあって土木の職種とかが多

かったと思うんですが、これから先々を考えた

時に、あらゆる県民の生活をよくする中で、ニ

ーズの出てくる専門職というのはまだまだある

と思うんです。欠員の状況もありますけれども、

そういうことを考えた時に、この1,929人の構成
も含めたところで、こういったものを今後どう

やってうまく効率的にというか、県民のニーズ

に合った中で人事をやっていくかということと

併せて、求められる専門職のニーズがあるので

あれば、期間を限定して採用する。今もやって

いるんでしょうけども、そういったことも含め

て、全庁的に少し、今は獣医師の話で陳情にか

かわって話していますけども、こういうところ

も、今後大きな視野の中で検討していっていい

んじゃないのかなと思っていますけども、その

点はいかがですか。

【大瀬良新行政推進室長】ただいま、前田委員

から専門職種のあり方等々についてご質問がご

ざいました。

お手元にお配りしております資料のとおり、

県の組織の中で、いわゆる事務職以外の専門職

は、32職種で1,929人を配置しております。
まず、基本的な考えといたしまして、こうい

った専門職につきましては、必要な分野に配置

していくことが重要であろうということで、今

こういう状況になっているということでござい

ます。

なお、その際に、配置数、例えば土木職等の

話も出てまいりましたけれども、専門職の配置

を検討するに当たりましては、業務量、それと

業務の必要性、そういったものを検討しながら、

そのほかにも国から配置を義務づけられている

ような職種というのもありますし、そのほか特

殊な技術、専門的な知識、経験等がなければ業

務上支障が出てくるというような部分もござい

ます。
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そのほか、配置することで、より効果的・効

率的な業務遂行が期待できるかどうか。そうい

った観点の中で、我々、専門職種につきまして、

数の話であったり、具体の職種の採用であった

りというものも、これまでも検討してまいりま

したし、今後も、それは変わらないということ

でございます。

そういった中で、前田委員から先ほどありま

したけれども、ニーズに適応した形の中でどう

していくのかということでございます。

これまでも、過去にあった職種でも廃止した

職種というのもございますし、今後、在職者の

状況を見ながら、少なくなっていく職種という

のもございます。そのほか、医師等の専門的な

部分、これは獣医師でも一部活用してますが、

短期間での採用ということで非常勤職員等の採

用をしているところでございます。

【前田委員】もう実際に就職というか、職に就

いている人ですから、なかなか難しいことがあ

ろうかと思いますが、やっぱり時代の流れの中

で、過去においては、土木の方が多かった。そ

して、今でもそうですが、農業とか、水産の一

次産業部分が多いのも理解します。そういう人

たちを適材適所に配置していただくということ

もですけども、明らかに、これから求められる

ような医療関係とか福祉関係、さまざまな分野

で必要な専門職の方が、これからは必要だと思

います。

そういう全体的なことを考えた時に、今の答

弁を了としますので、ぜひ全庁的な視野に立っ

て、今後の採用について前向きに取り組んでい

ただきたいことを要望しておきます。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【吉村委員】今の陳情の件ですが、前田委員か

らいろいろと広げた話をされておるんですが、

陳情ですからね。

わからんところが、福岡県の特定獣医師職給

料表というのは、お手持ちがあるんですかね。

長崎県のこの給料表と比較をしてみらんとわか

らんなと思うんですけれども、そういう資料を

出していただければ出していただきたいと思う

んですが、委員長。

それと、「本県でも獣医師独自の給料表を創

設する」と。独自の給料表にはなっていないと

いうことなんですかね。

それと、今、前田委員からの資料で三十何職

種ですか、この中で独自の給料表を使ってある

ところがあるんですかね。そういうところとか、

長崎県では獣医師については独自の給料表は創

設してないのかとか、そういうところをお知ら

せいただきたいと思います。

【大安人事課長】まず、福岡県での特定獣医師

給料表の独自のというところでございます。

ここで独自というのは、実は福岡県だけが、

この特定獣医師給料表といったものを創設して

おります。

一般的には、それぞれいろんな職種がござい

ますけども、職種ごとに合わせまして、基本は

行政職給料表というのがございます。それ以外

に医療職の給料表というのが3つに分かれる形
でございます。

獣医師におきましては、医療職のうちの医療

職（二）という給料表を使っておりまして、そ

れは基本的には全国的にそのような形になって

おります。

福岡県の場合は、先ほども少しご説明しまし

たけれども、福岡県としての見直しの中で獣医

師につきまして、行政職給料表を使う配置のと

ころと特定獣医師の給料表を使うところを分け

る形で制度がなされております。そういうとこ
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ろは、把握しているところでは全国的にも福岡

県だけというような状況でございます。

【吉村委員】全国的に見て福岡県だけというこ

とになると、そこに長崎県もというのがなかな

か難しいのかなと思うんですが、この3名足り
てないという状況とか、そういうことを考える

と、特にさっきも説明にありましたが、小動物

の獣医はたくさんいるんですよね。ただ、産業

動物の獣医師が少ない、また、競争が激しいと

いうのが現状であるので、やはりそこの改善を

していかんと、長崎県も今、畜産が農業の大き

な柱になってきておるわけですから、そういっ

た意味でも、この陳情について、もう少し検討

を深めていただきたいと思うわけですが、いか

がですか。

【大安人事課長】まさに、この陳情の中身にあ

ります確保と処遇改善ということでございます。

処遇改善の部分につきましては、先ほど来、

給料表等についてのお話はさせていただいてい

るところでございますが、確保の部分について、

いかに本県に必要な獣医師さんを確保していく

かといったところは、この間も、いろんな形で

関係部局と取組を進めてきているところでござ

います。

先ほど来、お話がございましたけれども、修

学資金貸与事業でありますとか、インターンシ

ップ、研修、また、獣医系大学での就職説明会

などといったのも重ねてきているとこでござい

ます。

そういったところを、より細かく、また、本

県の魅力といったところも併せて発信をしなが

ら、関係部局と連携をしながら、獣医師確保を

しっかり進めていきたいと考えております。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ほかに質問がないようです
ので、陳情については承っておくことといたし

ます。

しばらく休憩します。

― 午前１１時３４分 休憩 ―

― 午前１１時３４分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開いたします。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

うことといたします。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ほかに質問がないというこ
とでありますので、次に、議案外所管事務一般

について、ご質問はありませんか。

【麻生委員】今回、危機管理監から消防の広域

化の推進が出てまいりました。昨日の3月11日
は、東日本大震災から9年目でしたけども、改
めて本県の消防広域化、先ほどの説明にありま

したように、離島を抱えている中で広域化の状

況がまとまらないということで、令和5年まで
やられるということであります。

お尋ねしたかったのは、本土一体型と離島と

分けて改定をするのか。それとも、今、県南、

県北、県央とありますけれども、こういう地域

別の主体の形で転換を図ろうとされているのか、

その点お尋ねしたいんですけれども。

【宮﨑消防保安室長】 平成22年に定めており
ます市町消防広域化推進計画では、自主的な広

域化を推進する上での基本的な考え方として県

内一本化をまず基本的な考え方とし、段階的な

推進も有効ということで、いろいろなケースを

想定していたものでございます。

今回、改めて協議会で議論いたしましたけれ
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ども、広域化そのものについての疑念、懸念と

いうものが数多く出されたことがございまして、

具体的な広域化の枠組みですとか、そういった

議論の前に、まずは広域化そのものの効果、特

に長崎県の場合、離島が多うございますので、

そうした離島を含めた形での広域化の効果など

について、まずはもっと研究するということを

進めた上で、そうした議論をすべきではないか

と考えております。

したがいまして、今の段階では、県内一本化

が現計画で定められておりますので、それにつ

いていろいろ調査研究をした上で、その後、議

論をした上で、新たな枠組み等が決まりました

ら定めていくことになると考えております。

【麻生委員】わかりました。今後の議論によっ

て各地域の状況が違うということでまとめてい

くということですけど、改めて、離島の中でも

新上五島町あたりは2万人を切るという状況で
1本部ということになると、状況的には離島の
中でも大変じゃないかなという感じもしており

ます。それぞれのエリアの中でやることについ

ての課題はあろうかと思いますので、課題の取

組について、ぜひお願いしたいと思います。

その中で、1点、ここにも明記されておりま
すけれども、今後の連携、協力の推進に当たっ

てのお尋ねであります。

私も11月定例会で質問させていただきまし
たけれども、今後、消防関係の緊急体制の状況

が大変厳しくなってくるんじゃないかと。高齢

化で、そういう救急搬送の要望があるというこ

とについてでございます。

今回も「♯7119」についてのご検討をされて
いると思いますけれども、これについての進捗

状況だとか県の考え方、また、各消防本部との

連携の中で課題が上がってきていることについ

て何か方向性があるのかどうか、その点につい

てお尋ねしたいと思います。

【宮﨑消防保安室長】 「♯7119」救急安心セ
ンター事業でございますけど、この制度は、住

民の皆様が急な病気、けがをされた時に、すぐ

に救急車を呼んだ方がいいのか、それとも少し

待って自分で病院に行ってもいいのかというよ

うなことを迷った場合に、その相談窓口に電話

をして、看護師でございますとか、場合によっ

てはお医者様と相談して、必要に応じて119番
の救急搬送要請をするというような窓口の制度

でございまして、現在、全国で10都府県と5つ
の地域で実施されており、人口によるカバー率

は全人口の43.3％ということで、九州では福岡
県で実施されているところでございます。

これにつきましては、「♯7119」という短縮
ダイヤルについて、都道府県単位で設定すると

いう方針ということに総務省消防庁で定めてお

ります関係で、現在、各都道府県が、その推進

のための調整を行っているところでございます。

この「♯7119」の運営経費につきましては、
市町に交付税措置をされている関係で、基本的

には市町が運営を今後していく必要がございま

すが、その市町が、この「♯7119」についてど
の程度必要性、それから、今後やりたいという

気持ちを持っているかというところが、まずは

大事でございます。そのことがありましたので、

昨年年末に各市町の消防担当の部局、健康福祉

部局の双方にアンケート調査をいたしたところ

でございます。

まず、市町の消防本部におきましては、10の
消防本部のうち、この「♯7119」導入に「賛成」
が1消防本部、「実施方法、費用負担次第では
賛成」という条件付きの賛成が3、「さらに検
討すべき」が4ということになっております。
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また、市町の健康福祉部局におきましては、21
市町中「賛成」が2、「実施方法や費用負担次
第では賛成」が6、「今後さらに検討すべき」
が12ということになっているところでござい
ます。

また、当然、医療関係者のご意見も必要なわ

けでございまして、県の医師会、各地域の医療

関係者からも、昨年12月から今年2月にかけま
してご意見を伺ってきたところでございますけ

れども、「実施について賛成する」というご意

見でございました。

こうしたご意見も踏まえまして、まずは実施

に当たる市町について、さらに理解を深めてい

く必要があると考えているところでございまし

て、新年度におきましては、先ほどの推進計画

の中でご説明しましたように、この制度につい

ての研究会を新たに設けまして、市町の理解を

深めた上で、再度、市町の考え方というものを

聞いていきたいと考えております。

【麻生委員】わかりました。各消防については、

各市町の対応ということで、県としては、総体

的な取りまとめはするけれども、予算はないよ

という状況でありますので、現場としては、救

急搬送したうちの3割が軽微な状況だったとい
うか、この事例もございますけれども、併せて

医師会と連携しながら救急体制、医療の関係に

ついては、そういう協力をいただかなくちゃい

けないんですけれども、課題もいっぱい見えて

まいりました。

そういう中で、今後、運用する時に予算の状

況はどうなのかということもありますので、来

年度ですか、予算の検討をされるということで

ありますので、ぜひ皆さんと意見を交換しなが

ら、安心・安全の状況が保てるようなシステム

をぜひご検討いただきたいと思います。

この件については、地域消防の関係でありま

すので、しっかり注視していきたいと思います

ので、よろしくお願いいたします。

【山口(経)委員長】 午前中の審査は、これにて
とどめ、午後は1時30分から再開します。
しばらく休憩します。

― 午前１１時４５分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【山口(経)委員長】 それでは、委員会を再開い
たします。

午前中に引き続き、議案外所管事務一般につ

いて審査を行います。

ご質問はありませんか。

【浦川委員】ふるさと長崎応援寄附金基金条例

について、お尋ねします。

まず、このふるさと納税の原資、財源になる

部分に関しては、ふるさと納税から入ってきた

部分になるかと思うんですけど、この財源は一

般財源として入ってくるんでしょうか。

【早稲田財政課長】ふるさと納税の応援の寄附

金の部分ですけれども、今年度までは一般財源

扱いということにしています。

今回、基金条例ということで、新たに創設す

るよう提案させていただいておりますけれども、

より使途の明確化、そして各部局の頑張り具合

をというものを施策に反映させるためというこ

とで、来年度から基金を創設いたしまして、特

定財源に充当するような形で、現在、考えてい

るところでございます。

【浦川委員】特定財源ということは、目的税と

いうような部分になるんですか。

【早稲田財政課長】目的税というより、特定の

施策について、例えば、離島医療ですとか、農

林水産業の振興に係る具体的な事業というもの
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がありますけれども、そちらの事業について、

各部局が寄附金を募って、それを以って基金に

積立てて特定財源に充てるもので、各部局の頑

張り具合などに応じて、特定の施策について財

源を充当するというものでございます。

【浦川委員】 わかりました。その部分、特定の

といったら、条例の28条に載っていましたけれ
ども、長崎県の発展に資するとして選定された

事業を、こちらの部分に充当するとなれば、全

ての長崎県の一般会計予算というか、事業とい

うのは、長崎県の発展に寄与するものじゃない

のかなと思うんですけれども、その区別という

のは、先ほど特定の離島における教育とかなん

とか入れております。何か線引きがわかりにく

いですけれども、その点についてお尋ねします。

【早稲田財政課長】来年度から具体的に取り組

みますのが、線引きの一つの判断基準として、

県外から寄附金というものを多く募ることが目

的ですので、より共感を、県外の方々から得や

すいような施策ということで、現在、各部局か

ら具体的な施策、どのようなことが寄附金を集

めやすいか、そして、その特定の施策の向上に

よりつながっていくかということで募っており

ます。

今、具体的に例を申し上げますと、例えば、

教育庁でいいますと、しまの学校の関係で離島

の学校の魅力化への取組に係るものについて一

つの施策として上げるものですとか、福祉保健

部でいいますと、離島医療を支える医師、看護

師の確保などについても具体的に上がっていま

す。それから、障害者のスポーツ振興というも

のについて、もしくは、より交流人口を多くす

るための新幹線の開業効果の拡大のプロジェク

トといったものも上がっております。第一次産

業でいいますと、長崎和牛応援へのプロジェク

ト、水産部でいいますと長崎の漁師応援プロジ

ェクトなどについて、各部局から具体的な施策

が上がりまして、それについて具体的に各部局

が、どのような形で増収対策を行っていくとい

うことを明示して、それを庁内の方でよく議論

をしまして、10施策ほどピックアップして特定
財源として充当するということで現在考えてお

ります。

【浦川委員】 わかりました。

ただ、一つやっぱり気になるのは、歳入と歳

出の部分というか、寄附をもらったものと、長

崎県内の人たちが逆にほかの自治体への納税と

いうか、ふるさと納税に応募した部分を差し引

きすればマイナスになっているのに、そういう

ふうに特定財源というか、別に切り離してやっ

ていくという、何かプラスになっているなら何

となくわからんではないんですけど、状況とし

ては、出ていく方が多いのに、さらに基金を組

んでとなると、ほかの部分の、全体の予算の中

で、基金もどんどん取り崩しながらやっている

という中で考えれば、一方では財源を確保でき

るんでしょうけど、一方では、全体として財政

調整基金とかを崩しながらやっていると考えれ

ばどうなのかなと思うんですけれども、その部

分に関してはどのようにお考えですか。

【早稲田財政課長】ご指摘にありましたとおり、

どうしてもふるさと納税関係で、今、逆にマイ

ナスの方に振れておりますので、それを増加に

転じさせて、黒字化を目指して取り組むという

ことで今回考案しまして、より増収の効果を上

げるべく具体的な各部局へのプロジェクトを上

げて、それについて各部局が様々努力をして増

収をするということを考えております。現状、

赤字ですけれども、それをまず黒字に転じるよ

うな形に今回の取組によって進めてまいります。
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これまで一般財源化によって収入として入っ

てきたわけですけれども、今までの一般財源化

の収入よりも上回って、黒字化を目指したとこ

ろでの収入を上げるというところを目指しまし

て、それによって、その財源を各特定のプロジ

ェクトに充てるということで現在考えておると

ころでございます。

【浦川委員】 わかりました。3億円ぐらいです
かね。県内は、いろんな特産品も含めれば、す

ばらしいものがいっぱいありますので、各市町

も頑張ってはいるかと思いますけど、県と一緒

にやっていけば可能性は大いに広がるのかなと

期待しております。

それに伴ってじゃないんですけど、ゴルフ利

用税とかたばこ税というのは今もらってますけ

ど、その分に対しても、一部でもいいですけど、

例えば、ゴルフ利用税についてもゴルフ人口の

増加とか、その周辺の環境整備も含めて使って

いいというような形で集めていると思うんです

けど、具体的には、ゴルフ利用税を集めても、

それに対する使い道が、一般財源化されている

からあまり見えてない部分がありますので、も

しよければ、こういったとで一部基金に積み立

てて、その分で子供たちのゴルフのスポーツ振

興とか何かに使えればと思いますので、そこは

一応要望に替えさせていただきます。よろしく

お願いします。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。
【麻生委員】関連で、ふるさと納税についてお

尋ねしたいと思います。

今回、ふるさと基金の条例ができましたので、

それで取り組みますよという話がされています

けれども、各県の市町村が主体でやっています

ふるさと納税の中で長崎県の順番はどうなのか

なと調べますと、全国で14番目という状況で、

トップは北海道、2番目が佐賀県という状況で、
何が一番決め手になっているのかといったら、

やっぱり返礼品ですよね。返礼品の種類がしっ

かりして、魅力ある返礼品をそろえることがで

きるかどうかによって、ふるさと納税の順位が

違ってくると。

一部、金額の高い泉佐野市ですかね、総務省

と今係争していますけども、そういうことは別

にして、いかにして今回のこのプロジェクトを

作りながら展開を図るということで予算も今回

7,000万円ほどですか、組んでますけどね。
佐世保市が、一時期、ふるさと納税が大変高

かった時期ですね。具体的には、秋口に、お歳

暮の時期に合わせて10万部から20万部近いカ
タログをつくって、ふるさと納税の魅力ある商

品をそろえておられたんですよね。

そういう具体的な施策がないと、いくら「プ

ロジェクトをつくってやりますよ」と言っても、

やっぱり訴えるものがない。そして県内の商品

といいますか、県内の魅力ある商品をいかにや

るかということで横断的なことをしないといけ

ないと思いますけれども、今回のプロジェクト

について総体的にどういう企画をもってやるの

かというのが1点。
そして、目的として、ふるさと納税に対して

どのくらいの集客を上げていこうとされている

のか、この2点お尋ねしたいと思います。
【原税務課長】 委員お尋ねの件ですけれども、

先ほど財政課長から答弁がありました、使途に

よって集めるという部分と、返礼品の充実によ

って集めるという部分が必要だと思っておりま

す。

返礼品につきましては、昨年10月にＪＴＢの
「ふるぽ」というサイトを新規にオープンして

おりまして、その関係で3カ月で約5,000万円ほ
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ど旅行クーポンの申し込みがあっております。

それで寄附金の増加につながっております。

今後につきましても、県内の農水産物を組み

合わせた形でシーズンに応じてお送りできるよ

うな企画を今考えております。

そういったもので、寄附金の増加、併せて使

途で共感を持ってもらえるような、使途と併せ

たところで寄附の増加を目指して、目標として

は、赤字が解消できる3億円程度を目標として
取り組んでまいりたいと思っております。

【麻生委員】 返礼品の申し込みが12月31日に
なっていまして、大変タイトな時間で処理をし

なくちゃいけないということで、佐世保市にお

邪魔した時に確認しましたけれども、秋口から

12月の3カ月間ぐらいが勝負なんですよと。そ
して、その期間にどれだけお返しをしてやるか

という発送業務をやらなくちゃいけないと。そ

ういう体制をしっかりととってないと、いくら

お金を集めても、一部課題になっていました、

肉を開けたら脂身ばかりだったとか、いいもの

でなくて、相当クレームがあったところもあり

ましたけども、そういうことが1点。
あと1点は、先ほどカタログの話をしました

けど、インターネットでいくらやっても、どう

しても長崎県のふるさと納税は上がってこない

んですよ。上がっているのは北海道とか佐賀県

とか、魅力のあるところしか上がってこない、

ふるさとチョイスでやるとね。

だから、その辺に対して具体的な戦略を持っ

て取り組まないと、いくら掛け声で、「これだ

けやりますよ」とか言ってもあれなので、今、

返礼品の中でＪＴＢさんとかの話がありました

けれども、ふるさとチョイスを含めて、しっか

りと中身を確認してもらって、どういう選択で

やるかということを、もっと成功事例を確認し

てやられたほうがいいかなと。県内でも平戸と

か、さっき言った佐世保、相当上がってきてい

ると思います。長崎市も一部今上がってきてま

すね。そういった中でしっかりとお願いしたい。

特に、佐賀県あたりが、なんで佐賀が300億
円近くまで集めるのかなと。町ですけどね、大

変高いところがございますよ。そういったとこ

ろもぜひ検討していただいて、さっき言われた

ように、長崎県から出ていく方が多くて、逆に

言えば赤字なんだという状況を早く解消できる

ように取組をお願いしたいと思いますけれども、

今私が述べました件についてのお考えを、もう

一度確認したいと思います。

【原税務課長】委員ご指摘のとおり、より見て

もらえるようなサイトづくりというのも必要だ

と思いますし、上位の県の取組をさらに研究い

たしまして、より効果的なＰＲを図ってまいり

たいと思います。

【山口(経)委員長】ほかに質問はありませんか。

【北村副委員長】先ほど事前に説明もいただい

ておりました消防広域化計画の再策定をしてい

きますよという中で、なかなか、各市町から懸

念があるということで進めるというところがち

ょっと難しいのかなという感じもしております

が、何とかスケールメリットを生かすところは

しっかり生かしていく。

しかし、ただ、安心・安全な暮らしを守ると

いうことは、何でもかんでも統合してしまえば、

縮小してしまえばいいということでもないんだ

ろうなというようなことで慎重に進めていただ

ければなと思います。

その計画の中に、「ソサエティ5.0における消
防や広域化への影響」と記載されておりますけ

れども、端的に言って、このソサエティ5.0にお
ける消防というのをどのようなものとして定義
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づけられているのか、ご説明をいただければと

思います。

【宮﨑消防保安室長】消防におきましては、消

火活動、救急搬送におきましても、人的な作業

の部分が多い分野でございますので、現在の情

報技術の発達等々で人員を割くという部分が非

常に少ない部分であるということが、かなり固

定観念としてあるところでございます。

現在、ソサエティ5.0などの取組によって、い
ろんな技術が発達していくことも、今後いろい

ろ取り入れて、いわゆる離島と本土の消防体制

の強化の中に何か具体的に取り込めていけない

かということを、専門の研究機関に依頼して、

今回の調査研究にも含めていきたいと考えてお

ります。

例えば、ドローンを自動操縦で飛ばして、そ

れの情報に基づいて、効果的な消火ポイントを

事前に探って、そこに消火隊を向かわせるとか、

あるいは、例えばコンビナートのように火災な

どの危険性の高い分野については、あらかじめ

そこで働く方々にいろんなカメラですとか、そ

ういったものを持っていただいて、事故が発生

した場合に、いち早く現場の情報を、消防局な

どがつかんで効果的な消火ができるとか、もし

くは、例えばほかに救急の発生件数が気候条件、

季節などに伴ってどういう時間帯に、どういう

地域で発生しやすいと、救急搬送要請がですね。

そういったことを事前に分析して、効果的に救

急隊を配置するとか、そういった研究がなされ

ていると聞いておりますので、そういった新し

い取組も今回の研究の中には取り入れて将来の

見通しを立てていきたいと考えております。

【北村副委員長】具体的なところは、これから

というような話だったろうかなと思います。

一般質問でも申し上げましたけれども、こう

いった新しい用語化というのは、なかなかなじ

んでいない部分が多いだろうと思いますので、

こうすると、ここがよりよくなるという具体的

なものを提示して、じゃ、皆さんで一緒にやり

ましょうよというような方向に持っていかなき

ゃいけないんだろうなと思います。

先ほどのお話の中にもありました救急搬送の

件ですが、この計画書の中でも、病院の収容時

間が34.6分から39.3分に延びているというよう
なお話があって、それをどうせろということで

はないんですが、そのソサエティ5.0の概念の中
に必ず出てくるのが、コネクテッドカーという

か、全てインターネットでつながっていくＩｏ

Ｔであるとか、車もつながっていくよという話

だろうと認識しております。

救急隊が救急搬送をする際に、例えばですけ

れども、これは車が全てコネクテッドカーにな

っていったというような前提にはなってしまう

かもしれませんが、今から救急車が通りますか

らという通知が、もう既に一部の車種では、そ

ういった情報が車に表示されるというようなサ

ービスもありますので、そういったところも活

用しながら効率化を進めていければなと、これ

は提案というか、検討していただきたいなとい

うところでございます。

その計画の中にも、これはもう毎年上がって

きているんだろうと思いますけれども、消防団

員の団員数の減少ということで、消防団の団員

を確保するためにいろいろと応援をするお店で

すとか、そういったことをされてあるんだろう

なと思いますが、予算の金額を見ましても、あ

まり前年度と変わらないような状況で、今後、

新しい取組というか、研究をされているような

ことがあれば教えていただきたいんですが。

【宮﨑消防保安室長】ご存じのとおり、消防団
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員の約7割がサラリーマン、被雇用者というこ
とで、消防団員の入団、そして消防団員が円滑

に活動しやすい環境をつくるためには、事業主

のご理解、ご協力が必要でございます。

前委員会におきましても、そういう場合に事

業者の方が協力しやすい環境をつくるために、

事業者にとって、事業者も得するようなメリッ

トみたいなものが何かつくれないだろうかとい

うご質問もございまして、いろいろ長年検討し

てきている課題でございました。

来年度予算におきまして、消防団の協力事業

所、こういったところと連携を今後強めていく

ために、事業所にとって協力しやすいようなメ

リットが何かつくれないかということを調査研

究する取組をしたいと。これも専門的な研究機

関の協力を得ながら何か方策をつくっていきた

いということで、来年度、調査研究事業をやる

ことにいたしておりますので、その結果を踏ま

えまして、事業所との協力関係を強めていけれ

ばと考えております。

【北村副委員長】わかりました。これも今から

しっかりと調査をしていくというようなことだ

ろうと思います。

これも、また提案というか、これは手前みそ

の話で恐縮なんですけれども、私の事業所が非

常に市境にあって、要は隣の市から事業所に通

勤している。介護施設でもありますので、消防

団員がいた方がいいというようなことで、大村

市で働きながら諫早市に住んでいる人が大村市

の消防団に入れるというような、これは市議会

での話だったんですけれども、そういった規定

が市町ばらばらなんですよ。

大村市の場合は、その当時までは大村市民と

なってたんですね、大村市の消防団に入れるの

は。それは21市町ばらばらだと思いますので、

大村市については改善というか、大村市の事業

所に入る。多分、長崎はオーケーだと思います。

そういったところも一度調査をしていただいて、

近隣の事業所であれば、近隣の市町からでも、

隣の市の消防団に入れるとか、そういった条件

を整えていってあげるということも必要だろう

なと思いますので、ぜひ調査をしていただいて、

まだそういった規定の改善がなされていないと

ころがあれば、市町のことでございますから、

強制力はないんでしょうけれども、提案をして

いただければなと思います。

もう1点、自治体クラウドサービスについて
お尋ねをしたいんですけれども、総務部情報政

策課ということで、これは平成21年12月からス
タートしている事業だと思いますけれども、自

治体クラウドサービスを各自治体で使ってもら

おうというようなことで、現在、5団体という
ような状況であります。

このスピードが早いのかどうなのかというと

ころが私も評価をしかねているんですけれども、

ＫＰＩも令和7年度に16団体までもっていくん
だというような表記がございますが、現在の進

捗状況についての認識と今後の見通しというか、

どういったところに問題があるのか、そういっ

た分析があればご答弁いただければと思います。

【山崎情報政策課長】自治体クラウドサービス、

これは県内の自治体で活用されているところが

5団体、それ以外に県外で16団体、県外の方が
多い状況でございます。

この自治体クラウドは、現在、市町村の方で、

例えば、公共予約システムでありますとか、電

子申請でありますとか、そういったものをより

進めていくために、例えば、公共予約システム

が市町村で持ってないところがまだ15団体ご
ざいますので、そういったところを中心に、し
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かも、今までは市町の情報担当部局に課長会議

等でいろいろご説明していたんですけど、行革

の絡みとか、そういった町全体の取組として、

こういったものも必要になってくるんじゃない

かということで、そういった方々を対象に、今

後、さらに営業を進めていって利活用を促進し

ていきたいと考えております。

【北村副委員長】 わかりました。21市町中5の
自治体と、あとは外部で16団体というようなご
答弁でしたよね。

【山崎情報政策課長】 全部で19団体の利用で
ございました。失礼しました。県内が5団体、
県外が14団体です。
【北村副委員長】 承知しました。私は、てっき

り自治体の21市町向けのサービスだと思って
いました。5団体以外にも14団体、県外にある
というような理解でいいんですね。わかりまし

た。

このＫＰＩには、「市町の判断で別のサービ

スを利用することも考えられる」というような

ことで、いろいろ行革との絡みもあるというお

話だったんですけれども、県としては、この自

治体クラウドサービスを県が提供しているから､

21市町、全部統一したサービスを使ってほしい
と考えているのか、それとももう既に別のサー

ビスを使っている自治体もあるというようなこ

とで、どの程度、21市町に広げていこうと考え
ているのかというのは、お考えがあればお聞か

せください。

【山崎情報政策課長】この自治体クラウドサー

ビスの中の、例えば公共予約システムでありま

すと、15団体、未導入でございます。ただ、電
子申請システム等でありますと、既に16団体が
何らかの形で県のクラウドサービスではないサ

ービスを活用している。そういった実態もござ

いますので、全て県のクラウドサービスをとい

うわけではございませんけれども、低価で利活

用ができますので、持ってないところについて

は、こういったサービスもありますよというこ

とで進めていきたいと考えております。

【北村副委員長】 わかりました。では、このＫ

ＰＩは基準年が5団体と記してありますので、
ＫＰＩの数字については、県内の自治体の数と

いう認識でよろしいということですね。わかり

ました。

増え方が2団体ずつという非常に、多いのか、
少ないのか、わからないんですけれども、費用

というか、お金の問題なのかなと勝手に自分で

思ってまして、ホームページを見てみますと、

まず初期費用が85万円かかりますということ
ですけれども、これは平成21年度のスタート時
から変更されてあるかどうか、お聞かせくださ

い。

【山崎情報政策課長】初期費用がかかりますの

は電子申請システム、その場合に申請したいろ

んなデータ、それはやっぱりそこの市町が持つ

べきだろうということで、そのサーバの構築費

用になります。それ以外の公共予約システム関

係については、そういった初期費用はかかりま

せんで、人口一人当たり10円で算出して、ほか
の同じようなシステムに比べれば安価な料金に

なっております。

【北村副委員長】最後にいたします。私もまだ

少し研究が足りないなと思っています。やはり

比較優位というか、どのサービスがコストパフ

ォーマンスが一番高いのかというのは、21市町
もいろいろと研究なされていることだろうと思

います。ただ、長崎県としても提供しているの

で、ぜひしっかり広げていただくように努力を

していただきたいと思いますし、料金は住民一
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人当たり10円というような料金も、もっと安け
れば、もっと広がるんだろうと思いますので、

そういったところの検討も、されていらっしゃ

ると思いますけれども、不断にやっていただけ

ればなと要望をしておきます。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。

【小林委員】昨日、午前中に麻生委員からご指

摘がありましたが、東日本大震災が9年目を迎
えたということでございます。改めて言うまで

もないことでありますけれども、自然災害のす

さまじさ、また、被害の甚大さ、こんなような

ことをお互いに改めて思い起こしたのではなか

ろうかと、こう考えるわけであります。

本県においても、過去、災害の経験をいろい

ろやってまいりました。雲仙普賢岳災害、ある

いは直近においては台風19号とか、さまざまな
経験の中から、いかにして災害に強い長崎県を

つくるか、こんなようなことを合い言葉にしな

がら、当局並びに関係の皆さん方にご尽力をい

ただいているところでありますけれども、なか

なか本県の特性というか、今置かれている現状

を見ますと、何といっても人口減少、あるいは

高齢化、こういうようなことで地域防災力の低

下と、こんなようなことを指摘する人がいらっ

しゃるわけであります。

そういう状況の中において、先ほども申し上

げたように、いかにして災害に強い長崎県をつ

くっていくか、これは我々において命題であり

まして、災害に立ち向かうことのできる強い長

崎県をつくるということの中で、我々の子ども

や孫たちに引き継いでいかなければいけないと、

こういう使命があるのではないかと思います。

そこで、危機管理のほうだと思うんだけれど

も、国土強靱化ということの長崎県版、地域計

画を今回改定をされたというようなことを聞い

ておるところでございますけれども、その地域

計画を立てるに当たっての基本的な改定の趣旨、

それから、どういう内容を改定されたのか、こ

の2つをお尋ねしたいと思います。
【近藤危機管理課長】県の国土強靱化地域計画

の改定でございます。

まず、趣旨につきましては、令和3年度から
国の府省庁の補助金、交付金、これは国土強靱

化に係る部分でございますけれども、この事業

につきましては、この国土強靱化地域計画への

事業の明記が要件化されるということが国から

指示されております。

そのために箇所づけを行う個別事業を県の強

靱化計画に明記する必要があったために、改定

を行ったところでございます。

そして、その内容につきましては、本県の気

象や地域特性を踏まえて起きてはならない最悪

の事態を想定し、リスクシナリオと申し上げて

おりますが、それを43項目設定しているところ
でございますけれども、それに対する対応策に

つきまして、今現在、別紙にまとめており、そ

こにＫＰＩ（重要業績評価指標）と個別事業を

合計で言いますと1,056事業、追加をしたもので
ございます。

【小林委員】 今の答弁でよくわかりましたが、

ちょっと馴染まない言葉が出てきたのは、リス

クマネジメントというような言葉は我々がよく

使う言葉でありますけれども、リスクシナリオ

というんですか、要するに、リスクシナリオと

はなんぞやということなんですが、これはどこ

から出てきた言葉かと思うんですね。いわゆる

長崎県独自の言葉なのか、国の言葉なのか、よ

その言葉なのか、よくわかりませんけれども、

リスクシナリオという言葉は、どんな意味で、

県民に広く浸透しているのか、知らないのは私



令和２年２月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（３月１２日）

- 222 -

だけなのか。

まず、このリスクシナリオという言葉がどう

いう内容で、どこの言葉で、どういうことを目

的にしているのか、そこのところを重ねてお尋

ねしたいと思います。

【近藤危機管理課長】このリスクシナリオとい

う言葉でございますけれども、もともと国が国

土強靱化の法律に基づきましてガイドラインを

定めております。その中で、それぞれの地域で

起きてはならない最悪の事態というようなもの

をそれぞれ想定して、それに対する対応策を地

域地域で考えてほしいという、その起きてはな

らない最悪の事態というようなことをリスクシ

ナリオという言葉で表現をしているものでござ

います。

【小林委員】そうすると、先ほどもお話があり

ましたように、このリスクシナリオを、今回43
項目というようなことをおっしゃっております

ね。そうすると、いただいた資料に「長崎県国

土強靱化地域計画」という冊子があります。こ

れを見てみますと、第1回が平成27年12月に策
定と、それから約2年後の平成29年12月に改定
をされている、そして今回、令和2年3月改定と、
そういうことが明記してあります。

この第1回の平成27年12月に策定された時に、
今言うリスクシナリオが何項目ぐらいあったの

か。そして、今回の改定によってどれくらいの

数になったのかということで、43項目というの
が一体何を指しているのか。このリスクシナリ

オという絶対に起きてはならない最悪の事態と、

これは非常に重要だと思います。起きてはなら

ない最悪の事態、リスクシナリオと、こういう

ようなことでありますので、そこのところでど

れくらいから、どれくらいになって、この43項
目というのが、全体で起こってはならないとい

うのが43項目ということについて限定をして
いるのか。ここのところの項目の設定の仕方が

どういう経過の中にあるのかということもよか

ったら教えてください。

【近藤危機管理課長】 平成27年12月に策定い
たしました時には、リスクシナリオという項目

としては41項目でございました。平成29年に改
定をしたわけでございますけれども、これは熊

本地震が起こったその反省を含め、本県につい

ては、やはり地震のリスクを少し軽く見たとこ

ろもあるという内容もございまして、そうした

ところを含めて2項目追加して現状の43項目に
なっているところであります。

そのリスクシナリオ、起きてはならない最悪

の事態というのは、例えば、市街地で大規模な

倒壊で死者が出るとか、それに伴って火災が発

生するなど、そういう人命からライフラインの

ほか橋梁や、医療活動まで、とにかくさまざま

なことを網羅的に考えまして、その中で最悪の

事態はどんなことかというようなところを43
項目決めたというようなものでございます。

【小林委員】 その43項目の決め方ですけれど
も、要するに、長崎県だけで決めたのか、それ

とも大事な地域でそれぞれ守っていただかなけ

ればいけない、そういう防災対策、やっぱり市

町に頑張ってもらいたいとかねてから思ってい

るわけです。

そういう市町の皆様方のご意見が、この43項
目の中にどれほど盛り込まれているのかと、こ

ういうところもとても気になるところでありま

すが、恐らくこの43項目については、市町から
ご意見を賜るということになってくると、そん

な43項目ぐらいではひょっとしたら済まない
かもしれないと、こういうような感じもするわ

けでありますけれども、これからの改定に向け
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て市町の意見をどう取り上げていくのかという

こと、この辺のところも大事であろうと思いま

すので、そこのところは現時点において43項目
の起きてはならないような最悪の事態と、こう

いうようなことを決めて今回の改定で2つ増え
たんだと、こういう受け止め方をいたしておき

たいと思います。

そうすると、今回の改定の内容は一体何だっ

たのかと。プラス2のリスクシナリオの項目を2
つプラスしましたと。それと同時に、国のほう

で改定を求められているところの内容が、どう

いう内容であったかということでありますが、

その点はどうですか。

【近藤危機管理課長】 2項目追加したというの
は前回の途中段階でございまして、今回の改定

につきましては、やはり国のインフラ関係の予

算をどうしても確保するためには、事業として

はっきり何々の事業と明記する。これにつきま

してはそれぞれ道路、橋梁、港湾、砂防、河川

に加え、農林業につきましては、ため池とか治

山事業など、それぞれ方々にわたる箇所づけの

事業が必要ということで、各部各課にをとりま

とめた結果というものが1,056事業というもの
でございます。

【小林委員】 その1,056の新たな取り組まなけ
ればならないそれぞれの箇所ですね。そういう

ようなところについて今回の改定の中にその数

字を明文化するんだと。1,056カ所、これは尋常
じゃないわけですよ。言葉尻を捉えるようで申

し訳ないが、今までの箇所と今回の1,056カ所と
合わせたらどれくらいになるのか。今までの第

2次改定ぐらいまでの中には、そんな箇所づけ
をしてなかったのか、今回改めてしたのか、改

めてした理由は一体何だったのかと、こういう

ことでお尋ねをしたいと思います。

【近藤危機管理課長】 これまでの平成29年段
階での地域計画でございますけれども、この事

業については、大まかな形で、例えば道路の斜

面の対策というような形の書き方をしておりま

して、個別の事業は設けられてなかったという

ものでございます。ただ、実際に事業を国に申

請するには、個々の事業、箇所づけが必要であ

り、今回、国から提示された内容に基づきまし

て地域計画の中にそれを一つ一つ盛り込んだと

いう趣旨でございます。

【小林委員】 よくわかりました。要するに、リ

スクシナリオ、そういうところを重点的に考え

て、箇所に対してどういう対応策をやっていく

のか、こういうことを加える、そういうことの

改定内容が主だと、こういうことですね。

そうすると、1,056カ所を今回上げたというこ
とについては、これから災害対策をやっていく

時に、例えば、どこかの河川が氾濫したとか、

決壊したとか、かれこれになってきた時に国に

支援を求めると、交付金をください、あるいは

補助金をいただきたいと、こうなった時に、今

回の地域計画の中に載ってなければ、その対象

にならないということをおっしゃっているんで

すか。

【近藤危機管理課長】補助事業の申請をするに

当たっては、その根拠となるものが必要だとい

うことで、この地域計画に載せるようにという

指示でございます。

ただ、1,056カ所全てを今回申請しようという
ものではございませんで、これまでやってきて

いる事業も明記がなかったものですから、それ

も含めて明記する形になります。最終的には必

要な優先順位を決めて申請されますし、交付決

定なり事業採択に当たっては、そういった全体

的な経費の中での優先度が決められるのではな
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かろうかと考えております。

【小林委員】 改めて言うまでもないが、1,056
カ所がきちんと地域計画の中に載っておらなけ

れば、箇所づけがないと、いざという時に補助

金も交付金もいただけない状態がありますよと。

だから、これを今回、改定、明文化をきちんと

して、そして作成しようと、こういう流れにあ

るということが今回の改定の一番の狙いである

と、こういう受け止め方をいたしました。そう

いうようなことでよろしいみたいですから。

そうしますと、1,056カ所というと大変な金額
になると思うんです。ですから、一遍にそんな

ことができるわけでもないし、そんなことは十

分わかっていますけれども、1,056カ所をどうや
ってピックアップしたのかと。市町の声がそこ

に盛り込まれているのか、県の出先とか、県だ

けで1,056カ所をピックアップしたのかと。
私は、かねてから、市町にもっと問題意識と

か危機意識を持っていただきたいという考え方

を持っているんです。

例えばの話が、話が横に飛ぶけれども、人口

減少対策についても、県が一人頑張ったところ

で、そこの限界はあるわけです。毎年毎年、1
万2,000人、1万3,000人、1万4,000人、そうい
うようなことで人口が減少しているよと。長崎

県全体をこうして見ると、例えば、地域地域ご

とに21市町で社会減、自然減がどういうふうに
なっているかということをもっと明文化して、

きちんと明らかにしたらいいと。長崎市のダム

機能が、残念ながら、全然果たしてないではな

いかと。そういうような状況の中で、いわゆる

長崎県の一番の首都である長崎市が、残念なが

ら人口が減ってダム機能の役割を果たさない、

県庁所在地の中で人口が一番減少していると。

長崎県の人口減少を語るならば、市町ごとに

自然減、社会減をもうちょっと明文化して、県

民によくかるような形の中で、人口減少が長崎

県において、また、当該市町においても、絶対

避けて通ることはできない、だから市町ももっ

と頑張っていただきたい、それを数字でみんな

にわかるような格好でやっていこうではないか

と、こんなようなことを言っているわけですよ。

だから、今回の自然災害も、長崎県だけでま

とめて、それを皆さん方にわかっていただきた

いと、こう言っても、やっぱりそれぞれの地域

ごとに地域計画をしっかりつくっていただかな

ければ、本当の役割にならないと思うんです。

そういう意味からいっても、今回、地域計画

というのは、やっぱり市町ごとにこれをつくっ

ていただかないと、いざ、長崎県のどこかの市

とか、どこかの町でいろいろ災害があって、そ

この箇所づけが明文化されてなかった、さあ、

補助金をください、交付金をください、災害対

策をやりますからという時に、地域計画の中に

箇所づけが全然ないではないかと、そこにお金

を出せない、交付金も出せない、こういうよう

なことになってしまうわけでしょう。だから、

やっぱり市町の声をもっともって上げていただ

かなければいかんとこじゃないかと、こういう

ことを申し上げているわけですよ。

1,056カ所、これは市町の声が本当に入ってい
るのかどうか、そこのところを私なりに調査し

ましたら、ほとんど県の出先とか、県だけで決

めているかのような状態だから、その辺のとこ

ろがこれからの課題ではないかと。

しかし、県のおかげで、県が背中を押してい

ただいて、今、市町も、それぞれの地域版を策

定中でありまして、これを出さないことには、

先ほど言ったように、いざという時に補助金も

交付金も出ないということだから。
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今、県内の状況において、先般の総務委員会

において、今どういう状況かと言ったら、計画

の策定が進んでないような状況であったと思い

ますが、それから県の方でそれぞれ出かけてい

って、市町で相当な協力をいただきながら背中

を押していただいていると思うが、その成果は

どういうふうになりましたか。

【近藤危機管理課長】市町の策定状況でござい

ますけれども、前回の総務委員会時点では策定

はまだゼロでございましたが、今、2つの町が、
時津町と新上五島町が策定済み、2月中に策定
をいたしております。そして、3月中には9市町
で策定をするというふうに伺っているところで

あります。合計11市町が年度内と。残りにつき
ましては、9市町が9月までにできるということ
で、残り1つが来年度末、令和3年3月いっぱい
というふうに聞いております。

【小林委員】 21市町の今の状況が伝わってき
ました。頭に1つだけ残りました。新上五島町、
あの五島産業汽船で有名な、そこだけ頭にきち

っと残りましたが、そこは策定済みというよう

なことと、あと1つは時津町ですか、そこが策
定済みだと。それ以外については、県からそれ

なりの応援をいただかなければいけない、そう

いう状況にあるのではないかと、そんな受け止

め方をいたしました。

危機管理課というのは新型コロナウイルスま

でやるんじゃないか。とにかく危機管理監、忙

しいですね、本当に、お元気でしょうか。そん

な感じがするけれども、なんもかんもおたくの

ところに、こういうリスクの問題点は出てくる

わけで、大変だと思います。だから、市町の皆

さん方を巻き込んで、国土強靱化の長崎県版、

地域版、大村なら大村版、こういうようなこと

を明確につくりながら、その一つの旗印のもと

に災害に強い長崎県、災害に強い地域づくり、

こういうようなことをやっていかなければいけ

ないのではないかと。

そういうことで、少し皆さん方が眠たいよう

でありましたので、少しいつもより声を上げて

話をさせていただいたことをお許しいただいて、

終わりたいと思います。ありがとうございまし

た。

【山口(経)委員長】 ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ほかに質問がないようです

ので、危機管理監及び総務部関係の審査結果に

ついて整理したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時２３分 休憩 ―

― 午後 ２時２３分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開いたします。

この後、委員間討議を行います。

理事者退席のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時２４分 休憩 ―

― 午後 ２時２５分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開いたします。

今定例会で審査いたしました内容について、

3月17日（火曜日）の予算決算委員会における
分科会長報告及び3月19日の本会議における委
員長報告の内容について協議を行います。

それでは、審査の方法についてお諮りいたし

ます。

協議につきましては、本委員会を協議会に切

り替えて行うことといたしたいと存じますが、

ご異議ありませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 ご異議ないようですので、
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そのように進めることといたします。

それでは、ただいまから委員会を協議会に切

り替えます。

― 午後 ２時２６分 休憩 ―

― 午後 ２時２６分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開いたします。

本日まで審査いただいた総務分科会長報告及

び総務委員会委員長報告については、協議会に

おける委員の皆様の意見を踏まえ、報告させて

いただきます。

次に、閉会中の委員会活動について協議した

いと思いますので、しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時２７分 休憩 ―

― 午後 ２時２７分 再開 ―

【山口(経)委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について何かご意見はあ

りませんか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【山口(経)委員長】 それでは、正副委員長にご
一任願いたいと存じます。

これをもちまして、総務委員会及び予算決算

委員会総務分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ２時２８分 閉会 ―



総務委員会委員長　　山口　経正

１　議　　案

件　　　　　　　　　　　　　　　　名 審査結果

長崎県危険物等に係る事務手数料条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県手数料条例の一部を改正する条例のうち関係部分 原案可決

長崎県の事務処理の特例に関する条例の一部を改正する条例
のうち関係部分

原案可決

職員の服務の宣誓に関する条例及び議会の議員その他非常勤の職
員の公務災害補償等に関する条例の一部を改正する条例

原案可決

職員の勤務時間、休暇等に関する条例及び市町村立学校県費負担
教職員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部を改正する条例

原案可決

知事等の損害賠償責任の一部免責に関する条例 原案可決

内部組織の設置に関する条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県吏員恩給条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県恩給並びに他の地方公共団体の退職年金及び退職一時金の
基礎となるべき在職期間と長崎県吏員恩給条例による恩給の基礎
となるべき在職期間との通算に関する条例の一部を改正する条例

原案可決

長崎県県庁舎建設整備基金条例を廃止する条例 原案可決

長崎県税条例の一部を改正する条例 原案可決

ふるさと長崎応援寄附金基金条例 原案可決

長崎県住民基本台帳法施行条例の一部を改正する条例 原案可決

長崎県監査委員条例の一部を改正する条例 原案可決

警察署の名称、位置及び管轄区域に関する条例の一部を改正する
条例

原案可決

財産の取得について 原案可決

和解及び損害賠償の額の決定について 原案可決

包括外部監査契約の締結について 原案可決

長崎県観光振興基本計画の変更について 原案可決

計　１９件（原案可決１９件）

第 29 号 議 案

第 30 号 議 案

第 24 号 議 案

第 25 号 議 案

第 26 号 議 案

第 27 号 議 案

第 28 号 議 案

第 19 号 議 案

第 20 号 議 案

第 21 号 議 案

第 22 号 議 案

第 23 号 議 案

番　　　号 

記

総 務 委 員 会 審 査 結 果 報 告 書

　本委員会に付託された事件について審査の結果、下記のとおり決定したので報告する。

令和2年3月12日

　　　　議長　　瀬川　光之　　様

第 31 号 議 案

第 57 号 議 案

第 58 号 議 案

第 59 号 議 案

第 74 号 議 案

第 17 号 議 案

第 18 号 議 案
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